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1．緒 論

　1．1　研究の背景と目的

　土や地盤が固相・液相・気相の三相で成っており，他の多くの単一相からなる構造材料に比較し

て極めて複雑な挙動を示すことは広く認められている。それに加えて固相をなす土の粒径が数ミ’1

メート’レの砂礫から数マイクロメートJレの粘土・コロイドまでと巾広い範囲に連なり，その構成割

合によって工学的性質が異なるため建設工事に伴う土の挙動予測やその結果発生する対応を更に困

難なものにしている。1925庄のTerzaghiの著書Erdba㎜echanikに始まるとされる現在の土

質力学はこれらの解明にあり，今後もそうあるべきであることは万人の認めるところであろう。土

に関する工事の設計・施工を行うにあたってはこれらの成果に基づいて，そのよりどころを土の調

査や試験によって得られる情報においている。しかしこれら調査・試験に基づくだけではなく土や

地盤の成因，肉眼的観察，過去の工事結果なども重要な情報となっている。これら後者の情報の利

用や蓄積を考えた場合，多様な要素を標準化して記載し分類しておくことが必要となろう。士を素

材とした分類については，その粒度組成や土本来のコンシステンシーを基にした日本統一分類法

（1979）1）が制定されたが，これはあくまで材料的な分類であり，自然土ないしは自然地盤の分

類という立場は採られていない。生成学的な分類ハ堆積構造的な分類3）などの地形・地質学的分類

手法を工学的に利用しようという試みもあるが，現段階では記載的な面が強く工学的な利用との相

関にっいてはまだ十分であるとは、三いがたい。したがって土の素材としての分類手法と地形・地質

学的分類手法の間にはギャップが大き過ぎ，これを補完する分類・区分の方法があってしかるべき

であり，土の状態把握・区分・表示がそれにあたるものと考えている4≧土の状態を固一液一気の三

相の構成割合によって区分することはそのための1っのアプローチであるといえる。

　粉体工学の分野では粉体の状態を固一液分散系として統一的にとらえらその流動特性を考慮して

成形法，脱気操作，造粒法との相関を得る試みがなされている。また土壌学の分野でも固一液一気

の構成割合にポイントを置いた考え方が古くから行われているが，この場合の多くは農業生産を対

象としているため不飽和状態での水の浸透性・植物根茎の発達性・対肥料との関係などに結びつけ

て考えられている。他方土質工学，特に建設工事における土を考えてみると，その対象となる土の

状態はまさに液体状態より固体状態までが想定される。したがって土の状態区分がもっと綿密に検

討されてしかるべきであるという論点が強調される所以である。わが国のみならず世界の土質力学

のあり方に多大な影響を与えたTerzaghi　and　Peck　q948）の名著“9．　oilMechanics

in　Engineering　Practice”6）、およびその系列を引く各種市販の士質力学・土質工学の著書

では必ずしもこの種の状態区分には論を及ぼしてはいない。その後においてもその構成を同書に準
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じたものが多い。1968　Hl　Gc発行されたLambe　and　Wh　itman（1968）の著書“SoilMec－

hanics”7）がやや異なった構成になっているといえる。すなわちその目次を引用してみると，

Part　I．　Introduction，　1）artll．　The　Nature　of　Soil，　1）artl皿．Dry　Soil，　PartlV．

Soil　with　WaterNo　Flow　or　Steady　Flow，　PartV．Soil　with　Water－Transient

Flowとなっており，土（固相）と水（液相）との相関に観点を置いて土質力学を体系づけようと

している点がうかがえる。

土を固噸系と・・。襯点でとらえようとする研究・こはBi。・（1962）8～G，。en　and　Na，hdi

（1965）9）、　MUIIer　q967）10！Shi㎜er1（1973）11），岡（1980）12！があげられる。

これらは岡が飽和土を固液2相系としてBiotが一般化した2相混合体の理論でTerzaghiの提案

になる有効応力の意義を検討しているように，いずれも土の力学的性質の整理を固一液系として行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）
おうとしたものである。また軽部・苗村・森田・岩崎（1978）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の研究ではあえて固一液系とはう

たっていないが，不飽和±の力学的性質を把握するために固一液一気のある状態で発生するサクショ

ンを球状モデ，レで表わすことを提起している。

　　　　　　　14）　松井（1975）　　　　　　　　　は軟弱士の力？的挙動の解明を目的に地盤を土・水系（ここでいう固一液系と同

義）として統一的な流動機構で整理し，体系立てようとしているが，これから論ずる筆者の論点に

比較的近い研究として｛躍づけることができる．巾堀（1979）15）の提案1こよる‡醗の型の分類は

筆者との立場は異なるが，目的は同様なものと評価できる。

　筆者のいう土の固一液系による状態区分とはあくまでも現実の一ヒ0）工事ということを念頭において，

現段階で容易に入丁しうる情報に基づいてのものであることをまず第1の条件としている。次CCそ

の結果が素材として行われている士の分類とまだ理学的な域を脱し得ないとみなされる地形・地質

学的地盤分類を補完するものであることとして位置づけ論じようとするものである。

　筆者は建設工事に携わる一員として，かねてより軟弱地盤処理や土質安定に関する研究・設計・

施工管理に従事し，合目的な処理・対応の判断基準の必要性を痛感してきた。そこで前述の土の状

態区分と土質安定処理との対比が可能ならば，より合理的な土質安定処理が選定・施工され，その

情報源である調査や試験もより効率的なものになるとの視点を持っていた。すなわち土質安定処理と

は現地に存在する天然の状態の土に対する働きかけであると定義することができるので，現地の一ヒ

の存在状態一土の状態区分の有用性は明らかとなろう。

　そもそも上質安定・地盤改良とはその，レーツを厳密にたどると，粒度調整工法にいたってはB．C

3000年に，石灰にょる十の改良は秦の始皇帝の万里の長城やt［f代ローマのアッピア街道に，比較

的歴史の浅いとみなされる注入工法でさえ19世紀初頭に求められるとされてい∂6！しかし現在の

ように多種多様な土質安定処理が考案・実施されるようになったのは昭和30年（1955）以降のた

かだか25年位であるといってもよいだろう。
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1971年，筆者はMITの主催するSpecial　Su㎜er　Program－Soft　Ground　Con－

structionに参加する機会を得，多くの研究者・技術者との討論の過程で土質安定に関しては，

「粘性土ならサンド・ドレーン工法，砂質土ならパイプロフローテーション工法，浅層処理なら石

灰混合処理工法」といった割り切り方と，土質安定材料の開発にパィオニァ的存在であったMIT

の土質安定研究室（SoH　Stabilization　Laboratory）が既に解散した事実と合せて奇異

な感をいだいた。

　他方，わが国ecおいては丁度その時期に土質安定工法に関する書籍が相次いで刊行されている。

例えば，［．1本材料学会土質安定材料委員会編（1968）の「薬液注入工法」17），松尾新一郎編

（1972）の「土質安定工法便覧」’8），中堀和英編（1978）の「地盤改良の調査設言＋から施工

まで」19）などが代表的なものとしてあげられる。筆者もこれらの刊行にあたっては参画する機会を

得た。外国におけるこの種のものは注入工法に関してはCambefort（1964）の「Injection

d。I　S。1，」2°），　1。gl。、　and　M，t，。lf（1972）のrS。il　St。bili、ati。n」2’）があ

げられる。松尾の「土質安定工法便覧」とIngles他の「SoilStabilization」を比較して

見ると編集方針に差があったとしても，前者には‖編工法各論において実に34種もの工法がとり

あげられているのに反し，後者ではセメント安定，石灰安定，アスファルト安定処理関係の比重が

大きく，他には数こそ15種程度の工法があげられているが，その内容は1工種1頁程度に要約さ

れているにすぎない。この彼我の異なりはここ20｛E間の建設工事に対する社会的・技術的要求の

差であろうし，この間のわが国の事業の大型化・広域化・多様化などの表われであろう。わが国に

おける土質安定に対する関心の高さとその成果は対象とする上の悪条件もさることながら，世界の

土質工学分野での大き　　　　　　　　表1－1　機械的・化学的起動力と応答22）

な功績の1っとして誇

り得るものであh，そ

の水準も高いところに

あると考えている。

　反面，従来ややもす

れば体系だてられない

ままに各種土質安定工

法が次々に開発されて

来たという事実は否め

t；し、o　表1　－1 ｛ま野崎

（1965）22）によって

示された機械力と化学
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力から得られる応答として作成されたものであるが，横軸に起動力を，縦軸に応答性を示したもの

である。筆者は同表と前述の土の相構成による状態区分を用いることが新しい土質安定工法開発の

動機づけの一助となり，また従来の土質安定工法の限界の存在の認識や原理的な見直しの必要性を

指摘した：3）

　本論文は以上の背景を踏まえ，従来等閑視されて来た土の状態区分に対する提案をなし，その結

果と土質安定工法の相関性を検討，また既存の土質安定工法を原理的に整理，それに基づき現実の

土質安定施工においての問題点とその解決を実証的に示すものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　1．2　定　義

　本論文で用いている主要な術語の定義を示し，研究の性格をあらかじめ明確にしておく。多くの

術語はその都度関係する章節で明らかにするので，ここでは本論文の主題に示した「固一液系」と

「土質安定」にっいて示す。

　（1）固一液系の定義

　土や地盤が固相・液相・気相の三相よりなっていることは既に述べたが，本論文で用いる固一液

系とは正しくは固一液一気系と呼ぶべきであろう。しかしこの術語は本文中にひん繁に使用してお

り，やや冗長すぎるきらいがあるので固一液系としている。他の論文や報告でみられる固一液混合

系，士一水系，粘土一水系といった術語と同様な意義をもっている。

　（2）十質安定と七質安定処理

抹工学ハ・ドブ♂）ang・20編第4章4．珊説の倣を引用する．「tを鶴酬としてfl］

いる場合，あるいは構造物の基礎地盤としての土を考える場合に現地土をそのまま用いたのでは安

定上問題になることがしばしばある。そのようなとき，土の置換，粒度の調整，締固め，排水およ

び安定剤の注入・添加など人工的な手を加えて土の性質を改良することを土質安定処理（広義）と

よんでいる。また土質安定処理は対象とする地盤の深さによって浅層安定処理（狭義の土質安定処

理）と深層安定処理（地盤改良）とのよび名で区別される。」

　本論文においては「与えられた土の性質を改変すること」として土質安定を引用文の広義の意味

で用いている。また「与えられた±の性質を改変する具体的手段」を論ずる場合に土質安定処理と

して表現している。引用文中にあった地盤改良については全く引用文と同様な用い方をしているが，

特に区別する必要のない場合は「土質安定・地盤改良」と並列させて川いている。

　1．3　本論文の構成

　本論文の基本的構成の流れを述べると，④土は固一液一気の三相構成であり，②三相の構成比率

によって：ヒの工学的性質やその利用上の対処が異なってしかるべきである，③したがって三相構成
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の区分方法を定め・④その区分に応じた利用と評価方法を可能にする，⑤土の利用にあたってその

性質が目的に合致しない場合は土の相構成比率を人為的に調整する，⑥この人為的調整としては三

相のうちの液相の処理が土質安定の1分野であり，⑦液相処理という観点で土質安定を考えると従

来各々独立した形で存在していた各安定処理方法は統一的基本理念にそった取り扱いが可能となる，

ということである。

　まず第1章においては土の状態区分の必要性と土質安定の考え方の問題点を整理し，本研究の背

景・位置づけ，主たる術語の定義を述べている。

　第2章では自然科学や工学分野における各種の：ヒの分類法にっいてその方法と目的に関する知見

をとりまとめ，次いで土質工学上の土の分類法の研究史とその考察・展望を行う。この研究史の考

察より日本統一分類法の位置づけと内容を示し，同分類法の利用上で限界のあることを指摘してい

る。この指摘に対する解決策の1っとして土の分類法に加味した土の状態区分があることを述べて

いる。

　第3章では第2章での考察・指摘を展開して土の状態区分の方法を具体的に提案している。現段

階での利用可能な方法には面積座標による表示，pF表示，コンシステンシー指数表示があり，そ

の利用ec対する提案を行っている。

　第4章では土の分類と状態区分の結果とその工学的特性の把握に努め，その工学的特性が液相処

理という手段で変えうることを明らかにしている。その考察に基づいて土質安定を液相処理という

手段で統一的に考えられうるという観点を示し，その液相処理には液相の増加防止・分離・置換な

らびに固化があることを指摘している。

　第5章では土の液相処理のうち，液相の分離に関する研究成果を述べている。まず液相分離に伴

う土の工学的性質の変化を把握し，次いで液相分離の具体例をスラリー状土と与えられた含水量が

液性限界付近にある状態の土にっいて適用例や実用化の方策の研究成果を述べている。

　第6章では土の液相処理のうち，液相置換ならびに液相固化に関する研究成果を述べている。ま

ず液相を他の材料で置換した場合と固化剤などで混合かくはんした場合や液相を凍結した場合の処

理上の工学的性質の変化を把握，次に具体的施工で生ずる問題点のうち，特に地盤変状をとりあげ，

その解決のための挙動予測などに関する研究成果を述べている。

　なお，液相処琿のうち液相増加防止については比較的液相に対して消極的な土質安定であるとの

観点よh，これにっいては第4章で蝕れる程度にしている。

　最後に，第7章として本研究の成果を総括して結論としてとhまとめ，今後の問題点・展望など

を示している。
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2．土の分類・区分に関する考察

　2．1　分類と区分

　「分類」と「区分」について，まず用語としての意義を明らかにしておく。広辞苑（新村出編，

第2版第5刷，岩波書店，1971）によると論理学上，以下のように解説されている。

　分類（classification）；

　　区分を徹底的に行い，車物またはその認識を整頓し体系づけること。区分した区分肢にっいて

　　更に区分を施すことによって行われる。

　区分（division）；

　　類概念をそれに従属する種概念に分けること。例えば三角形を不等辺，等辺，二等辺に分ける

　　こと。この場合の類概念たる三角形を被区分体という。

　また哲学辞典（森宏一編，増補版第4刷，青木書店，1976）によると以下である。

　分類（classification）；

　　概念の区分を用いる特殊な場合であって，区分は類概念に含まれる種概念に分けることである

　　が，分類はこの区分のなんらかの総計を示すものである。いいかえれば区分が類概念を種概念

　　に分かつのに対して，分類は多くの種概念をまとめるのであって方向が逆になっている。……

　　……中略・…・・…。普通には分類の基礎となるのは，与えられた諸対象の本質的特徴であるが，

　　分類には自然的分類と人為的分類とがある。前者は諸対象の本質的特徴の類似と相違に基づい

　　て行われ、後者は諸対象に何らかの秩序づけをする目的で，それに役だっ特徴から行われ，それ

　　は対象にとって本質的特徴ではないようなものである。…………中略…………。しかし，分類

　　は絶対的なものでなく，知識の進歩にしたがって変わるものである。

　区分（division）；

　　論理学的操作であって概念が持っているその内容を示しだすのに用いられる。これを行うには

　　一概念の内容をなす種をそれぞれ別々に数えあげることである。…………中略…………。区分

　　の基本的タイプは，1）区分の基礎にとりあげられる特徴から見て互に異なるすべての種が数

　　えあげられる，2）二分法または三分法一区分の基礎にされる特徴の有無によって特徴を持

　　つものと持たぬものの2つに区分するのが二分法，三分法はその特徴の有無とその中間を考慮

　　することで行われる。…………中略…………。分類は区分の特殊な場合である。

　論理学上の定義に従って1例をあげると，土は類概念で礫粒土・粗粒土・細粒十に区分され，更

に細粒土は種概念でシ，レト・粘性土・有機質土・火山灰質粘性土に区分されるということになh，

他方シルト・粘性土・有機質土・火山灰質粘性土は細粒土に分類されるということになる。
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　土の分類にっいては後述するが，すでにその利用目的によって体系だてられている。本論文では

「土の状態区分」という用語を用いているが，土の構成粒子やその土性によって決められた分類名

（土の種類）を類概念として，その土が保持する液相の状態を種概念として区分することとしてい

る。したがって，分類については従来の分類名をいい，例えば分類名CHの土のスラリー状態とか

塑性状態という場合に状態区分という用語を用いている。

　2．2　土の分類方法とその目的

　tを分類してその結果を利用しようとしている自然科学や工学分野の主なものに次の4つの分野

があげられる。すなわち①地質学，②土質工学，③土壌学，④窯業工学である。

　　2．2．1　地質学における土の分類

　地質学，特に堆積学上，堆積物の粒度分布を調べることによって，その堆積物の運搬様式，堆積

様式の古環境条件を推定する手段としている。したがって各研究者の研究観点から独自の分類方法

が提案されていることが多く，例えば土の構成粒子の組成によって堆積物を分類する方法において

も統一的な分類法が必ずしも用・・られていな・・．比醐広熔認されているSh。p。，d（1954）1）

の方法にっいて以下に示す。　　　　　　　　　　　’

鵬学での鞭区分はW。n・。。，th式区分随％広く用いられ，。れ、ま1㎜を馴，し粗枇

向かって2楠，繍に向かって1／2倍敏分割している。粘士を1／256㎜（3．9μm）以下，

シ）レトを1／256～1／16㎜（3．9～62．9μn），砂を1／16～2　rnm（62．9μm～2n皿）と

している。Shepardの粒度区分もこのWentworth式区分尺度を用いて，砂・シ1レト・粘土分の構

成割合を三角座標上に示している。図2－1はShepardの提案した各粒子の構成割合による堆積

物の名称である。図2－2は堆積環境の異なった堆積物の粒度分析結果をプロットして図2－1の

　　　　　　　　　粘土　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　粘上

砂 シルト

図2－1　Shepard（1954）による
　　　　　堆積物の三角座標表示1）

ぼ羅砂州
●　海狭型湾

砂 シルト

図2－2　Shepardにょる堆積物

　　　　　三角座標の表示例（テキ
　　　　　サスの中央海岸）1）
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妥当性を吟味したものである。データはテキサス州海岸のもので，デ，レタ性堆積物は粘土に，内湾

性砂州の堆積物は砂一シ，レトー粘土に，海狭型湾内堆積物は粘土質砂と分類され，その堆積環境の

特質を表わしていることが読みとられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
　また地質学上土の粒度分布特性をファイ・スケー，レ（φ）で表わす方法もとられている。

　これは粒径一重量分布曲線のグラフがガウスの誤差曲線や正規分布曲線に似たなめらかな山形を

とることが多いことから，統計的解析鞭1こならしめる肋の鯉方法であり，粒度d㎜とφは以

下の関係にある。

　　　　d＝1．・2φ＿2一φ　……・…・・…（2．1）

　　　　∴logd＝一φlo92　　・・・・・・・・・・・・…　（2．2）

　　　　∴　φ＝－lo92　d　　・・・・・・・・・・・・…　（2．3）

したがってd＝2！・皿・は一φ，1／16は4φ，1／256は8φと対応する。この関係を用いて中央

値，平均値，淘汰度，歪度などが各々式（2．4），（2．5），（2．6），（2．7）で与えられてい

る。

　　　　Mdφ＝φ5・　　　………’”・一一（2・・4）

　　　　も工φ　＝（φ16　十φ84　）　・・・・・・・・・・…　一　（2・5）

　　　　σφ　＝（φ84　一φ16　）／2　・・…　一・・　（2・6）

　　　　αφ＝（Mφ一φ5。）／σφ・…・・∋右・（2・7）

　　　　ここにMdφ；中央値

　　　　　　　Mφ・平均度

　　　　　　　σφ　；淘汰値

　　　　　　　αφ　；歪度

　　　　　　　φ5a；50％径のφ値

　　　　　　　φ16；16％径のφ値

　　　　　　　φ84；84％径のφ値

　粒径一重量分布曲線のピークがするどくなっている場合，σφの値は小さく淘汰度がよいという

ことになり，その曲線が左右対象であればαφ＝0，どちらかに片寄っておればαφはそれぞれ正

または負の値となり，負の場合は細粒分が少ないことを示し，正の場合は粗粒分が少ないことを示

すということになり，各数値でもって堆積環境を記載している。

　　2．2．2　土質工学における土の分類

　七質工学における土の分類にっいては2．3，2．4節において詳細に考察するので，本節において

は省略する。特徴としては，その土を材料として用いることを目的としているので，分類結果を構

造物の材料となり得るか否か，またはどのような工事手段を用いることが最適かなどの判定基準ec
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利用していることであろう。

　　2．2．3　土壌学における土の分類

　土壌学は土壌の生成・分類・分布，物理的・化学的および生物学的性状と農林業生産性との関連

を追求することを主な目的としておh，土の粒度組成は土壌の養分保持，供給，更に水や空気の供

給，耕うんの難易など植物の生育や栽培と関係しているので，前述とまた異なった土の分類法を採

用している。

　土壌学における粒径区分の1例を図2－34）

に示す。土壌学の分野でも後述する土質工学に

おける場合と同じように，地域特性を考慮して

独自の分類や区分が行われており，図2－3で

は国際土壌学会法と日本農学会法とを対比して

　　　　　　　　　　5）
示している。図2－4

sandy　clay

￥．1．r径　り

　国際土壌学会法

0．2　　　　0．02　　　0．002mm

　細砂シル／微砂）

粒径　　2　　　　　0．25　　　0．05　　0．01mm

　　　　　　　　日本農学会法

　　図2－3　土壌学上の土の粒径区分4）

は国際土壌分類法にょる三角座標上の粒度組成による土壌名である。

　　　　　　　　粘土100％

砂％

（粗砂＋細砂） 　重埴土
??≠魔凵@clay

粘土％

砂質埴土
55

sandy　clay 　　　　　　　　45
y埴土　　　微砂 silt

埴壌土
@　　　　ク5

1ight　cl・y　質埴土

lay　loam
埴壌土　微砂質埴壌土

25

85 15
　　　　　謬土砂100％ 砂壌土

壌土　　微砂質壌土1・am　　Si】ty　I。am

15 3545　　　　clay　loam

10amy　sand sandy 10am

sllty　clay

　silty　c］ay　loam

微砂100％

　　　　　　　　　微砂％

図2－4　国際土壌学会法による士の三角座標表示4）

味農学会法では粘土分の舗量・・よ。て表2－1（。）5），飾含量．および礫含量、，よ。て表

2－1（b恒のよう畦示されている。

　　　　　　　　　　　　　表2－1　日本農学会法による土の分類5）

　　　　（a）　日本農学会法による　　　　　（b）　日本農学会法による腐植含量と礫含量

　　　　　　土性の区分　　　　　　　　　　　　の表示

土　性　細土中の粘土含量（％） 腐　　植（％） 礫　（％）

土土土土土　壌　壌砂砂壌埴埴

12，5　　以下

12．5　～　25．0

25．0　～　37．5

37．5　～　50．0

50．0　　以上

2～5

5～10

10～20

20以上

含　む

富　む

すこぶる富む

腐植土

5～10

10～30

30～50

50以上

　　む　　富　　るむむぶ土　　こ含富す礫
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　更に土壌学では上記のように土の粒度組成による分類の他に土壌の生成形式，その過程あるいは

形態などにょって分類する方法も一般に使用されている。その思想は土を資源としてとらえ，その

土と食糧生産という観点での資料にしようとしているものであるが，本論とは直接的には関係しな

いので省略する。

　　2．　2．　4　窯業工学における土の分類

　窯業とは土などの非金属無機材料を用い，一般には製造にあたって高温で材料や成型物を加工す

ることと定義できる。したがって土の分類とはいっても主に2μm以下の粘土・コロイド分の化学

成分や含有している粘土鉱物によって分類されて

いる。前述の3分野のように粒度組成によって土

を分類するということはあまり行われていない。

例えば粒度組成の面で原料として用いるために不

適な土であったとしても，経済的に可能であるな

らば粉砕・精製・添加などの手法がとられるから

土を粒度によって分類する必要性はそれほどない

というこ．とになろう。

　可塑水量（最も良好な成形状態となる水量）に

よる撲用原料粘土。）分類細2＿57）1，示す。

　　2．2．5　各種粒度測定法の比較

　十の分類方法の数種について，主に粒度組成に

よるものを前述したが，分類にあたっては粒度測

定が第一の基本となろう。

　土を含めた粒度測定方法には現段階でも表2－

28）のように異なった測定原理や方法があり，そ

れらの測定結果を相互に比較すると必ずしも一致

しないことが指摘されている。

永量（％）

図2－5 可塑性試Wticよる原料用
　　　　　7）
粘十の分類

　1961～1963年に粉体工学研究会粒度測定グ1レープ会は各種測定法の相互比較，測定結果の一

致性を確認することを目的として測定機種12，供試粉体15種類を用いて相互比較した結果をとり

まとめているので9），要点を以下に引用しておく。

　①アンドレアゼンピペットは再現性もよく，器差も少く測定者間のばらつきも少く，手間は要す

　　るが現状では一番信頼できる方法と思われる。

　②顕微鏡法は狭い分布を与えやすいと思うが，粒形にょっては広い分布を与えることもある。し

　　かし十分注意すれば正しい結果を与えるが手間が大変である。一以下略一。
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表2－2
　　　　　　　　　　　　8）
粒度測定法の原理的分類

方法の分類 測　　　　定　　　　装　　　　置

ものさし，ノギス，マイクロメータ，ダイヤルゲージ，特殊スケール

直接観察法 （直接，拡大投影器，光学顕微鏡（写真），電子顕微鏡（写真）），自動計測
装置率

JIS標準フルイ，マイクロメッシュシープ

フルイ分け法 （Ro－Tapシェーカー，電磁振動式，音波気柱振動式，超音波洗浄式，エ
アージェット式など）

比重計

液 比重天秤

沈
重

アンドレアゼソピベツト

相 光透過式，X線透過式（遠心力例用）

沈降天秤

降 力 気
風フルイ

カスケードインパクター
相
セイクロメログラフ

法
、工 液 Whltby　Centrifuge
恕 相 Dlsc　Centrifuge

力
気相 Bahco　Sichter

小孔通過法 コルターカウソター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個数分布）

流体透過法 主に気体透過　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表面根）

吸 着 法 BET法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表面積）

牢　半自動化したもの

　　Zeiss宜ndter　Particle　Size　Analyser

　　島津顕微鏡用粒度分布解析装置（SF一ユ0）

　　粒度分布測定器K－310（理化精機エ業）

　全自動化したもの

　　πMCシステム（日本ミリポア・リミテッド）粒子自動測定計数コソピューター・システム
　　The　Metal　Research　Image　Analysing　Computer（Quantimet）

　　Qms（Quantitative　Metallurgical　System）（島津）

③フルイ分け法は完全な管理のもとに行うとよい結果を与える。

④コー，レター法は比較的粒度のそろった試料にはよいが，分布の広い試料では十分な注意が必要

　である。

⑤沈降天秤法はピペット法と並んで信頼できるが注意は必要である。

⑥光透過法は2μm以下の粒度に問題があるとともに狭い分布を与える傾向がある。

⑦JIS比重計法は有望で手頃な測定法である。

⑧従来のセメント用風飾法は改良しないと一般性がないらしい。

⑨マイク・メログラフは分散あるいは破砕などに問題があり，必ずしも沈降法と一致した結果を

　与えないが便利な装置である。

⑩バーコー法も無理が多く狭い分布を与えて好ましいものではないようである。

（1Dサプミクロン用の遠心沈降法中Whitby（M。　S．A）のものはやや粗い分布を与え原理上も

　問題があるが興味ある方法である。
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　土の分類のための粒度測定に多用されている測定法はフ，レイ法，比重計法，ピ〔ット法，沈降天

秤法などである。特に土質工学においてはフルイ法と比重計法の組み合せによることがほとんどで

ある。土壌学の分野ではピペット法が多用されている。

　2．3　土質工学における土の分類方法の歴史的考察

　土を利用・研究している分野の主な土の分類法とその目的を2．2節で概観したが，土の分類法の

歴史的推移を表2－3に示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　表2－3　十の分類に関する研究年表

年　代 発表者名・機関名 文　　　　　　　　献 内　　　　　容

1853 ThaeいA，　P． Grnnds㌃tze　　der　Rationellen
kandwirtshaft．　5th　ed．

粒度によって士を粘▲こ・ローム・砂質ローム・ローム

ｿ砂・砂・腐植に分類

1883 Dokllchaev，　V．　V． Russian　Chernozem，
h　　r1　　　　（⊃　　o　　l　　l　　e　　c　　t　　p　（1　　　、V　r　　i　　t　　i　　n　g　，（　Sochineniya　），　　VoL　3，　　Israρ1・

土壌牛成因臼こよって検言1

1906 St田han，　C．　M． Research　Work　on　Semi－gravρL
藷�Fiト訓㌦ぽ1「ξ1’ar∴and

表肩トの道路用材としての
K否を細⊥によって判定

1909 Whitncy・砿 ぽ嚥ln㌫蹴li蕊…姥岨蜘ぷによる分orfice’Washington・

1911 Attρrhρr9．A DFber　dip　Physikahshe　　　　　塑性・粘性を考慮した土壌

1914 国際1壌学会 Schllcht，F，
aeri℃ht　uber　die　SitzUhgder　　Il‘tprnati⑪nalen　Korl11nissi《レnfUr　　die　　Mρchanis（・hP　　lハnd

dhアsikaliscllρ　　BodPn　　Unters6ch：二ung．　Inter・　　　　　　　MiUel．　　　　　　　　　　　　　　　　　Iv　　　　　　　　　　　　　Bodenk．

垂垂戟E－31・1914・

粒径区分の設定

1922 W‘・ntw（，rth，C．II． A　ScalF　of　Grade　and　class
sf・rms　　r《〕r　ElasfiI・　Spdilllents，

iOur．　of　GeoL，　VoL30，
oP37卜392・

　　　　粒径区分にウエントワース

ﾛ［竺竺
1926 　　　　　　　　一一坙{農学会 関豊太郎；．ヒ壌分類及命名並二上性調W皮作

}二関ス，レ調査報告，

t録一・ppl～IL農学会，1926

農学会法の設定

1929 震災復興局　　　　　　　東京及横浜地盤調査報告書

1929
醗畷撫cん 1顯ぷもぱ鵜罐

PR分類法を設定（材料士
ﾆしての分類）．

1934 ．Krumbein，、VC Sizp　Frequellcy　Distribution
盾?@Sedimenfs，　　　　　　　　　Jour，of　S‘・d．

ファイ　・スケール法を提案

1944 　　　　　　　　　　一ﾄ国民間航空局 内容については例えば
vinterkorn，｝・LF．

浮eang，旺Y
Zn織㍑。膿瓢｝88。鞭撫！・
oP82－85・1975・

FAA法の設定

1945 賠謬鵠．w Particle－S｛ze　Silts　　in　　and
rands・Jour・Inst・GivilEngineers・
uol．25，　　　　1945，

oP81－105

MIT法（1931）の吟味
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（表2－3の続き）

年　代 発表者名・機関名 文　　　　　　　　献 内　　　　　容

1948 Casagrandeば Classification　　and　　Idelltificat－
P0n　of　Soils．
srans．　ASCE，　Vol．113，

oP901－991

AC分類法の設定（一般止
H事を対象）

1949 AAsHO Standard　Recommended　Practice
?盾秩@the　C］assification　of
roils　and　　Soil－AggregatedMi・tu・es　f・・Highw・y　C・n・t甜d－

奄盾氏@PurPose，　Pub・　in　S　tandardSpec三f三cation　for　HighwayMaterial8　　　　　　and　Method80f　Sampling　　and　　TestingPart　　　Iり1950，PP29～35

AASHO分類法の設定（道
H用材としての分類，PR
@が七台，改訂PR法ともいう）

1953 米国丁兵隊
ﾄ国開拓局

she　Use　of　the　Unified　Soil
W㍑㌫f温漂。謡㍑，by　the
oroc．　4th　［CSMFE，　Vol．　L
垂吹@125－134．　　1957．

AC分類法を統一分類法と
ｵて採川

1955 ヒ質工学会 土質試験法解説（第1集） PR法の二角座標表示を利用

1956 日本道路協会 道路土工指針 PR法，　AASHO法，統一
ｪ類法を並列

1957 ミシシソピー河管即委
�

　　一．　
sSFhやbotarい，ff，G．　P．

roil　Mechanics，Fourldations
≠獅п@Earth　S｛ructures，1957，
lcGraw－HiU，New　York．

三角座標表示よりロームと
｢う用語を除外

1957 イギリス規格協会 BS　C‘，de　⑪f　Practicρ　CP2001，
rite　　Investigatiohs，BritishStandards　　Institution，　　1957

規格化

揶齦ｪ類法を改善

1959 インド規格協会 Classifica垣on　and　Identifica－
狽奄盾氏@〈）f　Soils　f⑪r　General

粕?U㌫・忍開ぽ∴IS・・

統一分類法に準拠

1959 スイス規格協会 Schwezerrische　Nomenv申reinigu一
魔P・㍑臨編譜§℃§1・－SNV　67005，　J111i，　1957，　Z芯rich

1959 東京地盤調査研究会 東京地盤図，技報室
一

1966 日本建築学会近畿支部
y質丁学会関西支部

大阪地盤図，コロナ社

1967 日本道路協会 道路土工指針（改訂版） 統一分類法を採用

1967 イギリス道路研究所 Ihlmbleton，M．　J．

sh“　ClassificatiOn　and
cescripton　nf　S（レils　for
D騨還品惜Rord　Resea「ch　Laboratorv．　　　　　　　　　　　　　　〆

　　　一
aS（1957）の改訂案

1969 ASTM St．andard　Metho（l　for　Classifica一
吹Bll，ミ゜；品？「D》え齢鞘，鴨，。．

統一分類法を規格化

1969 日本建築学会東海支部
ｵ質工学会中部支部
ｼ古屋地盤調査研究会

　　　　　　　　　　　　．一

ｼ占屋地盤図，コロナ社

1970 ドィッ規格協会 Dentscher　N（♪menausschuss
aodenklassifikation　ftir
aalltechnische　Zwecke　und
xleth〈｝den　　zunl　Erkennen　von
X皓二9｛；号聡P、1、三〕8196・・

統一分類法を一部改変

1973 ASTM Standard　Recomended　PracUce
?盾秩@Classification　of　Soils
Y昌㍑認臨監語㌫「esPurpose⑨，　　　　　　ASTM；D3282－73．

AASHO分類法の規格化

1973 土質コニ学会 土質分類法ならびに分類結果表示法（日本統一七質分類法），土と基礎，21－4，pp63－・70
日本統一分類法の設定

1977 日本道路協会 道路土工指針を6冊子に改訂 日本統一分類法を採用
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　土の分類法の研究史にっいては植下（1972～1973），10）’11）’12）’13）三木・斎藤（1979）14）

の諸報告にも見られるが，これらを参考にして若干の追加をし年表としてまとめたものが表2－3

である。表2－3を作成するにあたっては，土質工学的な分類を主にしてとりまとめている。すな

わち1930年代までは先駆的な関連分野のものもとりあげたが，1940年以降は現在の土質工学的

な分類が体系化されはじめているので土質工学的分類法一特に日本統一分類法（土質工学会基準）

設立に影響を及ぼしたものを中心に作成している。

　土壌学的な研究としてAtterbergによってなされた1911年のコンシステンシー限界の利用に

よる土の判別・分類の思想はその後Casagrande（1948）のAC分類法で採用され，現在の各分

類法に利用されている。このAC分類法は1953年に米国工兵隊（Corps　of　Engineers，　U．S．

Army）と米国開拓局（Bureau　of　Reclamation，U．　S，Dept．of　Int．）で統一分類法とな

h，その後イギ’Jス（1957），インド（1959），スイス（1959），ドイツ（1970）などの

分類法の素案となっている。1969年にはASTMで規格化され，後述する日本統一分類法のペー

スとしての役割りをはたしている。

　Hogentogler　and　Terzaghi（1929）によるPR分類法は1949年にAASHO分類法（改

訂PB法ともいう）に改良され，1973年にはASTMの規格となっている。

　土質工学的分類法の主流となっているこの米国の統一分類法（ASTM：D2487－69）を表2

－41こ，AASHO分類法（ASTM：D3282－73）を表2－5にあげた。

　わが国における具体的な土質分類は1955年の土質工学会より発行された「土質試験法解説（第

1集）」での米国道路局型の三角座標表示の利用，1956年の日本道路協会「道路土工指針」での

PR法，　AASHO法，米国の統一分類法を提示したことにはじまるといってよいであろう。また

Tschebota，ioff（1957）の著書15）が運輸省関係者の手で翻訳16）9　t／たことを契機に，同書に

紹介されていたミシシッピー河管理委員会の三角座標式分類法も港湾技術関係者の間で用いられて

いた。

　その後土質工学的なデータの蓄積や，東京地盤図（1959），大阪地盤図（1966），名古屋地

盤図（1969）の編さん過程において土質分類法の再検討を行おうという機運が生まれ，1966年

土質工学会・土の判別分類委員会が発足，日本の特有な土質事情を考慮した日本統一分類法が1973

年に制定された。

　土の分類名を三角座標表示で示すもので，日本統一分類法制定まで多用されていた米国道路局型

とミシシッピー河管理委員会型を図2－6（a），（b）に示す。
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表2－4　米国の統一土質分類法（ASTM；D2487－69）

主要区分lme”1 代　　表　　的　　名　　称 分 類 基 準

二忌初

魅白細中掲里

超三ぶ蜘

ね如邨O鋪里

シルト及び粘土

LL≦50

シルト及び粘土

LL＞50

高　有　機　質　土

GW
粒径分布の良い礫
碑一砂混合土
細粒分はほとんど又は全然なし

　　　粒径分布の悪い礫
GP　　礫」砂混合土
　　　細粒分はほとんど又は全然なし

GM‘錫蹴齢土

GC 粘土質礫
礫一砂一粘土混合土

SW

SP

粒径分布の良い砂
停質砂
細粒分はほとんど又は全然なし

粒径分布の悪い砂
礫質砂
細粒分はほとんど又は全然なし

SM［シル・鰍砂シル・齢土

scl粘土質砂・砂趾混合土

ML

CL

OL

無機質シルト，極細砂，岩粉，シルト質又
は粘土質細砂

塑性が低いないしは中ぐらいの無機質粘土
礫質粘土，砂質粘土
シルト質粘土，粘りけの少ない粘土

塑性の低い有機質シルト及び有機質シルト
粘土

MH箏然繊曇馨努1声質細砂又は

・H雛鋸1愁質粘土

OH　　塑性の中ぐらいないし高い有機質粘土

C鯵＝D●●！Dl●が4より大

q一云鑑一が1－・・鍋

GWに関する基準に合わないもの

アッターベルグ限界がA線より
下，又は塑性指数が4より小

アッターベルグ限界がA線より
上で塑性指数が7より大

下界いが境用界はを限合号グ場記ルののべ部つ
一線ニ

タ斜で
ツの類

ア図分る

C％＝Dsc／Dnが6より大

c・一一b洗一が1－・・範囲

SWに関する基準に合わないもの

アッターベルグ限界がA線より
下，又は塑性指数が4より小
アッターベルグ限界がA線より
上で塑性指数が7より大

アッターベルグ限界が下図
の斜線部の場合は境界分類
で二つの記号を用いる

60

50

言・・

弩・・

雛講船の
斜線部のアッタベルグ

限界は境界分頓で二つの
G己号を用いろ［

』
　ML
及びOL

　　　説い

　．＼7

遍’

20　　30　　40　　50　　60　　70

　　液性限界tVL（％）

100

PT　　泥炭，黒泥その他の高有機質土 目と手｝こよる判別，ASTM：D2488参照

・75mmふるい通過材料に基づく

（注）ふるいのASTM基準が一部1970年に改訂されている。

表2－5　AASHO（改訂PR）分類法

大分類　1 粗　粒　土　（No．2σ0ふるい通過量35％以下） 　シルト，粘土質土（No．　200ふるJ
　い通過量35％以上）

群　　分　　類

ふるい分析（通過量
％）

No，10（2．00　mm）

No，40（425μrn）

No．200（75μm）

No，40ふるい通過
分の性質

　液性限界
　塑性指数

A－1

A－・1－aレt－1－b

50以下

30以下

15以下

50以下

25以下

6以下

A－3

51以上

10以下

N，P．

A－2

A－2－4　i　A－－2－5　1　A－2－6「A－・2－7
A－4

35以下

40以下

10以下

35以下

41以上

10以下

35以下

4e以下

11以上

35以下

41以上

11以上

36以上

40以下

10以下

A－5　　A－6

36以上

41以上

10以下

36以上

40以下

11以上

　A－7

爾A－7－6

36以上

41以上

11以上

普通の主賄成凶石片，藺砂細副 シルト質又は枯土質の礫及び砂 シル順土1 粘土質土
路床土としての良司

． 優～良 可～不良

注）．　（A－7－5の1P）≦tVL－30，（A－7－6のIp）＞tVD－30
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◎烏

　　咋

　N　・？

　　　　　　　　　シル順相口弘

§砂
0　　　　　　20　　　　　　　　　50　　　　　　　　　　　　　　｜｛X〕

　　　　シ　ル　ト　分　㍗“）

（a）米国道路局の：角1＾1｛標分類法

0　　　　　　20　　　　　　　　　　　，）t）　　　　　　80　　　　1｛X）

　　　　シルト分（ソ｝

（b）　ミシシノピー河管理委員会に

　　よる　二角座標分類法

図2－6　土質工学における代表的土の三角座標表示例lo）

　2．4　日本統一土質分類法について

　　2．4．1　日本統一土質分類法制定までの経緯

　七質分類法の研究史における日本統一十質分類法制定の経緯を若「前述したが，制定以前には国

内での統一された分類法が無かったために，各機関・各方面で各種の分類法が用いられてきていた。

わが国に滴した十質分類法統一の必要性は各方面から指摘されていた。そこで昭和41年3月から

昭和45年2月（1966，3～1970．2）まで十：質工学会土の判別分類法委員会において工学的土質分類法

の検討を行い，その成果を土台に統一的なヒ質分類法を基準化する目的で，同じく土質工学会内に

土の判別分類法基準化委員会が設けられた（1970．7～1973．3、。その間シンポジウム17）や，公

開討論会’8）の開催，tl質弾ぶ志「＋、と灘」への公示19）などを伴。て1973年4肝質工学鍋

査部より“土質工学会基準「ヒ質分類法ならびに分類結果表示法（日本統一・ヒ質分類法）」の制定

　　　　，，20）
　　　　　　として発表され現在に至っている。について

　　　　　　　　10）
　¶自下（　1972　）　　　　　　　　　にょれば．日本統一土質分類法制定にいたるまで，わが国で用いられていた主

な分類法の長短所は表2－6のように指摘されている。

　　2．4．2　日本統一土質分類法の内容

　2．4．1に述べた経緯を経て更に1979年にはSI単位の導入，用語表記法の改訂に伴って修正が

なされ，土質工学会基準・t質分類法並びに分類結果表示法一日本統一分類法〔JSF，M1－1973

　　　21）
（79）〕　　　　　が制定された。

　制定のための主たる方針は以下の通りであった。

　　　　　　　　　　　　18）
　1）土質分類の基本姿勢

　土質分類法は土の材料としての分類と自然土としての分類とがあるが，まず材料的な分類があれ

ばその結果は工学的性質に結びつくので，それを足がかhとして自然土へ発展させるという立場か
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　lo）
表2－6　従来の主な土質分類法の長短所

名　称 長　　　　　　　　所 短　　　　　　　　所

米河

相ﾇ
ｹ翼

F昊
ｻこ…遷〒蟹

1．長い間，広くなじまれ使われてきた。 1．米国道路局型で用いられているロームなる用語は，

@この分類法における意味（砂分，シ，レト分，粘土分

@が程よく混ざっており，砂と粘土の中間的な性質を

@示す土）としてよりも，わが国では関東ロームなど

@火山灰質の特殊土に対する用語として多く通用して

@いる。

Q．○○混じり礫や礫混じり○○という表現はで

@きるが，従来の三角座標分類は礫を除外した分類

@法であり，十木材料としての十や，自然の広範囲の

@十を対象とする分類法としては不適当である。

R．自然土の分布範囲やその現場感覚による名称とは

@無関係に，人工的に三角座標内で名前をあてはめた

@部分がある。

S．」：学的性質との対応が必ずしも十分よいとはいえ

@ない。

A籠藷芭 1．道路十Lの設計・施．Lとの関係がよく調査されて

｢るので，道路関係では従来よりなじまれ，今日で

@も利用度が高い。

1，道路以外の部門ではほとんどなじみがない。

Q．］1学的性質との対応が道路関係の性質とのみ関係

@づけられている。

R，A－1，A－2，・・一という数値記号1ζよる命名

ﾍ一般になじみにくい。

1．世界的に広く利用されている。

Q．盛士・基礎としての土の性質，道路・滑走路の基

@礎ならびに土丁ヒの性質，フィルダム材料としての
@材質などとの対応が，米国における資料ではあるが；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　晶」　・応つけられている。

R．粗粒土，細粒土，有機質土の広範囲の土の分類が

@一一貫して行ないうる。

S．分類記号がAASHO分類よりなじみやすい。

T．細粒十の分類は液性限界，塑性指数に基づき，手

狽ﾌかかる沈降分析を必要としない。

U．現場判定法が設けられている。

1．日本のヒを分類するとき，必ずしも適当でない部

ｪがある（たとえば，A線によるCHとMHの分類）

Q．場合によっては，もっと分類数の少ないほうが望

@ましいことがある。

JISA分一二類一二法 1．現場での判定法が定められている。 1．米国道路局型二角座標分類法の短所として述べた

@ロームという好ましくない用語を含んでいる。

Q．一般には忘れられた存在で，あまり利用されてい

@ないo

ら前者の方向をとっている。

　2、基本的には米国の統一土質分類法にそっていること。21）

　その理由として，

　　①世界的に広く利用されている。
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　　②一応工学的性質（盛土・基礎としての土の性質，フィルダム材料としての性質）との対応が

　　　得られている。

　　③粗粒土・細粒土，有機質土と土の分類を一貫して行い得る。

　　④分類記号がAASHO法よりなじみやすい。

　　⑤細粒土の分類は液性限界・塑性指数に基づくので，特に沈降分析を要しない。

　　⑥現場判定法が設けられている。

などをあげている。

　次に日本統一土質分類法の内容と特徴を米国の統一土質分類法（表2－4）と対比しながら主な

る点をまとめると以下となる。

　3）粒径区分

　土粒子の粒径範囲による区分名称は図2－7に示す通りである。すなわち地盤構成材料のうち粒

径75㎜以上を岩石質材料，75mm以下杜質材料として粒径範囲75～2．0㎜を礫，2．0～74

μmを砂，74μm～5μmをシ1レト，5μm以下を粘土としている。また75㎜1～74μmを粗粒分、

74μm以下を細粒分としている。

　砂と礫の境界を2．0　　　1Pm　sPm　　74P「n　o・42mm　2・cmm　5・omm　20rnm　75mm　30cm
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　細砂　　　粗粒　　　†田欣　　　中砥　　　粗礫　　　　　　　　　　　　コロイド　粘土　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コプル　　ポルタL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シルト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　砂　　　　　　　　　　　砥　　　　　　21）．、
㎜としたのは，　　　　　　　　④　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土質材料　　　　　　　　　　　　岩石質材料

従勅日叔おける　（‘i・㌦灘；㌶㌫㍊露漂蕊；：：’，；i己C鷲㌫，鵠霊：㌫認

　　　　　　　　　　　　　　する。
2．0㎜区分の習慣　（ii｛・2）1．Tt材料の74P・以下燃分を「綱分」・74輌ら75mmまでの構成分を「粗粒分」という゜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21）
鱒重，②4．76㎜　　図2－7躰統一土質分類法iこよる粒径区分とその呼び名

区分が2．0㎜区分の各分類体系と比較して工学的性質との対応が必ずしも優位点が認められない，③

世界各国の基準などでは圧倒的に2．0㎜を境界としていることが多い，④米国｝こおける7学協会

（1969，州道路技術者協会，土木学会，材料試験協会，道路協会，地質学会，古生物鉱物学会，

土壌学会）の協議の結果が2．0㎜区分雛薦していることなど醜曲こよっている。

　粘土は粘土鉱物との対応上2μm以下とするのが好ましいとの見解もあるが，現在一般に実施さ

れている粒度分析法の精度などを勘案し5μmとしたとしている。

　　　　　　　21）
　4）分類名称

　土の観察結果，粒度分析結果，コンシステンシー試験結果をもとに図2－8に示す分類名を用い

る。

　米国の統一土質分類法とは細粒分混入割合による礫の分類，塑性図上のCL－ML，均等係数に

よる礫の分類などの点でも異なっているが，特徴として次の2点があげられる。

　①分類名称中，わが国の特殊事情を考慮して火山灰質粘性土の項目が追加されている。

　②塑性図上の分類は図2－9となっている。これはわが国の沖積粘土がA線近くに分布するもの
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粗粒土

礫粒土

G

礫．

きれいな礫　〔G〕

細粒分混じり礫

［遜亘コ｛・・｝

砂
｝S｛

か少ないか霧怒

（Uc≧1α1＜Uε緬）
q二言己条件以外）　（Uc〈10） 度の　い礫

度の悪い礫
均等粒度の礫
階段粒度の礫（GP）　（Uc≧10）

　　　鷹難騰）〔C－F〕

シルト混じり礫

粘土混じり礫
有機質土混じり礫

火山灰混じり礫

砂粒t
S

シル　ト質礫（細粒分が｛M｝，｛C｝，｛0のいずれかであるか｝・｛v｝）

粘　士　質　礫

有　機　質　礫

火山灰質礫
rUCIO，1〈Uた≦而

粒度の良い砂㌔れいな砂　　〔S〕一　（上記条件以外）　（U〔＜10、

@　　　　　　　　　粒度の悪い砂 均等粒度の砂
多な
繧ｵ、L、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（SP）　　（Uc＞10） 階段粒度の砂
分よかか
がh少

細粒分混じh砂

　　　（鰐曇繊）

〔S－F〕

シルト混じり砂

粘土混じり砂

砂　土　｛SF｝

有機質土混じり砂

火山灰混じり砂

細粒土

F

シル　ト質砂（細粒分が｛M｝，｛C｝，｛O｝，｛V｝のいずれであるか）

粘　土　質　砂

有　機　質　砂

火山灰質砂

　　　　　　（液性限界が500／oよh高いか低いか）
シルト　｛M｝

シ’レト（低液性限界）

粘性上

シJレト（高液性限界）

　　　（液性限界が50％よh高いか低いか）
｛C｝ 粘　　質　　士

有機質．士二　｛0｝

火UI灰虐辞占99一士：

粘

　　　　　　　　　　　　　　高有’機質L

毘；酬護農繋蒜驚旨3？磐；膓鱗躍」蹟馨霞驚ζζ㌦慧謹三檀6箭評聾詰欝麓；
　　　ようにすることができる。〔S－F〕及びその詳紐分類記号σ嚇こも同様である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21）
　　　　　　　　　図2－8　日本統一土質分類法による工学的土質分類体系

100

　　50『滋蕪

図2－9

有機質粘質土

有機質粘土
有機質火山灰土コ、。、（　機質であるかないか裏　牲限界が80％より高い力抵いか）

火山灰質粘性土（1型）

火山灰質粘性土（1型）

ピ　　　ー　　　ト

黒　　　　　混

　50　　　　　　　　　100　　　　　　　　　150

　itl　’1’1．限界WL（％）

日本統一土質分類法による

塑性図上の土の分類名21）

㎝㌫

竪㌫

ラ

ラ

醐㏄Go㎝

⑭詰

SSSS

MCOVSSSS

W田㎝㎝

α⊃

ｿD
p濃認

が多く，A線を用いてシルト・粘土を区別すると実際に

は同じ土性を示す土を機械的にCHとMHに2分するこ

とになるので，PI＝20のところのC線と，PI＝LI、

－50のD線を設け，A線とC線・D線にかこまれた米

国の統一分類法のMHの部分をC’Hとし，　CDA線の下

のみをMHとしている。またA線下の火山灰質粘性土に

ついてはLL・＝80％を境としてVHIとVH2とにわけて

いる。
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　5）三角座標表示21）

　三角座標上の土の表示は図2－8の各名称と矛盾しないようにという配慮のもとに図2－10の

ように粒度分析試験がふるい分けによる粒度測定のみの場合と比重浮ひょうによる粒度測定も行っ

た場合とに分けて表示丁ることとなっている。

o

　　砂分　（7t／mi・2．伽m）（’tt）　　　　　　　　　　　　　シルト分（5μm　－74μm）ce・・）

（a｝フルイ分けによる粒度測定のみの場合　　　　〔bi比而浮ヒョウによる粒度測定も行なった場合

　　　　　　　図2－10　日本統一土質分類法による
　　　　　　　　　　　　一tの三角座標表示2n

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22、　2．5　土の状態区分とその必要性

　　2．5．1　日本統一土質分類法の利用とその限界

　土質工学的に士質分類を行うことは，その結果を利用して与えられた土の工学的性質を予測し，

盛土や道路・フィルダムなどの土構造物の材料的性質，基礎地盤としての性質，土工作業上の留意

点などの情報を得て，次段階の詳細な土質調査・設計・施工計画の参考にするところにある。すで

に米国の統一土質分類においては，その分類結果と道路および滑走路用の分類表，盛十および基礎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23）
用としての分類表，フィルダム設計・ヒの適性に関する分類表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が完成されており，各方面で利用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25）
されている。この種の試みは英国（CP2004）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　やドイツ（DIN18196）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　でも行われて

いる。

　他方，わが国においては前述のように日本統一土質分類法が制定されてからまだ日の浅いことも

あり，この種の分類表は確立されていないのが現状である。

　　　　　　　　　　26）
　植下・今泉（1979）　　　　　　　　　　　　は1977年に日本道路協会で改訂出版された「道路土工一土質調査

　　　2汀
指針」　　　　に全面的に日本統一一ヒ質分類法が採用されているにもかかわらず，同時に出版された

　　　　　　　　　　　28）
「道路土工一施工指針」　　　　　　　　　　　　　では必ずしも日本統一土質分類法とf“分対応した指針となっていな

いことを指摘した。そこで表2－7，表2－8，表2－9を提案し，「道路土工一施工指針」と

日本統一十：質分類法とo）有機的な結合を試みた。
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　表2－10は日本道路公団試験所

土工試験室（1978）29、によ。てと

hまとめられたもので，日本統一土

質分類と安定処理との相関を示した

ものである。路床を盛土する場合の

材料土の適否と，否となった材料土を

セメント・石灰混合によって利用可

能性の有無を土質分類名より判定し

ょうとするものである。

　これら現在発表されている分類表

の例を示したが，いずれも土を材料

として利用するためのものである。

　日本統一±質分類法制定の基本姿

勢が前述のように土の材料土として

の立場をとっていることもあh，土

の存在した自然状態での工学的性質

予測のための情報として士の分類を

利用するためには何らかの工夫が必

要であることがうかがえる。

　．｛二質安定処理が現地に存在した状

態のヒに対する働きかけであると考

えると，この日本統一土質分類法の

表2－7
道路施工のための土の分類表26）

名　称 説　　　　　　　　明 摘　　　　要
日本統．一・

y質分類法
ﾆの対応

岩塊・玉石

岩　・玉石が混入して掘削しにくく，バケットなどに空隙のできやすいもの

鍵鶯：塊1岩石騨

礫混じり土
礫の逸入があって掘削時の能率が低Fするもの

羅劉操麟酬・1
砂

バケットなどに山盛り形状になりにくいもの

海岸砂丘の砂
ﾜさ土

砂｛S｝

普　通　土
掘削が容易で，バケットなどに
R盛り形状にしやすく空隙の少ないもの

警　質土，まさ土　度分布の良い砂　件の良いローム

質　土
oSF｝

粘　性　土

バケット等に付着しやすく空隙の多い状態になりやすいもの，

S召鵠ティーが醜と
ローム

S性土

細　粒　土

@　F

覇竪圭隠甥鵠難麟懇乏戴薩』細欝土

（有機質土） 高有機質土
　｛Pt｝

＃日本統一土質分類法では，「岩石質材料」の英字記号は，特に定められて

　いないが．ここでは，説明の都合上，Rで表現した。

表2－8 日本統一土質分類と「道路土工一施
工指針」の土の分類との相関性26）

「岩　

－75mm
［，，。料

岩塊・玉石　R

－｛念：藁i，

　　　　　　　　　　　　　＝［麺ヨ

・一 ﾋ：1欝蕊
　高有機質土｛Ptl…道路土工の対象としては例外的

注）［：］に入れた名称が「道路土工’一施工指針」によるものを示す。

結果を用いて処理手段を選定することには不十分であるということになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26）
　　　　　　　　　　　　　　表2－9　道路土工のための土質と締固め機械

土　　　質 有　　　効 使用できる 施工現場の規模の関係で
竄ﾞをえないとき

トラフィカビリティーの
s合でやむをえないとき

礫　｛G｝ 振動　ローラー タイヤローラー
香[ドローラー

振動コンパクタタンパ

砂　｛S｝ 振動　ローラー タイヤローラー
香[ドローラー

同　　　　上

砂　質　土
@｛SF｝ タイヤローラー

振動　ローラー
ｩ走式タンピン
Oローラー

　　　　一
ｯ　　　　上 ブルドーザー

i普通形）

細　粒　土

@F
タンピングローラー

ﾂ。実引莫） タイヤローラー タンパ
ブルドーザー
i麟影）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29）
表2－10　土質分類と路床土材の安定処理

土質分類（日本統一土質分類による）

土質材料

75mm以下の

n盤材料

粗粒土：粗粒分（74p　1以上の材料）が50％より多い。
L［
　　礫粒土　G：粗粒分のうち礫分（20～75mmの
　　　　　　　材料）か50％より多い。

　　砂粒土　S．粗粒分のうち砂分（74μn～20mmの

　　　　　　　材料〉が50％以上。

細粒土　F：細粒分（74pm以ドの材料）50％以ヒ。

高有機質土　IPt｝：大部分の材料か有機質材料。

土

質　

粗粒土
50％〈
十74畑
（50％

粗粒分）

礫粒ヒG
50％＜2．Omm
～75mm
（50％＜

　礫分）

砂粒土　S
50％＜74／an

　～2．Omm

〕

　　F
G　　一

　　G〔　　

〔％

　　　15　　礫く　％り畑礫ぴじ74

い畑分≦
れ74粒％

1
　に仰15　礫74＜　　一

FG％ー50　〈　畑　74
：一
1≦質％礫15

砂　ISl
－74μm
＜15％

　細粒土F
50％≦－74Stm
（50％≦細粒

　きれいな砂　　　〔　S　〕｛
　－74μm〈5％

　細粒分混じり砂　〔S－F）
　　5％≦－74／um＜15％

砂　質　土　　 ISFl
15％≦－74Am＜50％

ン　ル　ト　　lM　｝

粘　性　土

有機質土

｛C

lO

火山灰質粘性土｛V　｝

高有機質土 ｛Ptl

問　題　点

路床に使用して

　　○問題となる

　　△問題となる

　　　ことがある

強度

（CBR）

（△）

（△）

○

（△）

○

○

○

｝ラフ

イカピ

リカー

△

（△）

○

○

○

PI

○

○

○〆

○

添　加　材

安定処理の効果

◎有効○期待て

きる△使用され

る場合もある

消石灰メトセン面定表安

（△）

（△）

（△）

（△）

（△）

◎

（○）

（○）

◎

（◎）

（◎）

◎

（△）

（△）

◎

◎

◎

生石灰

○

○

路床の対象とせず

○ ○ ○ （○） ◎

路床の対象とせず

備 考

（　）は，

材料によっ

てはまれに

問題となる

ことを表わ
す。

泥岩，凝灰岩，片岩

類の中にはスレー

キングにより粘土
化するものがある。

－74μm≦25％θ）ホオ準斗

はPIが大きくても
一般に単体で支障を
生じない。

｛Slは細粒分一74
μmがO～15％であり，

表面の安定性にやや

難点かある程度で安．

定処理の対象となる

ことは少ない．

日本道路公団におい

ては，乱した細粒土

を路床として評価し

ないが，安定処理を

すれば可としている。

（注）たとえば「50％・□74μm」とは，「74μm以Lの材料がJ「oe・・より多い」を表わす、、

　　2．5．2　土の状態区分の必要性

　2．　5．1で考察したように土質分類結果を用いて土質安定処理などの選定を行うには現段階では不

十分な点が認められ，何らかの工夫が必要であることは明らかであろう。

　その1っの対策として，従来の土質分類法に加味した土の状態区分が考えられる。すなわち，土

がおかれている状態量による性質の違いを表示する方法が必要となるわけである。例えば土の締ま

り具合，含水状態，硬さ，土塊構造，土層構造，堆積環境などの表示が必要となろう。

　　　　　　　　　　　30）
　近藤・河野（1974）　　　　　　　　　　　　　の提案になる生成学的土壌分類がややこれに類したものとみなされるが，

広域的な地盤の型の分類に主眼を置かれている傾向にあり，口本統一土質分類法と結びっけて利用

するためicは更に検討・修正の必要があろう。

　日本統一土質分類法と結びつく可能性をもった土の状態区分の方法は表2－11に表わされる。

すなわち土の状態区分方法を概念的に示すと，土の含水量などによって土の工学的性質が変
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表2－ll　土の状態区分の諸方法

面積座標衰示
（2次元的表示）

線　分　表

｜次元的表示）

土粒子構造の質

を考慮した表示

土中水のエネルギー状

態の質を考慮した衰示

三角座標表示

　（Kez　di）

体積率衰示

（久野）

「一一一一一「
　ζ電位表示

わるとする「質としての取扱い」と，土の水分ポテンシャルなどによって変わるとする「質とし

ての取扱い」とに分けることができよう。しかし現段階の実務レベルの情報によって土の状態

区分として利用できるものは，①面積座標表示，②コンシステンシー指数ICと液性指数IL

を用いた表示，③pF表示ということになろう。これらについての詳細な考察は第3章で行

う。

　2．6　結　　論

　本章においては，土の分類・区分に関する考察を行った。

　第1節では土の分類と土の状態区分という用語の内容にっいて吟味し，本論文での土の状態区分

という用語に対する意味づけを示した。

　第2節では現在の自然科学や工学分野などで行っている土の分類にっいて，粒度組成による分類

方法を中心に，その結果の利用目的を比較考察した。対象とした分野は①地質学，②土質工学，③土

壌学，④窯業工学である。地質学における分類法は研究者独自の方法を用いることが多いが，その

目的とするところは分類結果を用いて堆積環境を推定し地史などを編む手段としていることを実例

で示した。土質工学における土の分類法については後節でふれることとして，この節について

は分類結果の利用面について示した。すなわち土質工学におけるそれは構造物の材料や工事手段
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の計画に利用することを目的としていることを述べた。土壌学においては，農林業生産性との関連

で土を分類しており土の粒度組成による分類法には国際土壌分類法と日本農学会法の例を示した。

窯業工学における土の分類はその土の化学組成による分類が一般的であることを指摘し，粒度組成

による分類はほとんど行われておらず，それic近い例として可塑水量による工業原料用粘土の分類

を示した。更に粒度組成による分類を行うために必要な各種粒度分析法の比較例を要約した。

　第3節においては土の分類法の研究史を，特に士質工学的分類法を中心にとりまとめ，世界的情

勢を考察した。更にこの中で日本統一土質分類法と関連する先駆的な分類法を考察し，米国の統一

土質分類法がわが国の土質分類に影響が大きいことを指摘した。

　eg　4節では第3節での考察を踏え，日本統一土質分類法制定までの経緯とその内容を示した。そ

の内容については基本的に米国の統一土質分類法に準じているが，粒径区分や分類名称，塑性図上

の表示，三角座標表示などの点で異なっていることを示した。

　ea　5節では以上の考察に基づいて各土の分類，特に日本統一上質分類を工学的に利用する場合を

想定すると，制定後，日の浅いこともあり，分類結果利用を考えた分類表がなく，また将来分類表

ができたとしても，その制定方針が土の状態量による性質の変化を抜きにしたt質材料としての性

質1こよる分類であるため，利用にあたっては限界のあることを指摘した。特に土質安定処理とは現

地に存在したままの状態の土や地解に対する働きかけであると解釈されるから，上質安定処理のた

めの情報を土質分類から得るためには何らかの形で．｛1質分類結果に加味した土の状態区分の必要性

があることを明らかにした。そこでそのtの状態区分の手法を吟味した。その手法の中で，①面積

座標表示，②コンシステンシー指数や液性指数を用いた表示，③pF表示にその可能性のあること

を論述した。よって次の第3章においては，これら3手法の詳細について検討・考察を行う。
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3．固一液系による土の状態区分とその表示方法

　3．1　土の状態区分と表示の意義

　第2章において，現在自然科学や工学の分野で行れている土の分類方法を概観した。次に土質工

学上における土の分類に限定してそれを歴史的に考察した。特に土質工学上の各種土の分類法のう

ち，現在我が国で統一的に使用されている日本統一分類法制定の目的・その利用方法を考察し，土

質安定を目的とした場合の利用に限界があり利用しにくいことを指摘した。この欠点を補う目的で

固一液系に基づく土の状態区分の必要性を強調した。

　本章は第2章で指摘した土の状態区分の方法を具体的に提案したものである。

　固一液系に基づく土の状態区分とは対象とする土を液相（この場合は水分量）の固相に対する割

合によって，液性体，粘性体，塑性体、半固体，固体といった概念に区分することである。その状

態によって固相と液相の相互作用（インターリレーシ。ン）が異なっており，土質安定が後述する

液相の処理とみなせるならば，土の状態によって最適な液相処理方法が存在するはずであるという

発想に基づくものである。　　　　　　　　　’

　土の状態区分が明確な規準で整理され，その状態区分のための測定方法が確立され，結果が表示

され得るならぱ，従来ともすれば整理されないままに土質安定処理が実施されていたことに対して

有用な指標となるであろう。

　具体的な表示方法として以ドの3種の方法が考えられるので，これらについて詳細に考察し，そ

の利用方法についての提案を不す。

　　①土の構成三相体積率による表示。

　　②pFによる表示。

　　③コンシステンシー指数による表示。

　3．2　土の構成三相体積率による表示

　　3．2．1　体積率の定義

　土を巨視的にみると固体部分・液体部分・気体部分から成り立っていることは周知の事であるが，

各々固相・液相・気相として，これを土の三相（Three　Phases　of　Soil）と呼んでいる。

固相は土の固体粒子であり無機質粒子と有機質粒子が含まれ，液相は上の間隙中に含まれる土中水，

気相は同じく間隙中に含まれる空気などのガス体である。土の物理的特性がこれらの三相の構成割

合に密接な関係にあることも広く認められている。土壌学的に考えると土壌の生産力を研究する上

で基本的な問題となるため，古くから研究されている。工学的にもこの三相構成が土の工学的性質
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に及ぼす影響が大きいので，土壌学とは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　va　　　　．　　　　　　　　　　　腿ご＝o

異なったアプローチでの検討が進められ　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v，
ている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v・　　　　　　　　　　　M・＝V・　Pe

　工学的にこの構成割合を土の状態量と　　V

して表示し得るが，以下の論を進めるに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　vs　　　　　　　　　　　　　　m，＝　v、・P，

あたり図3－1の土の構成モデル図を用

いて土の物理量を略記しておく。

　　D土の湿潤密度（g／cm3）；ρ，　　　　　　　図3－1　土を構成する要素

　　　　　　　　　　　　吻
　　　　　　　　ρtニー　　　 …………・・・………………… i3．1）
　　　　　　　　　　　　V

　　iD土粒子の実質部分の単位質量（g／cm3）；ρ、

　　　　　　　　ρ、＿」旦一G，．ρ．＿＿＿＿＿＿．（3．2）

　　　　　　　　　　　　Vs

　　　　　　　　　　　（ここにG、；土の比重）

　　m）間隙比（無次元）；e

　　　　　　　　e－⊥　＿＿＿…＿＿．＿＿＿＿＿＿（3．3）

　　　　　　　　　　　　Vs

　　iv）間隙率（無次元）；n

　　　　　　　　n－」巳　＿…．．＿…．．＿．＿．＿＿＿．．．（3．4）

　　　　　　　　　　　　V

　　V）含水比（％）；W

　　　　　　　　W＿Mw×100＿＿＿＿．、＿＿＿．＿（3．5）
　　　　　　　　　　　　Ms

　　vD飽和度（％）；S．

　　　　　　　　Sr一上，。r　S。－W’Gs＿＿，．．…（3．・6．）
　　　　　　　　　　　　Vv　　　　　　　　　　　　e

　次に固相・液相・気相の各々を全体積に対する割合で表わしたものが以トである。

　　　　　　　　　　　　Vs
　　　　　　　　Vs　＝　 一　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　◆◆・・一一・一・・・・…　（　3．7　）

　　　　　　　　　　　　V

　　　　　　　　　　　　　Vw
　　　　　　　　Vw　＝＝　　　　　　　　　　…　一一・…　一・・・・・・・…　’・・…　一一・・・・…　（　3．8　）

　　　　　　　　　　　　　V

m＝v・Pt
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　　　　　　　　　　　　Va
　　　　　　　　Va　＝ニ　ー　　　　　　　一一…　一一・・…　一一・…　一一・・…　一一一…　一一（　3．9　）

　　　　　　　　　　　　V

　　　　　　　　ここにV、；固相が土塊全体に対して占める体積の割合

　　　　　　　　　　　Vw；液相が土塊全体に対して占める体積の割合

　　　　　　　　　　　Va；気相が土塊全体に対して占める体積の割合

これらが三相の体積率である。更に定義より次式が成り立つ。

　　　　　　　　Us　十　　Vw　十　　Va　＝　　1　　　　．．．・一一・・・…　一一・・・・…　（　3．10　）

これらは前に示した土の物理量と結び付いている。

　　　　　　　　　　　　　　ρ，　　　　　　　　ρd
　　　　　　　　Vs二　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　………（3．11）
　　　　　　　　　　　　Gs（1十W）ρ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Gs・ρw

　　　　　　　　　　　　　ρ，・w　　　　　　ρd・w
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・…　（　3．12）　　　　　　　　Uw；
　　　　　　　　　　　　（1＋W）ρ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　iO　w

　　　　　　　　Va＝　1－（Vs十Vw）

　　　　　　　　　　　　　　　　ρ，　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　＝　1－　　　　　　　　　　（w十一）
　　　　　　　　　　　　　　（1十W）ρω　　　　　Gs

　　　　ρd　　　　　1
＝　1－一（w十一）　　　　iO　w　　　　Gs

ここにρd

　　　ρω

土の乾燥密度

水の密度

・・・・・・・・・・・・・・・… @　（　3．13）

　　3．2．2　従来の体積率表示

　3．2．1で定義した体積率を図で示し，土の工学的性質を論じている従来の研究を以下に述べる。

Hilf，　J．W．（1975）1），　K6zdi，A．（1974）2），久野悟郎（1963）4）の研究がその例とし

てあげられる。

　　　（1）Ililf，J．W．（1975）1）の方法

　Hilf，J．W．は既に1956年に以下の考え方を発表しているとしているが，　Winterkorn＆

Fang（1975）編著のtc　Foundation　Engineering　Handbook，，（Van　Nostrand

Reinhold　Company）に詳述しているので，同書より引用する。

　図3－25）は土の締固め機構を定性的に説明するために用いられている。すなわち締固め作業中

の土の間隙中の気体の圧力を式（3．14）で示されるとしている。
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　　　　　　　　　　　　　Pa△e
　　　　　　　　Ua＝　　　　　　　　　　　　 ……………… i3．14）　　　　　　　　　　　　e、1＋んe．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ　　　　　　　　ここにUa　；土の間隙中の気体の圧力

　　　　　　　　　　　Pa　；大気圧

　　　　　　　　　　　△e　；非排水の条件で圧縮された後の間隙比の変化

　　　　　　　　　　　e。1；圧縮後の気体間隙比

　　　　　　　　　　　e．　；水の占める間隙比

　　　　　　　　　　　ん　；水中への気体溶解係数（体積比で表す）

図3－2の縦軸に土の乾燥

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　含　水　比密度に対応させたe，すな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　　　　　　　　）0　　　　　　　20　　　　　　　　　　　30

　　　　　　　　　　　　　　　　　0わちVv／V，をとり，横軸

にe．，すなわちVw／Vs

（含水比と対応）をとって　　　　　e’t

いる。このようにすると飽

和度を示す線と一定間隙比　　　　　。4

を示す線は図中のような直　　e
　　　　　　　　　　　　　　（VwVr）
線となり，　Sr＝100％は　　　　　　o．s

T度45°の傾きをもった直

線となる。更に間隙水中の
　　　　　　　　　　　　　　　　　0■

溶存気体量を示す線がんe．

で示す直線となる。ここで

曲線DEFGHをある土の

締固め曲線とし，D’E’F’

G’II’をその試料を用いて

の非排水という条件で圧縮

されたものの各々の変化を

無　o、　o　　やθ　“　o　　J

ゴ司
1

s、　　　　　　1冝@　　　　　　　　　＼’F’　　　G“

@　　：Eピ　　　　　　　　G

　　　　　　　　‘

@　　　　　　　1．c’・　　　　　F　　　　　　　　　H

＼

D三
　．

g

1き＼＼叉　　　　　　　　　　　　． 　　hew、ふ“　　　　　　＼

140

110

120　二

　　↓

ll。ミ

　ニ
　芭
1。。・こ

go

　　t．0
　　0　　　　　　　　　　0，2　　　　　　　　　04　　　　　　　　　　0，6　　　　　　　　　0．●　　　　　　　　　　lD

　　　　　　　　　　　　ew（VwVs）

　　　　麗｝｝irD㌫，言、㌫．8じ・は吉

　　　　　　　　　　　　　　　　（非排水の圧縮に対して）

図3－2　間隙比と含水間隙比による締固め曲線1）（G，＝

　　　　　2．60の土に対するρd～ω曲線でもある。）

結んだものとしている。式（3．14）を次式に変換すると図中のD－D，－D”の比で表すことができ

る。

　　　　　　　上＿　△e　＿DD’　＿＿＿＿（3．15）
　　　　　　　　Pa　　　eal十んew　　　D／D”

このことにより各々EE’／E’E”，　FF’／F’F”，　GG／G’G”，　HH’／II’H”は大気圧と空気

間隙圧の比を示すことになる。最適含水比より乾燥側ではその比が小さいので，メニスカスが高曲
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率となり締固めエネルギーに対して抵抗が大きく締固め効果は小さくなり，水分量が増加するにつ

れてメニスカスは減少して締固め効果は大きくなる。最適含水比以上になると土塊中への空気のか

かえこみが生じ，相対的に間隙気体圧力が大きくなり締固め効果が小さくなるとしている。

　Hilf（1975）の図は前述した体積率の定義によって表現したものではないが，後述の久野

（1963）の用いた図と形の上では類似している。

　　　（2）Kζzdi，A．（1974）の方法2）’3）

　　t　Kezdi（1974）はVs＋Vw＋Va＝1になることから出発して，正三角形の三角座標を用い

て土の三相構成を表現する方法を提案している。

　図3－3（a）～（c）6）はそ

ある．すなわち図3－3｛。）　　　　　（・）　1°°　（b）

の下辺に気体の体積率，左
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m°le

計回りに0～100％の値を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s・le　　＼
目盛ると，気相g％，固相
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼ρ％
so／Oi液相m％の土は点P　　　　　　　　　　　　　100　　　　　　　　　　　　0　100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　空気のみ　　　　　空気　　　　　　水のみ
で示される（ここにgは前

述のVa，sは同じくv，，　　　　　　　　　（a）三角座標での相構成の表示

100　0

（b｝

ヅr＿．け民

P2＼

　　　　92　　　　　　　91
　　　　　■　－
　　　　　9％

ベクトル表示による相構成の変化

0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／00

100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0

　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　9°！o

（c｝三角座標上に示される各土質定数の関係

図3－3　K6zdiによる土の相構成表示6）（三角座標表示）
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mはVwと全く同一である）。このように表

示すると土の三相構成の変化が2点で図化さ

れる利点が生じ，例えば図3－3　（b）は点P1

（9いSl，ml）が点P2（92，82，m2）に

何らかの原因で相構成が変化したことを示し

ている。また図3－3（c）に見られるように密

度，間隙比（率），含水比，飽和度などが一

定のものは一直線上になる。この表現法を用

いて土の工学的性質を論じている数例をあげ

てみよう。

　土の熱伝達式は式（3．16）で示される。

　　　　　∂2T°　　　　∂T°
　　　　λ　　　　＝Cρ一…（3．16）
　　　　　∂Z2　　　　　　　　　　　∂t

　　　　ここにT；時間t，深さZでの温度

　　　　　　　　　（℃）

　　　　　　　λ；熱伝導率，すなわち単位

　　　　　　　　　断面積・単位時間で熱勾

　　　　　　　　　配∂T（／∂Z二1におい

　　　　　　　　　て流れる熱量

　　　　　　　　　（9・cal／h／crn／℃）

　　　　　　　C；比熱

　　　　　　　ρ；土の密度

この式中のλの変化を三相構成図．ヒに，すな

わち土の三相構成の関数として入を表現した

ものが図3－4（a）7）である。図3－4（b）8）は

同じく土の三相構成の関数としての土の一軸

圧縮強さを示している。

　浸水による土の体積減少（structural

collapseと呼んでいる）を表すものとして

浸水沈下係数‘を式（3．17）で定義している。

　　　　．　　△e
　　　　t＝　　　　　　　　　　 ・・・・・・・・・… @（3．17）

　　　　　　　1斗el

空気0
　　10

oδ

，0 o固体

@ぴ

@　02

06
め

σ4

＼
ソ

ズ

0δ04

02

25

0θ

，

4θ

m

0δ 06 　　04”i一
ρ～

㈲　土の相構成と熱伝導率7）

oノ

700　0

00
5 m

0 10

90 紗 「00　9 0

必 o♂ 70〃励7 蕊
・び

∠～3

70 30
〃～

01 混合比二
砂礫　　　ハ

梶@＝㌻

δ0
粘ヒWL 一3〔｝％，lp．．13％

40

幻 20 刀 0

　　　　　　　　す
（b）土の相構成による粒度調整土の1軸圧縮強さ8）

　　　　　　　　　100

　乃／

／
　ド　　’

／＼

決

　　　　50　　　　40　　　　30　　　　20　　　　10

　　　　　　　　　　　ダ％

　（c）土の相構成とレスのコラップス沈下9）

図3－4　土の相構成と土の工学的性質の相関例

一34一



　　ここにt；浸水沈下係数

　　　　△e；浸水沈下によって生じた

　　　　　　　間隙比の減少

　　　　el；浸水前の間隙比

このtの値を同じく土の三相構成図で示

したものが図3－4（c）9）である。

　次に土の状態変化を同図式．ヒに示した

例をあげる。図3－5（a）10）は土の収縮

性の変化を三相構成図で示したものであ

る。すなわち飽和状態の土が乾燥に伴っ

て体積が収縮し，一定体積となって水分

100　0

／6° ＼
ω＼“

0

100　　　　　　80　　　　　　　60　　　　　　　40　　　　　　　20　　　　　　　0

　　　　　　　　　　σ

　　　（a）土の収縮過程の三角座標表示10）

ア00

50

^

∠・）oo〆m2

70

／

辺eご

AOO2
30

／ 4e－＋00↑ △e＝0
八

eσlf c
、

Je一 00ア
一

8

50 名 30 20 10

量零の乾燥状態

になったことが

不されている。

図3－5（b）11）

は細砂の一面せ

ん断試験中の相

構成の変化を図

示したものであ

る。これによっ

て砂の緩い状態

と密な状態のダ

イラタンシーの

50

凡　例

　ecrit＝臨界間隙比

　A；ゆるい状態の領域

　B；密な状態の領域
　C；最初締固められて，それ

　　からゆるんだもの

　　　　一　　　　　　σ

（b）せん断試験時の相構成の変化ll）（細砂の場合）

⇔°

空気．（％）一一一

＼

1．沈下係数（ら）＝0．058－

2．沈下係数（輪）＝0．030－－

3．沈下係数（輪）＝O．004－一一

A自然状態
Bσ＝3．Okgf／cm2加圧後の状態

C水浸後の状態

｛c）　レスの浸水沈下に

　　よる相変化例12）

図3－5　三角座標上の相変化の表示
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差を説明している。図3－5（c）はEgri，　G．

（1978）12）がレスの浸水沈下による状態変

化をベクトルで表現したものである。

　これらはいずれも定量的な説明にはやや図

が概略的であるが，土の状態変化の定性的な

説明・記載に有効に用いられていることがう

かがえる。

　　　（3）久野悟郎（1963）の方法4）

　久野（1963）4）は3．2．1で定義した体積

率を用いて縦軸をり、，横軸をVwとして図3

－6の表示法を提案している。この方法も本

質的には前述の2者と同様であるから，ゼロ

1．100

　　　Al，；突固め回数
　　　数字Ωは電気伝・眺
ちタヶ

　〈e・’rpt

　　　’▽鋤

　　　　N．　：1⑰o／

ミ　　」’・，・・o／

　　　　　　　K．’P＝30／一

（　　　　　　　　　　・Y．二20・

一　毎1％語’
　0．700

芯．・

　　　45　　　　　50　　　　　　55　　　　　60

　　　　　　w　；　％

（a）　ρd～w図上の表示

　　　　　　　　　v．；％

　　（b）体積率図上の表示

図3－7　土の等電気伝導度の表示比較14）

　　　　　　　　Vw％
図3－6　久野による体積率表示13）

空隙線や等飽和度線は直線となり，更にVa

一定直線はゼロ空隙直線と平行な直線群と

なる。この方法での表示利用例を2，3あ

げておく。図3－7（a）14）は室内締固め試

験結果のρd～W図上に，図3－7（b）は前

述V，～Vw図上に等電気伝導度線を示し

たものである。等電気伝導度線はV。一定

線に平行な線群となっていることが明らか

となっている。また締固められた土の安定

性を論ずるに当たり，「締固められた土は

やや塑性をおびた状態ではあるが，水の浸

入に対して軟化をおこすことも少なく，透

水係数も小さく，膨脹も少なく土粒子の配

列も均等で………」として各種の土の締固

め曲線を整理し，最大乾燥密度をVs～Vw

図上にプロットして図3－815）のように

締固め土の最適領域を定義づけた。すなわ

ちS．＝80～95％，Va＝10～2％の領

域でUs～Vw図を用いると帯状となるこ

とを示している。しかし締固め土が最適領
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図3－8
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　　　　Vw％

体積率図上の土の最適領域15）

域にあったとしても土の構造的な強さは図

中の領域内で右下にずれるほど弱くなるの

で，構造物として要求される強さを満足さ

せ，かつ最適領域に入っていることが盛土

などの土構造物の施工に要求されると論じ

ている。またK6zdi（1974）と同じく図

3－916）（a），（b），（c）のように締固め土の等

一軸圧縮強さ線や等弾性係数線，等コーン

指数線などを図示している。

　　　（4）土壌学上の表示17）

　土壌学の立場での三相構成表示法につい

て述べる。Kもzdi流の三角座標表示の他

に直角座標による表示法〔図3－1018）（a）〕，

円形座標による表示法〔図3－10（b）〕が用

いられている。

　すなわち前者は直角座標の第4象限を利

用し，y軸の負方向に土壌の深さをとb，

X軸の正方向に土壌の深さに対応する三相

の体積百分率をとって表示する方法である。

後者は円の半径を100等分し中心に近い側

から固相率，液相率，気相率をとり，時間
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図3－9　体積率図上の土の力学的性質の表示例16）

一37一



の経過を円周に沿って時計まわりの方向に進めながら表示する方法である。三角座標表示法をも含

めて三者の利用上の特徴を考察すると，（i）直角座標表示は土壌断面の物理性の特徴を視覚的に理解

するのに適し，㈲三角座標表示は多数の実験結果を同一座標の上で表現したり，比較・分類・分布

などを検討するのに適し，（iiD円形座標表示は一定時間を周期として土壌の三相の変化を論ずるのに

適しているとしている。
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（a）直角座標を用いる表示17）　　　　　　（b）円形座標による表示18）

　　　　　　　図3－10　土壌学上の土の相構成表示

　　3．　2．　3　面積座標系を利用した表示19）

　　　（1）　面積座標による表示の定義

　いま図3－1で模式的に示されたVを1つの三角形で表現するとVs，Vw，　Vaは各々その三角形

を三分する3っの小さな三角形で表すことができる（図3－11参照）。すなわち三角形1－2－3

の面積がVを表すとすれば，点Pによって分割される小三角形P－2－3，P－3－1およびP－

1－2の面積が各々Vw，　Vs，Vaを表す。この時

2

　　3　　　　　　　　　　　　1

図3－11三要素と三角形の関係

　　　　Vw
ζ1＝一＝Vw　　　　V

　　　　Vs
ζ2＝一二Us　　　　V

　　　　Va
ζ3＝一＝va　　　　V

・・・・・・… @　（3．18　）
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によって定義されるζ1，ζ2，ζ3を面積座標と呼ぶ。したがって面積座標は同時に土の全体積に対

する各相の体積率を示すことになる。

以上より

　　　　　　　Vw＋Vs＋tl’a＝ζ1＋ζ2＋ζ3　二1　　　・・・・・・・・・…　（3．19）

となる。これらのことはすべての三角形で成り立つが，取り扱いやすさの点では直角二等辺三角形

である。

　いま点Pの面積座標（ζ1，ζ2，ζ3）を扱

うにあたり，その三角形を辺長1の直角二等

辺三角形に限定し，直角をはさむ2辺をx軸，

夕軸とする（図3－12）。

この三角形を標準三角形と呼び，この三角形

を利用すると点Pの面積座標（ζいζ2，ζ3）

はX－y直交座標で表されることになり，式

（3．20）となる。

　　　　　　　i∴…

3＼1．o／1

図3－12面積座標

…………… i3．20）

　　②　面積座標による土の特性の検討

　前述の3．2．3（1）で定義した表示法を用いて土の特性表現やK6zdi，久野も指摘している土の状

態量一定のものが一直線になることを式の誘導で証明してみよう。

　図3－　13は土の状態が点P，（Xl，Yl）から点P2（x2，y2）に変化した場合のベクトル表示

例である。この土の状態変化はベクトルの長さP，P2とそのx軸に対する傾きとして表され，各

々次式となる。

　　　　　　　PIP2＝　（　X2－Xl）2＋（Y2－Yl）2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・…　（　3．21　）

　　　　　　　　　　　　　夕2一夕1
　　　　　　　　tanα＝
　　　　　　　　　　　　　劣2一劣1

　次に湿潤密度ρについては次式となる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y
　　　　　　　　m　　　Mw十Ms
　　　　　　ρ＝一＝　　　　　　　　　　1．O
　　　　　　　　　V　　　　V

　　　　　　　　　ρw・Vw十ρ，・Vs

　　　　　　　　　　　　　V

　　　　　　　　　　　　　　　　Vs　　　　　　　　　　　Vω　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y2　　　　P2（X2　y2）　　　　　　　＝ρw・一十ρs・－
　　　　　　　　　　　V　　　　　V
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　YI’P、1（Xl．Yl）
　　　x二（Vw／へ／），　y＝（Vs／へJ）　より

　　　　　　ρ＝ρwX十ρs夕　　　　　　　　　　xl　　　x2　　　　　　　1．o　　　　x

　　　夕について整理すると　　　　　　　　　　図3－13　面積座標上のベクトル

　　　　　　　　　　　　　ρω　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ
　　　　　　　　夕　 ＝　＿　＿x　－F－　　　　　　・・・・・・・・・・…　一…　（　3．22）
　　　　　　　　　　　　　ρs　　　ρs

すなわちρが一定のものはX軸との交点をρ／ρw，y軸の交点をρ／ρsとする傾きCt・＝一（ρω

／ρs）の直線一ヒにのることになる。

　含水比一定のものについて次に検討する。

　　　　　　　　　　　Mw　　iO　w・Vw
　　　　　　　　w　＝　　　　　＝
　　　　　　　　　　　Ms　　ρs・Vs

　　　　　　　　　　　　　　Vw
　　　　　　　　　　　lo　w・－
　　　　　　　　　　　　　　　V
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρw・x

　　　　　　　　　　　　　　Vs　　　ρs・y
　　　　　　　　　　　ρs・－
　　　　　　　　　　　　　　　V

　　　　　　　　　　　　ρw
　　　　　　．・．　夕　 二　　　　　　　　　　．　x　　　　　　　　　　・…　一一一・一一・一・・　（　3．23　）

　　　　　　　　　　　ρs・w

すなわちWが一定のものは式（3．23）で表され，原点を通り傾きρω／（ρ、・W）の直線・Lにのる

ことになる。

　飽和度はS．＝Vw／Vvであるから次のように誘導される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Vw

　　　　　　　　　　　Vw　　　　　　　　　　　　　　　　Vw　　　　　　　V
　　　　　　　　Sr＝一＝　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Vw　　　　　　　　　　　Vv　　Va十Vw　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Va
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－十一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V　　　V

　　　　　　　　　　　　（1－x一夕）十x
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　　　　　　　　　＝　　　　　　　 （ここにッきミ1）
　　　　　　　　　　　　1一夕

　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　．・．　夕　＝　＿＿．．　x十1　　　．．．．．・、・・．・・・・・・・・・・・…　　（　3．24）

　　　　　　　　　　　　Sr

すなわち飽和度一定のものはyニLO，　x＝S．を通り傾き一（1／Sr）の直線となる。

　同じく間隙比e，間隙率nについては次のように誘導される。．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Va　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Vw
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－十一
　　　　　　　　　　　Vv　　　Va十Vw　　　　V　　　V
　　　　　　　　e　＝一二　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　Vs　　　Vs　　　　　　Vs
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T

　　　　　　　　　　（1－x一夕）十x　　　l一夕

　　　　　　　　　　　　　　夕　　　　　　　　夕

　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　∴　　夕　 ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．．．．．．，＿．．（　3．25）

　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　十e

e＝n／（1－n）を式（3．25）に代入すると

　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　夕　＝　　　　　　　　　　　　　＝　 1　－n　　　 －一・・・・・・・… @（　3．26　）

　　　　　　　　　　　1十
　　　　　　　　　　　　　　1－n

すなわちeやnが一定のものは各々y軸と1／（1＋e），（1－n）で交わるx軸に平行な直線

となる。

　以上の結果を図示したものが図3－14　　　　Y
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I．O
である。これらの関係は既にK‘zdi，久

野も指摘していたことではあるが，面積座

標を利用してX－y座標表示を用いると各

々簡単な代数演算で誘導・証明が可能とな

る。またこの表示方法は久野（1963）の方

法と同一内容ともいえるが，X－7座標で

表現することにより土の状態変化や，例え

ば盛土などの施工管理限界をax十by十

c＝0の形に示すことが可能となる。

ρω

ρs　w

　ρ
　Ps

1－n

l

l＋e

　O S 1．0

図3－14　面積座標上の土の性質

ρ瓦
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　　3．2．　4　適用　例

　　　（1）盛土の品質管理例20）

　本例は河川堤防の築造にあたって止水用コア材の盛土品質管理に用いたものである。一般に盛土

を行う場合，品質管理の指標には乾燥密度・含水比・締固め度などを用いている。更に盛土構造物の

目的によって土の強さや透水性を検査事項にしている。材料土の自然含水比が最適含水比近傍のも

のであった場合はこの管理方法で十分目的を達し得るが，大巾に最適含水比をうわまっている場合

には最適含水比近傍での施工が事実上不可能となり，かつ品質の規定を最大乾燥密度に対する締固

め度や最適含水比をもとにすることは無意味となる。そこでこのような高含水量の粘性土を用いて

盛土を行う場合の品質規定には空気間隙率や飽和度が用いられることになる。施工の条件としては

盛土構造物の目的である不透水性や強さを満足させることができるならば，施工時の含水比を特に

規定しないで施工機械の走行や施工が可能であればよいということになる。

　本例は平均水深2．Omの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新設堤防部
3つの池を横断して巾員30

mの蹴土が行われた場鷲燃一→間　　．。．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
合のものである（施工場所　　旧地盤　　　／　　　　コア　　　　　：　　　　　2・60・・t
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
は兵庫県明石市，施工時期

；昭和52年～53年）。図

3－15は新設道路への池水

の浸透を防ぐための新設堤
図3－15　新設堤防の標準断面

表3－1　築堤用発生土の土質特性

試　　料　　番　　号 1 2 3 4 5

礫　分（200Qμm以D　％ 0 0 0 0 4

砂　分（74畑一2000μM＞％ 41 52 39 31 56

シルト分（5μr74μm）　％ ll 13 28 19 15

（5期以卜）　　％ 48 35 33 50 25

最大　径　　　　　　　馴 2 2 2 2 10

60％粒径　　　　　　賠 0．1 014 007 0015 Ol8

30％　径　　　　　　ロ 一 QOO17 0004 一 α017

10％粒径　　　　　　朋 　 一 ｝ 一 一

日本　　一土質分類 CH SC CL CL SC

土粒子　の比重 2，654 2638 2607 2659 2645

自　然　△　水　　ヒ　　％ 34．5 23L5 251 265 2L8

液性　恨　界　　　　％ 649 382 332 476 366

塑　性　限　界　　　　％ 201 ｜37 14」 169 154　一

コン
塔V
V1
X特
e性
塑性指　数 448 2査5 191 306 21．2

め特 最適含水比　　　　％ 225 155 15D 180 155

性 最大乾燥密度　　　9・偏 1．55 1．76 180 L69 ｜．76

防断面を示している。本

堤防の役目は池水の浸透

防止が第1の目的である

ために，完成したコア部

の透水係数が10－6cm／

s以下であることが要求

された。盛土材料として

は現地発生の池底掘削土

を利用することになって

いるが，表3－1のよう

に土の種類が多様で，同

時に自然含水比が最適含

水比を大きく上回り発生
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土の仮置きによる含

水量の低下は望めな

い施工条件下にあっ

た。

　図3－16（a｝は利用

予定の現地発生土の

室内締固め試験結果

と透水試験結果を示

したものである。透

水試験は自然含水比

を中心に含水量を強

制的に変えて種々の

含水比で締固めた供

試体で行われ，図中

の記号は透水試験結

果による透水係数の

Lq

　　18

乾

燥

密L7
度

ρd

（9／・ed）L6

i5

16

［3

　6　　8　　10　　12　　i4　　16　　18　 20　 22　 24　　26

　　　　　　　　　　含　水　比　w　吻

　　　　（a）ρd～加曲線図での土の品質表示

記号　透水係数　（㎝／s）

、
、

、

0　　1×1♂～1×1才

、

、
ロ　　1×1ず～｜×1♂

、 、、

▲　　｛×1♂～1×1ま
、、 、、・　　　　　　　▲　　｜×1♂～1×｝ず

’

o　、

~ 。　’　　　　X　　l×1禎～1×lb4

，’
、x＼

　　、

3 △ 、　　　　　、、▲　　、　　　　’

、　　　　　、　、

X
▲’ A△＼ぺ　＼㌫

2 、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

fみ　・、　　　・阜
X ×　　　　　　、　　　　、　　　　、

@　　＼　』さ、　’＼　、窓　　　　　　　、

1 ③・、　’・　’・、
、、　　、　　、　　　　、

α、　．”＼●　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

、

、　　　　　　　　　　、

×
、　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　09
オーダー別にグルーピングしたもので

ある。この試験結果と施工条件・設計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　08条件を勘案し，施工管理基準を「施工

機械のトラフィカビリティを確保でき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　y
る最大の含水比を限界含水比として，　　　07

飽和度70％以上，空気間隙率10％以

下」と設定した。図3－16（b）は図3　　　06

－16（a）と同じ内容を三相体積率によ

る面積座標で示し品質管理基準を斜線

で示したものである。固相をy，液相

をXとするとこれらの品質限界は次式

となる。

　　飽和度70％以上ということは

　　　　　　　　夕　十　（　10／7）x＞　1．0

　　空気間隙率10％以下ということは

　　　　　　　　y＋x＞0．9

28　　30　　　32　　 34　　　36

＼
＼

　ム　△　°ttA’

　　凡　例
¶×1告1×lbe

ほ1輪ぱ
△r×1工1×｜65

▲1×1良1×1♂
　　（cm／S）

05

　0　　　　　　　　　0．1　　　　　　　　02　　　　　　　　　0．3　　　　　　　　04　　　　　　　　　　0．5

　　　　　　　　　　　x
　　　　（b）　面積座標上の土の品質表示

図3－16　表示法の違いによる土の品質表示比較

．＿・・…
@一・・…　（　3．27）

・…
@右右・・・・・・…　（　3．28　）

一43一



ということである。しかしながら，もし上記の条件を満したとしても土の図上の状態位置が右下方

にずれると，その土の構造的な安定は得られず液状の土となるので下限の値を設定することが必要

となる。ここではS＞0．5という下限を設定している。すなわち図3－16（b）の斜線部は次の3式を

満足させる部分である。

　　　　　　　　㌘一一（3…）

このようにすると多種類の土の品質が無次元化されて図3－16（b）のように1つの図上にプロットさ

れ，品質の程度が視覚化されたことになる。

　図3－17は品質管理基準決定後行った試験盛

土の転圧回数に応じて生じた土の状態変化を図

上の軌跡として示したものである。試験盛土時

の条件は以下である。

　　　D土の含水比；自然含水比とする。こ

　　　　　　　　　　　の場合16．5～17．5％

　　　ii　）転圧機械；3t級タンピングローラ

　　　‖i）転圧回数；3回，5回，7回で各測

　　　　　　　　　　定を行う。

図3－17中白丸印は土のまき出し状態，黒丸印

が目標とする基盤（この場合池底）の自然状態，

×印・［ヨ印・▲印は現地発生の3種の土の状態，

添字が転圧回数，破線が限界空気間隙率，1点

鎖線が限界飽和度，実線が含水比一定の線，斜

線部が設定した土の品質基準である。いずれも

転圧回数の増加と共に右上りのベクトルを示し，

れる。

　　　（2）土の状態変化図示例19）

Y

・・

06

05

∨

　　　02　　　　　　　　　　　　0．3

　　　　　　　　　x

図3－17　面積座標上の転圧試験結果表示

7回転圧後品質基準内に入ることが明瞭に判定さ

　既に述べたように土の状態変化を視覚化することについてはK6zdi，A（1974）やEgri，G．

（1978）も数例示しており，また図3－17においても転圧による盛土の状態変化を示した。その

他にも2例を以下に示しておく。

　図3－18は清水→泥しょう（スラリー）→飽和土→不飽和土→乾燥土の状態変化を示したもの

である。すなわち比重G，＝2．73の細粒土を清水に混入し，しかる後に水分量を除去・脱水・乾燥
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していった状態を示したものである。点x＝LO，　y＝o

は清水，Sr＝100％を示す斜辺上を左上にたどることは

泥しょう（スラリー）が飽和土になっていくことであり，

S，＝100％の線を左方にはずれたことは不飽和土になっ

たことであり，その後y＝0．6の付近を左に進んでいるこ

　　　　
とは一定間隙比で水分のみが脱水されたことを示し，最終

的にはx＝O、y＝0．6の乾燥土になったことを物語って

いる。図上の各点を相点（phase　point）と呼ぶことが

できるならば，相点を結んだ線を相軌跡（phase　path）

と呼べるであろう。

o，

盾薰

O5

ﾖ胆

　　　　　　　シルト：ベントナイト（重量比）

　　　　　　－10：0（シルトのみ）
　　　　　　一一゜・iO：
　　　　　凡　　　　　　一’－lo：
　　　　　例　一一一lo：

．ミ≡＝1：：・・・…ナ・・のみ・

　　　、、、・．

a⑪　02

図3－19

03　　0β　0．5　α6　07

　　X

膨脹性粘土の相変化

1．O

O．8

　O．6

y

　OA

O．2

0
　　　02

図3－18

OA　　O．6　　0β　　1．O

　　x

粘土の状態変化軌跡

　図3－19は人為的に膨脹性粘性土試料を作り水

浸膨脹させ，膨脹量に応じた相軌跡を示したもの

である。すなわち大阪南港産の細粒土（分類名；

ML）に市販のベントナイトを一定割合で混入し

たものを供試土とした。各供試土をx＝0，夕＝

0．6の状態に標準型式の圧密試験機圧密リングに

つめこみ，その後に吸水させ膨脹量を測定した結

果である。ベントナイト混入量が多くなる一すな

わち吸水膨脹量が大きくなるに従って右下りの傾

きが大きくなっていることが明瞭に示されている。

　　　（3）土の工学的性質の分帯例19）

　土の工学的性質を三相体積率三角座標上に示そうとする試みは既に前述K6zdi，久野も行って

いる。特に土の強度特性を論じるために用いているが、図上で分類・分帯したものはいずれも境界

線が曲線となり（例えば図3－4（b），図3－9），

定量的に取り扱うにはややおおまか過ぎるきらいが認

　　　　　　　　ノめられる。ただKezdi流の図を用いると各地区の

自然土の状態の分類に利用できる。

　土の工学的性質を同図上に表して論ずるには，そ

の性質が土の飽和度によって左右されるものについ

て用いるのが適していると考えられる（例えば，

　ノ
Kezdiの熱伝導率，久野の電気伝導度など）。

　図3－20は室内で締固め試験をして得られた供試

y

a

Q

a

as
　O

　　　　　　　　　　透水係数（c田／s）
　　　　　　　　一●as．soxie－5

　　　　　　　凡　φ05rO川O市

L蠕寮：＝

α1　　　　02　　　　a3　　　　a4　　　　ρL5

　　　　x

図3－20　面積座標上の締固め結果と

　　　　　その透水性の分帯
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体を用いて変水位透水試験を

した結果である。試料土は大

阪南港産の細粒土を4．76mm

のフルイ通過のもの，締固め

エネルギーは2段階である。

土の強さの分類・分帯よりは

明瞭な分類・分帯が可能であ

る。

　三相体積率利用の図は飽和

度によって支配される土のL

学的性質の図示に適している

のであろうという考察は前述

したが，図3－2121）は不飽

和土の透水性を示したもので

ある。これを本図に示すと図

一　22となる。ここで透水係

数比とはα＝lew／々であり，

々ωは不飽和土の透水係数，

んは飽和土の透水係数を表し，

A、B、C領域が各々直線で

分帯されたことになる。

（の

_目o）

10－2

10

10

u5

02

ol

　o

　20　　　　　　　40　　　　　　　60　　　　　　　80

　　　　　　貧包　　利1　度　　　　（°b）

（a）砂の透水係数と飽和度の関係（森本，19．　62）

KX）

娼
▲ ＆

X　　x

ox－Xo
κ

o

　直o×

@△@1Y
6xo

C B A

　20　　　　　　　　　　　婁〔戊　　　　　　　　　　　60　　　　　　　　　　　8〔〕

　　　　　　飽　和　度　　（力．）

lb）　透水係数比と飽和度の関係（松Jl二、1963）

図3－21　飽和度と透水係数21）

1｛x）

β700

　0．6

Y

　O5

1964

1962

1963

O．4

03
　　0　　0」　　02　03　04　　05　　06　　0．7

　　　　　　　　　X

図3－22　面積座標上の飽和度と透水係数比

　3．3　pFによる表示

　　3．3．1　pFの定義と従来の利用

　　　（1）　pFの定義

　pFを定義する前にpF概念の歴史

的擦を示す。99）

Bucki。gham，　E．（1907）an），

Gardner，W．（1922）25）が不飽和

土中の水の移動を説明するために毛管

ポテンシャルの概念を提案した。

　毛管ポテンシャルとは「土中の単位
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質量の水を問題としている点から自由水面まで動かすに要する仕事」である（Buckingham），

「土中の単位質量の水をポテンシャルが0である自由水面から問題としている点まで動かすに要す

る仕事」である（Gardner）として各々定義されている。

　このような背景をもってSch6field，R．K．（1935）26）がpF概念を提案した。すなわち，

「pFはBuckinghamのポテンシャルの対数であるが，　Buckinghamのいう毛管ポテンシャル

という術iを使用しない。毛管，すなわち表面張力という内容が連想されるので，サクションと呼

ぶことにする。白由水面からの水柱の高さの対数としてpFを定義し，ある点のサクションとは重

力単位で測定された自由エネルギーの差の対数である」としている。

　Schofieldの定義に従えば重力に逆って土が水分を保持する時，土中の毛細管を立ち上がる水

のエネルギーは水柱の高さ（HCm）ということになる。したがって式（3．31）となる。

　　　　　　　　pF二log10H　　　　　　　　……………　（3．31）

　　　　　　　　ここにH；水柱の高さ（cm）

　　　　　　　　　　　　　（pFはポテンシャルのpと自由エネルギーFree　EnergyのFと

　　　　　　　　　　　　　の組合せである。）

　SchofieldのpFの提案以来，土中水分量の状態についての研究発表が1945年頃までに既に

数多く行われ，土巾水の量（含水比，または含水1’）から質（エネルギー）への取り扱いが、ご図さ

れるようになった。Schofieldの当時の成果にはエネルギー概念の特質を十分把握していない点

も見られるが，これを契機として土中水を1つのスケールで論ずることが可能となった。すなわち

重量百分率による含水比はそれ自身独立した値をとり，土の種類が異なって来ると何ら共通したス

ケールがないので，異種土聞の水分状態を比較するには用をなさないことになる。pF概念の導入

によってこれが可能になったといえる。

　図3－23はK・hnke，H．（1946）27）が土壌学ヒの利用を考えてとりまとめたもので，土中水

分量とpF，土壌学上の水分恒数などの関係を示したものである。この場合ゼロ・テンシ・ン（す

なわち最大水分保持状態）を，便宜上水柱のlCmテンシ。ンとしている。　pFとの等価圧力（水

頭，エネルギー量，気圧），相対湿1隻，土中水の凍結温度，換算間隙径，適用する測定方法，上中

水分恒数，土中水の存在型式などが一覧表となっている。

　Bllckingham，　Gardnerなどは主に土中水の運動を論ずる目的での研究であるために，圧力

として土中水分状態を取り扱うことでト分であったが，土中水分のあらゆる状態を異なった土相互

に比較するためにはエネルギーの概念が必要になるわけである。

　SchofieldはpFの概念で土中水を熱力学的に取り扱う基礎を築き，次いでEdlefsen，　N．

E．＆Ande，son，　B．C．（1943）28）が土中水の状態を規定する量として化学ポテンシャルの概

念を導入した。これに関する最近の整理された研究として以下に岩田進午（1969，1974）29）・30）
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の研究を引用してpFの定義づけをしておく。

　　　　　　　　pF＝10g（μo一μ）＝log△μ　　………（3．32）

　　　　　　　　ここにμ。；自由水（バルクの水ともいう）の化学ポテンシャル．

　　　　　　　　　　　　μ；問題とする土中水の化学ポテンシャル．

　式（3．　32）が化学ポテンシャル概念を用いたpFの定義である。土中水の化学ポテンシャルムμ

は以下の諸要因による化学ポテンシャルの低下量の和として近似的に与えられている。

　　　　①毛管作用（土粒子の配列に関係）；△μ。

　　　　　　　　△iLc－・（∂A∂Mw），．，．ml

　　　　　　　一・（⊥一⊥）v　…………（3．．33）

　　　　　　　　　　　　　　夕2　　　　　　　　　　　グ1

　　　　ここにA；気液界面の面積

　　　　　　　σ；水の表面自由エネルギー（表面張力）

　　　　　　　万；水の微分的比容積

　　　　　　Mw；水の質量

　　　　　　rl，r2；気液界面の主曲率半径

　　　　　　P・T・mi　；各々はある外圧・温度・溶質の条件下にあることを示す。

②溶質の種類と量（浸透圧効果に関係）；△μ。

　　　　　　　　　πRT
　　　　△μ。＝　　　　　　　　　　　　　2『mi　　　　　　ny－一・・・・・・・…　（　3．34）

　　　　　　　　　1000

　　　　ここにmi；溶質ゴの重量モル濃度単位で表わした濃度

　　　　　　　π　；浸透係数

　　　　　　　R　；ガス常数

　　　　　　　T　；絶対温度

③粘土および対立イオンがもつ荷電によって生ずる電場と水分子の相互作用；△μe

　　　　△1・・　一〔吉已・D－☆・・〕U－・・…（3・・35）

　　　　ここにD；電気電位

　　　　　　　ε；水の誘電率

　　　　　　（なお式（3．35）は水lgについての電気エネルギーの低下量を示すもので

　　　　　　　あるが，化学ポテンシャルの低下量と等価としている。）

④粘土粒子と水分子の間に働く分子間力；△IL・．
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　相互に不活性な半無限固体表面と吸着分子間の相互作用による位置エネルギーの低下量は，E＝

－NπC／6Z3（ここにN；単位面積当りの吸着媒分子数，　C；定数，　Z；吸着分子と固体表面

の垂直距離）などで得られるが，水分子は有極性なので，現在の所等温吸着に関する実験式から粘

土粒子と水分子の相互作用のエネルギーを推定する以外ないとしている。

　ここでは一応内容・計算式にっいてはブラックボックスとしての△IL・mとしておく。

　　　　⑤内部圧（相圧）；△pa、p

　熱力学上，平衡にある系内ではすべての点で化学ポテンシャルは同一の値を示さなければならな

いが，△μeや△IL・ntは粒子表面からの距離によって異なる。ある状態量が各点で異っていること

によって全体の平衡が保たれる，すなわち圧力が各点で異なる値を示すことによって系内の化学ポ

テンシャルー定となる。この圧力を内部圧あるいは相圧と呼んでいる。△μ♪は△μ，＋△μ。＋

△μ．＋△iL・mと相補的な意味をもっている。

　以上より△μは式（3．36）となる。

　　　　　　　　△μ＝△μc十△μo十△με十△μm十△μp　　　・・・…　一・…　（　3．36　）

これら各諸要因が作用する水分領域として，①土の最適含水比以上の水分領域では毛管作用が，②

最適含水比以下の水分領域では電場および分子間力が土中水の化学ポテンシャルを規定する主な要

因となる。

　いま本論文の主題である土質安定処理を上の液相処理として考えるとき，①の水分領域を主に考

えれはよいことになるので式（3．36）は近似的に△μθ，△tb・mを内部圧△LL　bで代表させることも

可能となろう。すなわち

　　　　　　　　△μ＝＝△μ6十△μo十△μρ　　　　　　・・・・・・・・・…　（　3．37）

　現に3．3．2で後述する須藤らの研究においても，式（3．37）と同一内容の式で説明している。

　　　（2）　pFの工学的利用

　土中水の化学ポテンシャル概念の工学的適用の有用性について，岩田・占賀（1974）30）は次の

2点をあげている。

　①同一の化学・teテンシャル値をもった土中水の一番外側の水はほぼ同一の物理状態にあると見

なしてよい。……土の力学的特性点を個別の土を離れて，より普遍的に把握しようとするとき，化

学ポテンシャルが有効な武器になりうる………。

　②水分子がどのような力で土粒子に引きつけられており，それを引き離すのに（自由化するの

に）どれだけのエネルギーが必要とされるかを推定することが可能である。

　pF概念を工学的に利用している試みは特に道路舗装との関連でとらえられている。例えば，

C，。n。y，D．。ndC。1・m。・，J．D（1953）31）や植脇（1960）32）などがあげられる．また
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不飽和土の有効応力との関連を考察したAitchison，　G．　D．　and　Woodburn，　J．A．（1969）33）

の研究，有機質土の工学的性質を検討している竹中肇（1973）34）の研究なども例としてあげられよう。

　ここではpF概念を土質安定の立場で利用している2例の研究を引用しておく。

　下田正雄・松好成一・高橋秀雄（1969）35）は高含水比粘性土，軟弱地盤などの改良にあたって，

その土中水の挙動をとらえようとして土質安定材に生石灰を用い，生石灰処理土中の水の挙動をpF

で検討している。

　高含水比粘性土に生石灰を混入すると，生石灰による脱水作用が行われるが，それは①消化脱水，

②蒸発乾燥，③毛細管吸水・吸着，④膨脹圧密が複合されたものであるとしている。①，②，④は

各々化学や土質力学の従来のオーソドックスな手法で予測ができる。③についてはpFの概念を用

いて説明している。すなわち消化吸水や蒸発乾燥によって生じた消石灰は，理論的にはその粉末が

絶対乾燥状態にあるので，吸着力，毛細管吸引力が働いて周辺土と平衡状態になるまで土中水は消

石灰側に吸水される。図3－24はその吸引

される水分量を得るためのものである。pF

－W図上に土のpF一ψ曲線を描く。この

時図上のWnは地盤の白然含水比である。　　　’

次に消石灰のpF－W㌦曲線を求める（こ

の時ω㌦は物理的吸水した消石灰の含水比）。

次に生石灰投入量a．を考慮してpF－W↓

曲線をpF，－aω・wtl曲線に換算して土の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3－24　士と消石灰のpF平衡点35）

pF－W曲線上のWn－△Wlの点に原点を

移して表示すれば，両曲線の交点Xが平衡点となる。△Wl二〇．　32　a．は生石灰の化学的消化吸水

による混合±の含水比低下，△w2は消石灰の物理的吸水による含水比の低下を表している。

次いで生石灰処理対象土のpF－W－4u関係を示している（quは一軸圧縮強さ）。一般にW－4u

の関係は一様でないが，pF～q。の関係は式（3．38）が成り立つとされている。

　　　　　　　　q。÷10pF－3（kgf／・m2）

　　　　　　　　　　－10pF　（gf／・m2）

　　　　　　　　　　二　 lopF－2　　（　tf／ln2）　　　　　　…　’・・’・・…　　（　3．38）

図3－25は生石灰処理を試みようとする供試土（こσ）場合福山ヘドロ，八郎潟ヘドロ，関東ローム

の3種類）のpF－W－q．の関係を示したものである。例えば関東ロームでqu＝1kgf／cm2を得

ようとした場合，pF二3．0程度まで含水比を下げればよいことになり，これを含水比で換算すれ

ば約15％となることが読み取れる。

　喜田大三・炭田光輝・久保博（1977）36）は汚泥の固化処理を目的として，ボルトランド・セメ

ρF

pF
∠切1； 生石灰の化学的

消石灰の♪F一五冶線 よる混討の含
4ψ2・　　． 消石ほの物理的

混与土の含ホ比

己， 物割加“し1一
ホ比

7ト九

1－一一一一一一一一一一一一一

．Y

ぬ　　　　， 1 ユの声づ蛤
α活゜ω．

ピ1ψ曽 ”ヵ　　　　　　⑩

0 0

1
∠ψz 加】＝0．32α”
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ントを混合する試みを行っている。そこで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　pF
ボルトランド・セメント処理土の固化圧縮

強さと水セメント比との関係を求めるため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　推定式
にpF概念を適用している。まず土の質量　　　g．＝10・円側㈲

（S），水の質量（W），混入セメントの質量

（C）の各比と処理土の圧縮強さq。の関係　　2・01・81・61・4L21・o°・80・60・40・20

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9．（V／di
で図3－26（a）のような結果が得られ，式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3－25
（3．39）が成り立つとした。

　　　　　　　　1・gq、＝α＋β・（W／S）一｛γ・（W／S）＋δ｝

O－O福山ヘドロ

x－x八郎潟ヘドo
b＿．△関東o一ム

　　　　　　　　　　＼

　　　　　　8〕　　　100　　1ヨ）　　200

　　　　　　　　含　　7ト　　上ヒ　　（％）

軟弱粘土のpF～W－q、の関係35）

　　　　　　　　　　　　×｛（W／C）一ε（W／S）2・（W／C）2｝　…………（3．39）

　　　　　　　　　　（α，β、γ，δ，εは実験定数）

その後の研究で，土中水分を土に対しての結合の程度で強結合水と弱結合水とに区別して考えるこ

ととして，そのバウンダリーをpF＝3．0とした。すなわちpF＝3．0以下で分離する水を弱結合

水，pF＝3．0で分離しない水を強結合水とした。このpF3．0分離水の質量とボルトランド・セ

メントの質量との比を（W／C）’として式（3．40）で求める。

　　　　　　　　　　　　　　W－a・S　　　W　　　　　　a
　　　　　　　　（W／C）’＝　　　　　　＝一（1－　　　　）　　…・・・……（3．40）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　W／S　　　　　　　　　　　　　　　　　C　　　　　C

　　　　　　　　ここにa；供試土のpF＝3．0の含水比

これを基としてq。一（W／C）’の関係を示したものが図3－26（b）であり，図3－26（a）のW／Sの

因子が消去され一義的な関係となっている。図3－26（b）の左下方に点線で示されたものはW／S＝
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図3－26汚泥の固化処理灘とpF36）
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2の場合で，これはpF＝0の含水比の2．5～4倍に相当する含水比を持つ供試土を意味し，処理

土は過剰水分を包含したまま固化していると推定され，その過剰水分によって強さが低下している

とみなされる。その検証として処理土の過剰水分の存在状態をpFによって測定し，　pF＝3．0で

の分離水に注目して整理したところ図3－26（c）が得られている。これによれば処理土のpF＝　3．0

の分離水は（W／C）’が1．5以下の場合はほとんど無く，（W／C）’が1．5以上になると増大して

いることになる。この内蔵された分離水が処理土の圧縮強さに影響すると論じている。

　　3．3．2　須藤清次らの研究37），38）

　　　（1）須藤らの研究とその意義

　土壌学上のpFは前述のように土の間隙内での土のエネルギーに対する状態量としての意味を持

っているが，工学的に土一水系（固一液系）の状態量として意義づける試みが須藤らの一連の研究

で行われている。その成果は須藤清次・東山勇・山崎不二夫（1965・a）37），須藤・安富六郎

（1965）38），須藤・東山・山崎（1965・b）39），東山・須藤（1965）40），須藤・安富・山崎

（1968）41）に表れている。

　これらの立場はレオロシーの観点からpFをf中水の表示への利用にとどまらず，土の状態量の

指標として，更にこれより出発して連続体としての土の概念を統一しようとしているところに意義

がみられる。

　　　（2）pFと土の状態

　図3－27は須藤・東山・山崎（1965・a）37）と須藤・安富・山崎（1968）41）に掲載されたもの

を基にして作成したpFと土のレオロジー的状態である。

　前述した式（3．37）と同一内容の式を用いてまず水の化学ポテンシャルを定義している。

　極端に液相すなわち水分量の多い状態を考えてみると，これは懸濁液である。懸濁液中の固相を

大別して疎水性のものと親水性のものとになる。水中に疎水性のものがある状態，すなわち水中に

固体粒子が懸濁している系で土粒子は一般に和水してミセルとして懸濁している。この場合ミセル

の外側では内部圧△μ♪は無視できるとすると，この状態は式（3．41）となる。

　　　　　　　　△μ＝△μc十△μo＜0　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・…　　（　3．41　）

　　　　　　　　〔∴pF－1・9（△μ）

　　　　　　　　　　△μ二μゲμ＝△μ。＋△μ。＋△μP〕

　△μ＜0よりミセルの水と分散媒の水は不平衡で土の懸濁液は沈降堆積して平衡となる。この時

堆積系内の水のμは場所にかかわりなく等しくなり，かつμ＜μ。となる。このような堆積は親水

性でありゲルである。

　堆積した状態に等方圧Peが加えられた時，水の化学ポテンシャルムIL　etは式（3．42）となる。
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造
壁状 膨 潤　　　　水

図3－27
pF値と土の状態37）’41）

　　　　　　　　△μフ　＝　王）e　・V　　　　　　　　　 －…
@一一・・・・・・・・・・・・…　一一（　3．42　）

　　　　　　　　ここにV；水の比体積

すなわち△ILetだけ化学ポテンシャルが高まり△μ≧0となると流動が可能となる。

　このような考察で固一液系を理想剛体（ユークリッド固体）からパスカル液体の両極として，フ

ック固体・サンブナンまたはビンガム体・ニュートン液体となるとして図3－27が作成されている。

すなわち負のpFの考え方を入れることによってこの図が作成されている。

　次に本来pFは水分吸引力と考えると，　pFが負に

なった場合の測定の問題がある。彼等はレオロジカル

な取り扱いで図3－28を提案している37）。同図によれ

ば回転粘度計や振動粘度計・静的クリープ試験でpF

に対応するとしている。

　含水量の多い方から考えると，土のサスペンジョン

が濃くなってpFニー1．5になると流動の降伏値を持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※η．G，θの異常巳性・硬イζ・数イしは無視する。

つ土のペースト（フォークト体）になる。ペーストの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3－28　土の状態と測定法37）

含水量が更に減少してpF÷L5になると不飽和にな

り、堅い土（バーガス体）になる。この点は液性限界に相当する。　pF≧－L5では弾性率が生

じるからこの点で弾性率の折れ点になるので二次転移点であり，pF≧1．5では弾性率や粘性率

が飛躍的に高まるから一次転移点であるとしている。

pF ＿1，5　　　　　　1，

土の状馨 スベンジヨン ペースト　　　　固い土

　　　※

ﾀ用摸型

工，上

　　　　〒

E｛コ…

P・｛る・

η・’　　θ（q．）

繿≠d“

降伏前の

褐^
（ニュートン）　　フナークト パー ｪ一ス

一一
ｱ4宍宴：丁

静‘’クリープ

測定法 　　　　　　　　1試
k－一振動粘度計一一　　〔一軸圧塙型）
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　　3．3．3　負のpFの概念とそれを利用した表示

　図3－23でKohnke（1946）はpF＝0を便宜的に水柱1cmのテンシ・ンとしているが，3．3．

2で述べた須藤らの研究で負のpF概念を導入すると懸濁液の状態も1つのスケールで取り扱える

ことになる。

　この負のpFを水柱のテンションの考え方でいいかえてみると，水柱が小数点以下のセンチメー

トル高さとなり，またpF＝－L5が水中沈降の状態を表しているのでpFが負とは上澄水の水

頭を意味し，この上澄水が脱水と考えると脱水量を意味することになる。

　また過剰間隙水圧や被圧水頭をもった自然地盤を想定すると，その水圧水頭がそのまま負のpF

ということになる。

　これらの利用による状態の表示については後述する。

　3．4　コンシステンシー指数による表示

　　3．4．1　コンシステンシー指数・液性指数について

　土が塑性状態にある含水量の範囲を液性限界と塑性限界の含水比の差一塑性指数で表されてい

る。

　　　　　　　　工P　＝　WL－WP　　　　　　　　’’’’”…’’”・・’・・・・・・…　（　3．43）

　　　　　　　　ここ｝こ1♪；塑性指数

　　　　　　　　　　　WL；液性限界（％）

　　　　　　　　　　　Wp；塑性限界（％）　　　　　　　、

　粘着力のある土の含水比Wが塑性範囲の下限ωρに近づくと土の剛性の程度が増大する。与えら

れた上の自然含水比がどの程度塑性限界に近いか、すなわち塑性範囲のどの部分に相当するかを示

す指数一コンシステンシー指数は式（3．44）で与えられている。

　　　　　　　　　　　　ZVL－W
　　　　　　　　Ic　＝　　　　　　　　　　　　　　　・・一・・・・・・・・・・・・・・・・…　t　（　3．44）

　　　　　　　　　　　　　1ρ

　　　　　　　　ここにIc；コンシステンシー指数

　　　　　　　　　　　W；自然含水比

土の自然含水比が液性限界より大なる時は，1、は負となりその土は本質的にはスラリーの性質を

持つことになる。またIcが1．0より大きいということは自然含水比が塑性限界より少ないことを意

味している。その間の0～1．0が塑性範囲ということになり0に近いほど液体状に，1．0に近いほ

ど固体状であることを示す指数である。

　逆に与えられた土の状態が塑性限界からのへだたりとして表すものに液性指数が式（3．　45）で与

えられており，相対含水比とも呼ばれている。
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　　　　　　　w－wρ
　　　　　　　　　　　　…　（3．45）　　　　IL＝
　　　　　　　　IP

　　　　ここにIL；液性指数

　　　　　　　　　（相対含水比）

　この場合，自然含水比が塑性限界と

等しい時IL＝0，液性限界と等しい時

IL＝LOとなる。したがってlcと1L

の間には式（3．46）の関係が成立する。

　　　　lL十　Ic＝LO　　・一一（3．46）

　これらの指数と乱さない土の工学的

性質とを関連づけようとする試みがな

されている。
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図3－29　液性指数と一軸圧縮強さ42）

　　　　　　（シカゴ青色粘土の場合）

　図3－29は大崎順彦（1961）42）の著書「基礎構造」（東京・コロナ社）に引用されたものであ

るが，Chicago　Department　of　Subwayの作成したものでシカゴの青色粘土について一軸

圧縮強さと液性指数の関係を自然含水比のパラメータとして表したものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3－30はノルウェーの粘土

分類　。　1液rl指、数　4　5に対する灘指数と鋤比と
Slightl｝－se・51tl・e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の関係を示したものである43）。

Medium　se”s’tLye　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ILと鋭敏比が片対数グラフ

V。，｝s．・e。。iti．e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　紙上でリニアな関係となって

Slight［y　quick　s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表れることが示されている。

　　　　　　A
Medtum　q、i，k　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3－3144）は大阪市南港

　　　　　　墨12
Ve，y　quick　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　埋立地において，在来海底地

　　　　　　選61
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　盤を真空圧密工法で地盤改良
Extra　quick

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　したものである。図3－31（a）

一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は圧密経過時間による液性指
　一e－一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数の変化を深度方向へ示した
　一”－e－一．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ものである。図3－31｛b）は同

　　　　　図3－30　鋭敏比と液性指数の関係43）　　　　　　　じく圧密降伏応力の変化，図

　　　　　　　　　　　（ノルウェー粘土の場合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3－31（c）には1軸圧縮強さの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変化を示したものであり，液

性指数の変化が地盤改良効果の判定にも有効であることを示すものである。

o

　1

@2

@4

@8

P6

R2

U1

P25

Q箪［

T00

000

一56一



在．‘

来

海

底一G

面

か

　一8ら

の

深一i。

さ

Z
（m）－L2

一L4

16

ll

02　　04　　0．6　　　06　　］．O　　　i．2

　液性指数IL

工事開始前

ボンプ運転開始

後19ヵ月目

一・→←・一工事完了後

｛a）圧密による液性指数の変化

0

0　

2　

4　

6　

8

0　

2　

4　

6　

R）1

0．2　　　0，4　　　0、6　　　0．8　　　1．0　　　12　　　1．4

　先行荷重P。（kgf／c㎡）

（b）圧密による先行荷重の変化

一2

一4

在

　　一t6来

海

底

面　一8

か

ら

の
　　＿te
深

さ

Z

（m）－12

・14

一16

　　0 0、2

＼

＼

＼

　　　qu／p＝％とした時の計算値（19ヵ月H）
一一・一一一一一一 曹k」／P‘tflとした時の計算f直〔⊥事完∫後）

一一一一 曹普^i”一％とした時の計算値（　　tt　　，

　O　　II事開始前の値

　ム　ボノブ運転開始後19ヵ月目の値

　x　工事完　r援

サノトドレー／

　改良［メ域
1．L－　18’‘．

　0、4　　　　　　　0．6　　　　　　　0．8　　　　　　　 1．0

・軸圧縮強さqu（kgf／c㎡）

　　　　（c）圧密による一軸圧縮強さの変化

　図3－31　真空圧密工法による土性の変化44）
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　　3．4．　2　三笠正人の研究と提案45）・46）・47）

　三笠（1964）45），三笠・木ド（1966）46）、三笠（1967）47）は土の力学的性質が土の種類と土

の状態の関数として示されるとして，式（3，47）をあげている。

　　　　　　　土の力学的性質二F（土の種類，土の状態）　　………（3．47）

次に土の状態はその密度，含水量，骨組構造で定まるので式（3．47）は式（3．48）となるとしてい

る。

　　　　　　　　一ヒの力学的性質＝F（kの種類；密度，含水量，骨組構造）　……（3．48）

ここにいう骨組構造とは，例えぱ乱した土に見られるように密度・含水量に変化が無いにもかかわ

らず，その強さが低T：するように密度・含水量以外の因子を称している。

　次に対象を飽和粘土と考えた場合，式（3．　48）中の密度は含水量と共に変化すると見なせるので

密度の因子を消去して含水量で代表させるものとすると式（3．48）は式（3．49）となる。

　　　　　　　土の力学的性質＝　F（土の種類；含水量，骨組構造）　　…………（3．49）

ここで含水量が土の力学的件質に及ぼす影響は土の種類によって異なるので，含水量は式（3．50）

～（3．51）となる。

　　　　　　　　コンシステンシー＝ψ（土の種類；含水量）　…………（3．50）

　　　　　　　　含水量＝ψ’（土の種類；コンシステンシー）　…’……”（3・　51）

自然状態にある土の

コンシステンシーの

程度を評価するもの

に3、4．1で示した液

性指数があるので，

これを用いると式

（3．49）は式（3．52）

となる。

　土の力学的性質

　二F（液性‡旨数，

　　　　骨組構造）

　　…　一・・（3．52　）

ここで言っている骨

組構造は実用的には

土の強さや弾性係数

に関して構造の働き

一〇力

1

苦逼←ば織

W
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W
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麟　
W

冨

×　蟹

、冨

　X

㌔3ーい辱／パ聾－
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西人阪ぢゅう積粘1、

東人販ちゅう梢粘1

洪積和一

　　／
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／f．4，t＞

一〇2　　　　　　0　　　　　　　0．2　　　　　　0．4　　　　　　06　　　　　　0．8　　　　　　1、O　　　　　　l　2

　　　　　　　　　　　　　液性指数IL

　　図3－32　液性指数と鋭敏比による大阪粘土の状態47）
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を表す量である鋭敏比で置き換えられるとして図3－32を掲げている。すなわち縦軸に鋭敏比St

の対数目盛を，横軸に液性指数ILを普通目盛にとり大阪市近郊の粘性土の測定値をプロットした

ものである．同図上にBj・・…の図3－30の関係線やSk。mpt。。，　A．W．（1953）48）の報告

しているS，－IL関係線を潜き入れている。　BjerrumやSkemptonが報告している関係は特殊

な1例であり，本来鋭敏比と液性限界は式（3．52）のように互に独立した状態因子であるから，そ

の間に一定の関数関係は成立しないと批判している。そしてこの図3－32のような図はむしろ粘土

の状態を示す状態図として意味があり，図上の位置で粘土の状態を分類することに用いるべきであ

るとして図3－33を提案している。
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図3－33　液性指数と鋭敏比による土の状態分類47）

log　St－IL図上に粘土のせん断強さC＝0、1tf／m2，1tf／m2，10tf／m2，100tf／m2

のコンターを入れその間を各々液状粘土，軟弱粘土，普通粘土，硬質粘土，固結粘土とし，St＞

4，IL＞0．4，　C〈10tf／m2の条件を満たす粘土を鋭敏粘土，　St＞8，　IL＞1．0，　C＜10

tf／m2の条件を満たすものを超鋭敏粘土と呼びたいとしている。
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　この発想に基づいて，見方を変

えて縦軸に非排水せん断強さの対

数logC“，横軸にILを，そし

てStをコンターとして表現した

ものが図3－34であり，利用の便

を意図している。

　　3．4．3　コンシステンシー指

　　　　　　数を利用した表示と

　　　　　　その適用例50）

　3．　4．1で示した利用例や3．4．2

の三笠の研究では液性指数が用い

られているが，式（3．46）に示し

たようにIL十1‘＝1．0であるか

らIL．を用いても1，を用いて表示

してもその本質的な内容は変らな

いと言える。

　土を固一液系として考えた場合，

一〇．2

200
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言20
さ

ご　10

ご
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妄　　2
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葦0．5
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固

・・0鷺弱　土100一

強

50硬
　　7

z
　　　／ﾕs 10一ｭ
N・艦占土　、

超鋭敏

S　土

‘慧中　粘

＼　・ 2　土

、　　　　　　　　　　　　，

筆、

`恕

’＼　、
o・1 ﾁ強　状

0・05粘

図3－34

0．2　 0．4　 0．6　 0．8　 1．0　 1．2　 1．4　　1．6

　　　　　　　（ω＝WL）

　相対含水比WR（＝IL）

液性指数・せん断強さ・鋭敏比による
粘土の分類49）

土

1，＜0となった時自然含水比が液性限界より大きいと単純にみなせるので，あえてILに代えて

Icを用いることの方が直感的で便利と考えられる。また3．3で述べたpFの場合は，液性限界が

pF二L5となり，それより含水量が多くなるとその値が小さくなり，ある状態を超えるとpF＜

0となるので，両者を並列して土の状態を論ずる場合など1。＜0の方が考えやすい。このような

観点でILに代えて1、を用いることを提案する。

　現在，我々が土質調査の1次の情報として得られるものは，多くの場合標準貫入試験結果とその

際に採取された乱された土試料による物理試験結果（土粒子の比重，含水量，粒度，液性限界，塑

性限界など）程度である。

　’｝，図3－34にならって既存のボー1）ング資料のN値とIcの相関を求めてみると図3－35が得

られた。この場合，一般に軟弱地盤として検討を要するとされる地盤はN値が4以下とされている

ので，対象を4以下の粘性土地盤とし，q“値（1軸圧縮強さ）がある場合にはN＝8×q。とし

て，横軸に1，，縦軸にN値をとってプロットしたものである。バラツキは多いがN－Icの一応

の傾向は把握し得る。

　図3－34を用いる場合の留意事項として，例えば「ILの計算に用いる液性限界，塑性限界及び
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含水比は一軸圧縮用供試体と同

じ部分（なるべくその削りくず）

で求めたもので十分信頼できる

ものでなければならない。もし

WLなどをはかった試料が0．42

mm以上（粗砂以上）の部分を

除いたものであったならぱIL

の計算に用いるWの値はやはり

（ko脈mり

　　（o．

N

（qu）

　（o．2

。田

　　　　　。暢

鴇・

一1．0　　　　　　　　　　　－0．5　　　　　　　　　　　　　　0

　　　　　　　　　　　　1c

　　図3－35　N≦4のN値とlcの相関
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@　　　　　　　　一一●●一一一一●一●一●●一●一●一●■一

ひ

CH亡’H 　一〇一◎一一一一一つ　　（Pつ

黶E与“一一r輻㌔rl』Lコ

■●　●

工　一

lC
一2．4　　－2．0　　－1．6　　－1、2　　－0．8　　－0．4　　　0　　　0．4　　　0．8

十〇．5

O．42min以下の部分についてのものでなければならず，この補正を行わないで全体の含水比をその

まま使うとlLが不当に低く見積られる」49）とあるように，この種のデータの吟味が事実上不可能

であったので，この点に由来する誤差も含まれていよう。しかし現在の土質調査や土質試験法の実

情より図3－35程度のバラツキは己認せざるを得ないであろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3－36は文献調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ならびに］三持ちの施工

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例の分析によって得ら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れたIcと土の分類名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　との関連で，施工され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た土質安定処理をまと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めたものである。各種

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土質安定処理のなかで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　液相を分離する脱水工

　unムサンドドレ＿ンェ法，ロ生rp灰杭エ法，■セメント．e灰系深層混合エ法，　　　　　法系として｛a｝サンドド

　　○　噴射かくはん注入工法，　●エァジエツト併用噴射かくはん工法．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レーン工法・（bl生石灰
図3－36　土の分類名□，とL質安定処理の相関（施工例分析による）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　杭工法，液相を固化す

る深層混合工法系として（c）セメント・石灰系深層混合工法（混合方法には機械的かくはん翼を使用）

・（d順射かくはん注入ll法・（e）エアジェット併用噴射かくはん工法をとりあげた。

　（a）・（b）工法は1、＝0近傍での施工例が多い。このことは1，＜0となると周囲の地盤強さが小

さく杭体の連続性が保持できなくなるためであろう。（c）はIc＜0での施工例が多く，例えばIc

＞0となると混合のためのかくはん翼の機械的回転の効率が悪くなるためと判断される。（d）はIc

＞－1．0，特に1、＞0の粘性土での施工例が多く，CH・MHに顕著である。｛e｝は1．＞0での

施工例も少なくないが，（d）に比較するとIe〈0の巾広い範囲での施工例が多くなっている。また

1。＞0．5ではこの種の地盤改良工法の対象にならないことが読みとれる。端的に表現すると（a）・
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（b）工法はIc＝0近傍，（c｝・（e）工法はIc＜0，（d）工法は1、＞0に施工例が集中している。

　以上より1，の利用によって土の状態が表現され，その状態に対応した土質安定処理があること

が明らかとなろう。

　3．5　各表示法の比較と利用上の提案50）

　3．2，3．3，3．4にわたって固一液系に基づく土の状態区分手法・表示法について論じたが，ここ

ではこれらの相互関係を比較・考察し利用上の提案を示す。これまで述べた3種の表示法を以下の

ように略称することとする。

　　　　　　　　①体積率面積座標表示（3．2）

　　　　　　　　②pF表示　　 （3．3）

　　　　　　　　③コンシステンシー指数表示（3．4）

　図3－37はコンシステンシー限界とpF，

Ie，ILの相関と土の状態名をとりまとめた

ものである。土の状態名にっいては従来の土

質力学で採用されているものと，3．3で述べ

た須藤らの提案になる粘弾性的状態名とを並

記した。図中BLはビンガムリミットとして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3－37　土の状態とpF，　Ic，　IL
須藤らはpF＝－L5と定義している。　BL

に相当する1。，ILの値を図中括弧書きしているが，概念的には懸濁液の24時間後の沈降堆積部分

とされているので，各種土で求めてみると通常の粘性土で1。＝－2．5～－3．　3，火山灰性粘性土

で1，＝－4．0～－7．5となるので便宜上1。＝－3．0としたことを意味している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　面積座標上の土の相軌跡（図3－18）の上にこれ

固相

　pF■7．0）ノ．＿＿☆輌）

　　　♂、⑭㌔5）

　　（pF●3．2）　（pF●1．5）　　　　　（IC●3．0）◆

　　（lc官1．0）　　（1c●O　）

状態名 土質力学

I挙動
液　　　体 塑性体 固　体

挙　　動 ゾル　　　ゲ　ル 半固体 固　体

コンシステン
Vー限界 BL　　　　　　　　IL　　　PL　S1

pF 一1．5　　　　　0　　　　　　1．5　　　　　3．2　　4」5

lc （－3．0γト　㈲　　0　　1．0　　田

IL （4．0ア●b　O日　　　　1．0　　　　　0　　　　　　圓

　　　　　　　液　　相

図3－38　面積座標上のコンシステ

　　　　　　ンシー限界，pF，　Ie

らの値を概念的にプロットしてみると図3－38とな

る。相軌跡が三角形の斜辺から離れて不飽和になる

ポイントをpF＝0としたが，固相の最密充填で地

下水以下にあり飽和された状態を考えると図中の星

印までの辺上はpF＝0となる。

　以上よりこの3種の状態表示は互に関連させて論

ずることが可能となる。

　次にこの3種の表示法の実際的な利用を考えてみ

よう。

　面積座標表示は3．2で詳細に論じたように土の状
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態の視覚化であるから，この表示が即土質安定処理とは結びつかず，地盤状態の分類や土質安定処

理効果の判定や定性的な説明としての利用に限定されるべきであろう。

　pF表示はその概念が水分張力のエネルギー論に由来するにせよ，レオロジカルな取り扱いに由

来するにせよ懸濁液から固体状まで固一液系を1つのスケールに乗せることができるので，より広

範な適用が可能となろう。特に液相分離によって土質安定処理を行おうとする場合や液相を他の物

質に置換して土質安定処理を行おうとする場合にはよい指標となり，処理機構の解明のための手段

となり得る。またpF－W曲線にヒステリシスがあり吸水過程と脱水過程ではその関係が同一でな

いことが指摘されているが，土質安定処理は液相分離（すなわち脱水作用）作用などが主となるの

で，脱水過程のpF－W曲線を用いることでこのヒステリシスの問題は解決される。

　コンシステンシー指数は実際的な観点から考えると，最も入手しやすいポヒ㌧ラーな情報である。

したがってコンシステンシー指数表示による状態区分が利用しやすいといえる。欠点はpF概念の

ようにエネルギー論的な裏付けがないので，土質安定処理を考えた場合コンシステンシー指数即固

一液系の液相分離機構とか液相の固化機構とは結びつかないことである。しかし例えば過去の土質

安定処理の実施例を調査・収集し図3－36を充実させるならば土質安定処理選定のための指針とな

る可能性をもっている。従来，土質安定処理工法め選定に単純にN値とか土の分類を規準にしてい

たことに対する1つの警鐘となろう。

　これら3種の土の状態表示の特質と利用上の留意点を整理したものが表3－2である。

表3－2　各状態表示の利用
　　　　　状態表示項　目

コンシステンシー指数 pF 面　積　座　標

。乱した土の試験より求めら O普通は乱されない試料での O乱さない試料での体積，質
れる。（ωL，ωP，ω．） pF試験 量，含水量，固相の比重が

情　　報　　源 O現地でのテンショメーター 必要

の利用

O液状のものについては回転
粘度計など

。大凡の地盤の強さ，安定性 。土の脱水性，土中水の置換 。定性的なグルーピング
。土質安定処理の適合性の予 性

判　定　事　項
備的判定

盾ｩくはん・混合を原理とし

。他の土の力学試験と同等の

?p
た土質安定処理の適合性

O噴射かくはん注入工法，深 。脱水系土質安定処理の判定 。土質安定処理効果の視覚化

利用の可能性
層混合工法などの判定に利

p
O浸透注入工法の固化剤の浸

ｧ性
o品質表示

　現時点における3種の土の状態表示の土質安定のための有機的な利用方法を提案すると，以下で

ある。
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　〔第1ステップ〕

　　（条件）　土質や地盤の情報としては貫入試験結果と乱した土試料の物理試験結果程度である。

　　（利用する区分表示方法）

　　　　　　　コンシステンシー指数による状態区分を行い土質安定処理方法の大凡の選定を行う。

　〔第2ステップ〕

　　（条件）　乱さない土試料採取とそれに伴う各種土の力学試験結果，pF測定結果の入手が可

　　　　　　　能である。

　　（利用する区分表示方法）

　　　　　　　前のステップで一応選定した土質安定処理の可能性をpF概念も含めて検討する。

　〔第3ステップ〕

　　（条件）　各種検討の終了，または施工中や施工後。

　　（利用する区分表示方法）

　　　　　　　各種検討結果を面積座標上にプロットし，第三者に…見で判定できるようにする。

　　　　　　　コンシステンシー指数表示も有効な場合がある。

　図3－39は図3－35，3－36，3－37　を参考にtの状態と各表示値および適合土質安定処理

を示したものである。

しかしこの図は土質安

定処理の限界を示して

いるものではなく，施

工能率や経済性，改良

の程度の要求などが総

合されたものとみなせ

よう。図中の実線は適

合のよいもの，破線は

施L可能性はあるが検

討を要するところと解

釈している。この図の

利用によりあらかじめ

土質安定処理を選定す

るならば，次段階の土

質調査の計画・運用がよ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エc

り効率的なものとなろう。　　　図3－39　土の状態と表示値，および土質安定処理との相関
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　3．6　結　　　　　論

　本章は第2章で考察した従来の土質工学上の上の分類方法が土質安定処理工法選定に不十分であ

ることを補うものとして士の状態区分の必要性をかんがみて，具体的な］二の状態区分やその表示方

法を示し，利用方法を提案したものである。

　第1節では土の状態区分の対象とするところを明らかにし，土の状態区分とその表示の目的・意

義について述べた。そして土の状態表示に利用できるf・IEが土の構成三相体積率による表示・pF

による表小・コンシステンシー指数による表示の3方法が考えられることを述べた。

　第2節ではtlの構成三相体積率を利用した表示について提案している。ます従来の質量をベース

にした土の状態区分の不十分さを指摘し，体積率を用いることの利点を明らかにした。次いで体積

率表示の諸方法について過去の報告例を参照・整理し，新たに血積座標系による表示方法を提案し

た。士の構成二三相体積率を面積座標系で表示する方法の適用例を通じて，そのh効性と利便性を証

明した。

　第3節では土壌学の分野で広く用いられている水分張力のエネルギー論に基づくpF概念につい

て考察し，土の状態区分への利用を検討した。ここにおいて負のpF概念を導入することによって

土の固一液系を懸濁液の状態から固体の状態まで’ Pつのスケールで論せられうることを明らかにし

た。このことにより土質安定を考慮した場合，安定処理のメカニズムをエネルギー論で解明できる

可能性について論議している。

　第4節ではコンシステンシー指数や液性指数の概念と利用例，史にこれら指数と土の力学的性質

の相関について考察した。従来の利用例では液性指数（相対含水比）が｝三として用いられる傾向に

あるが，第3節でのpF表示と関迎させる意味でコンンステンシー指数を用いることの利点を述べ

た。このコンシステンシー指数値0）ヒの状態区分への可能性を考察し，利川例としてN～Ie関係

図を新たに作成し，過去の土質安定処理r．法を必要とした地盤の1，と土の分類名とを関連させる

ことにより士質安定工法選定の指針に成り得ることを示した。

　第5節では第2節・第3節・第4節で考察・提案した各柿一ヒの状態区分表示法を有機的に結びつ

ける試みを行い，各表小法の特徴を明らかにした。次に土質安定処理を対象とした場合の各表示法

の利用方法を提案した。すなわちコンシステンシー指数表示はヒ質の1次情報としての価値を持ち，

pF表示は他の土の力学的性質と同等で特に士質安定処理機構の検討に，面積座標系表示は結果の

定性的説明の視覚化に有効であることを論じた。

　以上の考察・提案を経て第2章で指摘した粒度やコンシステンシーに基づく土の分類と分類表の

土質安定処理への利用上の不備が土の状態区分によって補えることを明らかにした。次の第4章で

は土の状態とその工学的性質の関連にっいて検討する。
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4．土の分類・区分とその工学的特性

　4．1　土の分類と状態区分による分類表

第3章において粘性土の分類名および状態量による区分と±質安定処理工法の相関例を示し，こ

の考え方が土質安定処理手法選定の1つの指標となることを論述した。

表4－11）は粉体工学に
　　　　　　　　　　　　　　　　表4－1粉体茸におけるh・1』襯合系。）区分と棚］1）

おいて，造粒を考えた場合

の固一液混合系の状態によ

る充てん様式と充てん様式

に対応する現象・挙動・特

性・操作を表示されたもの

である。表中液化限界とい

う用語は士質工学における

液性限界と同義である。液

相の増加に従って流動学的

挙動が異なることが明らか

であろう。状態名はA～E

までとし，その臨界点をC

－1～C－5までとしてい

る。C－1は粒子間に不連

続で存在していた液相が連

続構造になる点，C－2は

気相が不連続になって気泡

群として閉じこめられる点，

C－3（これは塑性限界に

相当）は気相の気泡群がな
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くなって水膜が発生し始める点，C－4（液性限界に相当）は自由水が連㍍構造に変化する点であ

るとしている。

　液相の変化によって流動学的挙動に変化が生じるが，この流動学的挙動の変化を応カーひずみ一

時間の関係で頒されたものに図4－12）カ・ある。松井（1975）3）は本図を用いて粘土．水系

（ここでいう固一液系）が広範なコンシステンシー状態において種々の流動現象を示すので，この
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レ　オ　ロ　ジ

衰形

　　弾性責形

理想的　　　非理想的

　　牲

　　
　　塑

1．γ＝ひずみ，8＝応力，‘＝時間，dr／dt＝ひすみ速度である

2．実線の曲線は応力が作用しているときの変形を表わす．

3．破線の曲線は応力を除去した後の変形を表わす．

4．図に2本以上の曲線があるのは，その中のいずれかの型の挙動が現われることを示

　す．

5．＊印をっけてある場合には，γ一t曲線あるいはdγ／dt　－8曲線のいずれか一方は

　直線であってもよいが，両方が直線になってはならない．両方が直線になる場合に

　は，挙動はピンガム的あるいはニュートン的になって，別に分類されるからてある．

6．上段の図はすべて一定応力の下におけ乙変形と時問との関係を示し，下段の図はす

　　へて任意の時間におけるγあるいはdγ∫dtと8との関係を示している．

図4－1　物質のレオロジー的性質の分類2）

広範さゆえに1つの力学モデルで統一された概念は得られないだろうとして，粘土・水系が数個の

力学モデルで表現されなければならないだろうとしている。

　したがって力学的にも数個のモデルによらなければならないものである固一液系の土に対する働

きかけである土質安定は日一液系の状態によって適切なものが存在するということになろう。

　以上の事実を踏まえ，土工・土質安定処理には，土の状態区分を考慮した分類表が必要となるこ

とは明らかであろう。

　表4－2は，表4－1，図4－1，史に図3－27，3－28，3－36，3二37を参考にして

とりまとめた土の分類と状態区分による分類表である。表示を液相の多い方を左にとり，例えば表4

－1と逆にしたことは，下欄に示したpF値やIc値が負の値をとることに対応させたことによっ

ている。状態区分は液性体，粘性体，塑性体，半固体，固体の5区分としたが，従来土質工学的に

液性限界以上の液相を持つものを液体としていたものに対して須藤ら（第3章参照）の研究成果に

準じてBLを区分点とし，　BL以上の液相を持つものを液性体，　BLからLLまでの状態のものを

粘性体とした。液性体と同義のものはゾルであり，サスペンジョン（懸濁液）である。粘性体は須
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藤らの定義したゲルに相当さ　　　　　　表4－2　土の状態区分表

せた。また液性体と粘性体を

包含してスラリーと呼ぶこと

もできる。LLからPLまで

の塑性体はペーストという語

でおきかえることもできる。

PLからSI、までの半固体は

乾燥による体積収縮のあるも

　　ののと概念的に考えている。

SL以上の液相の少ないもの

は乾燥による体積収縮は発生

せず，力学的にもフック体と

みなせるものを想定している。

　土の分類名RやG，Sで表

わされる粗粒土の1部は本来

可塑性を示さないが，かくは

ん力などの作用下で多量の液

相中では液性体の性質を示す

ので液性体の状態の区分は可

能である。この状態にある粗

粒土の液性体はかくはん力な

どが失われた時点で直ちに沈

降するのでその状態の変化は半固体となる。したがって表中でも明らかなように粘性体・塑性体の

状態は想定していない。また状態区分の指標として示しているpF値，　Ic値，　IL値などは利用

できない。なんとならばBLに相当するものが液性体と半固体の区分点となり，そのpF値は零と

いうことになろう。

　細粒土Fについては第3章においてふれたように本表の各状態が存在することは明らかであり，

またその状態区分のための各指標値は有用である。

　　状態名
yの名
ﾌと特性値

液　性　体 粘　性　体 塑　性　体 半　固　体 固　　　体

R

G
G

GF

S
S

SF

M
ML
MH

C
CL
CH

F OL
0 OH
OV

V
VH1

VH2

Pt
Pt
Mk

コンシステン
Vー限　界
pF　値 一　1．5　　　　　　　1．5　　　　　　　　3．2　　　　　　　4．1　5

Ic　値 （　－　3．0　）　　　　　　O　　　　　　　　　　　　l．0

IL　値 （　4．0　）　　　　　　1．0　　　　　　　　　0

土質工学上の
ｼ　　　　称

液　　　体 塑　件　体 半　固　体 固　　　体

粘弾性挙動上

ﾌ　名　称
ゾ　ル ゲ　ル 半　固　体 固　　　体

粉体工学上の
ｼ　　　　称

ス　ラ　リ　ー
可塑物又は

yース　ト
混　　合　　物

　4．2　土の状態と工学的性質

　　4．2．1　液性体の状態土

液性体の状態にある土とは4．1で述べたようにサスペンジョンの形態をとっていることを想定し
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ている。

　人為的にこの状態土を土工に利用している場合は粗粒土においてはスラリー輸送中の状態であり，

細粒±においては掘削用安定液や注入用粘土泥水などであり，また土工事などに伴って発生する泥

濁水もこの例である。

　自然状態では海底や河底の沈降・堆積以前の浮遊状態などが想定される。また粗粒±が地震時に

生じる液状化現象のある時間帯も液性体の状態土といえるであろう。

　この状態の土は土質構造物的な観点での強さや圧縮性という性質は持っていないと判断してもよ

いであろう。工学的性質で対象となるものは粘性や固相の沈降速度などである。

須藤．縮（1965）4）の研究をGIJil　一±ると，図3－28にも示してあるよう｝・，サスペ〃。

ンの力学モテルはニュートン体で表わされ，一般に粘性率ηは応力Ptの関数となり（P↓＝ηε；

ξはひすみ速度），ηは分散質の濃度φに関係し濃度の低い時はη＝2．5φ，人きい時はη＝2．5

φ十14．1φ2で表現されている。

ま樋梱・を球体が醗する船をeljにと。て球体・・粒径と醗速ぽ，、ミけ・ものが図4－25）

］oO

lo

『20

10

e
三

三〇．2

　（）』］

　0．∩5：

　0．02

　0．o］

　－4－2〔｝246810φ　　16　　　　；　　　　l　　　l　4　　　1　16　　レ64　　1／256　｜／1．024mm

　　　　　　粒　径

図4－2　堆積物の水中におけ
　　　　る沈降速度5）

ことを示されたものである。図4－36）｛ま水

底に堆積している堆積物（石英粒や長石粒を

例にとっている）が流れの速さによって堆積

する粒子と運搬される粒子，動きはじめる流

速（初動速度）などを粒子径と平均流速の関

である。すなわち球体か小きい場合には流体から受け

る抵抗はその粘性のみによる抵抗で，沈降速度はSt－

okesの法則に従う。他方，球体が十分人きい場合に

は球体の後背に渦を生じることによって圧力差抵抗が

その抵抗の主体となり粘性抵抗は無視てきる。この場

合の沈降速度はIinpact則によって規制さiLるという

1，000．

謝

　100－

15°

て5一蜘

10

0．5

0．1
－6　　－4　　－2　　　0　　　2　　　4　　　6　　　8　　　］oLφ」

64　　16　　4　　1　　1f4　　1／16　1／64　1，t2561il、024mm

　　　　　　粒　径一

　図4－3　堆積物の水中における
　　　　　　　　　6）
　　　　　初動速度
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係で示されたものである。このことは礫は水流中で動きにくく沈降しやすく，また砂は動きやすく

沈降しやすく，細粒のものは動きにくいが沈降もしにくく一度移動がはじまると長時間液相中に懸

濁した状態になることが読みとれる。これらのことは4．1で示した分類表の状態図の作成論拠と一

致している。

　　4．2．2　粘性体の状態土

　粘性体の状態土はBLよりLLまでの含水量を持つものを想定している。レオロジー的には図3

－28に示されるようにフォークト体となる。

　1973～1977年に土質工学会に超軟弱地盤研究委員会が設置されたが，その超軟弱地盤の「超」

という言葉の意味について暫定的に次のように設定された。7）’8）

（1）砂地盤にわいては間隙比eが2．　0以一上のもの。

（2）粘±地盤においては自然含水比Wが液性限界をこえているもの。

粘性体の状態土はBL以下でこの範ちゅうに入るものを考えている。

％27e

　260
　250
　24⑪

　230
　220

　210

　200
山1go
ぺ
｛180
W三170

　160

　［50

　王40

　130

　120
％llO

∪）TE9，　T［　Wo二258

（o）TEST　II　Wo；263．

　　　　WL；086
　　　　Wp二・038
，：．。4」

初期含水比

　　1

　－　　．b）

　「

＼

「－Ic二『1°

I　　　w＝25ωL
l　（1・一一27）

已「「
‘体

一「一一　
Cc2－1

一　⇒工＋㍑体

二

堆積圧密試験機

　　　　　懸濁液

　　　　　f・o－2．5
有t［載荷板

　　　7

興積物

，D

丁ξ゜°・＋°°ヰ

ヨ≡」島

001　　　　　　　01

投入砂による荷車gf／em2

　　　粗ル
d二ll9－02

　ンリノダー

　d＝021－Ol細砂
d＝O．074－O｛089

　　　ヒーカー

a）

Ic－10

TESTIII

ド
Wo～WL＝086

’cl＝o．se

c｝

卜

10　　　　　　　　10　　　32　　　100　　　　　　　　1000

図4－4

荷　重　　　gf／Cm2　01　　　　　　10

液性体～塑性体の圧密曲線9）

（含水比～向重曲線）

10．000　　 gf／c【ll2

100　　kgf／crn2

図4－4はP。y。irci。gl。（1973）9）がシルト質粘土（W、－86％，　w，－38％）を用いて
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懸濁液から塑性体までの一連の圧密試験をした結果である。図は含水比Wと載荷重pの関係で表わ

されているが，圧縮性に3段階が認められる。第1段階はp〈1gf／6㎡，　W＞2．5　W，の範囲で圧

縮係数Ccには一定の傾向が認められない。2．5WLはこの場合，　Ic＝－2．7となりほぼ液性体の状

態土といえる。この状態での土粒子の配列は不定で互に接触していないが，終期には粒子のエッジ

と面の接触（edge－to－face　contact）が生じ綿毛構造化が生じているとしている。第2段階は

WL＜W＜2．5wしの範囲で荷重の小さい間はCc　・＝O．　4，大きくなるにつれてCc＝L5と一定とな

っている。このことは土粒子の配列が初期には載荷方向に垂直や傾斜していたものが，徐々に水平

になるためであろうとしている。前述の状態区分において，Ic＝－3．0～Ic＝0までを粘性体と

したが，ここではIc＝－2．7と若干差はあるがほぼ粘性体の土の圧縮性状を示しているといえる。

第3段階はW＜WLの範囲でCc÷O．8を示している。この部分では二重層水の距離の減少により剛

性が増加するためと推定している。これは状態区分の塑性体の圧縮性に相当している。含水比wが

W、（1，－0）の所でC，が異なるとし・う嫉は嘉門（1979）1°）によ。ても才鏑されている．この

場合は粘性体におけるCc＝1．55，塑性体におけるCc＝0．79と報告されている（供試±はwL　＝＝

12　O．6％，wp＝369％とWL＝129．5％，　Wp＝40．2％の2種類）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図4＿511）は嘉門が上述の実

．田0．0　　　　　　　　　　　　験結果より得た透水係数kと平均

言　　　　　　　順・・との関係をプ…し・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ものであるが，Ic＝0がこの場

rr’ @　　　　　　　　　　　　　　　　　　合e＝3．1になるとしているので
Jo　IO・0

　ヌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e＞3．1の部分は粘性体の状態士

　　5．O
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の透水係数，e＜3．1は塑性体の
　x
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　状態±の透水係数ということにな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る。粘性体の状態土は塑性体のぞ

　く　1．0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れより大きい透水係数を示し，こ

　　　0．5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の場合はオーB’　一で10－3cm／s

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の値を示し塑性体のそれより1オ

　　　　　　LO　　　2．0　　　　3．0　　　4．Oi　　一ダー大きくなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図4－612）は同じく粘性体の

　　　図4－5　粘性状態土の透水係数測定例11）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　状態土（Ic　・・－1．29～－1．3　9）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の堆積経過日数とべ一ンせん断試

験結果であるが，堆積後100日程度で堆積時の5倍程度の強さを示すが，それ以後の増大は認めら

れていない。この間の含水量変化が生じないように養生されているので，圧密・脱水などの過程を

　　　　　「

堰@　［　　1

　　　　　o

^°1
／o
n

トolo

　　　◎o
@O　　o

@o　o

l　　　o 1

／
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　一1×10
№???u｝
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憩30
芸

る

↑2°
（
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0

1

（：：〔；：ll：10）

図4－6

5 10 50　　　100

粘性状態土のせん断強さ測定例12）

500　iOOO
（day｝

6呈

4

2

0

苦

経ない粘性体状態土は長期にわたって軟弱な状態におかれるということが指摘されている。

また松井（1977）13）は1、＞1．・（・。〈・）の・纐の土についてベー・せん躍伏励・，と

種々の含水量との関係を求めている。図4－7はその結果を示したもので，図4－7（a）はτyと

50

　　，。L

∴‘・｝

　　　L

　］

O．5

壽＼
ざ．．‘＼

＞　

N

＼＼

◇　／hneda　Cla

　Senrl　C］ay　A

　Senrti　clayB

　Bentonlte

司

一一AK
＼

1・°　　15　IL　2・°

　（a）　　τy～　IL

0

50

1り バ1ト

　へ・、へ‘

L－…↓

　．O

　　　w／w．

（b）　τy～w／ω［、

50

10

5

　1

0．5

粘性状態土のせん断強さと含水量13）

） Umeda　Cla
∴Senr1C］a　Ao＼

@＼9
@　　b

∨ Senric］ayB
Benton1ヒe

　　　　∵　＾　コ　　　　　　　　　　　　　1　　　　　’へ　　　　　　　　　　　　　　　‘

@　　　　　＼　：

　　　　　　‘　　　　　　　1
e　　　　　＼　　　　　　　　　　　　　　＼△

図4－7

0 ｜・ Fノ，　2・°

（C）　τy～ω／F

IL，図4－7（b）はτyとw〃wL（w；せん断試験時の含水比），図4－7（c）はτyとw／F

（F；ファイネスナンバー，せん断強度が約20gf／bnfの時の含水比）である。いずれもWの増加と

共にτyが片対数紙上で直線的に低下していることが認められる。
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　　4．2．3　塑性体・半固体・固体の状態土

　塑性体はLI、～PLまでの含水状態にある土、半固体はPL～SLまでの含水状態にある十，固

体はSL以ドの含水状態にある土を想定している。須藤らのレオロジー的状態区分ではLL以ドの

含水状態にある土を半固体としてバーガス体でモデル化しているが，土1．二を考えた場合Pl，の／直は

大きな意味を持っているので，PI、の点を1つの区分点とした。すなわち箭内・風間（1970）14），

三木・斉藤（1976）｜5）などによっても指摘されているように・i：の締固め時の最適含水比はほぼPL

に等しいといケ1渓がある。図4－8は種々の土の最適含水比と塑性限界の関係を箭内・風問によ

って小されたものである。したが｛，

て土Il作業を名えた場合を想定して

PLを状態区分点として川いること

にした。

　この状態における±は固一液系の

液相に観点をおいての．一律な工学的

性質を論ずることは，現段階では困

難であると考えている。なんとなれ

ば，土の種類，土の構造，堆積環境，

更に飽和度などによって大巾に工学

的性質が変動している。特に透’水性

や圧縮性に関してはこの傾向が強く

みられる。他方第3章にわいても考

察したように本1論文の主たる目的で

ある十質安定の対象となることも少

ない（礫質や砂質地盤の止水を目的

とした場合は例外であるが）。

　工学的性質の中で力学的性質の1

要素である土の内部摩擦角φとPI，

Icの関係を，　Ic＝0～1．3　まで

について相関性を求めた例があるの

で引用する。図4－9はBlack
（1962）16）がGib，。n（1953）17），

Bjerrum（1954）18）のデータを参

］20

3
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韮崎市穂坂町1パーミス
山梨県二富村　マ　　サ　　土

茅野市槻の木1八ツ忙ローム
東京都五畑1馳端樹こ
東京都芝白金　青色O貝混じり

　　〃　　　　カッ色の粘性土

枚方市高田暗　灰　色
山梨県畏坂町
名古屋市鳴海町　カ　オ　リ　ン

山梨県上野原町　関東ローム

甲府市愛宕山…粘性の強い粘土．

出　　雲　　市　海　　底　　土
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締固め最適含水比と塑性限界14）

考にして作成したPIとφr（Gib一
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塑性指数，コンシステンシー指数と土の摩擦角の相関16）

sonのいう真の摩擦角）とIcの関係を示したものである。　Icが0～1．3までの間の例を示してあ

るが，この場合SLが12　6程度とされているので，ほぼ塑性体～半固体の力学的性質の1つを示し

たものと考えてよい。同じPIを持つ土に関して考えるとIcが大きい程φrが大きくなっているこ

とが明らかであり，またPIの小さい±ほどφrが大きくなっていることがうかがえる。したがって

前述のように塑性体の1部，半固体，固体の状態二トは特殊な場合を除いてト質安定の対象となるこ

とは少ないが，Icによって力学的性質がある程度礼握しえるといえる。図4－10は同じくBlack

によって示された乱されないBr－

itish　Clayについて求められ

たIcとPIとpFの関係であるが，

IcとpFの聞に一連の関係が，塑

性体～半固体の土にも認められ，

第3章で述べた状態区分にIcと

pFを用いることの妥当性が間接

的に示されたデータといえる。

出　川

4．3　土の状態の人為的

　　調整と土質安定

　4．　3．1　土の状態と土工

「土工」とは従来，土に関する掘削
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　図4－10　1c，　PIとpFの相関
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積込み，運搬，盛土，捨土などの作業を総称していた。し
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表4－3　土工の内容

a．基礎構造
浅い基礎一直接基礎

ノンン
彩㌘製　・　　　　礎　　　　基　　　　礎　　　　基　　　　深

削ンン　ソソ

掘㌘」ンケ　一気人オ空　一　礎　基　ン　ノ　一　ケ

　　ン　　ソ　　「　　ケ　　き　　付　　脚礎礎礎式式　　用板管ぺ鋼混

㌫　隔　願めり麺ジニ
　　礎　岩海

防環

　し

飛　排・を揚地綱

㌧か・ば・∵・嚇

護　　　　　

塵ト　
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かし作業工種や建設技術の多様化に伴ってその意味する内容も広くなって来ている。例えばSow－

ers　and　Sowers（1970）の著書は11章からなっており，その中の1章にEarth　Constr－

uction（土工）の章を設け，その内容はExcavation（掘削），Placement（土の敷均し），

Compaction（締固め），Hydraulic　Fill（水締め盛土），Soil　Stabilization（土

質安定・地盤改良），Grouting（注入），　Subgrades　and　Pavement（路盤と舗装）とな

っている。

　そこで「土工」を広義にとらえることを試みてみると，地盤や土に関する建設行為すべてを指す

ということができ，その具体的内容は基礎構築であり，土構造物や岩盤構造物構築であり，更に防

災・災害復旧であるといえるだろう。これらを表示したものが表4－3である。20）

　次のこの土工と±の状態の相関性を考察し，土質安定との関連を把握する。

　　　（1）液性体の状態土と±工

　液性体の状態土を材料として積極的に土工へ利用している例は連続地下壁構築時の掘削溝安定の

ための泥水安定液であろう。また泥水加圧式シールドトンネル掘削のための泥水もこの例である。

特に後者では掘削土砂の搬出のためにこの泥水を用いてスラリー輸送を行っている。これらの場合，

本来の目的を達した後に液性体の状態を維持したままでは，処理・処分・投棄などを考えると，何

らかの形で固液分離を行うことが望ましい。この固液分離の技術が土質安定に結びついている。

ポンプ凌諜による埋立地造成などもこの関連である。これらの固液分離については第5章において

述べる。

　水締め盛土（Hydraulic　Fill），または水締め工法は水流式水締め工と沈澱式水締め工とに

分けられる。21）前者は砂質材料土に高速度水流を作用させ砂質材料土を液性体化し，砂質材料土

がある範囲の含水量で持つ見かけの粘着力を除去し，より高い密度の地盤を得ようとするものであ

る。後者はポンプ凌藻による埋立地造成と類似するところもあるが，材料土の掘削個所において均

等なスラリー（液性体）が発達するまで水を加え，このスラリーをパイプ流送し所定の位置で固液

分離し，盛土や裏込めを行おうとするものである。これなども液性体状態土の±工への積極的な利

用例である。

　　　（2）粘性体の状態土と土工

　粘性体の状態土に人為的に調整して土工に利用しようという例はあまりない。むしろほとんどが

自然の堆積土として存在することが多く，この状態の土は4、2．2でも考察したように力学的強さが

低く，圧縮性が大きい。したがって本論文の主題である土質安定の主たる対象となるといえる。

これらについては第5章，第6章で論及するので，ここでは省略する。

　　　（3）塑性体・半固体・固体の状態土と±工

　この状態の土と土工の関連を考えてみると，我々が通常接する自然界の土の多くはこの状態（特
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に塑性体，半固体）にあるので，多種多様なかかわりあいを持っている。特に盛土材としての利用

は図4－8でも例示したように締固め最適含水比がPLにほぼ等しいことから，この状態土は土工

材料としての代表的な例としてあげられる。この場合もし最適含水比で転圧を行っても十分な所定

強さなどが得られない時，はじめて士質安定の対象となる。

　塑性体状態土の一部（第3章参照，Ic≦O．5）は本論でとりあげている土質安定の対象となって

いる。しかし液相がそれ以下の固一液系状態土では積極的に液相を処理して土質安定を図ることよ

り，例えば自然斜面の侵食防護のように与えられた固一液系への液相の増加を防止する方策などが

土質安定の分野と関連している。

　自然斜面や盛十斜面，切取斜面の液相増加からの防護には表4－3に示すように植生・吹付けなど

の表層被覆が多用されている。中でも植生工は安価で施工速度が速く，施工しやすいという利点を

持っている。地表面が植物で被覆されていると雨滴は植物体でうけ止められ（クッション作用），

更に根茎は土粒了を結束してその分散を抑制する。植生のない斜面に播種が行われるか，この場合

種子吹付け後発芽成長するまで高分子系合成樹脂で種子固定と表面防護を行おうとする例（この場

合アク］）．」レ酸エステルエマルジ。ン1｝，　T’IJiS　）　2）もある。

　粗粒な±粒イでなる地盤では粘性体の状態が存在せす液性体から塑性体・半固体となることは前

述したが，粗粒地盤でルースな軟弱地盤とみなせるものに対する土質安定には振動力による高密度

化が効果的であることは広く認められているが，例えば現行の工法ではサンドコンパクションパイ

、レエ法，バイブ・フ・一テーシ。ン：［？i：　23），顕施工例の増加して来ている動酷江法24）などカ・

あけられるであろう。これらは特に液相に観点を置いた士質安定とは直接結びつかないか，振動力

などによって固相が充填された量だけ液相が分離されたとみなすこともできる。

　　4．3．2　土の状態の人為的調整

　土の状態か液相によって区分できることは既に第3章で述べたか，液相の存在や増加は1：の工学

的特性に影響をあたえる。例えば，①液相の存在は土粒子間の引力を減少させる，②間隙水は作用

1、芯力を支えその結果土の挙動を支配する，などがあげられよう。

　表4－4は掘松（1972）25）によってまとめられた±構造物の弱点と土の性質の相関を引用したも

のであるが，士を固一液系でとらえると液相の存在が如何に土構造物に影響を与えているかをうか

がうことができる。

　以上の観点に立脚して考察してみると，ある与えられた固一液系の土の液相を人為的に調節する

ことは土の工学的性質を変化させることに大きな意味をもっているといえる。この液相の人為的調

節，すなわち液相の処理は土の工学的性質を改善させることであると考えてよいだろう。いいかえ

れば液相を処理することによって土の工学的性質を改善することが主要な土質安定処理のための原
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土髄物の弱点と土の性質25）表4－4
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則であるということになる。

　液相の処理には次の4つの方法が考えられる。①液相の増加を防ぐこと，②液相を分離・除去す

ること，③液相を他の材料で置換すること，④液相を固化すること，である。

　表4－5は既存の土質安定工法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表4－5　±の液相処理と土質安定処理

（工法名については松尾新一郎編

「土質安定工法便覧」日刊工業新

聞・1972，および中堀和英編

「地盤改良の調査・設計から施工

まで」土質工学会・1978を参考

にしている）の中で液相処理に関

連のあるものを，その処理手段と

工法の相関性で示したものである。

液相の処理が如何に土質安定と結

びついているかが明らかであろう。

無論，液相処理が他の士質安定の

ための効果とも結びついて，はじ

めてその機能を発揮しうることは

当然である。例えば液相の分離は

液相増加防止

液　相　分　離

液　相　置　換

液　相　固　化

凝集沈澱工法

締固め工法

パィブロフローテーション工法

サンドコンパクションパイル工法

セメント・石灰・アスファルトによる

安定処理工法

深層混合工法

被覆工法

プレローディング工法

パーチカルドレーン工法

半透膜工法

毛管乾燥工法

地下水低下工法

電気化学的工法

凍結工法

焼結工法

薬液注入工法

噴射かくはん工法

圧密促進となり土の高密度化をもたらすとか，液相の置換や固化が±粒子の接着効果をも増加する

などの効果が複合された形で±質安定となるということである。

　　　　表4－6　土の分類・状態区分と液相処理型式

液　性　体 粘　性　体 塑　性　体 半　固　体 間　　　体　　一の状態

@土@の分　　　類

t相の

@処理

F

9ζF

GS

F

9；F

9S

F

9；F

9S

F

9；F

GS

F

8；F

9S

液相の増加防止 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

液相の分離 ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○

液相の置換 ○ ○ ○

液相の固化 ○ ○ ○ ○ ○

表4－6は以上の考察

を踏まえ，更に図3－36

を参考に土の分類・状態

と液相の処理型式の相関

を示したものである。

　これをもとに士質安定

を液相の分離でとらえた

研究成果を第5章で，液

相の置換・固化でとらえ

た研究成果を第6章で論

及する。
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　4．4　結　論

　本章では土の分類・区分とその工学的特性の把握に努め，その工学的性質が液相処理という手段

で変えうることを明らかにし，土質安定における液相処理の位置づけを行った。

　第1節では第3章での土の状態区分に対する考察をもとに，土の分類と状態区分による分類表を

作成した。土の分類は日本統一土質分類法に従がい，状態区分は液相の多い方から少ない方に液性

体，粘性体，塑性体，半固体，固体とした。そしてこの分類表が土質安定処理手段と有機的に結び

っく可能性を論じた。

　第2節では第1節で区分した状態にある土の一般的な工学的性質について考察した。特に液性体・

粘性体の力学的強さや圧縮性について詳細に示し，力学的強さが小さく，圧縮性が大きいことに由

来して多くの場合土質安定処理の対象になることを明らかにした。

　第3節では第2節での考察を踏まえ，各状態±の土工との関連の把握に努めた。まず「±工」を

広義でとらえた場合の意義を示し，次いで液性体状態土の利用や土工における役割を考察し，土質

安定処理の対象となる局面を具体例で示した。粘性体状態±では一見地盤のような様相をとるが，

その工学的性質は不安定で，この場合ほとんどが±質安定処理の対象となることを論じた。

　塑性体・半固体・固体の状態±は塑性体状態土の一部が土質安定の対象となるが，半固体・固体

の状態土ではむしろ液相の増加防止といった方向での要求があることを具体例で示した。また粗粒

±については粘性体の状態を経す，塑性体・半固体となることが一般的であるから細粒±とは異っ

た観点て土質安定ということを考える立場を明示した。

　更に液相の存在が±の工学的性質に与える影響を踏まえ，土の状態を人為的に調節することが土

質安定となることを示し，その調節には，①液相の増加防止，②液相の分離，③液相の置換，④液

相の固化が考えられることを指摘し，土の分類・状態区分と液相の処理型式の相関表を提案した。

　以上の結果に基づき，第5章では液相の分離が±質安定にはたす機能，第6章では液相の置換・

固化の土質安定における機能を具体例を通じて考察するものである。
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5．液相分離と土質安定

　5．1　土質安定を目的とした液相分離

　土を固一液系として取り扱うことの利点は前述したが，更に土質安定を考えた場合液相を対象に

その処理とすると系統的に土質安定がとらえられることを第4章で述べた。本章は液相の分離を主

にした土質安定について研究した結果に関するものである。

　液相の分離，すなわち脱水とは「懸濁状態や充てん状態堆積状態にある固一液系に重力，遠心

力，通気，振動などの機械的操作力や電気浸透のような電気化学的操作力を作用させて，液相を分

離・除去することである。ここでは固相粒子内に存在する液相の除去については対象としていない」

ということになる。液相の分離に伴う固一液系の工学的性質の変化については次節5．　2に詳述する

が，一般に力学的性質が改良され，すなわち土の強度や耐久性が増大し，土の圧縮変形性が低下す

る。史に透水性の減少などの水理学的性質が変化する。また土質安定効果を一時的なものと恒久的

なものとに分けて考えると，液相分離に伴う効果はほとんど恒久的とみなしてもよい。

化学工業などの工業繍の面での臨櫛 @　　表，－1工糊。過の頒り
（ろ過・沈降）の手段による分類を示すと表

・－11）であ・・表・－1…にして特・・ @　　　動カー｛晶
土質安定を目的とした土木工事上必要とされ

る同液分離手段を分離によって生する現象に

基づいて分類したものを表5－2に示す。

これを第3章で述べた固一液系の各状態表示

との関連でとりまとめると図5－1となる。

機械的分離

・過

表5－2　士木τ事上必要とする固液分離

土木工事上の固液分離

液性体よりの固液分離

粘性体・塑性体・半固

体よりの固液分離

固体状よりの固液分離

力力　心重遠｛

降沈

力引力力電　　　心重吸圧遠通

ー　防　剤　縮水　圧脱

力引力気熱　　心重吸遠通加ー　わ　伴水　を脱　縮い　圧な
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　土質安定を考えた場合懸濁液の状

態から半固体の状態までの液相分離

を対象とすることが多く，特に第4

章で考察したように過去の実施例で

も与えられた含水量が1、L近傍のも

のをpF＝3．0程度に処理しようと

いう要求が多い。すなわち固液分離

の形態としては堆債状態の固一液系

の圧縮を伴う液相処理といえる。

　一一般的に用いられている液相分離

手段と上質安定一L法〔丁法名は松尾

（1972）2）を参考にしている〕との

液相分離の手段 液る

pF値 特性値 状態
重力沈1降 真空吸引

加圧 遠心ノJ 通気
加1

M

一1通1電 相状

ｪ態
｣の
ﾉ変
謇ｻ

7D

団 固わ

相な

1 のい60 F

1

圧脱

縮水
を

5．0

SL　　．

体L

1　‘

川

40 1　’「

；　‘ ！固 1

1　　‘　　I
sPL 工30＋

C

　1Y
↑‘　　　1

固相

牲 　1
D

1： 1
の

2D

LL

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　LO
相関を表5－3に示す。遠心力を利

用した液相分離は手段・手法として　　　　o

は図5－1に示すように汎用に富む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一1．｛｝
ものであるが，土質安定のほとんど　　　　　Bl．

が自然地盤を対象としているので用　　　一20

いられることはない。この原理は材

料土からの液相分離や泥濁水の脱水　　　一・。

の脱水機などに多用されている。

表5－3　液相分離手段と土質安定処理

世一㎞

性

体

一一し

図5－－1

一　「

　　1
　　．．ll

土の状態と液相分離の手段

（手段）

動力沈降

重力脱水

　　（工法）

・凝集剤添加工法

プレロード工法

　ドレーン工法

真空圧密工法

半透膜［法

・毛細管乾燥工法

水位低下工法

電気浸透工法

焼結工法

乾燥工法

真空吸引

加　　圧

通　　気〔

加　　熱

通　　電

遠心力。

　本章では固一液系の液相分離のメカニズムとその

利点を中心に，土の固一一液系状態の広い範囲での要

求を満たして実施されている泥濁水の処理（懸濁液

から半固体まで）と，真空吸引と加圧を液相分離の

手段としている真空圧密による土質安定についての

研究成果を述べることによって液相分離の全容に対

する得られた知見を示そうとするものである。すな

わち前者では乱された系での液相分離，後者は自然

地盤のような乱されない系での液相分離を代表させ

ることにする。

　本論に入る前に他の原理を利用した筆者の行った

数例の土質安定を概述しておく。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　3），4）
　　〔1）凝集剤添加による埋立地の造成

　重力沈降の促進手段として凝集剤の添加が行われているが，特に現在は後述する廃泥水処理に多

く用いられている技術である。ここではスラリー輸送を伴う凌櫟埋立地の造成に凝集剤を添加して

固液分離を行った例を述べる。

　懸濁液に無機質または有機質の凝集剤を添加すると重力沈降が促進され，固液分離が容易にな

ることの原理を海浜などでの凌櫟埋rZによる一ヒ地造成に利用し，土質安定を意図した結果によるも

のである。すなわち凌操埋1’fl用の土砂をスラリー状で管内を輸送するわけであるが，この送泥中に

凝集剤を添加し，士地造成予定区域内で吐出された懸濁液からの固相部分を急速に堆積させようと

するものである。このことによって埋立材料土の百鋤1；を増加させ，かつ粗細1：粒r一の混合した均

一な地盤（通常v）多くの場合，粗粒子の堆積しがちな場所と細粒子の堆積しがちな場所とに分離し

極端に不均一な地盤となる）となり，更には凌操埋立］ひ葺に付随した周辺海域などの汚染が防止で

きることを目的としている。

／／ 勿残ソ／

第四工区

「一一　一一「
p　　　第　越流口　｜1　　　三　　　　　11　　　　工　　　＿＿」一一一1　　　　区　　　　　　l　　　　　　　lL＿＿＿＿＿　　　　　一一＼

第二工区

　＿＿＿＿　　1u1　第＼越流山

@一・　　　　　1ll　　工　　　　　　　l

戟@　区　　　　　　1　－一一←一一

0　　　　　　　　　　500m

＼　　　　　　　　　　　　　　／

＼　　　　　　　　　　　　　〆

　＼　　　　　　　　／
　　＼　　　　　　／

海＼　／しゅんせつ用配管
　　　　　　　　　／

　　　　＼〈〉

図5－2　埋立造成地の平面配置

　図5－2に示すような1団立地を造成するにあたって，図中の第11／区には凝集剤添加，第3［区

は無添加で凌操埋立をした。各々の面積および埋、Z土1‡1は第1Tl区で20万m2，130万ln3，第3

1二区で25万m2，100万m3てある。使用した凝集剤は有機系凝集性界面活性剤（アクリルァミド

をグラフト重合させたカルボキシルメチルセルローズ）であり凝集剤の添加は送泥管で行っている。

図5－3は埋立材料土の現地土質と予め室内試験によって決定した対象懸濁液lm3当りの界面活

性剤添加鼠である。図5－4はサンドポンプ船の運転時間と累加凌深土量を示したものであるが，

第1工区の効率のよさは明らかである。

　表5－4は工事期間中の施工実績を揚土量，吐出口含泥率，溢流水含泥率，流亡率，歩溜り，界

面活性剤添加量を示したものであるが，歩留り95％以上，溢流水含泥率1％と良好な結果がうか

がえる。図5－5は溢流口より流出する含泥率を測定して界面活性剤添加のコントロールを行った
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図5－4　埋立作業の実績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　結果を示している。図5－5（a）は溢流口か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら遠距離の所で排砂が行われた場合，図5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－－5㈲は近距離の所で行われた一例を示し

曲P．fはスうリーlm・当りの界面活性剤添力曝　　．ているが，界面活性剤による固液分離の効

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　果が現れている。
凌漢用±の一ヒ質と界面活性剤添加量

　　　　　　　　　　　　表5－4　埋立土量と管理実績

一 揚．L畢
　　　　　　　　　　　　i2（nユ3／h　r　）　…3〔2）／6400杉

吐出口、諭藤i溢流K含泥率
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歩溜　り

U1°°刀i5）
薬液注入量
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　埋立造成終了後土試料の

採取，土質試験，現地の貫

入試験した結果を示すと図

5－6～図5－8となる。

　図5－6は粒度分析結果

であり，図5－6（a）は第1

］二区，図5－6（b）は第3工

区のものである。採取深度

GL－lmとGL－2mのも

のであるが，第3工区の方

は粗粒土と細粒上に片寄っ

ているのに反し，第1工区

の方は粗細が混合し，地盤

の均一化の傾向がみられる。

全粒度曲線中の最も粗粒側

にある，ある通過量の粒径

と最も細粒側にある同じ通

過量の粒径の比を仮にバラ

ツキ度と呼ぶことにすると，

その比が1ならば同．一曲線

で比の値が大きいほどバラ

ッキが大きいということに

なる。　60％径．と10％径に

ついての比を求めると以下

となる。

　第1工区

　　　　　　　0．14
　　　D・・；0．026＝

　　　　　　　O．036
　　　Dl・；O．OO16＝
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‘．

［〕，1川　U，0〔｝IZ　　　V〕，（M7，

い　、’

　　　（b）

図5－6

「〕川　　　1’／［‘t）　　　　‘日h　　　‘‘1　　　‘1t　　　　日　『　　　1

粒　　　径　　（mm）

界面活性剤無添加造成地

埋立造成地盤の土の粒度分布比較

5．38　　・・・・・…　一…　一・・（　5」）

2．25　　 ・・・・・・・・・・・・・・… @　（　5．2）

14．95　　・・…　’・・・・・・・・・…　　（　5．3）

22．41　　・・・・・・・・・・・・・・・…　（　5．4　）
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　D60についてもDloについて

も第1工区の方が小さな値を示

しており，バラツキが少ないと

いえる。

　図5－7はコンシステンシー

試験結朱を塑性図上に示したも

のである。第1・L区の方がML，

CLに集中しておるのに反し，

第3－［1区ではCH，　Mllの方ま

でバラツキがみられ第1L区の

地盤の均一化がうかがえる。

　図5－8はスウェーテン式貫

入試験結果を集計したものであ

るが，第3工区での軟弱部が多

いことが明らかである、、

D

川

30

塑

性

　20
指

数

（％）

　　10

。　添加土
×　無添加土

CH ×

CL
A線

　　　　x『
~　　　　x

MH
Oo　ML

20　　　　　　　30　　　　　40　　　　　　50　　　　　　60

　　　　　　　　液　性　限　界　（％）

　図5－7　埋立造成地盤の土の塑性図上の比較

「k，　’i　　　　　　　　N、“

　　　1ue　　：い　　　1［1　　「．日　　　NC＋　　ltH）　　i／U

1

Cky）　　　　　　＼LX

　　a　LIF　ll［1，，C　’t’i剤i，奮加造成地

．1）I

　／

m
　l

　t）

　6
　　　（kg）　　　　　［N　Wl

　　　　　Lb＞界面活性剤無i奈加造成地

図5－8　埋立造成地盤のスウエーデン式
　　　　　貫入試験結果の比較

1kぼ　　　　　　　N…．
Q，　（　7，　1α）　　　2〔　　　　　川　　　　6い　　　　80　　　　］（x）、　1ピo

I　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　．

D　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　x　　　　　　　　　　・

C　　　　　　　　・　　　　　　　　．　　　　　　　　l

h　　　　　　　　　‘　　　　　　　　　，　　　　　　　　　，

　　　　　　　‘　　　　　　　　　’　　　　　　　　　■．　　　　　　　‘　　　　　　　　　・　　　　　　　　　■　　　　　　　　　1

@　　　　　　■　　　　　　　　　．　　　　　　　　　’　　　　　　　　　，

@　　　　　　”　　　　　　　　　r　　　　　　　　l

i　　l　　l　　l●　　　　　　　　r　　　　　　　　l　　　　　　　　．・　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

■　　　　　　　　　　　　　　　．

戟@i　i　l　　i　　i　　i　　i　　i

　以．ヒ凝集剤添加による固液分離で埋、ソ1地を造

成することの利点を小した。

　　2　E細管体による液相分離5）’6）

　E細管現象を有する物体を水中に1自：、アすれは

ノ1くは巳紐1管体を」二昇することは白明であるが，

もしじ細管体を上レ1している水を蒸発させ巳細

管体から除去するとその除去分がさらに下方よ

り補給される。図5－9は毛細管体からの水の

　　　　　　Io

　　　　　E
　　　　　∨、3〔1
　　　　　’1’t’

　　　　　1
　　　　　｝1－
　　　　　　2u
　　　　　高
　　　　　さ
　　　　（cm）1〔1

　　　　0　　　　　0　　　50　　100
　　　　　　飽和度（°川

図5－9　表面開放・非開放による
　　　　　毛管水上昇高さ
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蒸発を許さない非開放型と蒸発を可能にした開放型の毛細管

体（ホリビニルアルコー一ルを主成分とする高分子化合物繊維

よりなる合成紙）の毛管水上昇高さと飽和度を示したもので

あるが，非開放型と開放型の上昇高さの差が蒸発に関与して

いることを物語っている。

　この原理を利用して，例えば高含水量を持つ土中に毛細管

体を植立しそのヒ端を大気巾に露出させ，太陽とか風のエネ

ルギーを利用し［｝細管体に吸引された液相を蒸発散させれば

へ↑↑↑ノ

　　　　蒸発表山積
：一’P＿
→　 z蕊工㌘

透水層

〇
一
5図

Cレ流・断・耐

毛細管体による
地盤脱水の原理

土中の液相分離が促進されることになる。すなわち土中の液相はE管現象により毛細管体を通じて

上昇し，毛細管体の地上露出部より大気中に蒸発し，蒸発した水量だけ土中より補給され土中の含

水量が低下することになり液相分離の日的を達することができる。図5－10はこの原理を模式化し

た説明図である。

　液相分離の原理は白重Ill密と水分拡散現象によって行われることが確かめられている。7）’8）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図5－11は初期含水比438．0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％と276，8％の粘性土を高さ

　　　　　　　　　　　　経過時間（hr）
　　　　　IO　　　　　　　　　　　　　100　　　　　　　　　　　　　1000

　10
盲

li　2・

二

30

40

図5－11　土層表面よりの蒸発脱水と表面沈下7）

12Cm，直径6．8Cmのガラス

円筒容器に層厚10crnに作成，

表面蒸発を可能にしたものと

表面蒸発を全くさせないもの

とにし，30℃の恒温室に入れ

て粘ヒ層の表面沈下を測定し

た結果である。いずれも初期

には自重圧密が進行している

ので両者の時間一沈下曲線が

一致している。自重圧密脱水

量より蒸発量が多くなると時間一沈f曲線に著しい差が認められる。図中の破線は蒸発水分量即沈

卜｛dとみなした場合の推定時間一沈下曲線であるが，実測沈下量の方が小さくなっている。これは

表面蒸発が開始されると同時に表面付近より不飽和の部分が発達することによるもので，この時の

脱水機構は式（5．5）の拡散方程式による。

　　　∂θ　　　　　∂　　　　　　　　　　　　　∂θ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂k
　　Tτ＝∂Z（D”’Er7）＋∂Z　’…（55）
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　　　ここにθ；水分濃度（g／cm3）

　　　　　　t；時間（s）

　　　　　　Z；鉛直座標（cm）

　　　　　　k；毛管伝導度（g／cm2・s）

　　　　　　D；拡散係数（cm2／s）

　地中に毛細管体を挿入することはこの自重圧密と乾燥脱水を促進することを意味し，地上への毛

細管体の露出は蒸発面の拡大，地中部は集水管ということになる。

現地搬結果跡すと8），図5－12で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ICX）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、＼地　表　面
これは毛細管体植立部と無植立部の経過

日数による地盤の含水比の変化を示した

ものである。植、ン：部の含水比の減少が大

きく，深さを増すほどその差は明らかに

なっている。この場合の毛細管体は5cm

×5cm，長さ1．Omの木材に前述の高分子

系合成紙を巻きつけた物を用い，植立深

さ70cm，露出長30　cm，各E細管体植

立間隔は50Cmの三角形配置である（図

5－13参照）。

　図5－13は植立後101H日に実施した

コーン貴入試験結果であるが1植立した

区域のコーン支持力q。の増加が明らかて

ある。

　　　　　　　　　　　　　コ　　ー　　ン
　　　　　　　　　Ol　　O2　　　0．3　　〔t；
　　　　　　〔1

地1u

表2〔［

か30

ら10

の50

深50

さ70

（cm）8〔｝

　90

　　80

　　6u

　llo
含12n

　lCM
水，iac）

　1iD
比
　lz（［

　L7“
（「ノ川

　「，o

　B｛｝

　］，9［）

　1i，o

　］le

．16cm 一Ewl柚1’泣
一一一 ､】㌃休なし

0　　］W　　20　　10　　10　　50　　6W　　、u　　SW　　90

　　　　　経　　過　　H　　数

図5－12 Q罐麟麟あ
；一持　戊Jq仁　／kgf／c㎡）

　o．5　　〔｝fi　　u：　　札s　　U、9　　［e

n　一←　°一一『1・5

図5－13

袖R

へ
゜、

＼や
　　㌔＼b’b

　　　　　　　　　　　　　　　8）
毛細管体植立地盤のコーン支持力

●

150cm
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　この手段による液相分離の効果を上げるためには毛細管体の毛細管

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　u性能の向上や，その蒸発面積の増大を図ることである。

　図5－14は前述した高分子系合成紙の間隙率を変えて試作した毛細　〔

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管
管体を用いての毛管水上昇高さである。単繊維の径が同じであるから　　1°
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1』
間隙率の大きいものは間隙径も大きいと考えることができる。この結　㌧1

果によると当然のことであるが，間隙径の小さい（間隙率が小さい）　高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔cm）ものほど大きな毛管水上昇高さが得られる。

　露出部の蒸発表面積の増大を図るためには次のような諸点に要約さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔〕7，

れる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　川

（D　露出部を傾斜させると水平に近いほど蒸発面積は増大する。図5　　図5　14

－15は露出部の傾斜角と毛管水移動距離を示したものであり，この

間の事実を示している。

£

釆

移1い

動
h「ll

鼎

（cm）

　｛〕
U　　　　　　　　　　　IU　　　　　　　　　　　”U　　　　　　　　　　　lい

　　　　　t管水移動♂11師　↓cm｝

図5－15　毛細管体露出部の傾斜
　　　　　角と毛管水移動距離

601nln

RUmln

　　　　　BドH

¥　BFN

Uトm川

　hV　　　　　　　　．s’、

隙率c”・．）

合成紙の聞隙

率の差による

E管水上昇高
さ

る。Aが人きくなれば蒸発表面積Sも増大するが，

てもSは増大しなくなる。S／Aの値と蒸発量Qの関係は図5－17（a）に示されるが，最適S／A値

｛o

0

●

60

_
b

＼

0

烈ω

置分

出置動露位移体枝水管分管細の毛離毛部と距16卜図

↓

だ…

εヅ

lll

　2u

C頂

⑪　露出部の任意の位置に毛細管体の分枝を設け

ると，蒸発表面積の増大は分枝位置が低いほど効

果がある。図5－16は分枝位置とも毛管水移動距

離を示したものであり分枝の角度を水平と60°に

したものである。分枝位置が20cm以上の高さに

あると，その効果はほとんどないことになるn

aa）蒸発量は毛細管体が同一形状であれば、流路

断川績A（植ユ部の毛細管体断面積）に支配され

　Sには限界があるのである値以上Aを増加させ

い

o　　　　　lvU目　　　　200い　　　　　iveo

　　　　　s・A
　　（a）　S／Aと蒸発量

9

一●一　り0

@5w
¥　㌫
@〈o

●

1

ノだ

発脚
1

面

積
（c㎡）

S

　］〔H）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　．／　　　　　　り

　　流路断ltll積　、、（c㎡）

［b）流路面積と蒸発表面積

図5－17 輻細管体流路面積と
蒸発表面積
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kは曲線の勾配が大きくなっている。SとAの関係は図5－17（b）であり，折点までS＝aA（ここに

a，kは実験定数）という実験式となる。

　以上の事実を踏まえれば有効な毛細管体を作成することができ，固液分離の乾燥を手段とした土

質安定が可能となる。

　5．2　液相分離に伴う土の工学的性質の変化

　土構造物や土木構造物の基礎として好ましいと要求される土の工学的性質は一般に土の強さ（せ

ん断強さや圧縮強さ）が大きいこと，士の変形性が少ないこと，土の透水性が目的にそったものであ

あること（遮水性が1要求されたり，通水性が要求されたりする）などである。

　一般に土の［：学的性質に変化を5’える要素としては1：ij圧力，［［｝時間，〔liD水，｛V）環境，〔V）みだれが

　　　　　9）あげられる。

　例えばニヒに対して圧力を加えると一般にせん断強さが大きくなり，圧縮変形性が小さく，更に透

水性が減少する。この逆の圧力の解放は反対の変化を叩じるが，その割合は非常に小さいことが通

常である。

　時間の要素が：ヒの工学的性質の変化に及ぼす影響は他の要素（圧力，水，環境）に付随している。

　L中ノkの（r：在は土粒iZ間の引．勺を低下させ，川隙水の存在は有効応力を減少させる。したがって

．一ﾊに含水墳の増加はi：の強さを減ずる傾向にある。

　環境の要素としては種々ぢえられるが，そ0）例として間隙水中の化学成分と温度の変化をあけて

みると，前者の間隙水中のイピ学的成分変化の場合侮成粘土のリーチング作用によるせA断強さの低

トであり，後者o）温度変化の場合他の要素がイ1変（脱水とか蒸発がない）であるならば温度の上昇

は土の強さを減少させる。

　中堀（1979）Io）は脱水による軟弱地盤の改良を研究しているが，脱水による地盤改良の目標を

頒して表5．5を，その例として1，K］　5－18（。）　11），（b）12）勧・fて飽和した酬，土・・含婿力沙な

くなるとその強さが増して行くことを示している。

　　　　　　　　　　　　表5－5　脱水に伴う土質安定の内容10）

土　の　乾 燥

脱 水 間隙水圧の減少

流線を下向かせる

→ 強さ増加・安定

→ 有効応力の増加・圧密

／＼

浸透圧力・側圧の減少

強　さ　増　加

沈下の事前終了

．→
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04

03

含水比％

20

　1　　　2　 3　45678910
　　　　　強度（σ「σ3）kg〔cm

　㈲　土の強さと含水比］1）

図5－18

　90
含

水80

比

　70
％

60

50

4宅1　。．2

、へ

、、

030405　　　　10　　　　20

　　　　　σト、ピUm

（b）土の強さと含水比12）

含水量の低Fと土の強さの発現m）

　土の工学的性質に及ぼす圧カー時問一水の相互関係の説明例として飽和粘tの圧密とそれに伴う

土の工学的性質の変化について概念的に示してみよう。13）

　飽和した［丘規圧密粘土層に荷重が加わると過剰間隙水圧が発生し，この過剰間隙水圧の消散と共

に圧密が生じる。この時水分量は時間と共に徐々に排出（すなわち液相分離）され間隙比は小さく

なる。図5－19（a）のa点で圧密圧力が△p増加し時間と共に液相分離が進み圧密が終了した時点

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ではb点となり，間隙比が△eだけ減少する。この

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時非排水せん断強さ｛：uは図5－19㈲｛こ示すように

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圧密1．EJJpに比／与「｝してiユ点からh点に増加する。逆

］．「

α

一．・r’一一’一一一．ー

∠∫c

∂ 、　　＿＿＿＿L」ρ。J

пE、、∨

」P

b　　　　　　　　c

Po　Pl川陥ll　IJρ
（a／

c

tan ［（cレ

d
，　’

d’

@，’
b

α

α

圧密圧力P
　（b）

図5－’9

D璽麟鵠

に図5－19｛alのb点で日：］芹1圧力を▲p減少すると

膨脹してd点になるが，ほとんどの場合a点にはも

どらない。非排水せん断強さに関しても同様のこと

がいえる。これらの事実を概念図として不してある

ものが図5－20　i4）である。含水量が一定なら有効応

力が大きいほど大きな非排水せん断強さとなり，一

定の有効応力に対しては含水量が低いほど強さは増

加する。圧密のような場合，応力の増加に伴って含

水量が低下するので，その土は最大のせん断強さを

発揮することになる。

　次に土の状態の懸濁液状からの土の強さと水分量

の関係についての例を示しておく。
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　図5－21はRodine　and　Johnson（1976）15）が水にカオリナイト質粘土を加え，その含水

率と見掛けの粘着力を測定した結果である。この結果を用いて，カオリナイト質粘土の重量比含水

率30％のものに種々の粒径のガラスビーズを混入して，その混合体積率の変化によって見かけの

摩擦や見かけの粘着力がどのように発現するかを検討して，図5－22を示した。これを逆の観点で

液相の分離として考えてみてもよいであろう。すなわち固一液の比率が変化一液相が少くなるに

つれて土としての強さの発現があるということがうかがえる。

↑

　　　　　　　　有効応力（対数）　一一一一〉

　　　　　　〔非排水せノ、「粘パ、灸の開始時1

図5－20含水量，有効応力と強さの発現機“9　i4）

llrll体G千，）つめ

めづ密るよに
へ入

兎

3ωリ

即（～5、

LO、5

　　水の酬藁比（％）
3∩　　　　　　　　　Zo　　　　　　　7｛1

　　iL1
／tcンノイ4、手1’L⊥ヒ「　％　）

9り

図5”21 c粥け

♀X

十

／
乞

－／

「

）｛

　　　　　ロt．i一一一一r－一一一一一
　　　　　　　キ．rブ（ゆる）づめ

×

口

×

　。＿＿一一一一一一一一一ム

♀＝‡

X→

∴．　　　　目！佃

　il　　i　lftm

　71　1agsim
　：29759〔）μm

　：ILtJi．25uμm

　：125・25nμm

カラスk

フラスチvク1，

イ1ゲ［

　　le　　　15　　　20　　　25　　　1白

みかけの内部摩擦角（度）

（a／混合率と内部摩擦角

D　　　　　5〈X｝　　　］000．　　1500　　　2（K）0　　　2500　　　1（K）｛）

　　　みかけの粘es’　JJ（dyn／cnf＞

　　　　〔b）混合・率と料1着力

図5－22　固相の混合率と内部摩擦角，粘着力
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　液相分離による土の強さの発現について，

他に2，3の具体例をあげよう。

　伊藤・松井（1975）16）は粘土の流動機構

にrate　process理論を適用し，粘土粒子

接合点の物理化学的な機構を検討した時図5

－23を示した。図5－23（a）は粘土ベーストの

せん断強さと含水比（含水比Wをファイネス

ナンバーFで除した値ω／Fで示されている）

の関係を示したものであり，図5－23（b）のよ

うにこの含水比と結合数が片対数紙ヒでリニ

アな関係が認められることから，図5－23｛c）

の結合数とせん断強さの関係を求めている。

図5－24は長堀・佐藤（1975）17）が干拓

地ヘドロの乾燥に伴う土性変化の一例として

小したものであるが，pFとコーン指数の関

係である。これによってもpFの増加（含水

呈の低下）は土の強さの増加となっているこ

とが明らかである。

…1

言

這

ぎ

　［］’
xa

K
！2

蘂

せ

・＜　e

慧

べ

　o幅
〔

　　　竃

／；～

・／鑑

4！ム

深度（cm）

’000●×△｛

　oel
　　　　　IO　　　20
　　　　　　　pF
図5－24pFとコーン貫入抵抗値17）

［0

5

（
Eu

乞e

　　　　　　　　　　　　＼ざ

。．5

　　O．8　　　1．0　　　 1　2　　　］－4　　　　1　6　　　i，8　　　2，0　　 2，2

　　　　　　　　　　　w／F
　　．、，粘1ヘー－7．トのせん1輔／さとr沐比の関係

1°7

L
01

ぷv
♂≧．．

　　へ、

り．8　　　．〔．　　1，2　　〕．4　　1．6　　1．8　　20　　22

　　　　　　　zv／F
　　h．粘［ヘーストの結合数と：材（比の関1系

35u

ξ：

il：［

5

口

「
「

。・／

　0　　　　　　　1　　　　　　2　　　　　　3　　　　　　4

　　　　　　nu臨ber　of　bonds　x10s　（per　cm2）

　　　「C／粘1ヘーストのせん断強さと結合数の関係

図5－23含水量と粘土ペーストのせん断強さ16）

一99一



　地盤の変形性を示すものとしての変形係数の大小

と土の含水量との相関性について報告されたものは

見当たらないが，同じ粒度構成をもつ土であれば密

度が高く含水量の少ないものほど変形係数が大きく

なることは観念的に理解できる。

　図5－25は粘土の乾燥過程における収縮の状況を

示したものであるが（Fox　1964），s）一次元的収縮

と三次元的収縮がある時点で生じ，いずれにしても

含水量の低ドが土の体積変化を生じ，

ると透水性が減少して来ることはよく知ら

れている（この場合上0）体積には変化がな

いことが条件である）。その様fを小した

ものが図5－2619）である。

き

　　25　30　　　　40　　　　　50　　　　60

　　　　　　　　含．：．＿°／o

　図5－25　含水比と土の収縮性18）

　　　　　　　　　　　　　　　　乾燥密度の増加になっていることが認められる。

含水垣が一定で，飽和しておれぱ士の透水性は一定であるが，含水量が低ドし不飽和になって来

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100　　　　　　　　　5CX）　　ICPO

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15　　　　　　　LL．．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1H。　CA，EA

図5－26飽和度・含水比と透水係数19）

　飽和した状態で含水量を低Fさせれば

圧密となって密度が増加し間隙比が小さ

くなるので，透水係数が小さくなる。図

5－2720）はそσ〉一例を示したものであ

るが，圧密の進行に従って間隙比が小さ

くなり，それに対応して透水係数が下り，

電気浸透力や浸透能力が大きくなってい

ることが明らかである。

　以上の考案をとりまとめてみると液相

ヨ

澄

，。L－Lコ＿

1・・ k

㍉。l

1a目

粘順

↓

⊥ー

‖

寸LL

士■1

　

バ∀
｛

噺

伽

　．．・ー＋　　　一

‘1「

．→

　一一」ー

」弍川一一一川

加印密、ぽ

・↓ヨ∋　　　］　　一．

方＃ー亘両百・

“

←

「田

?冝|夢ーロ

ヨリ司

巳≒
L9

　件　透．風　∪　．的．．⊇

　趣．硯

　　　占
臼±王

リパ @ンfi

10

10　ら

　　　　　b　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5oo　　　loeo

　　　　　　　　圧　密圧〔・・m〕
　　　　　　　　　　（b）

　　㈲　圧密曲線　　（b）伝導度の値

図5－27　圧密進行による透水性の変化20）
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の分離に伴って土は強さを増し，変形性が少なくなり，透水性が低下するということが明らかであ

る。

　5．3　スラリー状土の固液分離

　　5．3．1　スラリー状土の発生と固液分離の必要性

　土木工事，特に土工に関連して人為的にスラリー状土（土懸濁液）を作成して利用している。ま

た工事に付随して発生するスラリー状土（例えば土砂掘削に伴う濁水など）も存在している。前者

の場合は止水用注入材料，削孔用安定液，掘削土砂のスラリー輸送，ポンプ凌櫟による埋立などが

あり，これらには止水用注入材料としての利用以外，最終的には固液分離を必要とする。すなわち

削孔用安定液は削孔時に混入・搬出される土砂を分離，更には使用後に廃棄しなければならないが，

廃棄受入れ態勢の問題から現在ではしかるべき時期に固液分離をしなければならない。掘削土砂を

スラリー輸送することは輸送機能の面や輸送効率の面で種々の利点が認められるが，輸送後の堆積

場においては同様に固液分離の必要が生じて来る。ポンプ凌藻による埋立においても5．　1（1）で述べ

たように固液分離を促進すると土質一［学上良好な地盤になる。工事に伴って発生する泥濁水は古く

はそのまま周辺の水域などに放流されていたが，環境保全に対する要求から建設工事の作業場内で

固液分離し液相のみを放流（場合によっては化学処理して液相中の有害成分を除去する）し，必要

に応じて残ったペースト状土を更に固化処理などをして搬出・廃棄・堆積されている。

　以上の現状を考察してみると，地盤注入材として利用している粘土スラリーについては特に固液

分離を必要としないが，その他についてはいずれも固液分離を必要とすることが明らかである。ス

ラリー状土の固液分離技術が土質安定の一t分野とみなせることを第4章で考察したが，以ド安定液

の使用後の固液分離を中心に研究結果を述べる。

　　5．3．2　安定液の安定機構

　安定液とは一般にベントナイト粘土からなる懸濁液に必要に応じて若干の有機質あるいは無機質

の添加剤を加えたもので，地盤を削孔する場合に孔内にこの懸濁液を満たし削孔壁の安定を図ろう

とするものである。

　従来油田におけるボーリング作業に用いられたもので，掘削スライムの搬出，ビット類の冷却・

潤滑化，孔壁の安定などを目的としている6この諸要素の中で特に安定機構を利用して地盤に長方

形断面の掘削を行い鉄筋コンクリート壁を築造しようとするものが地下連続壁工法である。またこ

の安定液をシールドトンネル掘削機に利用する泥水加圧式シールド工法も開発されている。これら

に関してはこれまでに多数の成書が出版されている。例えばボーリング用安定液については沖野

（1968）21），建設工事における安定液にっいては藤井（1966）22），更に地下連続壁工法につい
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ては日本建設機械化協会（1975）23～Xanthakos（1979）24）などがその主なる例としてあげられる。

　現在用いられている安定液の種類については表5－625）があげられるが，ここでは粘土懸濁液の

形態をとっているベントナイト安定液を主に取り扱っている。

ベントナイト 表5－6
安定液の種類25）

安定液による掘 安定液の種類

削壁面安定機構 ペントナイト安定液

主 材 料

1

にっいては浅川・
ポリマー安定液

吉田（1973）26）
CMC安定液

ペントナイト，水

一月呈白勺　な　｝恭力ll斉II

1鑑きll・増粘剤・（逸泥阯斉IJ）・（加

ポリマー，水 1
lCM・・水

が総括している

ので，表5－7

に引用する。こ

塩水安定液

通常は使用しない

1べ・トナイト

ベントナイト，塩水 1

特殊粘土

僻莞祇ト1，秘杉）
塩　水

分散剤，（特殊粘土）

分散剤，増粘剤，（逸泥防止剤）

れはこれまで研究されていた掘削壁面の安定に関する諸要素をまとめたものである。

表5－7 ベントナイト安定液の壁面安定に関する諸要素26）

主要部分 性　質・機　能

フィルターケーキ
　（泥　　壁）

（a）膜としての機能

1（b）薄壁としての機能

安　　定 液

地 山

（a）液 密 度

（b）受　　動　　抵　　抗

（c）濃 度 差

（a｝地　　下　　水　　位

（b）地盤土の強度と密度

（c）アーチ作用

（d）ベントナイトの浸入し
　　た地山のセン断抵抗

安定に関係する要素 安　　定　　作　　用

（1＞不　　透　　水
　　（物理的）

　　‘＿、＿＿

⇒　　　安定液と地下水をしゃ断し，液
　　　圧を地山に作用させる

②　半　　　　透
　　（物理化学的）

膜
膜特性と液濃度による起電力で
電気浸透類似の作用が生ずる。
逆浸透圧の原因となる。

（1）プラスター効果

②　拘 束 効 果

ω安定液自体の密度
　　（調合時密度）

（2）　トレンチ内での安定液密度
　　（掘削中細粒土の混入）

安定液のセン断抵抗に原因する
受動抵抗

電気浸透に相当する浸透作用を
起こさせる起電力の原因

地山からの作用力の主因

地山からの作用力の大きさに関
係

地山からの作用力を軽減

安定液で飽和された地山のセソ
断抵抗の増加

壁面の被覆で土粒子の崩落を防
ぐ。

地山の変位を少なくする。壁面
強度を増す。

安定液による静水圧の主因

細粒土の混入によって10～20％
の密度増加が実測されている。

剛で粗な地山にはさまれた完全
塑性体としての安定液が受動抵
抗を発揮する。

逆浸透圧発生原因

地下水の相対水位が安定に大き
い影響を与える。

主動土圧の大きさを左右する。

主動土圧の軽減

ダイレイタソシーに伴う負圧作
用による。

備 考

Nash（1963）
Verder（1961）
Franke（1963）
浅川1・吉田　（1967）

Verder（ユ963）

Verder（1963）

Morgenstern（1％5）

Morgenstern（1963）
Elson（1968）

Piaskowski（1969）
Shneebli（1964）

Elson（1968）
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　Mli’　11er－Ki　rchenbauer（1977）27）は図5－28のようにベントナイト安定液と掘削壁面との

関係をモデル化している。タイプ1は掘削壁表面にマッドケーキができた場合，タイプ2は掘削壁

表面にマッドケーキができず安定液が浸透した場合，タイプ3aはタイプ1とタイプ2が組合され

た型式でマッドケーキ部と安定液浸透域とがある場合，タイプ3bはタイプ3aの変形でマッドケ

ーキが二層構造になっている場合を各々示している。

　タイプ2では土の単粒子や粒子

群の脱落が壁面安定をそこなうこ

とになり，他のモデルではマッド

ケーキを介して泥水の水頭圧が作

用することになる。タイプ1は掘

削壁面が粘性土地盤などの場合に

起ると考えられ，安定液のろ過浸

透作用よりも化学的作用によって

形成される。他のケースは初期の

ろ過浸透作用が重要な因子となる

ことが明らかである。

　MUIIer－Kirchenbauerは

女定液の浸透距離を式（5．6）で示

している。

　　　　h
　e＝一　（cm）　……（5．6）
　　　　J。

　ここにe；浸透距離（cm）

　　　　h；泥水の水頭（cm）

　　　　J。；浸透勾配（無次元）

この浸透領域ではマードケーキを

介した安定液圧は作用しないが，

体積力が生じそれは式（5．7）とな

る。

　　　　　　　　　　h
　　S ＝JoρF　＝一・ρF
　　　　　　　　　　e
　　ここにS；体積力

　　　　ρF；泥水の密度

溝 　「1

ぼ　　　　　　　e　6　　の　　　　ロ

oo否o　　　　。o⇔●　o．。（〉。

　o　　oe
Oe・ @ フィルター
ご

。♪。　ケーキ
8。。°。

誼’ぷζき・？9

タイプー1：細かい間隙をもつll

の貞のソイルターケーキの発達

懸濁孜の固体物が地中壁面でブイ

ルターにかけられる　W持力は膜

のように作用する「

　満　　L
　　　　　　　コ　　　e　　　　ロ＿　　　　　　　　　　　　　o　to　■e

　　　　　　　oe　　　e

　　　　　　　浸　透
　　　　　　　前　山1

　　　　　　e　d　．　d　・
　　　　　　e　o　o　　．

　　　1
タイフー3‘a｝：浸透とろ過作用

の組合せ

粗い固体粒J”が表面でろ過される

溝

ご透●O　0
己る・

　°o、o°・。OO●O

‘O

羅　

O
’

　　Oo°Oo。　　oO　　09　　°O　　O

　　　F
タイフー2

表面にブイルターのない粗粒ヒ中

の理論的浸透

一一
沽　　　1二

。從 @　●eeoe　o°・●　■　o　　　　　O　o　●
　　　O　o　O
　　　　コ　　　ゆ　o

工∵浸透
り　‘　　ザ　　　　ソ

ヱ。Ill∫面
’。
秩E°。°

OtLノ・　e　o
元京了．°。°・ご　“e

　　　1
タイフー3〔b）：3［’　a）と同様な

タイフ

しかし、次の段階で、粗いブイル

ターの前に、はるかに細かいブイ

ルター層が形成される一

図5－28　掘削壁面の安定液による安定機構の型式27）

・・・・・・・・・…
@一・…　　（　5．7）

浸透領域で体積力が働いて壁面を保持している状態を示したものが図5－29である。ここにランキ

ン状態を適用すると垂直応力σzとせん断応力τzxは次式となる。
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　　Oz＝ρa・Z・cosα＋Jo・ρF　・Z　 ・・……・・・・… @（5．8）

　　τzx＝ρa　・Z・sinα　……………・・・・・………・…・一一（5．9）

　　ここにρa；土の安定液中での密度（ρ、＝ρS一ρF，ρS；土の密度）

　　　　　Z　；掘削壁面からの距離

　　　　　a　；掘削壁面の傾斜角

壁面が安定を保つためには式（5．10）が成

り立たなければならない。

　　　τzx　＜二　az　・　tanφ　・・・…　（5．10　）

　上式の両辺をZで除したものが図5－30に

示される。図中点Aの状態にあった要素が安

定液の浸透による体積力で式（5．8），（5．9）

で表わされる点Bに移動したことになる。し

たがって安定液浸透域が安定を保つためには

図5－30で示した浸透勾配以上の浸透勾配を

持つことが要求される。

ρ一Z

　　　　　　不

`’

安定域．

B’

z

ρa

　　　α
ﾉφ

安定域

σ一Z

0 」0ρr

」0・qoρF

図5－30浸透勾配と安
　　　　定・不安定域

≧

N

㌔

一．二．ζPパき。

　（a＞：浸透領域内での

　　　体積力の発牛．

．q’8P．も：ざP．

lb）：単　’粒∫の初期

　　動作の推定ノノ向

図5－29　壁面安定機構の概念図27）

図5－31安定液浸透
　　　　実験装置

　図5－3128）は筆者らが

Ml三Iler－Kirchellbauer

の研究を参考に試作した安定

液の浸透勾配を求めるための

試験装置である。

　透明円筒の中に供試土（こ

の場合φ2～4．76㎜1の礫）

を入れ，安定液（WL＝56．5

％，Wp＝22．30／oの陶土の懸濁液）を浸透させ，浸透が終った時点で浸透距離を測定し浸透勾配

を式（5．11）によって求めt’t）

　　　　　　h
　　　J。＝
　　　　　　e
　　　　－（hノ十e十h”　ρW／ρF　　　　　e）………（5・11）

　　　（ここに各記号は図5－31参照）

　図5－32は測定結果の一例を示したものである。図5－32（a）は安定液密度ρF＝1．20の場合，図

5－32（b）は安定液密度ρF＝1．15の場合を示している。ρF＝1．15の場合は安定液水頭の大小にか

かわらず浸透勾配は一定となっていることを示しているが，ρF＝1．20の場合は浸透勾配を最大にす
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る安定液圧が02kgf／cm2付

近に存在していることを示して

いる。すなわち安定液密度が大

きくなると最適な浸透圧が存在

し，このことはフィルター作用

によって目づまりを起すことを

意味し，それ以上の圧力ではこ

の目づまりが無くなり，更に泥

水が浸透していることを表すと

考えられる。

　40

浸30
透

勾20
配

JelO

　O
50　　100　 150　200　250c■

　泥水圧（泥水頭）

（a）ρF＝1．20の泥水
　　圧と浸透勾配

　　　　　　図5－32

　以上安定液の利用上の問題を考察したが，

が本章の主題であるから以下に述べる。

シ

15＝Fρ
40
@30　20　10

　　浸透勾配戸

0
●

　　50　　100　150　200　2500■
　　　　泥水圧（泥水頭）

　　（b）　ρF＝1．i5の泥水

　　　　圧と浸透勾配

浸透測定結果

この安定液の安定機構とは別に，利用後の処理の問題

　　5．3．3　凝集剤による固液分離

　前述したように安定液の利用後，スラリー輸送の輸送後，ポンプ凌諜の埋立地，工事濁水の処理

などにおいて固液分離の技術を必要とするが，界面活性剤などの凝集剤を添加して固液分離の促進

を図ることがその第一段階の手法として一般的である。以下建設工事に付随して発生するスラリー

状土（懸濁液）へ凝集剤を添加した場合の固液分離について，5．3．2で述べた安定液を中心にその特

性を検討した結果について述べる。

　最初に凝集と分散についての定義29）を述べておこう。

　一つの相をなす物質内に他の物質が微粒子となって散在する現象が「分散」であり，前者を分散

媒，後者を分散相と区別している。「分散」に対応するものが「凝集」であり，コロイド溶液，乳

濁液，懸濁液が凝集力（イオン間のクーロンカ，電気双極子間の静電引力，水素結合，電荷移動力

などの種々の引力）の作用によって集合体を形成することをいっている。分散相と分散媒に親和力

があり，分散相互間に反発力があると「分散」し，これと逆の場合「凝集」する。

　他の物質を加えてこの分散相の表面の状態を変え，人為的に分散・凝集を行うことがあるが，前

者の場合の物質を分散剤，後者の場合の物質を凝集剤と呼んでいる。

　　　（1）固液分離i促進のための凝集剤30）・31）

　スラリー状土（懸濁液）中の土粒子（懸濁粒子）の沈降を促進させるために使用される凝集剤には

水溶性の無機物と有機物がある。無機物としては硫酸バンド，ポリ塩化アルミニウム，硫酸第二鉄，

塩化第二鉄硫酸第一鉄，塩化カルシウム，水酸化カルシウム，電解アルミニウムなどの低分子塩

類が一般的に用いられている。有機物には低分子の界面活性剤と高分子凝集剤とがあるが，一般的
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には高分子凝集剤が使用されている。　　　　　　　表5－8　高分子凝集剤の種類30）

高分子凝集剤の代表的なものを重合度

ならびにイオン性によって分類したも

のが表5－8である。

　凝集剤による凝集機構については必

ずしも体系づけられているとはいえな

いが，（i）ma集剤のイオン性によって懸

濁粒子の表面電荷（ζ一電位）を低下

させ凝集を起こさせる，（｜i擬集剤の架

橋吸着によるフロックの形成にあるといわれている。特に高分子凝集剤は後者の架橋吸着を特徴と

しており，イオン性に関係なく接着剤的に固相粒子を凝集させ，また重合度の大きいものほど架橋

吸着作用が大きいといわれている。高分子凝集剤の中でアクリルアミド系はこの吸着作用の大きい

官能基を有する高重合度のものが作り易く凝集効果にすぐれているので，現在使用されている高分

子系凝集剤のほとんどがポリアクリルアミドまたはその変成物といってよい。

　懸濁粒子の粒径と凝集剤の有効性を示すものが表5－9である。例えば凝集剤の中で最も利用率

の高いポリァクリルアミド系でもコロイド粒子の凝集には適さず，コロイド粒子から粗粒子までを

含む可能性をもつ建設工事より発生するスラリー状土の固液分離には十分とはいえない。このよう

な場合にはあらかじめスラリー状土に無機系凝集剤（硫酸バンド，ポリ塩化アルミニウムなど）を

加えて懸濁粒子のζ一電位を低下させ，1次の凝集を起こさせた後にアクリルァミド系の高分子凝

集剤を加えると固液分離が確実となる。1例に両者を併用して清澄水が得られる添加量と懸濁液濃

度を図5－33に示す。このような場合無機系凝集剤を凝集助剤，有機系凝集剤を凝集主剤と便宜的

に呼ばれている。

　　　　　　　　　　　　表5－9　懸濁粒子の粒径と凝集剤の有効性30）

う 負

物　　　　　　質　　　　　　名
u　　　度 イ才ン

へ　度
アニオン

カルポキ〆メチルセルロースナトリウム▲．

Aルキン岐ナトリウム．その他
低　頃　“

k分f埴約卜一数万）
カチオ〆

　溶　．アニllン樹脂塩　塩，ポllチオ尿
|酸塩．その他

ノニオ　ン でんぷん．水溶性尿素樹脂．その他
向　　　作 セラチン

アニオ　〉
ポリアクリル陸ナトリウム，　ポリアクリル

Aミド部分加水分解物，その他
高　重　合　度

i分r量約数十万～

@　　　数百万）

カチオン
ポリエチレンイ　ミン、　ボリビニルピリ　ンン

鮪_塩．ポリアクllルアミトカチォ〆変性
ｨ．その他

ノ　ニオ　ン ボリアクリルア三ド，　ポリLチレンオキン
h．　その他

○　有効　　　△　部分的凝集　　　×　無効

■
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　安定液として利用した後の廃棄泥

水の現在行われている固液分離の処

理方式を表5－10に，また固相の粒

径と処理方法との相関を図5－34に

示す。図5－34に見られるように粒

径の0．074㎜以下のものの固液分

離に凝集剤の添加が如何に有効であ

るかがうかがえる。

12345678910」6／i＞f二i疑集斉ij
OlO20304050607080901006充酸ノtンド
　　　　凝　　集　剤　添　　加　　量　（ppm）

図5－33 泥水濃度と凝集剤添加量の関係30）

表5－10　泥水の固液分離方式31）

分離水処理一中和処理

泥土処理
（後処理）
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0，00］ 0005 0，074 02 0．6 2．0 10．0 粒 径（mm）

コロイ 卜

粘 ト シ ル
ト

細 粒 中粒　粗 粒

砂
礫 粒径によるL質分類

5日 2時間 2分 lo

b
1秒

lm沈降に要する時間

1

凝　集　沈　澱 自然沈降（沈澱池）

スクリー／による除」

処理h法
サイクロノによる除」、

　クラッシファイヤによる除2、

シノクナーによる除」、

図5－34　固相の粒径と処理方法31）

　　　｛2）凝集剤添加による沈降特性

　懸濁液の回分沈降の状況は図5－35に定性的に示される§2）

図中（1）はシリンダー中の濃度均一の懸濁液の状態，図中（2）は

シリンダーを静置後比較的短時間の状態で固体粒子のうち粗

粒なものが底部に沈降しE層を作り，その上に細粒なものが

沈降してD層を形成，液表面には清澄液のA層，A層の下に

は懸濁状態のB層がある。C層はB－D層境界部で転移層と

［ A［・B

D　　C

E

A
鼠贔

（1）　　〔2〕　　（3）　　（4）　　（5）　　（6）

図5－35　懸濁液の回分
　　　　　沈降状態32）

呼ばれている。更に時間が経過すると図中〔3｝の状態になりA層・D層が成長，図中（4｝になるとほと

んどB層はなくなり，次第に図中（5｝の状態になり，B・C層は消えてA・DおよびE層のみとなる。

次いでD層内では堆積粒子の自重によって脱水圧密が起り，粒子間隙内の液は排除され図中〔6）の状

態となる。このD層が圧縮域　B層が沈降域と呼ばれている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　これらの状態変化を清澄液A層と懸濁液B層との

　　　汰，　　　　　　　　　　　　　　　界面高さの時間的変化を模式的に示したものが図5
；曳（a）　　－36であ・．・れが回分沈噸・呼ばれてい・・

　　量　在㊥。，，¶　　図中（・）はその魎的な例で醐のある醐・でA一

　　　　　　fi寺間θ

　　　（b）　　　　　　　　　（C）　　　　　　　　　（d）

こ　・　　　　：ll　　、　　　／　　L
　　　　　　　　x　　　　　　　　　　　　　　　　x　へ　　、、＼　　　　　　　　　　　　＼　　　　　　　　　　　　　、　＼

　　　θ　　　　　　　　θ　　　　　　　　θ

　　図5－36懸濁液の回分
　　　　　　　沈降曲線の例32）

B層境界面の降下速度（または沈降速度）がほぼ一

定，ある時点からこの速度は急激に減少する。この

点が図5－35の（5）の状態であり，この点が圧縮点と

呼ばれている。圧縮点までの区間を定速沈降区間，

圧縮点以降を圧縮脱水区間といっている。図5－36

（a）の点線はD層の成長を表しており，圧縮点以降

はA－B境界面とD層上界面が一致することを物語
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っている。図5－36の（b），（c），（d）は懸濁液の性質によって定速沈降区間に数種のタイプがあること

を示している。

　高分子系凝集剤による懸濁液の沈降促進（固液分離促進）の一例を示す。33）

　懸濁液供試土は図5－37に示す粒度曲線をもつモンモリロナイト系粘土で，これを水と共にミキ

サーで混合，5％濃度の懸濁液を作成してスラリー状土とした。沈降速度の測定は高さ12cm，直

径8．7cmのビーカーに作成した

5％濃度の懸濁液をSOOme入

れ，パドル形状高さ6cm，巾

4．3cm，厚さ0．l　cmのものを

中央に位置させ，ジャーテスタ

ーで回転速度を265rpmとし，

1分間混合した後，静置して沈

降速度を測定している。凝集剤

の添加はジャーテスターの回転

開始前である。図5－38は凝集

剤の添加しないものの沈降曲線

である。図5－39は高分子系凝

　　1o5t，　　　　　　　420P
ノ’レイ［工：：：：［ユ：＝工＝こ

杉　　　径　　（皿m）

コロイ｝　　粘

　　OOO1

〆　ル　　ト 砂

0．005　　　　　　　　　　　　　　　0．074

図5－37　供試土の粒径加積曲線33）

集剤アニオン性ポリアクリルアミド添加量による沈降曲線である。これらの結果より数ppmの凝

集剤添加が懸濁液の固液分離に極めて有効であることが明らかであろう。

　　　　　　　9

8

7

6

4

3

2

1

0 5

図5－38

　10　　　　　　　　　　】5　　　　　　　　　　20

　　沈降時開tmln）

凝集剤無添加の沈降曲線33）

25
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9

8

7

6

5

4

3

・』

1

0

　5×104ppm

アニオン性ポリアクリルアミド

　　（アニオン化度24％）

5　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　15　　　　　　　　　　20

　　　　　　　沈降H，1問（min＞

　図5－39　凝集剤添加による沈降曲線33）

25

　　　（3）凝集剤添加による脱水特性

　凝集剤添加によって固液分離が促進された結果として上澄水と含水した堆積物（フロック）にな

る。このフロックの固液分離について考察する。

　Ruth34）は化学工学技術上のろ過のメカニズムを詳細に検討してろ過理論を体系づけている。こ

の中でろ過ケーキの圧縮性の大小を問わずろ過圧力が低圧域であれば式（5．12）が成り立つことを

結論づけている。

　　　α＝αo十αlpn　　………・…・・…………（5．12）

　　　ここにα；ろ過比抵抗

　　　　　　αo，α1：実験定数

　　　　　　p；ろ過圧力

　　　　　　n；圧縮性指数

　nが0の時ろ過速度はろ過圧力に無関係に一定となり非圧縮性ケーキ，n＞0の時圧縮性ケーキ

を示し，この場合ろ過比抵抗はろ過圧力とともに増大することを意味している。ろ過比抵抗とろ過

圧力を両対数紙上にプロットすると直線関係となり，その勾配がnとなる。Ruthの説明によると

極めて圧縮性の物質においてはn＝0．8とrsりαoは0に近づく。圧縮性が減ずるにつれてnは小さ

くなるとしている。
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　服部（1978）35）は各種高分子凝集剤を土

を懸濁物質とする懸濁液に各々15ppm添加

しろ過実験を行い，ろ過比抵抗αと操作圧力

pの関係を求め図5－40に示している。実験

結果のnは，例えばアニオン化度240／ori？リ

アクリルアミドで0．97，無添加で0．55と計

算されている。図から明らかなように凝集剤

添加のものがよいろ過脱水性，すなわち固液

分離の容易さが認められる。

　　　④　フロックの土質力学的特性

　凝集剤添加により団粒化したフロックの脱

水性については前述したので，次に問題とな

るフロックの土質力学的特性について考察する。

5×lon

（s

_日3　

lon

10」1

5×loiO

　　　　　　膨

　　評　ぷ

　　　　納・／／1／

き。ヤ　’・wパ
㌧い・ぼイ

　　　　ら　　　　　　　　　　　　：

　　　iige”’t－；／

ぜ’㌦シ
　　　式

〃x’」

ペノ

／

r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る

10　　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　　10

　　　　　　♪果ifi　！l　Jj　Plk・　f／／cm｝

　図5－40　ろ過比抵抗と操作圧力35）

　Bicz6k（1976）36）は凝集剤添加による団粒化土の工学的特性を検討して以下のような結論を

得ている。すなわち（i擬集剤の添加量が増加すると圧縮沈下量は大きくなる，（ii）フロックの直接せ

ん断試験を行った結果，せん断抵抗角は増加，粘着力は凝集剤の添加量が少ない場合低下する（無

添加土の約80％）が，ある程度増加すると大きくなる傾向にある，｛1il）せん断応カーひずみ曲線

では凝集剤添加量が少ない場合せん断応力がピークになってからひずみが大きくなってもその応力

値は一定であるが，添加量が多くなると最大せん断応力は大きくなり，ピークになってからひずみ

の増加と共に除々に低下してある一定値に収れんする。以上の特性の定性的な説明として土粒子の

分散度や凝集効果の概念をもって行っている。

　　5．3．4　堆積フロックの脱水・固化37）’38）

　5．3．3で考察したように土を懸濁物質とする懸濁液に凝集剤を添加すると固液分離が促進され，

沈降したフロックも脱水ろ過性に富み，土質力学的性質も改善されることが認められる。しかし懸

濁状態から沈降し，自重圧密（圧縮沈降）が終了した状態の堆積フロックはまだ高含水量であるた

め（一般には無添加土より体積が大きくなることが指摘されている），例えば安定液の廃棄を考え

た場合更に強制脱水・固化を行うことが要求される。

　強制脱水の手段には表5－3のようなものがあるが，安定液の廃棄処理を考えた場合は表5－10

に示したように真空吸引，加圧脱水，遠心力脱水が一般的である。そこでこの3つの手段による液

相分離を凝集剤添加土と無添加土について比較検討した結果について示す。
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　　　（1）真空吸引および加圧による脱水・固化

　図5－41は真空吸引脱水と加圧脱水を行うための脱

水試験容器である。真空吸引脱水を行う場合は試料の

表面をビニールシート製の気密膜でおおい，下部のポ

ーラスストーンを通じて真空吸引した。加圧脱水は片

面排水の条件となるように試料表面を同様にシールし，

更にその上に載荷板を置き通常の圧密試験のように静

荷重をのせ下部より排水させた。また真空吸引と加圧

トz6」当

ポーラスストーン

§oば、

三：ゴ三・溝：∴；：1ぷ 揖開ト

ﾔ→
ゴムパツキン

図5－41真空脱水・加圧
　　　　脱水用試験容器

脱水を併用する場合には，加圧脱水を行うと同じ状態にセットすると同時に下部排水口を真空源に

連結した。供試土はGs＝2．70，WL＝75．7％，　Wp＝29．40／oの大阪南港粘土で，水を加えてミ

キサーで混合，高分子凝集剤を添加し沈降終了後上澄水を除去し供試土とした。添加した凝集剤は

2．0

貫入量㎝

　　　50　　 100　　150　　200

　　　　含　水　比

図5－42団粒化処理土・未
　　　　処理土のフォール
　　　　コーン貫入値

アニオン性アクリルアミドで，添加量は初期懸濁液重量

の0．05％である。無添加土試料は同様に懸濁液を静置し

て作成した。

　脱水試験を実施する前の団粒化粘土と無添加土の含水

量の差によるフォールコーン貫入量を測定した結果は図

5－42に示される。同一含水比でみると団粒化粘土の方

が少ない貫入量を示し，前述したBicz6k（1976）sa）

の指摘した土質力学的性質の改善を示すものと解釈され

る。図5－43は透水試験結果を示したものであるが，凝

1×↑∂

透

水

係

数1Xt－s

（CiVsec）

工：二：三三二二：・粒化

工二三li二三ニ…社

500

250

含oo

水
150

比

100

　　　　　50　　　　100　　 150　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10

　　　　　　　含水比　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時　　　間（分）

　　図5－43団粒化処理土・未　　　　　　　　　図5－44団粒化処理土・未処
　　　　　　　処理土の透水係数　　　　　　　　　　　　　　理土の真空脱水によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る含水比の変化

集剤による団粒化は透水性の改善にも有効であるといえる。

　次に初期含水比を同一に調整した団粒化粘土と無添加粘土に真空吸引力を10分間作用させて時

間毎の含水比の変化を測定した。その結果が図5－44である。無添加土では30％程度の含水比低下，
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団粒化粘土では70～120％の含水比低下が生じており，

服部（1978）35）の指摘したろ過脱水性の良化が真空吸引

でも確認されたといえる。

　図5－45は団粒化粘土の真空脱水と加圧脱水を30時間

行った場合の作用圧力と容器内試料土の最終間隙比を示し

たものである（ただし真空1kgf／cm2以上のものは加圧

力を併用している。すなわち真空2kgf／c㎡という表示

は真空吸引力lkgf／cm2と載荷圧力1kgf／ξn12を作用

させたことを意味している）。この図より明らかなように

t5

　1．4

間
Pth　1・　5

比
　1L　2

　1，1

o…真
怐c載荷

　　　1．　O　　　　　　　t5　　　　2．O

　　　　圧力（kgf／cnf）

図5－45　団粒化処理土の真空
　　　　　脱水・加圧脱水の比較

真空吸引を作用させた（または併用した）脱水の方に最終間隙比が小さくなること，すなわちよく

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　脱水・固化されることが認められる。

150

遠

心

含

水1（n

比

砂

（％）

50

〔

トへ，

亨　、’、　　　　　　　　　　　なま粘f：

㌻；：二≧三lliil

Kぎ，・…三1撫

v＼’黙・一・

02　　　　0．4　　　0　7　　1．0　　　　　2　　　3　　4

　　　　脱水時間1・gt（hr）

問
現　　象

脱水時間

　　　0

6　810

　ウオーターロギング

沈　　　降　　　透　　　水 白重It密

図5－46

5－IOmin 2－3hr

団粒化処理土・未処理
土の遠心力脱水の比較

8hr

　　　（2｝遠心力による脱水・固化

　前述した土試料を用いて遠心力脱水機

による団粒化粘土と無添加粘土の脱水性を

検討した。試料土は初期含水比を210～

2200／o（1，＝－2．73～－2．94）に言周整し

たものをJISA1207に規定されたグーチ

るっぼに入れ，遠心力加速度を500G，

1000G，2000Gを作用させたものの時

間一含水比の関係を求めた。その結果が図

5－46である。遠心力加速度が500G，

1000Gでは脱水時間2時間程度まで団粒

化粘土の方の脱水性は良好であるが，2～

3時間以上になると無添加粘土の方がよい

脱水性を示している。また2000Gになる

と団粒化粘土と無添加粘土では差が認めら

れなくなる。これらの事実は凝集剤による

団粒化構造の強さの限界を示すものといえ

るだろう。しかしJISAl207での遠心含

水当量は1000Gで1時間脱水したもので

あり，これはpF＝3に相当し，ほぼ塑性

限界，締固め最適含水比になるとされてい
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るところから，この程度までの液相分離には凝集剤添加処理が土の脱水・固化に有効であることを

物語っているといえよう。

　　5．3．5適用例

　5．3．3，5．3．4においてスラリー状土（懸濁液）の凝集剤を利用しての固液分離脱水・固化特性

を述べた。この適用例として泥水加圧式シールドトンネル用安定液の処理例を通じて考察する。

　　　ω概　要39）

　本例は大阪市住之江区～港区にかけての　　　　　表5－11　シールドトンネルエの概要

水路底下（水面下約30m）にシールドトン

ネルを掘進する際に行われた廃泥水処理に

関するものである。シールド掘進機は泥水

加圧式であるために切羽に送り込まれた安

定液は掘削土砂を取り込んで後送される。

したがって多量の土砂を含有することにな

り固液分離を行うことによって土砂の投棄，

清澄水の放流を必要とする。表5－11にシ

ールドトンネルエの概要，投棄搬出上砂の

処理目標値，放流水の管理目標値を表5－

12に示す。図5－47は代表的なボーリン

グ柱状図とシールド機の掘進深度を示す。

シ　ルドエ：延長619m（渡海部542m）
　　　　　　　仕上n内径　¢2、800n
　　　　　　　シールド中心一〇P2・7．・5π

　　　　　　　勾配　　　　07％
　　　　　　　シールド機　泥水加圧式
　　　　　　　　　　　　外径¢3．300npve
　　　　　　　　　　　　機長　4、700顧
　　　　　　　セグメント　RC，厚i75nUt
　　　　　　　　　　　　内径¢2．800ma

　　　　　　　　　　　　巾　　　900mt
　　　　　　　スラリ．輸送輸送管8B，6B
　　　　　　　　　　　　ポンプ4台
立　　　坑：ニユーマチツクケーソン
　　　　　　　発進立坑　　ll．imXl3．lmX38，lm
　　　　　　　到達立坑　　　9．1mX　9．［m×35．4m

表5－12　投棄搬出土砂の処理目標値

項　　　　目 当工事の管理目標値 法令に定める基準値

浮遊物質量ss
100ppm以下
喆ｽ均50ppm以下

200PPIn以下　（a｝

喆ｽ均150ppm以下

水素イオン

@濃度指数pH 7～8

　　　　（a）5．8～86

砂分含水率 20％前後
　　　　　｛b）85％以下

ケーキ含水率 35％前後
　　　　　（b）85％以下

｛a｝…排水基準を定める総理府令

（b）…廃棄物の処理及び清掃に関する法律の施行令
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図5－47　工事断面図

　　　〔2）泥水加圧式シールドトンネルエにおける泥水の役割

　5．3．2で主に地下連続壁築造にあたっての掘削壁面の安定を保つための安定液について述べたが，

同じ安定液としての泥水であっても泥水加圧式シールドトンネルエに用いる泥水の性質には若干の

違いがあるので，以下に箇条書きする。

　川泥水材料は特にベントナイトを使用しないで，掘削過程で取り込まれる細粒土を利用できる。

　冊切羽の安定を保つH的に，切羽部の泥水室に加圧される。すなわち粘性と圧力で地山の土圧や

地下水圧に対抗することになる。

　㈲掘削土砂のスラリー輸送による搬出の目的も重要な役割であり，搬出土砂を取り込み運搬する

ためには粘性の高いことが望ましいが，逆にスラリーの管内における流動抵抗が大きくなる。また

掘削土砂の分離性が低下する。したがって適性な粘性・比重が要求される。

　　　〔3）安定液の設定

　本例における安定液の材料は現地発生土の細粒分を利用することを条件として出発しているので，

図5－48に示す粒度分布を持つものを用いることにした。安定液の比重は5．3．2に示した方法と藤
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（　80

§70
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閂40

準30

日20
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辛立径加積曲線
’

　　〔2、安定泥水

黶D一．
@（南港粘土）

’ 一

（3）現場土から粘土，ンルト

@分を除いた粒度分布一’ @現場土質一
　　　　　　　　Ih
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図5－48　発生土，安定泥水の粒度分布
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井（1966）22）の提案による引き戸試験装置，更に取り込み土砂の輸送性・輸送後の土砂分離性を検

討してρ1＝1．20と決定した。これらの試験結果の1部を示すと図5－49，5－50である。図5－49

40

30

　む

つ蒜

20

現地発生土ヘントナイト

ﾉよる泥水 による泥水

i

］．000 1．100 ㍑
　㎏　重　比　水㎜泥

図5－49　泥水比重とファンネル粘性

放　置　時　間　（sec）

　　　5　　　　10

砂の粒径

　1．00

　1．02

　1．04

　1．06

泥　1．08

水

　LIO比

重　1・12

ρ　1．14

　1．16

　1．18

　1，20

　1．22

O．5　　　　1 50　　　100

　　（mm）

｛1｝2．0　 ～0．84

｛2｝0．84～0，42

｛3）0．42～0，25

　　　　500 1．000

一一
一一一

E一

@一

@一

・．

一

・

．一一．

D
② ③

図5－50　泥水比重と砂分90％沈積時間
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はベントナイト安定液，現地発生土による安定液の比重とファンネル粘性を示したものである。現

地発生土安定液はベントナイト安定液と比較して高比重であるにもかかわらず粘性が小さく，スラ

リー輸送に支障がないと判断した。

　図5－50は現地発生土安定液の比重を調整したものに2．0～0．84mm，0．84～0．42mm，

O．42　一一　O．25・mmの粒径の砂を混入した場合の混入土砂の90％堆積に要する時間を示したものであ

る。液比重1．20の現地発生土安定液における粗粒の懸濁物質の沈降・分離性能にも影響がないと判

断され，後述する廃棄泥水の分離システム設定の資料とした。

　　　（4）廃泥水処理の検討

前掲した図5－48にシールド髄過予定の土層の粒度分布とその土から細粒分（0．074㎜以D

を除去した粗粒分の粒度分布が示されている。廃泥水処理システムの設定にあたっては地山の自然

含水比35％，最大粒径20㎜とした。泥水加圧式シールド工事においては前述したように掘削土

は安定液に取り込まれ，地上に搬送されるが，この掘削土砂を含んだ懸濁液から粗粒分を除去し所

定の比重に調整して，再度安定液として循環使用することになる。この場合安定液は量的に余剰に

なりがちであるから一部廃棄することが必要で，この廃棄にあたって固相と液相に分離するわけで

ある。液相（分離水）は表5－12のような範囲に処理して放流，固相も同じく表5－12の含水率

（この種の水分量の表示は一般に含水率が多用されている）に処理して場外に搬出する。これら一

連の操作が廃泥水処理となる。

（4－1）送泥水・排泥水の算定

①　条 件

シールド・トンネル外径

施工総延長

セグメント長さ

通常掘進速度

最大想定掘進速度

通常掘進時の日施工距離

最大掘進時の日施工距離

安定液（送泥水）の諸元

　　　懸濁物質

DM＝3β00㎜

L　＝　631m

e　＝　900mm

S　＝　　3cm／s

Smax＝　　5　cm／s

　　　　5．4m／day（6リング／day）

　　　　10．8m／day（12りング／day）

現地発生土（図5－48の粒度）
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　　　懸濁物質の真比重

　　　安定液比重

地山の諸元

　　　土粒子の真比重

　　　自然含水比

地山の湿潤密度

地山の乾燥密度

地山の間隙比

土粒子の最大粒径

平均粒度組成

Gs＝　2．69

ρ1＝　1．20（体積濃度11．8％）

Gs＝　2．69

W‡　350／o

（含水率W’＝25．9％）

ρt＝　1．87g／c皿3

ρd＝　1．399／cm3

e　＝　0．942

dm。x・≒20㎜

礫分O％，砂分44．8％，シルト分28．80／o，粘土分26．4％

②排泥水濃度の算定結果

①で述べた条件で掘削断面積，掘削土砂量（見かけの），見かけの掘削土砂中の実土砂量と水分

量を求め，その結果をもとに排泥水濃度，排泥水比重，更にスラリー輸送管路の仕様（管径6Bを

使用）からの制約を加味して表5－13のように想定した。すなわち送泥水比重ρ1＝1．20（体積濃

表5－13　スラリー輸送管路の仕様

　　　進状況
D水仕様

記　号 常用掘進 最大掘進

掘　進　速　度 　Sモ香^mj　n 3 5

排泥水比重 ρ2 L25 L29

排泥水濃度
Cv　2

魔盾戟
150 17．0

排泥水流量 　Q2合d／面n 319 3．27

送’泥水比重 ρ1 L20

送泥水濃度
CVl
魔盾戟

11．8

送泥水流量 　Ql香w／min 3．00 2．95

度で11．8％）とし常用掘進時（掘進速度3cm／

min）に送泥水流量Ql＝3．00m3／石inとする

と排泥水比重ρ2＝1．25（体積濃度Cv2＝15％）

となり排泥水流量はQ2＝3．19m3／minとなる。

最大掘進時（掘進速度5cm／min）は同様にQl

＝2．95m3／min，ρ2＝1．29（Cv2＝17％），

Q2＝3．27　m3／minとなる。

　③掘削土砂の分離土砂量

　排泥水中に取り込まれた掘削土砂の砂分（粒径

D≧0．074㎜以上）の90％がサンドコレクター

または振動ぶるいなどで分離できるものとすると，

地山の平均的砂分量44．8％，常用掘進時で掘削土砂量0．257m3／minのうち固相分0．357t／min

となるので次の値が第1次の分離土砂量g。1となる。

　　　gn1＝　0．357　×　0．448　×　0．9

　　　　　＝0．144t／min（体積換算量gml＝0．0536　m3／min）　………（5．13）
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　同様に最大掘進時g。1　＝0．240t！／nin（g，，1＝0．0891　m『／min）となる。

（4－2）廃泥水処理量の算定

　排泥水中に取り込まれた掘削土砂の粗粒分はあらかじめ取り除かれるが，比重の大きくなった泥

水は送泥水比重（ρ1＝1．20）まで希釈・調整されて，再び安定液としてシールドトンネルの切羽

に搬送される。この希釈・調整ならびに掘削土中の細粒分・土中水分量のために，所要の安定液量

以上の泥水が発生することになる。したがってこの余剰分を廃泥水処理として固液分離しなければ

ならない。処理泥水量は調整後の泥水量から安定液として必要とする送泥水量を差し引いた量とな

る。

　常用掘進時の粗粒分除去後の泥水比重ρ3は

　　　　　　　Q2・ρ2－　9nl・G，
　　　ρ3　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＝　 1．225　　・”・’・・’…”・’・　（5．14）

　　　　　　　　　　Q2－　9m1

体積濃度で

　　　　　　　ρ3－　l
　　　Cv　＝　　　　　　　　　＝　　0．1331　（13．31vol％）　・・・・・・・・・・・・…　　（　5．15）

　　　　　　　Gs－　1

ρ3＝1．225を送泥水比重ρ1＝1．20にするための希釈水量Qwは

　　　　　　　（Q2－9m1）（ρ3一ρ1）
　　　Qw　＝＝

　　　　　　　　　　　ρ1一　ρw

　　　　　＝　0．392m3／min　　　・・……・……………・…・・………　（5．16）

比重調整後の処理対象泥水量Q，は

　　　Q4＝　Q2＋Qw－Ql－g，、1

　　　　　＝　　0．528m3／min　　　………・…・…・………………°・’　（5．17）

となる。

　同様に最大掘進時はρ3＝1．251，Cv＝14．58vol％，　Q4＝0．811m『／minとなる。

（4－3）廃泥水処理のための凝集剤の量

　廃泥水処理のための固液分離には前述の

高分子凝集剤（以下A剤という）と無機系

凝集剤（以下B剤という）を用いることに

した。処理のための凝集剤量の決定は室内

試験によって行った。

　現地よりの採取土砂に水道水または海水

を加えて泥水比重を1．20と1．30になるよう

に懸濁液を作成した。凝集剤は0．1％A剤液

と10％B剤液を用いて表5－14に示す組合

表5－14 凝集剤添加量決定試験のた
めの組合せ

組み合わ

ｹ　　糸

南港土砂

ﾌ希釈水
A剤の溶媒 B剤の溶媒

供試泥水
ﾌ見かけ
艨@　重

供試泥水
ﾌ含土率

@傷
1

真　　水 真　　水
1，202 27．30

n 1，303 37．29

皿

海　　水 真　　水
1，200 26．93

w

海　　水
1，301 36．03

v

真　　水
L200 26．93

w L301 36．03
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‘

せで試験を行った。

　試験方法は2SO　meメスシリンダーに供試懸濁液lOO　me（比重1．30の場合），1SOme（比重1．20

の場合）を計り取り，A剤の添加量を変えて添加し，シリンダーを転倒混合後静置してフロックの

形成分離水の清澄度を観察，分離水の清澄度の悪いと判断されるものにB剤を添加することにし

た。この場合，清澄度の悪いと判断されたものについては再試験することにし，当初B剤添加，以

後A剤添加とした。

　次にフロックの脱水性を観察するために，凝集剤によって生成されたフロックを2SO　m6メスシ

リンダーからlOOO　meのディスカップの上においた80メッシュのネット上に移し，24時間自然脱

水させ24時間後のフ

ロックの含水率と分離
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表5－15　試験結果

水の濁度を測定するこ

とにした。

　以上の凝集性，沈降

性，脱水性の結果より

最適凝集剤添加量を決

定している。

　試験結果を表5－15

に示す。各懸濁液とも

A剤を適量添加するこ

とによりネット｛こよっ

て分離された分離水の

濁度は15ppm以下と

なり，フロックの含水

率および分離水量には

大差が認められなかっ

たが，組合せ1，nの

場合（水道水で作成し

た懸濁液），分離水が

着色されていたのでB

剤を必要とする。A剤

の溶解には海水より水

道水を用いた方がその

使用量が少なくてすむ

実験逝

組み

№墲

ｹ％

供試

D水
kme〕

A剤
i0ユ％）

k㎡〕

B剤
i10％）

kmの

フロック

ﾌ含水率

@％

処理分離

?ﾌ濁度

kppm〕

処理分離

?ﾌ着色

ﾌ有・無

処理分離

?ﾌ量
kmの

処離量　　量 フロック

ﾌ形状
ﾌ良否

45 一 579 17 有 102 52．3 僅かに否

50 一 583 13 有 103 515 良

55 一 59．7 85 少し有 100 4＆8 良
1 150

70 2 59．8 83 無 113 50⑨ 良

70 3 627 35 無 109 48．9 良

70 4 616 67 無 108 48．2 良

50 一 595 28．3 少し有 52 34！7 少し否

55 一 58！7 5．4 少し有 一 一 良

60
一 58．0 4．7 僅かに有 62 38．8 良

n 100
80 2 615 6．1 無 77 42．3 良

80 3 609 45 無 76 415 良

80 4 60．6 9．8 無 69 375 良

60
一 60．3 39．3 少し有 110 524 少し否

65 一 58．2 1L2 無 125 58」 良

70 一 57．9 53 無 130 59．1 良
皿 150

80 2 59．6 4！7 無 136 58．6 良

80 3 603 4．6 無 133 57．1 良

80 4 610 4．5 無 134 568 良

70 一 594 8．8 無 69 40．6 僅かに否

75
　 60．1 13 無 68 38．9 良

w 100 80 一 58．4 11 無 79 43．9 良

85 5 592 14 無 88 463 良

90 10 58！r 62 無 99 ’49．5 良

55 一 61．5 500以上 無 90 43．9 否

60
一 595 103 無 117 557 少し否

v 150 65 一 60．5 5．3 無 117 54．4 良

75 5 60．1 lL2 無 132 57．4 良

75 10 604 74 無 132 56．6 良

60
『 573 31．5 無 62 38．8 かに否

65 一 598 65 無 74 440 良

Vl 100 70 一 582 93 無 73 417 良

80 5 607 11．5 無 73 395 良

80 10 573 ＆8 無 95 50刀 良
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という事実から，使用水は水道水を用いることに利点がみられる。

　以上A，B剤の最適添加量と泥水1m3当たりのA・B剤必要量と純分で求めると，表5－16とな

った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表5－16　凝集剤最適添加量
　組合せ1が該当するとの判断で，

廃泥水処理用凝集剤はA剤467g

／泥水m3，　B剤2000g／泥水㎡

と決定した。追試の脱水試験によ

ってもフロックの含水率60％±，

分離水の濁度15ppm以下が確認

された。

（4－4）検討結果

　以上の検討結果を要約すると表

5－17となる。なお同表には掘削

土砂が粘性土になった場合を想定

した結果もあげている。

　　　㈲　固液分離装置システム

　以上の検討結果を用いて，本例では安定液調整と廃泥水の処理を一連のものとして可動するシス

テムを採用した。図5－51は採用システムのフロー図を示している。

　すなわち調整した安定液（泥水）を切羽に送り，切羽の安定を保つと共に掘削した土砂をスラリ

ー状にして地上へ搬出，この際送泥水・排出泥水の流量と比重を測定・演算し，掘削土量を指示・

積算する。排出泥水は粗粒分を除去し，粗粒分の脱水を図りホッパーに回収して搬出投棄する。粗

粒分の除去された泥水は比重コントロール装置で所定の比重に調整されて再び安定液として切羽に

送泥される。この調整によって余剰となった泥水は廃泥水処理装置によって固相をフロック化し，

脱水機によって所定の含水率まで脱水，脱水ケーキとしてホッパーに回収・搬出投棄する。分離水

はpH調整（pH＝5．8～8．6）後，水量を積算して放流される。主要装置を表5－18に示す。廃

泥水の固液分離方式はアニオン系高分子凝集剤と無機凝集剤の併用による凝集処理とフィルタープ

レスによる加圧脱水処理を基本としている。

　安定液の仕様とマスバランスを図5－52に示す。

泥水1m3当たりの純分組み合

墲ｹ孤

供試泥水

kmの

A　剤
i0．1％）

k㎡〕

B　剤
i10％）
k㎡〕

A　剤
k9〕

B　剤
k9〕

1 150 70 3 467 2000

n 100 80 3 800 3000

皿 150 70 一 467 一

w 100 80 一 800 　

v 150 65 一 433 一

w 100 70 　 700 一
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表5－17　泥水シールドエの泥水仕様一覧

平均的な土質性状 粘性土を主体とした土質性状
項　　　　　　　　　　目

記　　号

i単位） 常用掘進時 最大掘進時 常用掘進時 最大掘進時

掘　　　　　進　　　　速　　　　　度 cnン宙n
3．0 5．0 aO 5．0

施　工　距　離　　（施工リング数／日） m／d8y 54（6iVday） 10，8（12R／day） 54（6R／d8y） 10．8（12M8y）

施　　　工　　　総　　　延　　　長
Lm

631

シ　　ー　　ル　　ド　　機　　外　　径
DM

o 3，800

セ　　グ　　メ　　ン　　ト　　長　　さ
ε㎜

900

排　　　泥　　　水　　比　　　重 ρ2 1．25 1．25 L29

排　　　泥　　水　　流　　　量 　Q2
u／㎞h

3．19 3．27 3．19 3．27

送　　泥　　水　　比　　重 ρ1 1．20

送　　泥　　　水　　流　　　量
　Q1
u／価n

3．00 2．95 3．00 2．95

地　　　　山　　　　の　　　組　　　　成 礫　分10％．ンルト分；28．8％
ｻ　分144，8％．粘土分；26，4％

礫　分；0％，　ンルト分；40％

ｻ　分；10％，粘土分：50％

土　　　粒　　　　子　　　比　　　　重 ρs 2．69

地　　山　　の　　自　　然　　含　　水　　比
ω％

35　　〔80～40）

掘肖lj土砂分離システムに於ける分離可能な

ｱ子径
ds≧　0．074　㎜　一

掘削土砂中の分離可能な土砂分 ％ 44．8 10

分　　　　　離　　　　　効　　　　　率 ％ 90 90

掘　　　削　　　土　　　砂　　　量 識、、 0，257 0，428 一 一
掘進時

実　　掘　　削　　土　　砂　　量 ton／min 0357 0，595 　 一

掘削土砂分離システムに於ける分離
ﾀ土砂量 ton／min 0，144 0，240 一 一

掘　　　削　　　土　　砂　　　量 m3 ^d旦y 46．3 92．5 一 一

実　　掘　　削　　土　　砂　　量 t⑪凪／day 64．3 129 一 一

掘削土砂分離ンステムに於ける分離
ﾀ土砂量

to【ゾaay 25．9 51．8 　 一

分離土砂の見掛け土砂量
@　　　（含水率苗’＝259．％）

m3 ^a8y 18．7 37．3 一 　

掘　　　削　　　土　　砂　　　量 ㎡ 5，395 5，395 一 一

総施　工

実　　掘　　削　　土　　砂　　量 ton 7，500 7，500 一 一

掘削土砂分離ンステムに於ける分離
ﾀ土砂壁

ton 3，020 3，020 一 ｝

分離土砂の見掛け土砂量
@　　（含水率　〃＝259％）

㎡ 2，180 2，180 一 一

掘削土砂分離システム後の泥水比重 ρ3 　　1．225
iCv＝0．1331）

　　1．251
iCv＝0，1485）

　　L244
iCv＝0．1444）

　1，281
iCv＝0，1663）

希　　釈　　水　　供　　給　　流　　量 ㎡／n亘n 0，392 0、8U 0，699 1．32

処　　理　　泥　　水　　比　　重 ρ4 L20泥理
ﾝ蘇雛

処　理　泥　水　流　量　　（掘進時） 。挑、、
0，528 1．04 0，877 L62

処理　泥　水流　量　　（日平均） mソd息y 95．0 225 158 350

処理　泥　水　流　量　　（総施工） m3 lUOO 13，100

目平均・処理泥水流量／10hr処理 m…／hT 9．5 22．5 15．8 35．0

日平均・処理泥水流量／20hr処理 mンhr 4．75 ll．3 7．9 17．5

泥水処理後の実土砂量　　（日平均） t‘m／d息y 30．1 71．3 50．3 111

泥水処理後の見掛け土砂量（日平　　）
@　　　　　（含水率　ψ’＝60％）

㎡／day 56．4 133 93．7 208

処理泥水総量　（最終残泥水量） ㎡ 11，850（750） 13β50（750） 一 　
総施τ

A　剤　使　用　予　定　　量 ton 5．53 一 　 一

B　剤　使　用　予　定　量 ton 23．7 一 一 一
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　　　｛6｝処理実績と考察

（6－1）粗粒土砂の分離・安定液

調整装置関係

　図5－53は液体サイクロンの分級

性能の結果の一例であるが，この液

体サイクロンとウェッジバー網式振

動ぶるいにより細砂の程度まで効率

よく捕集，脱水処理（含水率18～

26％）できた。またエアパージ式

比重測定器による連続的な比重の自

動制御は設定値の±5％内におさま

る精度を示し、重量平衝式比重計と

ほぼ一致した。

表5－18　主要装置名称と内容

装置名称 内　　　　　　　　　　容

液　　　　体
T　イ　ク　ロ　ン

3台，内径〆300㎜，ゴムライニング，分級点，
V4μm．処理量0．3～2，5㎡／min，渦巻スラリーP．

i4B）

砂　分　離　機
i振　動　飾）

ウェッジバー・平織網2段飾，処理量4m『／min
ﾔL2m×3．6m，細砂35t／h加振力16t，
U動数1，170・pm

比重調整装置

エアーパージ式測定制御器，自動操作弁，流量計，調整槽35m3，撹杵…機2台，高比重泥水作成装置

ｹ設

凝集沈澱装置
流体素子式混合機2台，助剤ラインミキサー，
ﾃ沈槽15m3，フロック界面検出器，処理量調整装
u（電磁流量計・外）

フィルタープレス

4台，半自動式，1．15°・n×120枚／1台
Pーキ寸法1m°×20mm，常用圧7K渦巻スラリーP．，油圧プランジヤーP．，ベルコン（1×10m），自動打込制御盤

濁度管理装置

高速シツクナー（処理量40m『／h），開放液面散乱式濁度測定器，三方切換弁，積算流量計

pH管理装置
プロセスpH調節・記録計，電極2台調整槽12m3
Z硫酸槽1m3，希硫酸自動作成装置，かく拝機、
d磁弁

パ…髭醐診㌶4窒3212
幽当織

放流水槽
｛水質管理装1菅

スラリー輸送

システム

散逸泥水量
dr＼6t，／d．」、

水槽離

栃動飾
（dここ74メソ）

液イ本サイクロン

（ノ　　　’19　％

1→ナィクル（90min）

dl．y＆07t

20h処理
dr｝　108t／day

土塊分；プレスケーキ体積縮少率と同量見込

比　重

調整槽

女　定
泥水貯槽

；疑　集　斉r　　　　処　　　　王里

混合装　　　泥水貯槽

B剤
貯槽

構　内

排水槽

　　斎、

溶解槽

立坑内排水裏込プラン

槽o．1・。溶解槽

添加量0467Kg／1㎡泥水1　057Til／d“y

振動師＋ブイルクープレス

wetl75t／das，W』30％

図5－52　泥水仕様とマスバランス
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（6－2）フロックの脱水処理装置関係

　当該粘性土は著しい難ろ過性を示した

が，図5－54に示すプレス給圧方式を採

用し，脱水ケーキ厚を薄くした結果，ケ

ーキ含水率28～35％という均一な脱水

効果を得ることができた。

（6－3）放流水管理装置関係

　全工事期間にわたる放流水の管理実績

はpH＝7～8，　S　S＝70～100ppm

であった。放流水管理・記録例を図5－

55に示す。なおpH調整液としてはロー

リー搬入の市販希硫酸を用いている。

（6－4）数量実績

　数量的な実績を示すと以下の通りであ

る。なお，掘削土砂の内の粘性土の一部

は切削されたものが塊状（〆20～100

㎜）となって振動ぶるいで捕集された。

lO

0も

加積通過率％

20

廿イクロンオーバー

ρ＝川 60陶／㎡
ノ

’

ノ

’

’

’

’

’
’0

’
什イクロンアンダー

’
　’’

ρ＝1210kg／㎡
’

0
　　　　一　　一 平均的な地山

G5＝2699

0
ODO　I　　　　　　　OO！ 〔0，074）0」 LO

粒 径　　〔顧）

図5－53　液体サイクロンの分級特性

　7給圧力

Wk
1

エアーブロー工程

ポンプ打込工程 エア
開板工程 次

渦巻スラリーP

ﾅ　込　工程

フン’
鼡ﾈ込エロ

屋工

準備工程
工程

・

∫

’

’

’

⑪

1

1

30 60

時間…n

図5－54　フィルタープレスの標準工程

図5－55　放流水管理・記録例（上段；pH，下段；濁度）

①セグメント1リング当り平均処理泥水量；延平均

②1日当り平均処理泥水量；216．90m3ノ’daY

③フィルタープレス1回当り打込み泥水量；延平均

④1日当り最高処理量（フィルタープレスによる）

　　　　　　　　　　　　　　　　14Ring／day・・

　40．31m膓／Ri　ng

　18．87m3／回

・

－35回打込み……84m『／day（24時間処理）
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⑤フィルタープレスによる脱水ケーキの含水率

　　　　　隠1：劃平均33…％

⑥工程による処理割合

（6－5）考察

　計画段階においては1日20時間処理で常用掘進時5．4m／day（6Ring／day），最大掘進時

10．8m／day（12Ring／day）と想定して設備を設定したが，24時間処理で14～15Ring／

dayの処理が可能であった。特に粘性土が塊状になって一部排出され全体の200／o程度が粗粒分離

段階で捕集されたことは，この好結果をもたらした一因となろう。

　加圧脱水工程における脱水ケーキはフロック中に粗粒分が含有された方が脱水性はよくなるが，

凝集処理によってある程度均一に粗粒分が取り込まれていることも処理能力向上に果たしたと考え

られる。

　5．4　液性限界付近の地盤における液相分離

　5．3において懸濁液状や泥しょう状の固一液系の液相分離についての検討・研究結果を述べた。

第3章・第4章で述べたように自然地盤で従来の液相分離（脱水）を主にした土質安定処理工法は

対象の地盤が液性限界付近（pF＝1．5，1，＝0）の所で施工されていることは注目に値するであ

ろう。この場合粘性土に対象を更に限定してみると，緩速段階盛土工法やバーチカル・ドレーン工

法で代表される圧密促進が原理的な主流になっている。バーチカル・ドレーン工法は一般に対象と

する自然地盤に鉛直な排水溝を作成して，多くの場合その地表面に載荷重を施工，土層に過剰間隙

水圧を発生させ，作成した排水溝でその過剰間隙水圧を早急に消散させて（脱水とL）う現象になる）

地盤を圧密させようとするものである。大気圧工法または真空圧密工法と称されるものはこの載荷

重に相当するものを地盤表面に真空層を人工的に作成することにより大気の圧力で代えようとする

ものである。これは1952年にW．Kjellman（1952）40）によって提案されたものである。原理的

な説明をしてみると図5－56㈲のように液相分離によって圧密を促進しようとする地盤全域に透水

性の良好なサンドマットを敷き，これを気密膜で覆い外気と遮断する。それから真空ポンプなどの

排気・排水装置によってサンドマット内を減圧状態にするとこれに伴い地盤中の間隙水が排水され，

間隙水圧が低下する。これが地下水位の低下となって現れその量だけ有効応力が増加することにな
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る。このようにして粘性土地盤中の液相分

離が促進され，結果として地盤は圧密され

土質安定の目的が達成される。この現象を

更に促進したいと意図する場合には図5－

56（b）のように地盤の深さ方向に排水路を

設けることになる。

　従来この真空圧密工法は載荷盛土による

脱水圧密とその原理・挙動が同一であると

みなされていたが，最近の研究4りによっ

て異なった現象が生じていることが明らか

になってきている。

　筆者の研究によってもその異同が明らか

に認められており，液相分離という観点で

は有利な性質をもち，また地盤によっては

真空作用と載荷の作用を併用するとより有

効な液相分離が可能となることが認められ

た。以下においては真空作用（減圧状態）

下における粘性土地盤の液相分離による土

質安定について論述する。

（a）　真空圧密工法の一例

サンドマツト 気密膜

〉．’
C・・＾・

A　．
v

：・．㍉’、

〉　　令　　．　・　・°　■　　舎　　・　．　■　　・

@・@〉．9
、：’㌦∴・・．

、P

セ
ノぐ

レ

改 1

良 7
ド 地

盤

！

（b）地盤内に排水路を設けた真空圧
　　密工法の例

　図5－56　真空圧密工法の原理

真空ポンァ

　　5．4．1　真空吸引による液相分離のメカニズム

　　　（1）真空圧密の原理

　真空圧密による液相分離のメカニズムを述べる前に，載荷重による液相分離を伴う粘性土地盤の

圧密促進について概要を記述しておこう。

　土質力学の一般的な教科書に見られるように飽和された粘性土地盤中の応力状態を考えると式

（5．18）で表される。

　　　a　＝　　a，　十　　u　　　　・・・・・・・・・・・…　一・・・・・・…　一一…　　（　5．1　8　）

　　　ここにa；全応力

　　　　　　〆；有効応力

　　　　　　u；間隙水圧

　今，増加応力△aが加わったものとすると増加直後は△aに相当する過剰水圧△uが発生し，地

盤全体では水頭勾配が発生したことになる〔式（5．19）〕。
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　　　a十△a　＝　O’十u十△u　　…………（5．19）

　　　　（∵△a＝△u）

時間の経過と共に水頭勾配の低い方向に過剰水圧は消散しそれから全応力の減少分を差し引いた分

だけ有効応力が増加巴）醐応力の増力ロ分硯合う量だctE密が起る．1。。班離了時の応力状

態は式（5．20）となる。

　　　a　　十　△a　　＝　　O”　十u’　　・・・・・…　’・・’・・’・・”・’　（　5．20　）

　　　ここにa”　；△aの増加応力で100％圧密した時点の有効応力

　　　　　　uノ　；△uの過剰水圧が消散した時点の間隙水圧

　一般に含水状態にある多孔質の固体材料を真空環境下におくと，物質内の水分は固体材料より除

去され，この場合材料表面から周囲の気相へと材料内部より表面への水の移動が生じる。また図5

－57のような真空容器を考えた場合，大気圧下では容器の内外が1気圧であるが，内部が真空吸引

されて完全な真空状態になったとすると容器に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　u；排気
は外圧1気圧が作用することになる。容器が圧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V・（P）；真空度

少する。．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　（の

　図5－56に示したように地表面を気密膜で覆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図5－57　真空容器の排気と圧力バランスい気密膜下を真空吸引した場合，気密膜下の土

中水が排除され減圧状態になり，大気の圧力が圧密荷重として地盤に作用することになり圧密が促

進される。すなわち土中の中立応力が水分排除に伴う減圧により自然状態より減少し負となる。こ

の減少分を△uとするとその減少分に見合う有効応力△Oが地盤中に発生し，式（5．19）に相当す

るものは式（5．21）で表される。

　　　a　＝　（a’十△a）　十　（u－△u）　・・・・…　｛一（5．21）

式（5．20）に相当するものは式（5．22）となる。

　　　a　＝　a”　十　u’　　　　　　・・・・・・・・・・…　一・・・・・…　（5．22）

　したがって左辺の全応力が変化することなしに地盤の液相分離・地盤の圧密が促進されることが

可能となる。図5－58は真空吸

引前の自然地盤の応力状態と吸

引後1000／o真空に到達した場合

のそれを示している。

　　　　応力（kgf／c㎡）一一　　 応力（kgf／c㎡）一■…

0　　1．0　2．0　3．0　　　　　　　0　　　1．0　2．0　3．0

深10
高

12°
間隙水圧

（中立応力）

　　　　璽1°

有効
栫C『2°麟）

　（A）自然状態　　　　　　　　　　　　　（B）真空状態

図5－58　自然地盤内の間隙水圧と有効応力
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　　　（2）作用力の違いによる応力状態の比較43）

　5．4．1（1）で述べた真空減圧による中立応力の低下が圧密荷重によるものと等価とみなしうるか，

更に土層表面のシールの効果の確認を検討するために作用力を変えて室内実験によって土の圧密沈

下性状を比較した。

　図5－59は三軸圧縮試験用の三軸セルを改造したも

ので，アクリル樹脂製の圧密リング値径50㎜）を

三軸セルの下部排水用台座に取り付け，底面より排気・

排水を行った。沈下量の測定は圧密リングの外面にス

ケールをはりつけ目読した。実験した境界条件は以下

の通りである。

（｜）セル内に2kgf／cm2の水圧を与え上層表面をシー　　まま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←ルせず底面より自然排水する。

（IDセ・レ内｝こ2kg・／・m2の水圧・与え上層表面をシー @図‘－59講議露頒
ルして自然排水する。

（mセル内に2kg£／cm2の水圧を与え上層表面をシールして底面より真空吸引する。

｛V）セル内に2kgf／cm2の水圧を与え上層表面をシールせず底面より真空吸引する。

（V）セル内に3kgf／c・n2の水圧を与え上層表面をシールせず底面より自然排水する。

　以上の応力状態を図5－60に示す。

ボ　　　φ5㎝

　　　　＝

水圧←

　　　　　　　　　初期状態
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（i）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L111

　　　　　　ら123　 123　　　　　　㊧　応力（kgf／c㎡」一→　　　　応力（kgf／c㎡）＿　　応力（k，，／。nt）一＿

　　　　　　苫）

　　　　　　　　　　　・tli‘　　　　　　　　　　　〔iv｝　　　　　　　　　　　（V｝
　　　　　　↑4　　　　　　　↑a　　　　　　　　↑4

　　　　　　竃・　　　　髪．・　　　　　＄・
　　　　　（・n）O　　　　　　　　（㎝）0　　　　　　　　（cr）0

　　　　　　　　　　　　23　　　　123　　　 1　234
　　　　　　　　　応力（㎏f／cdi＞一→　　　　　　応力（kgi／C㎡）一一ナ　　　　　応力（㎏f／cdi）→

　　　　　　　　　　　　　　　　図5－60　想定応力状態

　供試土はGs＝2．71，ωL＝93．1％，1，　＝58．5の大阪南港粘土で，これに水を加えミキサーでかく

拝し，初期含水比100％前後に調整した。試験を行うに先立って供試土のセット後，下方コックを

閉じたまま約12時間所定の水圧の下に置いた。

　図5－61は各状態での時間～沈下曲線を示したものである。

中立応力 有効応力
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　水圧2kgf／cm2の下でのシールの有無

は曲Wt〈i）と㈲で沈下量に大きく差が生じて

いる。真空吸引力を作用された曲線⑭，｛V）

でもその違いは明らかである。曲線｛V），（V）

が全く同一であることは真空吸引による中

立応力低下が水圧（載荷圧）1kgf／bm2

と同価と考えられ，中立応力が負になるこ

とは有効応力の増加とみなせることを裏付

けており，式（5．21）や図5－60の考え方

が妥当であることを示したものである。

5．4．2　載荷圧密工法との比較

沈

下　1．O

量

（側）

時

　　　　●（i）

　20　　▲（ii）

　　　　△〈iii）

　　　　。（iv）

　　　　×（V）

　　　　　図5－61

間　　rb　r）

50

時間一沈下量曲線

　5．4．1において真空圧密の原理について述べたが，具体的に室内実験によってその特性を検討した

ので以下に示す。

　　　（1）’佐々木伸（1975）の研究41）

　佐々木（1975）は筆者とは別に独自で，また筆者と協同で真空圧密の圧密挙動を研究している。

その成果と主張を概述する。

　図5－62（a），（b）は一定の圧密荷重下での載荷圧密と真空圧密の沈下一時間の関係を両対数紙上に

1

▲

補 ▲ P＝Ol↓㎏f／c㎡

正

沈　10
P；027kgf／c㎡

下

量

　S－So

撃P00⇒
／
P－054㎏f／c㎡

100

lpOO　　O．1

1 10　　　　　　　　100 1，000

（a）

　　時間t（min）

載荷圧密（普通リング）

図5－62　載荷圧密と真空圧密の比較41）

（時間～沈下量曲線）
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1

　補
　正
　沈
　　　LO
　下
　量
　S－Sb
（1／100mm）

1｛x）

1．ぱ）｛）

●　●　　●
P＝0，14kgr／c朔1刈1

●　●　　　　　　　●

p－0．54kgf／c㎡榔1’

P＝0．27㎏f／c㎡相 当

“1 1 10

時間t（血）

loo

　　（b）真空圧密（普通リング）

図5－62　載荷圧密と真空圧密の比較41）

　　　　　（時間～沈下量曲線）

L〔〕oo 1．CKH｝o

示したものである。試料土はGs　＝　2．66，WL　・58．3％，　Wp＝29．4％，　Ip　＝・　28．9，　Ic＝－0．06，

C／Hのものを用いている。図5－62の関係は両者ともFox（1948）44）の解析に従う勾配Y2の

直線部が現れているので，両者ともTerzaghiの圧密理論に合った挙動であるとしている。

　図5－63は図5－62の圧密試験終了後の各荷重強さに対する最終間隙比を示したものであるが，

間隙比

1．4

1．3

e1．2

1．1

1．O

1．4

間

隙L3
比

e　l．2

1．1

1．0

O・1 �ｭさP（kg／。di）O・5　　　0・1荷重強さP（㎏／・㎡）°・5

　（。）鮪圧密（e通・ング）　　　　（b）雌圧密情通リング）

　　　　　図5－63　載荷圧密と真空圧密の比較41）

　　　　　　　　　　（e～eog　P曲線）
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いずれも同一荷重強さに対して真空圧密の方が小

さい間隙比を示している。このことは真空圧密の

特性であると論じている。

　次に両者の圧密試験結果得られた圧密諸係数を

間隙比との関係において整理している（図5－64）。

すなわち図5－64（a）は間隙比e一体積圧縮係数

m．，図5－64（b）はe一圧密係数Cv，図5－64

（c）はe一透水係数kの関係を示したものである。

これらの結果より同一間隙比で諸係数を比較する

と真空圧密のものの方が載荷圧密のものよりm。

で大，C．で小，　kで大という傾向が認められる。

同様に両者の二次圧密挙動について検討し、図5

－65（a）に荷重強さと二次圧密率（二次圧密領域に

おける沈．ド量S2。dと全沈下量の比），図5－65（b）

に荷重強さと二次圧密勾配（二次圧密領域内での

間隙比の変化量＝沈下量S2。dとそれに要する時

間10gtの比）を示している。これらより真空圧

密と載荷圧密との間には二次圧密挙動に差異があ

るとしている。

　以上の検討結果，これらの異同は土の配向性に

由来するのではないかとの推論で土構造の変化を

量的に表わす手段としてLambe（1958）45）が用

いているKozeny－Carmanの式で整理してい

る。Kozeny－Carmanの式を示すと式（5．23）

となる。

　　　1
k＝　　　　　　・
　　K。・S

　　C。ρw

e3

1十e

　e3

ηTS2 1十e
…　（　5．23）

間隙比

e

1．4

1．3

1．2

1．1

1．0

10・1　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　体積変化係数mv価／㎏r）
　　　　　　　　　　　△載荷圧密による
　　　　　　　　　　　○真空圧密による

　　　　　（a）　圧密方法による間隙比～

　　　　　　　体積圧縮係数関係の変化

　1．4

間

隙L3

比

e1．2

1．4

　1．3間

隙

　1．2比

e

　1，1

1．1

O

1．0

　　　　　〔b）

全△　　△

O　o

10‘2　圧密係数Cv（cdi／min）10’1

　　　　合警馨離圭ξ

圧密方法による1㍑隙⊥ヒ～

圧密係数関係の変化

LO

2×IO’6　　　　10’5

　　　透水係数k（cm／min）

　（c）圧密方法による間隙比～透水係数の変化

図5－64 s籔譲聾密の圧密

Zb△

△
△

　O
f

△載荷圧密による
寳^空圧密による

、
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80

70

・。

c如パ声

20

@10

）〔

▲

△

▲△▲

●　△

o▲

の

● △

▲8

▲

Oo●

80 2● △O

ooO

　次

　圧
　密

　勾

　配

△e2nd
△10gt

0．1　　　0．2　　　0．3　　　0．4　　　0・5　　　0・6　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．136kgf／cdi

とL密↓亡♪ノ］p（kgf／c㎡）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（660Torr）

　　　図5－65　載荷圧密と真空圧密の二次圧密の比較41）

　　　ここにk；透水係数

　　　　　　K。；間隙の形状や水の曲流による常数

　　　　　　　　（K。＝ηT2／C，ρw）

　　　　　　S；単位体積あたりの土粒子の表面積

　　　　　　e；間隙比

　　　　　　C。；形状係数

　　　　　　　　（球状＝O．5，棒状＝0．33，標準値＝0．4）

　　　　　　ρ．；水の密度

　　　　　　η；水の粘性係数

　　　　　　T；流れの屈曲度

　　　　　　　　（有効流路長と見掛けの流路長との比）

式（5．23）を土粒子配向の観点から変形すると式（5．24）となる。

工・・ 1　　　e3

k　　l十e

・・・・・・… @（　5．24）
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　すなわち右辺のkとeが測定されるなら

ば，在・Sが求められることになる。　も

し同一土，同一間隙比で透水係数値に大小

が生じたならば，例えばkが小なる場合は

／R。・Sが大となりkが大なるものより配

向状態にあるということになる。図5－66

は縦軸に／玉。・S，横軸にeをとり，載荷

圧密と真空圧密の場合を示したものである。

載荷圧密の方が真空圧密の場合より同一間

隙比値に関して大きく，土構造が真空圧密

の場合より配向状態にあるとしている。

　以上の検討結果を表5－19にまとめてい

る。

　以上の確認を目的に図5－67に示す圧密

リング（直径60㎜，高さ100㎜）を用

いて載荷圧密試験と真空圧密試験を実施し

た。46）

700

600

500

400

属s

300

200

100

　0
　1．O　　　　　LI　　　　　　1．2　　　　　　L3　　　　　　1．4

　　　　　　　間　　隙　　比　　e

図5－－66　載荷圧密と真空圧密の土構造の比較41）

△載荷による

寳^空による

表5－19　載荷圧密と真空圧密の特性比較表41）

圧密孫数

@Cv
透水係数

@k
体積圧縮

W数mv

二次圧密率

唐Q叫／s
巖う 配向性

真空圧密 小 大 大 小 小 小

載荷圧密 大 小 小 大 大 大

　載荷圧密は直接荷重1kgf／cm2を，真空圧密は上

層境界面にビニールシートを密着させその上にダイヤ

ルゲージの受け板をセットして全体を更にビニール袋

でシールした。排水面は底面よりとした。供試土は，

Gs＝2．70，　WL＝55．7％，　Wp＝24．2％の大阪市南

港粘土で，水を加えてミキサーでかく伴，初期含水比

を100．7％（Ic＝－1．86）に作成した。

㎡一ラス

8－llぷ

・

→
→排気
　排水

ゴムパッキン

図5－67　圧密試験用容器
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　圧密時間は載荷圧密試験の方で90％

圧密に到達したと観察される時点までと

した（この場合約100時間）。図5－68

は試験結果の時間一沈下曲線を示したも

のである。

　初期の段階においては両者共ほとんど

同一挙動を示しているが，圧密時間50

時間以降になると両者に明らかな違いが

認められる。標準圧密試験（JISA1217

T）によるC。，m．は次の通りである。

　　　C。＝2．7×1　if2　Cin／min

　　　m．＝3．9×10－lcm2／4kgf

沈下量

　　　　　　　　時　　　　間　（hr）

　　　　　　　510　　50100　

o－一一一一←一

　　　Hコ10cr

一真空圧密（実験値）

一載荷圧密（
一一一一 ^空圧密（理論値）

一載荷圧密（

図5－68　時間～沈下量曲線

＼

　この値を用いてTerzaghi理論によって計算した時間～沈下曲線が図中の太実線である。載荷圧

密の時間～沈下曲線をよくシミュレートしているが，真空圧密のそれに対しては圧密後期の挙動を

シミュレートしていない。そこで真空圧密の方の時間一沈下曲線を用いて曲線定規法でC．，m．

を求めたところ，

　　　C。＝1．1×10’2　cm／min

　　　mv＝5．7×10－1　cm2／kgf

となった。このC。，m。を用いて同様にTerzaghi理論によって求めた時間一沈下曲線が図中の

破線である。これは明らかに真空圧密曲線を忠実にシミュレートしている。

　すなわち表5－19で指摘された真空圧密と載荷圧密の差異が立証されている。例えば図中の80

時間における両者の圧密度を比較してみると，載荷圧密は90％圧密になっているが，真空圧密で

は沈下量が前者より大きいにもかかわらず70％程度の圧密が終了したにすぎないということにな

る。

　したがって同一条件で液相分離に伴う圧密を考えた場合には真空吸引の方がより有利な条件を備

えているといえる。

　　　〔2｝真空・加圧併用圧密試験機による比較47）’48）

（2－1）目的

　5．4．2（1＞で認められた真空吸引による圧密は液相分離の観点で通常の載荷圧密より有利な条件を

持っているが，真空吸引力が最大限に発揮されたと考えた場合でも等価載荷圧密荷重の1kgf／6m2

までである。それ以上の圧密効果を期待する場合には載荷重を追加するとか，真空吸引と同時に載

荷をする必要が生じて来る。また海底の地盤処理を考えた場合，海底面を気密膜でシールし，気密
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膜下を真空減圧すると真空による減圧効果にプラスして水深による水圧が圧密荷重として作用する

ことになる。このように真空吸引と載荷重を併用した場合でも表5－19の特徴を利用できるかを検

討するために行ったものが，この真空・加圧併用圧密試験である。

（2－2）試験装置および試料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図5－69は試作した真空・加圧併用圧密試験機を示して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる。主なる構成は加圧板，圧密リング，ポーラス底板か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら成っている。圧密リングは内径150mm，高さ135㎜，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚さ15㎜の砲金製リングである。載荷には上部シリンダ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ーに圧搾空気を送り込み，0～7．O　kgf／cm2の加圧力が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　得られるようになっている。真空吸引は下部のポーラス底

　　　　　　　　　　　　　　　　　　板を介して行われ，真空源には真空ポンプ（排気量　300e

　　　　　　　　　　　　　　　　　　／石in），真空タンク（容量SOO4）を使用し，真空源
　　　　　　　　　　　　　　ポ

ζンダ1　加　圧

板

［1密リ；

工『排気↓排水u
一

図5－69真空・加圧併用圧密試験機

と試験機との間には容量3eの水トラップを配置した。

　この装置を用いて真空吸引作用のみを試料に作用させる

場合には，加圧板を取りはずし試料表面をビニールシート

の気密膜でシールする。真空吸引作用と載荷圧を作用させ

る場合には加圧板の上を気密膜でおおった。供試土はG，

＝2．71，WL＝93．1％，ωp＝34．6％，　Ip’＝58．5（分類

名CH）の大阪南港埋立て粘土に水を加えてミキサーで混合し含水比100％前後（1。‡－0．12）

に調整して圧密リングにセットすることとした。この場合排水（気）の条件はいずれも片面排水と

なる。

（2－3）試験内容

　〔試験1〕

圧密試験シリーズ1は表5－20に示すような条件を設定しナこ。すなわち初期試料高さを100㎜

前後，初期間隙比を2．6～2．7前後程度にセットし，荷重状態は①載荷重lkgf／gm2，②真空吸

引で載荷重1kgf／cm2相当・③載荷重2kgf　　　　表5－20試験条件（試験1）

／c㎡、④載荷重lkgf／cm2と真空吸引1kgf／

cm2で合計載荷重2　kgiン／cm2相当，との4ケー

スについて液相分離圧密試験を行った。

　〔試験2〕

　前述の装置を用いての圧密試験シリーズ2は

表5－21に示される条件での段階増加荷重型式

荷　重　状　態 初期層厚
初期間
ﾂ　比

1 加圧P＝10kgf／・m2のみ 10．18cm 2．70

2 真空圧・＝LO㎏f万m2のみ 10．12cm 2．65

3 加圧P；20㎏f万m2のみ 10．00cm 2．61

4 加圧P＝10真空圧v；10 10．19cm 2．67
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である。すなわち⑤載荷重1kgf／cm2を

先行させその後真空吸引1kgf／cm2相

当を増加，⑥真空吸引1kgf／もm2を先

行後載荷重1kg｛ン／cm2を増加，⑦載荷重

1kgtン／cm2を先行後増加荷重も載荷重で1

kgf／cm2，といずれも最終合計荷重2kg£／

cm2に相当するものとした。試料高さは

65～69㎜，初期間隙比2．74～2．88にセ

表5－21　試験条件（試験2）

段階増加荷重の場合

荷　重　状　態 初期層厚 初期間隙比

加　圧P＝10㎏f％皿2先行
5 6β5cm 288
真空圧v＝10㎏f／毛㎡を増加

真空圧・＝1．0㎏ぴ㎡先行
6 6．73cm 2．80

加圧P－LO㎏ぴ㎡を増加

加　圧P＝10kgf万㎡先行
7 6．56cm 2．74

加　圧P＝LOkgぴ㎡を増加

ットした。この場合の後行の載荷時点は各々先行の荷重での圧密が終了に近いとみなされてからで

あり，具体的には各々48時間後である。

（2－4）試験結果とその考察

　試験結果を供試土の沈下量から求めた間

隙比の変化を縦軸に，圧密時間を横軸に整

理したものが図5－70，図5－71である。

また初期含水比と最終含水比の変化および

1，の変化を表示したものが表5－22であ

る。

　圧密試験シリーズ1の結果を示す図5－

70で明らかなように真空吸引力を作用

させた場合〔曲線（2｝，（4）〕は初期段階にお

いては載荷重を作用させた場合〔曲線｛1），

（3）〕とほぼ同様の挙動を示すが，ある圧密

表5－22載荷・真空併用圧密試験
　　　　　結果

　間

当ﾚ

初　期 次段階
ﾚ荷時 終了時

ψ鰯 Ic ω鰯 Ic ω陶 Ic

100．0

X7．9

X75

X84

P065

P034

P0L1

一〇．11

|0．08

|0．08

|0．09

|0．22

|0．17

|0．14

65．7※

T5．4×

U3！7※

0．47※

O．64×

O．50※

610

R8．4

T3．2

S64

T28

S84

T59

0．54

O94

Oβ8

Oβ0

Oマ0

O．77

O．65

四　※印は完全飽和として間隙比，比
　　重より求めたものである。

2．4

2．2

2．0

間

隙1・8

比

（e）

　1．6

1．4

L2

2．8

2．6

2．4

・2．2

間

　2．0隙

比
〔e｝1・8

　　時　間（hr）

2　46810　203050100150

　1・6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）↓

　　　　　P＝1

：：：iii．．、

　　図5－70　時間～間隙比曲線（試験1）

　　　　　　　時　間　　（hr）

　　　　　　　24　　30　　　　40　　　50　　60　　　　80　　　100

　　　一｛

｛61v”1－｛

C7｝P　－　1→｛

図5－71

＝エ＝

時間～間隙比曲線（試験2）
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時間を経過すると〔曲線（1｝，｛2）では60時間後，曲線（3｝，（4）では100時間後〕，各々明瞭に異なった

沈下傾向が認められる。

　このことは図5－71の場合にも指摘され，特に曲線（6）の場合には真空吸引作用が上層面に到達し

たと考えられる時点（図上では74時間の時点）以降更に荷重が増加されたような挙動が観察される。

　以上より合計換算荷重が2kgf／bm2までではあるが，表5－19の特性は維持されていることが明

らかである。またその特性は真空吸引力と載荷重を同時に作用させても，段階荷重として真空吸引

作用が載荷重を作用させる前であっても，後であっても発揮されているといえる。

　　　（3）真空圧密工法の適用

　液相分離という観点で軟弱地盤処理に真空圧密を適用することの利点については前述した。試験

工事にせよ本工事にせよこれまで報告されて来た工事例ではいずれも真空圧密特性を意識している

か否かを問わずサンドドレーン工法や載荷盛土工法と同一に扱われて来ている。それには真空圧密試

験機が試作程度のものしかなく，また試験手法に熟練を要することなどで，真空圧密試験による圧

密諸係数（特にC。，m．）が得られにくいことが一つの原因であろう。

　現実に我々が入手しえる圧密性を評価する情報はJISA1217Tによるデータである。

図5－72は巾500㎜，奥行300mm，高さ250㎜の実験土槽を用いて真空圧密しナこ場合の時

間一沈下曲搬予測値を示したものである．49）難吸引には土槽下部にサンドマ。ト醐き，サンド

マットの中に真空源に連結した排気・排水用の・teイントを設置した。真空源は（2－2）と同様で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　時…　　間　　（hr）　　　　　　　log　t

　　　1．0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50　　　　　　　10C　　　　　　　　　　　　　　　　　　500　　　　　1，000

101

全20
逸
ト

量
（mm）

　30

40

50

‘i「算値（A）（Terzagh）の式）

藷　　・・豊

計算値（B）　⊂三笠の式）

芸　92・芸

／・＼

図5－72　大型土槽による真空圧密実験の時間～沈下量曲線
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であるが，土槽と真空発生装置の間には容量20eの水トラップを2個設置している。沈下量の測定

にはダイヤルゲージを用いている。供試土はG，＝2．71，WL＝93．1％，　Wp＝34．6％，　Ip＝58．5，

CHで初期含水比を100％±に調整，土槽のサイドフリクションカットにはグリスの塗布を行って

いる。真空圧密試験によるC．が得られないものとして，標準圧密試験のC．を用いることにした。

　　　C。＝LO×10’2　cm／min

　計算値囚は式（5．25）によって求めた時間一沈下曲線，計算値（B）は式（5．26）によって求めた

それである。

　　　∂u　　　　　∂2u

　　－＝　C。　　　　（Terzaghiの式）…………（5．25）
　　　∂t　　　　　　　　　∂Z2

旦。Cv∂2ζ（三笠の式）・・）

∂t　　　　　∂Z2
・・・・・・・・・… @（　5．26）

　　　ここIC　u；過剰水圧

　　　　　　t；時　　間

　　　　　　Z；距　　離（通常は上下方向）

　　　　　　ζ；圧密比

　　　　　　（ζ＝1／（1一ε），ε；ひずみ）

　式（5．25）は透水係数k，体積圧縮係数m．などが圧密過程中変化しないとして誘導されたもの

であるが，式（5．26）は軟弱な粘土ではk，m．が大きく変化し，圧密によってkが変化する時に

は圧密速度と過剰水圧分布の両方が一致しないはずであるとの論拠に基づいて誘導されたものであ

る。すなわち過剰水圧は熱伝導型に変化せず，圧密速度＝圧縮ひずみが熱伝導型の変化をするとの

主張である。

　図5－72の計算値を求める場合には前述のC。＝1．0×10－2cm／minを用いて一いいかえる

と計算値囚，（B）とも同一C．を用いて計算した。計算値（B）の方が実測値をよりよくシミュレートし

ていることが認められる。

　図5－73の（1）のケースは図5－72と同一のものであるが，〔2）のケースはさらに土槽を大きくし，

（900㎜×900㎜×700㎜），1200時間同一供試土・同一条件で真空吸引したもので時間一沈

下の実測値と式（5．26）による計算値を示したものである。土槽を大きくしても図5－72で指摘し

たことが認められる。

　図5－74は大型土槽での真空圧密が終了してから乱さない試料を採取して標準圧密試験結果より

得られた圧密諸係数である。（a）体積圧縮係数m。，（b）透水係数k，（c）圧密係数C。，（d）圧密降伏荷重

P。である。当然予想されることではあるが，サンドマット層に近いほどm．，kは小さくなってい

一139一



沈

下

　　10量
（㎝）

　　12

　　14

　　16

0

　　　ff時　　間（h．）

60　　120　　　240　　360　480　600　　　　900　　　　1200

図5－73　真空圧密挙動の予測と実測

る。C。は図5－73（c）に見られるように深

さ方向にはほとんど変化していない。これ

はkとm。の比に起因するものであるから

k／m。が一定値を示すと考えるとC。は

実用上一定として処理しうることを示すも

のといえる。

　Pyに関しては，圧密の進行の程度を表

わすとすると圧密の（または応力の）履歴

がよく示されている。

　以上の検討結果いえることは真空圧密工

法の適用・設計にあたって真空圧密試験に

よる圧密諸係数を用いることが望ましいが，

これらのデータが得られがたい現状では標準圧密試験のデータを代用し，C．一定として，式（5．26）

を用いることで，ある程度の精度で予測が可能である。

　　301
竃・・

；m
、‖、

　　1。1。

　　30
1
ま、。

原

81。

議

（cm）

0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　透
　　　　　　　　　　　　　　　　　　水20
　　　　　　　　　　　　　　　　　　面
　　　　　　　　　　　　　　　　　　か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　10
　　　　　　　　　　　　　　　　　　距
　　　　　　　　　　　　　　　　　　離
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（cm）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0
　　　1×10－22　345×10－2　　　　 1　　2　3　5　　10×10－6
　体積圧縮係数（C㎡／kgf）＿＿　　　　　　　　　　　　　　透水係数（cm／s）

（a）体積圧縮係数　　　　　　　　　　 （b）透水係数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30

　　・・　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　璽・・

　　GD　　　　　　　　　　　　　　　　　　か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　10
　　　　　　　　　　　　　　　　　　距
　　⑭　　　　　　　　　　　　　　離
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（cm）

1　23　5　1・・1・．・・　　00．10．20．3。．5　1．0
　　圧密係数（・㎡／・）一一一　　　　　　ll藩降1犬荷重（k、f／，㎡）＿＿

　（c）圧密係数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（d）J［密降伏荷重

　　　　　　図5－74　真空圧密後の地盤の圧密諸係数
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　5．5　結　　　論

　本章は土質安定を土の固一液系の液相分離という観点でとらえた研究成果を述べたものである。ま

ず液相分離に伴う土の工学的性質の変化を考察し，ついで土の固一液系状態をスラリー状土（懸濁液）

と自然含水比が液性限界付近にある地盤を想定した土の液相分離特性を検討し実用化のための方策

を述べた。得られた結果を個条書きすると以下となる。

①土の液相分離手法は土の固一液系状態によって異なって来る。

②　液相分離に伴う土の工学的性質の変化は一般に土の体積を減少させ，力学的強さが増加し，変

形性が少くなり，透水性も低下する。

③スラリー状土は建設工事の掘削用安定液として利用されたり，建設工事に伴って発生する泥濁

水とがあるが，これを固液分離することは一種の土質安定とみなせる。

④スラリー状土の固液分離の第1段階として凝集剤添加が有効である。

⑤　凝集剤の添加されたスラリー状土は沈降性が良く，堆積ケーキの脱水性にも良化が認められる。

⑥　スラリー状土の建設工事への利用と利用後の処理・処分を適用例で考察・検討して上記の事実

を確認した。

⑦自然地盤の液相分離系土質安定処理の考察を行い，特に1。＝0近傍の土質安定処理を検討し

た。

⑧この場合真空吸引作用を地盤に作用させると，一般的な加圧による液相分離より有利な特性が

認められる。また真空吸引と加圧を併用してもその特性は失われることはない。

⑨真空吸引による液相分離を地盤の圧密としてシミュレートするためにはTerzaghi理論で行え

るが，そのためには真空圧密試験機という特殊な装置を必要とする。現段階で工事に適用する場合，

多くは標準圧密試験結果の利用を考えなければならないが，C．一定とした，ひずみの熱伝導型の解法

で十分シミュレートが可能である。
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6．液相の置換・固化と土質安定

　6．1　土質安定を目的とした液相の置換・固化

　土が固一液系で成り立っており，液相に注目して液相を処理することが土質安定に結びつくことは

第4章で考察した。第5章では液相の分離による土質安定を述べたが，液相を他の物質におきかえ

ること一すなわち液相の置換や，液相を何らかの壬段で固化すること一液相の固化も土質安定

のための有力な壬段である。本章においてはこの液相の置換・固化処理と土質安定についての研究

成果を述べる。
　　　　　　　　　　　　　　　　1）　　　表6－1粉状体の締力の願1）
　粉状体の結合力は一般に表6－1　　　　　　　　　　　　　　　　　　のように考えら

れてい…の分類縦・て酬媚換・固化処取羅体粒子鞠2翻㌫三二駕；ルスカ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　静電荷，磁力による結合力
よる土質安定を考えてみると，非流動物質による付着
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　舳流動液体によ鶉灘橋灘による表面および
および凝集ということになろう。液相を粘結剤で置き　る付着および凝司充満液倒こよる毛細管負圧

彪て土粒子間の給力鮒与するとカ・魂椎その羅矯鹸罐灘：舗

まま粘結剤中に取り込んで固化し同様に結合力を付与　　　　　　　　焼結，焼固，溶解

す、。と、遁錠、い，。、にな、．　　警轡；羅。再結。。ど

　粉体の粘結剤の種類は表6－2のようにマトリソク

ス型粘結剤，フィルム型粘結剤，反応型粘結剤に分けられている2）。

　粘結剤を土質安定材料と同義とすると液相の置換・固化に相当する土質安定工法は表6－3に分

類できる。ほとんどマトリックス型であるが，フィルム型の1例には第5章で述べた凝集剤沈澱工

　　　　　　　　　　　　　　　　　2）　　　法などがあてはまるであろう。
　　　表6－2　粘結剤の粘結型式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般の浸透型注入一工二法はセメントミルク・粘土水

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・各種化学薬材などのグラウトを地盤内に注入用ロ
　　　　　　　　　空隙を充てんし，粒子間を強

　　　　　　　　　罐蕊㌶㌶㌘・ドを用いて・…プ励醐綱曜透させ・ので

　　　　　　　　　る。必要粘結剤量は空隙を満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あるが，浸透の際は土中水を押しのけなければ，す
　　　　　　　　　たす量となる。

　　　　　　　　　多くの場合液状で，この液状　　なわち土中の間隙水を圧力の高いグラウトが押し出

　　　　　　　　　當灘灘麗露・て噸中・グラウ・が水と入れ代らなければ浸透

　　　　　　　　　スとしての強度をあげる。必
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　できないので，液相置換型に分類される。
　　　　　　　　　要粘結剤量は粒子の比表面積
　　　　　　　　　に依存する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　型式としては浸透注入式であるが，ウレタン系グ

　　　　　　　　　粘結剤成分間，または粘結剤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラウトを用いるもので代表される加水反応型注入工
　　　　　　　　　と粉体との間の化学反応に基

　　　　　　　　　芸㌻㌫濃讐部ついては，・・シアナー・が水（噸水）と反

　　　　　　　　　ルム型のものが含まれる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　応してゲルを生成するので，液相の固化・反応型とな
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り生成されたサンドゲルはマトリックス型とな　　　表6－3　液相の置換・固化と土質
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安定工法
る。

　噴射かくはん注入工法は粘結剤（この場合グ

ラウト）を高圧（ポンプ圧力200kgf／cm2以

上）で地中で噴射しながら注入ロッドを回転さ

せることにより地盤を切削し，切削された土と

グラウトを混合・固化しようとするものである

が，土中水も取り込んで固化されるので液相固
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※一、lza名は松尾（1972）3）．中堀（1978）4）

化・マトリックス型となる。機械的深層混合工　　　　 を参考にして，1部改変して用いている。

法は土中に混合翼を押し込み（圧入），固化剤を送入しながら土と混合・固化するものであるが，

原理的には噴射かくはん注入工法と同じものとみなせる。

　電気的固結一E法は施工例もそれほど多いものではなく，むしろ電気浸透による脱水を目的とした

ものの方が一一般的である。原理的には地盤に直流電気を通し電気的に流動するグラウトや電流によ

って溶解し粘土鉱物と固化反応する金属を土中に誘導固化するものであるが，液相処理では液相の

固化・置換の両方，またマトリックス型と反応型が併存していると考えられる。

　凍結工法は前述の4工法とはやや趣を異にして土中水を人為的に固化して土質安定の目的を図る

ものであり，人工凍結作用によってヒ中水を凍結・固化し，また土中水が粘結剤となるので液相の

固化型，マトリックス型，反応型となる。

　以上の土質安定処理の中で液相置換を必要とする浸透型注入工法，液相固化の噴射かくはん注入

工法，同じく液相固化型であるが原理的に異なっている凍結工法についての研究成果および適用例

を述べることによって上質安疋について考察する。

　　　※工　法　名

液相の処理型式 粘結剤の型式

浸透型注入工法 置　　　換 マトリックス型

加水反応型注入工法 固　　　化
マトリックス型
ｽ　応　型

噴射かくはん注入工法
@械的深層混合工法

固　　　化 マトリックス型

電気的固結工法 固化・置換
マトリックス型

ｽ　応　型

凍　結　　工　法 固　　　化
マトリックス型

ｽ　応　型

　6．2　液相の置換・固化に伴う土の工学的性質の変化

　6．1において，液相の置換・固化を行うことで土質安定が可能なることを考察した。液相の置換

・固化処理が土の．［学的性質に与える影響について述べる。

　液柏の置換・固化された土の工学的性質は一般に圧縮強さが増し，変形性が減少し，透水性が減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は「薬液注入少する。しかし，例えば薬液注入された土の工学的性質の特性として森（1978）

が止水を目的とするときは明確であるが，強度増加や変形防止を目指す場合には注入範囲の設計は

難しい。対象上を砂とするとせん断力を受けたとき排水状態のもとで変形していくのに，薬液注入

した場合には砂は非排水状態でせん断を受けるという大きな変化が生ずる。このことが強度や変形

特性に不利になることがありうるからである。砂の密度がごくゆるい場合は薬液により非排水状態

になるとせん断時に間隙圧が高まり砂の摩擦抵抗が減少し，せん断強さは薬液ゲルの強さが主体と
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なる。・・……・・中略・・……・砂の密度が小さくなければ破壊時にダイレイタンシー現象により膨脹

し，非排水状態では間隙圧は負圧となり，せん断強さは排水強さより大きくなるので問題はない。

変形特性は排水と非排水の条件の相異によって砂の密度の大小にかかわらず大きな影響がある。砂

は密な場合でもせん断初期には体積収縮する傾向があるので，薬液固結砂は変形初期に正の間隙圧

を生じ有効応力が減少し，・・……」と述べている。この事実は薬液注人処理土にかかわらず，この

種の処理土一般に指摘されることであろう。

　以下液相置換型の例として浸透注人工法による処理土，液相固化型の例として噴射かくはん注入

処理土，同じく液相固化型の特異な形態としての凍結処理土の工学的性質（圧縮強さ，変形性，透

水性）を考察する。

　　6．2．1　浸透注入による処理土の工学的性質

　粘結剤（グラウト）の浸透注入による処理土の工学的性質については従来から数多く発表されて

いるが，短報に類するものであったとか試験法に統一性がないなどで散発的なデータである傾向が

強かった．系紬に検討した例としては森．佐藤（1968）6），森伊藤（1969）7），三木．斉藤

（1978）8），などがあげられる．まt、昭不1149鞠服薬瀧入頂、よると縦された環境汚染

問題が発生したことを契機として，建設省では昭和50～55年3月にわたり環境汚染のない新しい

注入材料を開発する目的で，建設省総合技術開発プロジェクトを発足させ各種注入材料の追跡調査

が行われた9）。

　浸透型注入工法の材料にはQ）粒子グラウト（ボルトランド・セメント・ミルクなど），②溶液グラウ

ト（水ガラス，塩化カルシウム，各種化学製品），③粒子溶液グラウト（水ガラス…ポルトランド・

　　　　　　　　　　　　　｜o）　．
セメント懸濁液など）がある　　。　　　　　　　　　　　　　　　　①のボルトランド・セメント・ミルクで代表される粒子グラウトは

一般に界面張力などの原因で粒子径の10倍程度以上の間隙径をもった地盤にしか浸透せず，それ

以下の間隙径の地盤には割裂注入・脈状注入となる。したがって浸透注入の形式をとる地盤は極端

に限定され，粒径1．0㎜以上の粗砂・礫質地盤ということになるので，以下の糠は溶液グラウ

トによる処理土を中心にしている。

　　　ll）処理土の圧縮強さ

　　　　　11）
　図6－－1　　　　　　　は数種の溶液グラウトによって固化された処理土の一軸圧縮強さと変形係数の関係

を小したものである。供試体は内径50mm，高さ200　mmの鋼製2つ割りモールドに間隙比0．7

になるように豊浦標準砂を詰め，水で飽和させた後にド部より薬液を浸透させ，ヒ部より余剰水を

排出して作成されている。薬液の桶類によって圧縮強さや変形係数は異なっているが，圧縮強さが

置換された薬液によって付与されていることがわかる。一般に圧縮強さの大きいものほど変形係数

　　　　　　　　　　　　　　　　　12）
も大きいことがうかがえる。図6－2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は同じ試験によって得られた代表的な応カーひずみ曲線
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　　　　　　Bl；ウレタン系（ディイソシアナートσ）化合物とポリオ
　　　　　　　　　ールのプレポリマー，トルエン系溶媒）

　　　　　　B2；ウレタン系（ディイソシアナートの化合物とポリオ
　　　　　　　　　ールのプレポリマー，ケトン系溶媒）

図6－1　各種溶液グラウトによる処理土の一軸圧縮強さと変形係tw　11）

であるが，アクリルアミド系が特異な弾力的挙

動を示している他，ほぼ同様な応カーひずみ曲

線のモードが認められる。

　　　　　　　　　　13）
　三木・斉藤（1975）　　　　　　　　　　　　は尿素系薬液と水ガ

ラス系薬液を用いて固結土（供試土は豊浦標準

砂）を作成，一軸圧縮試験とクリープ破壊試験

を行い，その結果を整理して注人処理土の強度

特性を模式化して図6－3を示した。すなわち

8

　応　6

　カ
　σ　　4

（kg『／C㎡）

2

粘㌦粘

／／

Wン

WWWWAU　　　　わ

A

　　0

　　012345678910　　　　　　　ひずみε（°の

図6－2　各種溶液グラウトによる処理土
　　　　　　　　　　　　　　12）
　　　　　の応カーひずみ曲線
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応カーひずみ曲線を直線部分と曲線部分に分け，その境

界をひび割れ強さとした。ひび割れ強さより小さい所を

「弾性変形とクリープ変形の領域」とし，ひび割れ強さ

以上の所を「進行性ひび割れ破壊の領域」と2つの領域

に分けた。そしてひび割れ強さより小さいクリープ荷重

を加えると供試体は硬化現象を起し，再度の応力増加に

対して変形しにくく，水ガラス系薬液処理上の場合は破

壊強さの増加も生じることを指摘し，注入処理土の強度

特性が基本的には土粒子と注入薬液からなる複合材料の

特性の1つとして求められることを述べている。

　　　　　　　　　　　　14）
　図6－4は三木（1968）　　　　　　　　　　　　　　が山砂を利用して高分子

化合物系グラウトを注入して作成した供試体の三軸圧縮

試験結果を示したものである。図から明らかなように末

（宅

　　o

　　↓〕（；㌧み∵▲［8

図6－3注人処理土の破壊特性13）

処理土と比較するとせん断抵抗角はあまり変化せず，粘着刀が増大していることが認められる。

10

毫o＼高ぎ

　　fo　3

／
　　陥2

　St，　1

日聾魂顯？鷲ら求胱）

0

0　　　　　　　　　　　　　5　　　　　　　　　　　　　10

　　　　　　　　垂直応力σ（kgf／C㎡）

　図6－4　注入処理土・末処理土の
　　　　　　強さの発現性比較例14）

　　　②　処理土の変形特性

　図6－1に示したように浸透注入処理土は変形

係数も増加し，せん断応力を受けた場合の変形性

が改tt一されることは明らかである。

　処理土がLE密のような長期的な荷重を受けた場

合について考察する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）
　図6－5は佐藤・三木・今村（1972）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が豊

浦標準砂を用いて浸透注人処理した固結土の圧縮

特性試鹸した結果を初期間隙比eoと圧縮指数Cc

の関係で示したものである、豊浦標準砂の初期間

隙比を変えた供試土にアクリルアミド系，尿素

系，ウレタン系の薬液を浸透注入し固結後，直

径30mm，高さ30　mmの圧密リングにセット，

載荷電を0．8kgf／cm2～51．2　kgf／cm2の範囲で段階的に載荷して圧縮試験したものである。結

果として載荷重12．8kgf／cm2を境にして初期間隙比や処理土・未処理土にかかわらず，12．8

kgf／cm2以下では間隙比の減少が直線的で，それ以上では急激な減少が測定されている。そこで

図6－5（a）は載荷重12．8kgf／cm2以下のe。－Ccの関係を，12．8　kgf／cm2以上のe。－

C。を図6－5（b）にまとめて・・る．傾向としては載荷動・0．8～12．8・kgf／・m21・対して処理土
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圧
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指005
数
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・・氈E・標　準　砂

黶怦黹Aミド系
Erb一尿　素　系一←ウレタン系

●

z°
z°° 目「

・≠

　’fを・”

’渋’

一

z ・” ｢・’@　’@．C●’D
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0．10

　　05圧縮指数G

0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0
0．f｝　　　0．6　　　　07　　　　0．8　　　　09
　　　　　　《JJ］911klP寮上ヒ　eo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i刀1導ll昌1‘寮上ヒ　eo

　　（a）　p＝0．8～12．8　kal／cm2　　　　　　　　　（b｝p＝12．8～51．2　kgf／cm2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）
　　　　　　　　　図6－5　注人処理上の圧縮変形特性

図の記号は（a）と同じ
♂　，’

　．，　　　　　　’

戟I
フ弼／．〆

　／

Bi宰

→，　　　　　　　’’／

ζ”
D．

D

0．5　　　　　　　　　　　0．6　　　　　　　　　　　0　　7　　　　　　　　　　　0　　8　　　　　　　　　　　0．

の初期間隙比増加による沈下量の増加割合は小さく処理効果が認められるが，それ以上載荷重が大

きくなると処理土・未処理土の差は認められなくなっている。

　図6－6は同じ試験によって得られた1荷重段階に対する経過時間と圧縮度（当該荷重の最終沈

下量に対する経過時間の沈ド量の

割合を百分率で示した値）の1例

を示したものである。処理i’1の方

が薬液ゲルで間隙が満されている

ことによる接着効果と考えられる

沈下の遅れが認められる。これら

　　　　　　　　　　　　　　　　圧
の事実は浸透注入工法が一時的あWt　40

　　　　　　　　　　　　　　　　度るいは仮設的な用途においては沈
　　　　　　　　　　　　　　　　u
　　　　　　　　　　　　　　　　　50下防ll：Cl有効であるが，長期的な一
　　　　　　　　　　　　　　　　％
目的には必ずしも寄与するとはい） U0

えないだろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　く：
　　（3）処理土の透水性　　　　　　曹70

図，一・は三木（1972）16）・蕊

　　　　　　　　　　　　　　　　誘
豊浦標準砂を用いて各種薬液で注　L

入処理した供試体の透水係数と破　　90

壊ひずみの関係を示したものであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　1⑯

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経過時間t，（min）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）
　試験の条件は内径150mm，高　　　　　図6－6　注入処理土の圧縮性～時間関係
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アミド系＿卓

ウレタン系②（非水溶性）

10’8
0 5　　　　　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　　　　　15

@　　　破壊ひずみ（％）

図6－7
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）
各種溶液グラウトによる処理土の透水係数と破壊ひずみ

さ175mmの円筒モールドに豊浦標準砂を4，000　g入れ，水で飽和させた状態で底板より薬液を

0．2kgf／cm2の圧力で注入させたものである。透水試嫉はJISA　l217に従って変水位で行われ

　　　　　　　　　　　　　　　　　一2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－5ている。未処理の場合の透水係数は10　　　　　　　　　　　　　　　　　　cm／sのオーダーである。一般に処理土は10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　cm／S以

下の透水係数を示しており，処理土の止水効果は十分発輝されるものと考えてよいが，尿素系薬液
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　　　　　　　　　一3　　　　　－2　　　　　　　　　　　cm／sのオーダーの透水係のみが10　　　　　　　～10

数を示し，止水性は大きく期待できないという結果

が得られている。

　図6－8は柴崎・下田・野上（1977）17）の著書

より引用したものであるが，注入処理前の地盤の透

水係数と注入処理後のそれを示したものである。こ

れからいえることは1ヒ水を目的とした場合，処理前

の地盤透水係数にはそれほどその効果が影響されず，

薬液の種類によるということである。すなわち透水

係数の大きい地盤では薬液と土の液相が十分に置換

されて処理効果が大きいが，透水係数の小さい地盤

では置換の程度が低くくそれほど処理効果はあがら

TOv

0

ー速

く

：）4

1σ4

図6－8

　5　　川」　　　　　　5　　ユV’2

　　il人前→

注人処理前後の地盤
透水係数の比較’7）

ず，結果としてほぼ一定の透水性の地盤になるということである。

　　6．2．2　かくはん注入や混合による固結土の工学的性質

　地盤と粘結剤の噴射かくはん注入処理やかくはん翼による深層混合処理は土質安定工法としての

歴史は浅く1970年以降のものであるといってよい。

　土質安定として地表面に土質安定用添加剤を散布して，上と混合・転圧する方法はすでに永い歴

史を持っているが，例えば噴射かくはん注人工法は従来の液相置換型の浸透注入工法の欠点を改善

しようとして開発されたもので，一種の誘導型注人上法ともいえるし，また見方を変えると場所打

の混合杭といえ緬もある18）。

　いずれにしても比較的高含水量の軟弱な自然地盤にボルトランド・セメントや生石灰・消石灰・

　60

　50

E4o
さ

呈30

’手

σ20

　10

　0

◆ぜ

0　　　　200　　　4∞　　　600　　　800　　　1000　　1200　　　1400　　1600　　　18C）0　　2000

　　　　　　　　　Wi／aw（％〕

図6－9　地盤の初期含水比一ボルトランド・

　　　　　　セメント添加量と一軸圧縮強さの
　　　　　関係19）

石膏などの粘結剤を投人・混合すること

によって，自然地盤の固相と液相を取り

込み一体として固結して上質安定の目的

を達そうとするものであり，対象とする

地盤は前述の浸透型注入工法が粗粒土で

あるのに反し，細粒土であることが多い。

したがって液相置換型の処理土とは異な

った工学的性質が生じることもある。

　　（1）固結土の圧縮強さ

　この種の固結土は地盤の初期含水比と
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粘結剤の添加量によって圧縮強さが異なっ

て来るであろうということは当然予想され

　　　　　　　　　　　19）
ることである。図6－9　　　　　　　　　　　　は地盤の初期

含水比Wiと処理土の乾燥重量に対するボ

ルトランド・セメント添加量の重量百分率

awの比と固結処理土の28日養生の一軸

圧縮強さqu28を示したものである。バラ

ツキは認められるがWi／awが小さいほど

圧縮強さが大きくなっている。Wiで量的

に示される液相を概念的に二分し，固結に

　60

　50

E4o
≦

旦30

三

σ20

10

0

　図6－10

0　　　　100　　　200　　　300　　　400　　　500　　　600　　　700　　　800　　　900　　　1000

（Wl－WC）／aw（％）

有効土中水一ボルトランド・

曇㌶醗と一軸圧縮

関係する水量と土粒子表面に吸着されて固結に関係しない水量とにして，遠心含水当量以上の液相

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）
を前者と考え，その量を（Wi－Wc）として，（Wi－Wc）／awで整理すると図6－10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とな

る（ここにωcは遠心含水当量）。図6－9に比較してバラッキの少ない相関が得られる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図6－11　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は同じくボルトランド・セメ
　XIO4
4

Oゆ］

1

O
o 10

図6－11

20　　　　　　　　30　　　　　　　　40　　　　　　　　50

　　qu　（　kgt／cm2　）

セメントによる固結土の
一軸圧縮強さと変形係数20）

率R＝1／32，1／16，1／8とした場合

の固結土の三軸圧縮試験結果を示したもの

であるが，せん断抵抗角も粘着力も共に増

加しており，前述の注入処理土とは異った

強度発現が生じていることがうかがえる。

　図6－13は三木・斉藤・鈴木・前島

　　　　22）
（1977）　　　　　　がポルトランド・セメントで固

化処理した固結土の一軸圧縮クリープ試験

の結果を利用して応カーひずみ関係を模式

60

8

6

4

2

●

靴0

ント系固化剤による固結土の一軸圧縮強さ

quと変形係数E50の関係を示したものであ

るが，q。が60　kgf／・m2以下でcaほぼ醜

的なqu－Esoの関係が認められる。図6－

　21）
　　　は粘性土試料（Gs＝2．61，WL　＝＝　10312

％，PI＝53，Wn＝113．2％）に水・セメ

ント比1／2のセメントA°一ストを重量混合

2

図6－12

1　　　　6　　　　8
　σ（kgf／C㎡）

セメントによる固結土の
三軸圧縮試験結果21）

10
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50

弾¶変形’クリープ変形領域

遷移領域

進そ『竹ヒビワレ

j壊頑域

范瘡ﾀ界軸ひずみ

qヒワレ破壊限‘岸

ｲひずみ

Ol　O’2軸ひずみ〔°・・）

（a）　砂固結土の変形～

　　破壊特性

図6－13

刃

弾性変形＋クリープ変形領域

ヒビワレ破壊限界
軸ひずみ

　進　Mヒビワレ
　破壊領域

進tj性ヒビワレ
破壊領域

01　　025　0・35　軸ひずみ（ち）

（b）　シルト質固結土の

　　変形～破壊特性

セメントによる固結土の変形～破壊特性22）

的に示したものである。同図よりこの種の固結土の応カーひずみ関係には弾性変形とクリープ変形

の領域としての初期直線部分，それに続く遷移領域，更に進行性ひびわれ破壊の領域に分けられ，

各々の境界のひずみが比例限界軸ひずみ，ひびわれ破壊限界軸ひずみと名付けている。

　　　（2）固結土の変形特性

　固結処理による変形係数の増加については前述したが，変形特性の一つである固結土の圧密挙動

について述べる。

　図6－14は奥村・寺師・吉田（1974）23）が石灰を粘結剤として初期含水比90％，120％の粘

性土を用いて固化処理した供試体（石灰混合比5％）の圧密試験結果を示したものである。未処理

土においての圧密降伏荷重Pyは認められないが・処理土のe－log　P曲線には明瞭なPyが認

められる。また図6－15は同じく固結処理土の一

軸圧縮強さquとPyの関係を示したものであるが，

直線的な関係が得られ，Py＝（1、2～1．3）quと

なっている。同試験結果を整理して体積圧縮係数

mvは約1／10となり，圧密速度は10倍になるこ

とも指摘している。全く同様なことが堆積ヘドロを

ポルトランド・セメントで固化処理したものに認め

られることを木次・下田・西尾（1976）24）が報告

している（この報告ではPy二2～3qu，mvは

4／100～1／10になり，cvは5～10倍になると

30

①　2．0

1．o

処F目

未処理｛

、　、　、　　　、　、

黶@一　一　＿～
一一＿＿＿＿ ’

10－‘

図6－14

10°　　　　　101　　　　　102

P（kgf／c㎡〉　．

石灰による固結土の
。～1。9P曲線23）
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している）。

　　（3）　固結土の透水性

　液相固化によって土質安定を意図する対象土

は一般に細粒土であるために在来地盤そのもの

が不透水と評価される場合が多いので，固結土

の透水試験結果に関するデータはそれほど多く

ない。しかし，例えば産業廃棄物処理用護岸の

基礎地盤改良などを目的に液相固化型式の土質

安定処理が施工された場合，廃棄物から生ずる

有害物質の浸出を検討しなければならないこと

から固結土の透水性の測定が行われた例があ

る25）。

　図6－16はその結果を一軸圧縮強さと固結

土の透水係数の関係で示されたものである。供

試土は砂分1％，

60

50

　40
：；ff7

豆

）　 30
よ

20

TO

o

図6－15

本牧海底粘t’

神戸ポートアイランF

呉fし広地区粘E

20　　　　　40　　　　　｛io　　　　　80

　　　P，　（kgf／C㎡）

石灰による固結土の一軸圧縮
強さと圧密降伏応力23）

　　　　　　　　シルト分39％，粘土分60％の細粒土で，初期含水比とボルトランド・セメント

添加量を変えて固結土が作成されている。図中▽印は未処理土の圧密試験より求められた圧密圧力

と透水係数の関係を示すものである。未処理土と処理土の間での透水係数値の差は認められないが，

結果的には固結土の含水比やセメント添加量，養生日数に関係なく，その透水係数は一軸圧縮強さ

　106

167

昌一〇　×

169

口case　1
］case　2

　case　3
■　case　4

w　　◇
▽▼

　　　◆
　▽

▼㌔

▽　qu＝O．6　P

▼　qu＝1．OP

○

◇case
△

（D

◇case

●

▲

10　　　　20　　　　30　　　　40

図6－16

qu　［kgf／（〆］

セメントによる固結土の
　　　　　　　　　　　25）
一軸圧縮強さと透水係数

の増加と共に減少していることが認められる。な

お，一定の初期含水比の供試土を用いた場合はボ

ルトランド・セメント添加量の増加と共に透水係数

が減少するという指摘もあるが2鵬この場合一

軸圧縮強さも増加するはずであるから，これは前

述と矛盾しない。

　　（4）固結土の耐久性

　液相置換によって土質安定処理されたものはダ

ムの基礎処理に対するセメント・ミルク注入を除

くと，多くの場合仮設的な考え方で施工されてい

るので，耐久性についてはそれほど吟味されてい

ない。特に高分子系注入材料については，概念的

に数年のオーダーであろうと考えられている程度

である。ちなみに土木学会昭和47年制定の「ダ
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ム基礎岩盤グラウチング施工指針」の注入材料に関する項目を引用すると「岩盤注入に用いるグラ

ウトの主材料はセ．ントとする．」27）とあり，ケ・カルグラウトに関しては「ケ・カルグラウト

はセメントグラウチングがむずかしい地質の場合，または湧水のためのグラウチングに用いる。」

としており，同解説には「ケミカルグラウトはセメントグラウトに比べて強度および耐久性が劣り

・……
B」28）とされている点からもこの事情が理解される。

宮原．山下．林（1974）29）はシラ・をダム・・ア肚｝・利用する目的で，・ラ・を高分子材料

で混合・練り固め60日間の透水試験をし，その後洗掘抵抗試験や一軸圧縮試験を行い，水ガラス

系，アクリル系，ポリウレタン系では洗掘深が大きくなることを指摘している。

　液相固化処理による固結土の耐久性はその処理方法が一般化されてから日の浅いこともあり，ま

だ明確なデータは少ない。道路などの路床・路盤のセメント処理土や石灰処理土の耐久性は凍結融

解試験や長期養生試験によって評価されているが，一般に未処理土に比し耐久性は増加する傾向に

ある．綱セ．ント唖土については1年蛭。ても搬が増加するという報告もある3°）。

　以上より液相固化を目的とした粘結剤として多用されているポルトランド・セメントや石灰類につ

いての耐久性は過去の実績よりほぼ半永久的なものと考えてよいであろう。しかし例えばポルトラ

ンド・セメント単体を固化剤として用いた場合に強さの発現に比較的長時間を要することから，施工

一ヒの要求よりセメント系固化剤の早期固化を図ろうとして石膏を利用することを試みた。すなわち

早期には石膏による硬化を利用し，その後ポルトランド・セメントの強度発現を利用しようとするも

のである。このことによってケミカルグラウトのようなゲルタイムの設定とボルトランド・セメント

の強度増加と耐久性を得ようとする複合材料の一種を意図したものである。以下液相固化剤として

の硝＿。．ント系喘剤の耐久触つ・・て考察した例麺べる31）。

　表6－4は使用材料と説明上使用している記号を示す。耐

久性検討用試料の配合として（a）石膏Gとボルトランド・セメ

ントCの混合はG／（C十G）＝1．0，0．75，0．5，0．25

の4ケースで，（b）混水量はW／（C＋G）＝70，100％の

2ケースを組合せて8種類とした。なお石膏Gのリターダー

Rを石膏重量に対して0．2％添加している。

表6－4 石膏・セメントを用いた
耐久性試験の使用材料

名　称 記号 材　　　料

セ　メ　ント C 普通ボルトランドセメント

石　　　膏 G β型排脱半水石膏

リターダー R 石膏用凝結遅延剤
水 W 水　道　水

　供試体の作成は上記配合により材料を十分卓上混合した後，直径50mm，高さ100mmの円筒

モールドに流し込み24時間室内空気養生した後，脱型した。

　養生方法は①密封養生（供試体を市販のビニル袋で包み室内に置く），②水中養生（養生用プー

ル中に置く），③土中養生（表面を常時たん水した状態の土中に置く）の三ケースとした。養生室内

条件は温度20士1℃，湿度80～90％である。各養生供試体を28日，91日，6ケ月，1年に

各々一軸圧縮強度試験によって圧縮強さの変化を測定した。各配合，各養生条件における測定結果
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を表6－5に示す。　　　　　　　　　　表6－5　石膏・セメント固化剤耐久性試験結果

　以上の結果，石膏とボルトランド

・セメントの配合割合に注目して

考察するとG／（C＋G）≦0．5の

場合，材令3～6ケ月まで強度の

増加が認められ，その後はほぼ一

定である。G／（C＋G）〉／0．75

では材令28日以後，材令ととも

に強度は低下している。いいかえ

れば，石膏には耐久性を期待でき

ないが，ボルトランド・セメント量

の多いものほど耐久性については

安定しているといえる。

　土を素材としたものではないが，

石灰類によって処理された脱水汚

泥埋立地の工：学的性質にっいての

経年変化について調査した例を述

べる32）。

調査地は臨海埋立地にあり・脱　　　　　　　　　　＊R／G－。．2％

水汚泥を埋立処分している。土層構成は凌櫟粘土層の上に約1．Omの厚さで脱水汚泥を埋立て，そ

の上を山土にて30～50cmの厚さで覆土している。埋立にあたっては汚泥処理時に石灰類を混合

された以外，特別な処理や埋立時の転圧などを行っていない。この埋立地の埋立後1年経過のもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と3年経過のものについて調査・比較
　　　表6－6　石灰処理による脱水汚泥の経年変化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表6－6は処理場・より採取した即日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　汚泥と埋立後1年，3年の汚泥の物理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　試験結果を示したものである。比重は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　通常の土に比べて小さいが，時間経過

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と共に即日汚泥より大きくなっており，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　これは汚泥中の有機物の腐植分解に起

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　因するものであろう。コンシステンシ

　　　　　編歴：鶏鑑㌘繊2瓢㌍で含水比を　一撒については特に乾燥履歴綬け

配　　合＊ 一軸圧縮強度（㎏Wcm2）

陶 W／
iC＋G）
G／
iC＋G）

養生

�
28日 91日 6ケ月 1年

表面変化観察

1 密封 47．8 58．0 64．4 66．9 変　化　な　し
2

0．25 水中 46．3 60．7 60．1 62．6 〃

3 土中 45．6 57．3 62．7 59．2 〃

4 密封 54．2 65．6 65．3 69．0 〃

5 70％ 0．5 水中 49．9 52．1 54．7 52．9 〃

6 土中 55．8 62．0 6L8 48．4 〃

7 密封 48．0 53．9 50．1 50．0 〃

8 0．75 水中 422 38．9 ＊－1
R0．5
28．7 ＊－1微細なクラック
ｭ生以後進行

土中 46．3 47．5 4L9 38．1 変　化　な　し

密封 33．0 29．8 27．3 27．0 〃

1．0 水中 32．3
ま一2一

一
・

＊－2供試体の溶脱が
モｵく原形をとどめず

土中 32．4
止一3

R2．0
28．2 25．7

トー3供試体の表面が
c分溶脱し，以後進行

α25
密封 16．8 22．9 23．7 22．1 変　化　な　し

水中 16．2 19．0 22．6 18．3 〃

密封 20．7 21．6 23．9 20．8 〃

100％ 0．5

@、

水中 20．5 20．6 20．4 152 〃

土中 20．2 22．6 23．5 16．5 〃

0．75

密封 18．9 17．8 18．1 15．5 〃

水中 14．5 メー4
T．8 一 　

辛一4膨脹性クラノク
ﾉより崩壊

密封 15．0 14．5 15．1 15．0 変　化　な　し
1．0

水中 14．8
事一2

一 一
＊－2供試体の溶液が
モｵく原形をとどめず

現　場　汚　泥 即　日　汚　泥

種　　　　別 1年後 3年後 処理場A 処埋場8

乾　燥　履　歴 無 有 無 有 無 有 無 有

比　　　　　重 1．89 ［．88 t83 1フ8 L65 1．66 1．ワ L62

含　　水　　比 ｜91フ

一
191．6

一
1886

一
2091

一含　　水　　率 657

一
657

｝
653

一
676

一単位体積重量（9メめ ｜．13

一
L2｜

一 一 一 一 一
液性限界（％） 22且0 1547 2445 1605 28＆5 1682 26｜．2 1790

塑　性　限　界（％） ｜ll，3 95ゐ 12co 983 ll4．6 1054 124．1 「094

塑性指数（％） 1｜a7 591 1245 622 「7ユ9 628 137｜ 696

強　熱　減　量（％） 451 474 600 576
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たものに大きな変化が認められるが，

1年汚泥と3年汚泥の間には比重と同

様に大きな差は認められない。

　図6－17は現地でのコーン貫入試

験とベーンせん断試験結果を示してい

るが，埋立後3年の方が大きな値を示

していることがうかがえる。図6－18

は圧密試験結果の代表的なe－logp

曲線，表6－7はその試験結果による

圧密諸係数を示している。埋立後時間

の経過と共にCvは減少．　Pyは増加，

Ccはほぼ同一の値を示している。

eー

3．0

20

LO

　O
　lO

　20
汚

泥30
上

面40
か
ら　50

の

深60
さ

回70

　80

0．l　　　　　　　　l．O

　　IE密1王力　P　（kgf／C㎡）

図6－18

表6－7

10

石灰処理による脱水汚泥の
経年変化（e～logp曲線）

石灰処理による脱水汚泥
の圧密諸係数の比較

埠L」r後1年 理・㌧．後3年

試料番｝｝ 2 3 1 2 3

e∂ 342 3ウ4 373 ユ42 326 ユ44

C　c 1．54 1．53 1．82 1．68 1．67 1．57

Py（kgf／c㎡） 054 024 053 0．71 075 0β2

C・（c㎡／・） lO川（「2～1．OXlO「 20川〔「～10XlO－｜

　埋立後1年
争（kgf／crf）・〔（tf／㎡）

1　　2　　3　　4　　5

@　　　∀

一
→｜｜

礫

1 コーン試

ﾗ一ンセ

図6－17

0

埋立後3年
声（kgf／c固ε（tfノ㎡）

2　　3　　4　　5

石灰処理による脱水汚泥
の経年変化（せん断強さ）

Pyについては土被り荷重より大きくなっている

が，これは石灰類の固結作用が働いているためと

推定される。

　表6－8は三軸圧縮試験結果を示したものであ

る。時間経過による顕著な差は認められないが，

工学的には良化の傾向が生じている。

　以上の事実をまとめてみると，液相固化による

固結土の粘結剤をボルトランド・セメントや石灰類

としている場合は耐久性の点で安定しており，環

境条件によっては工学的に良化の方向にあるとい

える。

表6－8 石灰処理による脱水汚泥の経年
変化（三軸圧縮試験結果）

　　　経過年
詞ｱ項 1年後 3年後

CU 一百　cm
@O．05

　g　cm2
O．07

U　　U

φuu 1．5° 4．0°

φ’
34° 37°

C　　U

φcu 21° 2L5°
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　　6．2．3　凍土の工学的性質

　特異な型式の液相固化の手段として人工的に土と土中水を凍結させることがあげられる。土の中

にある液相を凍結させること，すなわち凍結された液相は土粒子に対して粘結剤の役割を持つこと

になる。この手段の特徴は土質にそれほど影響されず，土中にある程度以上液相が存在するならば

土質安定としての処理が可能なことであろう。冷熱源を断っことは地盤を旧に復することになるの

で，仮設的な目的に用いられることがほとんどである。

　　（1）凍土の圧縮強さ

　土中水を含んだ土が凍るとその圧縮強さは未凍土のそ

れの数倍から数十倍，場合によっては100倍程度になる

こともある。そして凍土の圧縮強さは土質，温度，含水

比によって影響されることが従来から指摘されている。

　図6－1933）は凍土の一軸圧縮強さと含水比の関係

を土質別に示したものである。圧縮強さは土質によって

液相に対する応答が異なっていることが認められる。す

なわち砂では20％以下の含水比に対して含水比の増

加と共に圧縮強さが増加しており，20％以上になると

減少する傾向にある。シルトについても同様なことが認

100

05

ノルト

粘1

度一10℃

縮速度lmm／mHl

　　　20　　　40　　　60　　　80

　　　　含水比W（％）

図6－19　凍土の圧縮強さと
　　　　含水比の関係99）

められ，含水比44％までは含水比の増加と共に圧縮強さも増加するが，

kgffcnf 圧縮速度3mm／min
200

150

絢

遥1〔x）

出

50

砂

1：一シルト

ge（・一一・・・・…

0－．］－10　 －20　 一貰）C
　　　　　　　　温　　度

図6－20　凍土の圧縮強さと温度の関係34）

　　　　　（飽和状態）

　　　　　　　40％以上になるとほぼ

一定の値となる。それに反し粘土は含水

比にそれほど左右されずほぼ一定の1直を

示している。

　図6－2034）は供試土の飽和状態にお

ける凍土の圧縮強さと温度との関係を示

したものである。図中の点線は市販氷の

圧縮強さであるが，いずれも凍土の方が

氷自身の強さより大きく，温度が低くな

るに従って凍土の圧縮強さは大きくなっ

ている。

図6－2135）は凍土の変形係数E，。

について示したものである。図6－21

（a）は一軸圧縮強さと変形係数，図6－

21（b）は変形係数と温度の関係を豊浦
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（kgf／cdi）

変20xid
形

係

数
　lSxld

10xld

a5xid

　　0
　　　0　　　　200　　　400

　　　一軸圧縮強度（kgf／諭）

（a）　変形後数と一軸圧縮強度

　　　　　　　　　図6－21

o 皆

も

　8。

、

●

干
電
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∂
oo
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o ■皐砂

● ● シルト

8

変形係数

（kgf／ε㎡）

50000

10000

5000

1000

500

　　　　　100

　　　　　　　　　　　　　　　温度（℃）

　　　　　（b）変形係数と温度

凍土の変形係数35）

標準砂とシルトについて小している。一軸圧縮強さと変

形係数はほぼ一次的な相関にあり，また凍結温度の依存

性は温度の低下につれて変形係数が大きくなるが，シル

トについては一20℃を境として異った増加割合を示し

ている。

　図6－2236）は砂質凍土の三軸圧縮試験結果の1例

9

曾＿

●

θ
o　標呼、ψ・

怐@　ンル　ト

0　　－20 一40　　－60

＿200
ξ

聾

ピ

　100

0
0

であるが，せん断抵抗角は18。でほぼ一定，粘着刀成分　　　図6－22

は温度の低Fと共に増加している。未凍土のせん断抵抗

角は41°とあるので，これに関しては減少するといえる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）凍土の変形特性
　ε

　　ata

0

ρc

＿θo＝const a2　　　口，

ρ，　kg「／C㎡

高含水比凍土の圧縮性37）

（温度一定の条件下）

100　　　　　　200　　　　　　300

　　　　　　（デ（kgf／C㎡）

　砂質凍土の三軸圧
縮試験結果例36）

　凍土の変形特性のうち変形係数については前述した

が，次に凍土の圧縮特性について述べる。

図6－23はT，y・。vi，h（1975）37）が凍土の圧縮

図6－23

特性を模式図で示したものである。図から明らかなよ

うに圧縮ひずみεと圧縮荷重pとの圧縮曲線にはaal，

ala2，　a2a3の3つの部分が認められる。　aalは弾

性変形部で，点alの圧力は凍土の構造的強さに関係

している。ala2は塑性変形で構造的には不可逆な変
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表6－9
各種凍土の圧縮係数38）

物 理　的　性 質 下記荷重間（kgf／・m2）

土　　　質 含水比 不凍水量 密　度 温　度
の圧縮係数（×104・m2／kgf）

ψd紛 aりu（殉 （℃）

0－1 1－2 2－4 4－6 6－8

申　　粒　　砂 21 0．2 1．99 一〇．6 12 9 6 4 3

同　　　上 27 0．0 1．87 一4．2 17 13 10 7 5

同　　　上 27 0．2 1．86 一〇．4 32 26 14 8 5

シルト質砂質ローム 25 5．2 1．90 一3．5 6 14 18 22 23

同　　　上 27 8．0 1．88 一〇．4 24 29 26 18 14

シルト質ローム 35 12．3 1．83 一40 8 15 26 28 24

同　　　上 32 17．7 L84 一〇．4 36 42 37 21 14

シルト質ローム 42 L71 一3．8 5 10 18 42

同　　　」二 38 i　16．1 一 一〇．4 56 59 39 241 16

層状ローム 104 11．6 1．36 一3．6 54 54 59 44 34

同　　　上 92 16．1 1．43 一〇．4 191 137 74 36 18

粘　　　　　土 36 12．9 1．84 一3．6 15 22 26 23 19

同　　　上

@　　　　一

34 27．0 1．87 一〇．4 32 30 25 20 16

形をし，土粒子や土構造のせん断変形に起因している。a2a3は凍土の硬化現象をもたらすところ

で土粒子間距離が短くなり，その間の結合力が増加する部分である。概念的には土の圧密のe－

i。9・P・・it・・Wt・こ類似している．表6－938）は同じくT，y・。。i，hカ・・℃近傍の魁で得られ珪縮

係数搬例である・ここでの圧縮願・うま酪試験の体績醜係数m。と同一内容で式（6．1）

で定義されている。

　　　　　　a・－S・・　＿＿＿＿．＿＿．＿＿．＿＿（6．．1）
　　　　　　　「　　　hp

　　　　ここにS。。；その荷重における最終圧縮量（cm）

　　　　　　　　h　；凍±の初期厚さ（cm）

　　　　　　　　p　；有効圧力（kgf／Cm2）

　同表より同一供試土においても凍結温度の数度の差はaXの値の現れ方が異なっているという事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r
実を知ることができる。

　凍土の圧縮に対する反応を考える」二で，骨格部の土粒子は弾性的な特徴を持ち，氷は粘弾性的な

特徴，更に凍土中の不凍水は粘性的な特徴を持っているので，この不凍水の存在が凍結温度に依存

し，結果として変形特性が変って来るという指摘がある39）。

　　　（3）　凍土の透水性

　凍土は前述の固結土と同様，実用上不透水なものと評価でき，また通常の土に対すると同じ透水

試験を行った場合浸透水が凍土内で凍結するので，実際的には測定不能である。しかし凍土内に液
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かくはん機
圧気

毛管体

温度計

流入側

’●　　　　　●

流出側

冷却楠

L

　　フィルター（粗）フィルター（細）

図6－24　凍土の透水試験装置40）

体燃料を保存する必要性や凍上現象解明の必要性か

ら，凍土内の液相の浸透性が検討されている。

　Burt　alld　Williams（1976）40）は図6－24

に示す装置で不凍液を用い，凍土での液体の浸透性

を検討した。図6－25はその結果を示したものであ

る。凍結温度の低下と共に透水係数は減少している。

細砂が最も低い透水係数を示し，

の不凍水の多少に原因するものであると論じている。

］｛1

’°㍉・。．、．一一＿

　　　　密な粘L

］（｝

　｛）　　　　　　　　　　－u2　　　　　　　　　　　　1

図6－25　凍土の透水係数測定例40）

シルトが比較的大きい透水係数値を示しているが，これは凍土中

　6．3　液相置換および固化型土質安定の適用上の問題点に関する考察
　　6．3．1液tas換および固化型土質安定の試験施工による比較41）

　　　（1）　目的および採用手法

　液相置換・固化型の土質安定は設計や施工計画の段階で，その効果を過去の実績などをもとにあ

る程度予測しているが，多くの場合試験施工を実施して資料を得ている。

　本例はシールド・トンネルの施工に伴って発生することが懸念される切羽の崩壊，地表面の変状，

地下埋設物の沈下などを防Lt：する目的で土質安定を図ろうとするにあたって，シールド・トンネル

発進用立坑を利用して行った試験施工に関するものである。シールド・トンネル施工に伴う防護」二

の詳細搬討例にはTan。。dCl。ugh（198・）42）などがあげらオ・る、、

　立坑を利用した試験施工の利点は自然地盤そのものを対象とすることができる，掘削による効果

の確認が容易である，その掘削も本工事に対する必要性より実施されるなどを指摘できる。

　一般に液相置換および固化型の土質安定はその手法によって表6－10のように分類される。注

入管として単管を用いる方法は図6－26に注人管の先端を示すが，最も単純にグラウトを圧力浸
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表6－10　液相置換・固化型土質安定の分類

液相固化

ロッド注入方式

シングルストレーナー方式

・鑑入工法一［三竃雑穰注入方式

・射・・－dl；三1繋熟＿
深層混合処理工法

オーガー型かくはん工法

凍　結　工　法

→＝一

ー

＝＝

　（a〕ロッド注人　（b）ストレーナ注人

図6－26　注入処理用先端
　　　　　　部の形状

透させて液相と置換を図ろうとするものであ

る。注入ポンプシステムを図6－27に示し

たが，単管注入は1液1ポンプ方式，2液1

ポンプ方式，2液2ポンプ方式（1．5ショッ

ト方式）を採用している。二重管ダブルパッ

カー方式の例は図6－28に示すが，これは

単管注入方式の欠点を解決するために（グラ

ウトの逸出），より確実でより広い浸透置換領

域を得ることを目的としたもので注入ポンプ

システムは前者と原則的には同じである。二

重管ロッド注人方式は二重管の内・外管に各

々異った薬液を送り込み，ロッドの先端で合

流するようになっているもので瞬結性の薬液

の使用に用いられ，注入ポンプシステムでは

2液2ポンプ方式（2ショット方式）を用い

ることが多い。

i・H

　　PG　　　　GC

　　　　GP　　　o　　　　’　tv／

　‘

（a）1旋1ポンプ方式
　（ワンショッ］・方式）

t
Rll

TB

一「陀

m口

’ヨ

TB

　P．
PG　　　　　　PG

．FM　∫　　　　J　FM

GH　PG　GH

　　　p　　　　　　　TB：済解タンクまたはミキサ
　PG　　　　　　　　　　　　　　　M：原動機

　　　　GH　　　　　　　　FM：・ηし　　ト

　PG　　　　　　Gc　　　　　　PG：圧・Pl“t

　　／．〉　　　、　〃　　　　　RH：リターン十一ス

　　　　G，P．　；lil誹㌶
　　　　　　　　CC：クラウトコ〆ク

（h）2液1ボンブ方式
（セミワンショット方式）

l　　l
朋　　　　R｝1

　　nべv，・s、・＾　　”yt＾∨

（c）2液2ポンプ方式
　（1．5ショット方式）

　　　　図6－27

τB， TB・

剛　　　∫
團 固

　FM
`

P， P

rG m

GH
～ 川

PC m
〆べ　’　∨「A ’、、r ’

　H▲R

（d）2液2ポンプ方式
　（2ショットノノ式、

注入ポンプシステム

　噴射かくはん工法のうちグラウト噴射方式は図6－29に示す。グラウトを高圧（通常は200

kgf／cm2以上の圧刀）の液噴流として地盤中でノズルより水平方向に噴射し地盤を切削，ノズル

の回転と引上げを同時に行い円柱状の固結体を得ようとするものである。グラウト・エア噴射方式

はグラウト噴射方式より地盤の切削範囲を広げるためにグラウト噴流と共に空気噴流をノズル部で

合流させて地盤の切削力を高めようとするもので，施工要領とノズル断面を図6－30に示す。

　水’エァ噴射一グラウト方式は三重管を用いておりノズル形状を図6－31に示す。最初に水噴

流と圧搾空気で地盤を切削，細粒分を排出，その後にボルトランド・セメント・ミルクによって切削部
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インジェクションパイプ（内管）

①

．　②

③ ④

r
ダブル

pッカー

@⑤

　　｝

E

．　F

．　、．

@リープパイ
@（外管） a

ケーシング
クラッキング

こ『 二

ご：

シーノレグラウ 「’ト

：

」．

f｝

ξイプキャッ「　　I
奄撃堰n

↓

ξ．

●

図6－28 二重管ダブルパソカー方式の1例

（1） （2）

（a）

（3） （4）

噴射注入の施工

（5）

口

ソ

1’

一

ノ
1 50kgf価以

ズ 少し流れる

加ル 1
、　や

圧
、

　　　　　ンー　，

す ～　二
7 ツ
勾

と
ト

下

へ閉
作鎖
動さ
｝L

ノ；

（．「1し

d、⇒
実線：50kgf／

@　　　のとき

止 点線：50㎏f／
ま のとき
る

ピ

ソ

ト

50㎏f／舗以i：

（b）差圧弁ノズル

図6－29　グラウト噴射方式の1例

全自動
ボーリンク

マシン▼

回転数

　3．－80rom

勤力9kw

ダプルOツド

　　　　；：71圧オ〔一ス

破票圧力760kgf／c㎡
．♪‘9、

ダフルスイペル

認認．

常茸．王力　～OOIit：「で・1’》

㌫㌍ぽ5’m．．1

喝高圧ポンプ操作盤

先端部は（b）を参照

NJ　60
起高圧ポンプ

コンブ
　レ・ソサー

鶯用圧力7kq／Cl　1▲
吐出風置　4．Sml／mdn

エンジン掛　50PS

　　土壌改良範囲
（ψ0．8斗．5M）

図6－30

要領

サクション

ホース

2吋

　　　水タンク

　　　容量5m3

水中ポンプ

醍搾容置，

800’×2

動力7．Skw
計量器

セメント

サイロ

グラウト・エア噴射方式の1例

二，

30kgf・’cn～ 200㎏L乞mZ

↓

↓

裟働謙　　　　よ．ジ．1　　　　←　　　　　、9r　r

↓

弁棒　　　’ll・1

バネ

弁座穿孔水

メタルクラウン

①　穿孔中

穿孔水は弁棒の
中の穴より通り
穿孔水となる。

（b）

②　柱人中

約叡）㎏レm2の吐出圧力
で弁棒か弁座に押しつけ
られトからの殖射が止ま
り，／ズルからのみ200
㎏ε偏mZの圧力で噴射さ
れる。

ロッド先端形状
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を固化しようとするものである。これは素材そのものを置換しよう

としている面もあり，厳密には液相の置換・固化といえないが，や

や過剰に存在することになる液相を取り込むことになるので液相固

化型とした。

　グラウト・エア噴射方式と水・エァ噴射一グラウト方式の差異は

前者は噴流圧力200kgf／cm2で二重管使用，後者は圧力500　kgf

／Cm2で三重管使用，更に前者は現地の：ヒを一種の骨材としての利

用，後者は現地の上を排出してできるだけピュアな固結’体を造ろう

としている点である43）。

　深層混合処理工法，オーガー型かくはん工法は土と粘結剤をかく

はん翼，またはオーガーで混合固化を，凍結工法は6．2．3で述べて

いる。

一ス

図6－31　水・エア噴射
　　　　　　一グラウト方
　　　　　　式の先端部

　試験施工した土質安定の処理法の名称，使用材料の配合（標準仕様）とその量，材料圧送圧力に

ついては表6－11に示す。すなわち液相固化型のグラウト・エア噴射方式（エア併用噴射かくは

ん），グラウト噴射方式（噴射かくはん），一二屯管ロッド注入方式（溶液型瞬結ロッド注人），二

重管ダブルパッカー方式（溶液型スリーブ注入）である。

　　　（2）対　象　地　盤

　試験施1二を行った地盤は京都府南部の河川流域の沖債層で，河川のはん濫によって堆積した粘性

土と砂質士の互層より成っており，地下水位はGI．－1．2mである。土質柱状図は図6－32に小

表6－ll　試験施工の標準仕様
　一一・
@　　　注人1二法

{工示様

一・@　　一@上 中　　水　　岡　　結　　型

エアー併用噴射かくはん 噴射かくはん

使用材料

i1m3当り・水以外）

Qルタイム

普通ポルトランドセメント　760kg

ｬ和剤（硫酸カルシウム他）152kg

@　　　一

普通ボルトランドセメント　400kg
Bll＝’アルミう1・・kg　　　約15分

注入圧・注人量 210kgf／cm2・8632／m 210kgf／cm2・1184／m

土　　中　　水　　置　　換　　型　　　　　注人工法

{工示様 溶液型瞬結ロソド注入 溶液型スリーブ注入

使用材料

i1m3当り・水以外）

Qルタイム

硅酸ソーダ3号　　　　　　2502

ｰ化水素ナトリウム@　　　　　　　　｝　1004硫酸マグネシウム

@　　3～5秒

硅酸ソーダ3号　　　　　　350ε

Oリオキザール　　　　　　　304

潟梼_　　　　　　　　　　152

@　　約50分

注入圧・注入量 2～5kgf／cm2・350ε／m 同左・（施工時4～14kgf／cm2）
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@粗砂
ｻ　中砂

@細砂
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1：：三：巳’

砂

γ　7　｝

秩@r
有機質1
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図6－32試験施工場所の士質柱状図

∩

①

②

oo

W0

U0

S0

Q0

③

④

0．Ol

図6－33

0，05　　　　0　】　　　　　　　　　　　　　0．5　　　　1．0　　　　　　　　　　　　　5　0

　粒　　　径　　　（㎜）

試験施工地盤の粒径加積曲線

す。試験施工区間は図6－32　　　　　　表6－12　試験施工対象土の上質試験結果

に示すようにGI、－8．5～－

11．5mの個所であり図6－32

中に示される採取個所の土の粒

度分布は図6－33，対象土の

土質試験結果（間隙比，自然含

水比，湿潤密度，均等係数，粗粒土については透水係数，細粒土については圧密降伏応刀と一軸圧

縮強さ）を表6－12に示す。

　　　（3）試験施［結果および考察

　試験施工実施2ケ月後に立坑を掘削し，観察・記録，更に乱さない試料を採取して土質試験を実

施した。その試験結果を表6－13の（A）欄に平均値で小す。また観察結果をも含めて士質安定処

理手段の選定や施工計画に必要な項目を対象地盤によって整理し同じく表6－13の（B）欄に示し

た。

土質名
間げき比

@e
含水比
ﾕ　⑲

湿潤密度
ﾏt（／c㎡）

均等係数

@u
透水係数
求icm／め．他

①粗　砂 0．65 24．3 2．Ol 2．4 　　　　　一3求≠S．7×10

②中　砂 0．91 33．9 L88 1．5 　　　　　一4求≠Q．7×10

③細　砂 LOl 37．5 1．84 2．2 　　　　　一5求≠V、3×10

　砂　質④　シルト

LO2 39．3 1．78 75．0
Pざ二i：1、6㍑；

各処理方法の当該地盤に対する所見をまとめると以下となる。

　○グラウト・エア噴射方式（エア併用噴射かくはん）

　液相固化型の本方式は処理土の圧縮強さが粗～中砂層で100～190kgf／cm2，中～細砂層で

260～400kgf／cm2と極めて高強度のものが得られており，セメントモルタルとみなせる状態で

ある。水・セメント比W／C＝1．0のセメントペーストを使用しており，硬化すれば約100kgf／
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crr・2
�xの圧縮強さになることを予想したが，砂地盤であったために余剰水が逸散し結果的にW／

Cが低下した状態で硬化したものと考えられる。混合状態も均一なものになっている。一方粘性土

では一軸圧縮強さが21～34kgf／cm2と砂質t二に対するより小さくなっているが，未処理土の圧

縮強さが1．44kgf／・m2であ・t・ことから大「↑」に改良されていることがわかる．なお，1，－0．5

～0．8と比較的安定した地盤であったため固結体の中に未かくらん粘土塊の混入が認められた。改

良効果の点では他の三者に比べて最も顕著に現われたが，必要以上に強度が出ることや施工中周辺

地盤を乱しがちであること（当施工では施工個所より5～6m離れた地点にモルタルの噴出が発生

している。）などが留意点であると指摘できる。また細粒土地盤での湿潤密度は処理後に低ドして

いるが，これは改良目的によっては長所ともなり短所ともなろう。

　　　Oグラウト噴射方式（噴射かくはん）

　　　本方式による処理ヒはほぼエァ・グラウト噴射方式と同様な傾向を小しているが，処理範囲は小

　　さい。粗～中粒砂での一軸圧縮強さは13～37kgf／cm2である。固結］二の外周部分には数cmの

’　外かく状の弱い固化部が形成されていたが，この固化剤は15分程度のゲルタイムを持っているた

　　めOC　，固化するまでの時間に固化剤の1部が浸透したものと解される。細粒］二地盤での混合状態は

　　極めてよく，その一軸圧縮強さにもバラッキが少なく22～27kgf／Cm2を示した。

　〇二重管ロッド注人方式（溶液型瞬結ロッド注人）

　粗・細粒地盤にかかわらず脈状の注人結果となっている。高い地下水位と瞬間的なゲルタイムの

ため士中水の置換が困難であったものと推定される。不均一ではあったが粗粒地盤での浸透部分を

取り出して土質試験をすると，密度が約10％増加，一軸圧縮強さ1．1kgf／Cm2となっていた。

細粒土地盤ではかすかな脈状が認められる程度で浸透部分は認められなかった。

　〇二重管ダブルパッカー万式（溶液型スリーブ注人）

　比較的長いゲルタイムの溶液とパッカーによって注人個所を限定しているので，高い地ド水位に

もかかわらず粗粒土地盤においては土中水と薬液との置換が良好で，直径L4～1．Omの浸透範囲

が得られている。一軸圧縮強さ1．1～5．5kgf／cm2で透水係数も10－5～lOr6cm／sのオーダ

ーとなっている。細粒土地盤においては脈状となっている程度であった。

　以上より液相固化型は地盤構成土の粗細にかかわらずこの種の土質安定処理に適しているが，場

合によっては粗粒土地盤での二重管ダブルパッカー方式の液相置換型も有効である。ロッド注入方

式は粗粒土地盤であっても地F水位の高い地盤では液相置換が行われないことが明らかである。

一168一



　　6．3．2　液相固化型グラウト噴射方式施工による周辺地盤への影響と解析44）

　　　（D　目的と測定項目

　液相固化型のグラウト噴射方式やグラウト・エァ噴射方式は6．3．1で述べたように対象地盤が粗

粒土・細粒土にかかわらず確実な土質安定処理効果を得ることができる。しかし前述立坑内での試

験施工でも観察されたように，施工中の周辺地盤への影響は無視できない。例えば構造物の近傍や

直ドで施工した場合には構造物を浮上させることになりかねない。そこでグラウト噴射方式を例に

とって現地施工規模の浮上現象測定試験を行い，観測とその結果に基づく解析を試みた。

　調査・測定項目は以下の通りである。

　　　　①地盤や構造物の浮上量・浮上力の測定

　　　　②施工中の地盤内間隙水圧の測定

　　　　③　施工後の地盤の載荷試験
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現地の土質調査

　　　　④　固化土の形状，強度，固化剤の混合状況　　　　　　　　　　　　　　　機材の般入

　　　（2）施工個所の地盤状況

　測定施工実験を行った場所は大阪市内の大阪南港埋

立地内で，土質柱状図は図6－34に示す。Nf直が2

～10のルースな砂と軟弱なシルト質土でなり，地下

水位はGL－0．4mである。

　　　（3）実　験　内　容

　施上実験の作業流れは図6－35に示す。施⊥実験

の方法は図6－36に示すように20cmの砂または砂

図6－34　測定実験施工場所
　　　　　　の土質柱状図

測定（浮上，

水圧・土圧）

図6－35　測定実験施工のフロー図
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利を敷いた上にコンクリートスラブ（2m×2m×0．2

m）を設置し，GL－12mの深さからスラブ底面まで

表6－14に示す条件でグラウトを噴射，ロyドを回転

し円柱状の固結体を作成することとした。図6－36中

のケース1～ケース3の内容については表6－15に示

す。

　ケース1の場合はコンクリートスラブ中央に1個所施

工し，図6－37，図6－38に示すように間隙水圧計を

設置して間隙水圧変動測定に重点を置いた。間隙水圧計

は図6－39（a）に示すようなダイヤフラム式の受感部

を持つものであり，図6－39（b）に示す設置要領で深

さ万向にGL－6，－9．5，－11m，

ケ－ス　

寮水）｛at

．，

ON

図＼

射噴

止

スラブ（2×2×02）

　　　　一P

1 ，　．

砂利

　　／噴射　　　　　　ソイ1しセメント杭

る

一

@　　　　　　叩1・㌧m｝

図6－36　測定実験施．Eの施工方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　施工中心より各々25cln，35cm，55　cmとした。

　ケース2とケース3はコンクリートスラブの変位量測定と同時に反力梁を作成して，コンクリー

トスラブと反力梁の間に荷重計を設置して浮上力をも測定した。ケース2では施工後固結体頭部で

の平板載荷試験を，ケース3ではケース1と同じく間隙水圧の測定を行うこととして図6－40，

図6－41に示すように間隙水圧計を設置した。

　またコンクリートスラブ下の礫と砂の敷設は構造物トの構成材料によって浮上量，浮上力に差異

が生ずるか否かを確認するためである。

表6－・14　施［仕様

ノ　ズ　ル　径 1．8鵡

噴　　射　　』｛ 235」／分

噴　　射　　川 200kgf／c而

ノズル川軋、数 20rpm

ノスル引1．速度 22㎝／分L

囲結剤配合｛lm］）．

@水　　　　740ρ

@　セメント　500kg

@水ガラス系硬1ヒ剤100ρ

Qルタイム約30分、比重L34

表6－15　施工条件と測定項目

　　　　　　No，
?@目 ケース1 ケース2 ケース3

施　工　数　量 12m×1 12m×2 　nlP2　×5

コンクリートスラブ
ﾌ使用

一　し，）

○ o
コンクリートスラブ
ｺの状況

礫 砂 礫

浮上力の測定 ．一 o ○

浮上量の測定 ○ O ○

間隙水圧の測定 o 一 ○

地盤振動の測定 ○ O ○

乱さない試料採取 ○ ○ ○
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C
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水圧計の平面配置
（ケース1）

1’質柱状図

　盛t
　砂
　砂

砂

シルト質粘土

砂

A－A断面 B－B断面 （1c断面．

1－1－、
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D　l）断面 深さ（m）

0．0

上

／1－G
　　　　　5．5

．9．0

．11．O

－12．0

図6－38　水圧計の断面配置（ケース1）
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　　図6－39
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　土質柱状図
G、L．

A－・．A断面

1
1
1
1
1

・

i

1
1

3－F
1

3－B 1　3
1

1
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㌔砂

砂

シルト質粘土

砂
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深さ（m）

0．0

一5．5

一90一

一12．0

図6－41　水圧計の断面配置（ケース3）

　　（4）試験施工二結果

　　（4－1）　コンクリートスラブの浮．ヒ量と

　　　　　　　浮上力

　図6－42はケース1の場合で施工深度と施工

時間，コンクリートスラブの偶角部（図中A，B，

C，D）での浮上量，　浮上力を示しているが，

ほとんど浮上量，浮上力は観測されなかった。

　ケース2ではコンクリートスラブ下に隣接し

て2ケ所で相前後して固結体作成を試みている。

図6－43は先行の施工において観測された浮上

量と浮上力である。浮上力は4tfの力が発生して

おり，浮上量は位置によってバラツキが見られ

るものの最大12mmの値を示している。　図6

－44は同じくケース2の後行施工の場合の測定

値である。浮上力として3tf，浮上量として最

大10mmが観測された。

　図6　－45はケース3においてctc50cmで格

子状に4個所施工してから，その中心部でもう

1個所施工した場合の浮上力と浮上量である。

浮上力は発生しておらず，浮上量も最大3mm

程度である。

go

時

　60間

（分）：30

　　0

1本中央に施L

（め　施1深度～時ll封関係

歯枇

一12．0　　　10，0

　＋10，00

浮

卜

鼠

⑳

　＋5．00

000

一50 一〇〇

一2．00

　－12．O　　－100

図6－42

　　　　5．0

施r深度（m）

一〇．0

施工時間・施工深度と浮上量

（ケース1）
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図6－44　施L時間・施工深度と
　　　　　　浮上量・浮上力

　　　　　　（ケース2の後行施［）

一e．O

　以上の結果各ケースにおけるスラブ4隅の浮上量平均値とケース2で観測された浮上力（図中ケ

ース2aは先行，ケース2bは後行の施工）とを一括して示したものが図6－46である。前述した

ようにケース1，ケース3では浮上力も浮上量も観測されていないが，これは両ケース共コンクリ

ートスラブ下に敷砂利を施しているために噴出スライムの漏出がスムースに起ったためと考えられ

る。また間隙水圧計の埋設によって周辺地盤が乱されたことも一因となっているだろう。

　ケース2の浮上現象は顕著に現われており，このケースが一般的な性状とみなせる。特徴として

はグラウトを噴射している噴射ノズルがGL－2．　Om付近に達した時以降に急激に発生している。

　またコンクリートスラブ外縁地盤での地盤変状を測量杭とレベルによって測定したが，結果を表

6－16に示す。グラウト噴射方式の施工による影響範囲は施工中心より3～4mに及ぶことがある

といえる。
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　　図6－46　浮．ヒ量・浮．ヒカの
　　　　　　　　測定結果の総括

表6－16 スラブ外の周辺地盤の
浮上量（単位；n皿）

　　　　測　点

Pース

スラブ中心からの距離回

1．5 2 3 4

1（　1　本　） 2 2 2～3 2～3

2／2本累計） 15 7～8 1～2 0

3（中央の1本） 1 0 0～1 0

　　（4－2）　施工中の間隙水圧の変動

　ケース1，3において施⊥二中の間隙水圧の変動を

測定した。

　図6－47（a），（b），（c）はケース1における施

［深度と水圧計埋設深さにおける間隙水圧の変動を

示している。図6－47（a）は施工位置より水平距

離で25cmのもの，図6－47（b）は35　cmのもの，図6－　47（c）は55cmのものである。

　図6－　48（a），（b），（c）はケース3の場合であるが，ケース1と異なるところはctc50cmの

格子状で4本施工した後に水圧計を埋設し，中央部の施工時の水圧変動を測定したものである。図

6－48（a）は施工位置より水平距離で25cmのもの，図6－48（b）は35c甲のもの，図6－48（c）

は55cmのものを各々示した。埋設深さはケース1と異なってGL－9．Omのシルト質土層申とGL

－5．5mの上部砂層のみとした。
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　間隙水圧測定結果より指摘されることは以下の通りである。

　　①グラウト噴射方式の土質安定処理の施工中次の3型式の水圧変動が認められた。

　　　　Aタイプ；変化が比較的ゆるやかなもの。これは全体のマスとしての水圧変化とみなせる。

　　　　Bタイプ；比較的シャープに周期的に観測される変化。これは8秒間隔に観測され図中に

　　　　　　　　　×印で示した。これは施工用注入ロッドの引上げ時間と一致している。

　　　　Cタイプ；極めてシャープに周期的に観測される変化，これは3秒間隔に観測され図中に

　　　　　　　　星印で示した。これは施工用ノズルの回転時間と一致している。

　　　②この3型式の変動は特に施1：位置より水平距離で25cmのものと35　cmのものに現わ

　　　　れている。施工深度とこの3型式の現われ方を現象的に述べると，噴射ノズルが水圧計の

　　　　埋設探さに近づくにつれてまずAタイプの変化が生じ，次にBタイプとなり，水圧計埋設

　　　　深さでの施工中にCタイプが観測された。

　　　③また最初のAタイプの変化が観測される時期は水圧計の埋設深さ下1～2mの施工時で

　　　　あった。

　　　④　静水圧的な変化の最大値は0．45kgf／cm2で，瞬聞的な動的変化の最大値はO．7　2　kgf／

　　　　cm2であった。

　　　（4－3）平板載荷試験結果

　ケース2の施・L後，平板載荷試験した結果を図6－49に示す。あらかじめ準備した載荷装置で

極限降伏値は得られなかったが，67tf／m2の荷亜以内では弾性的な性状を示していた。
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図6－49　施」二個所での平板載荷試験結果
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　　（4－4）プロクター・ニードル貫

　　　　　　入試験結果

　ケース2において載荷試験後，載荷

重の影響を除去するために表層を切り

とり，改良効果の平面的なバラツキと

施工継目付近における強さの分布を調

査する目的で5Cmピッチで長軸方向

（表6－17の付図）にプロクター・

ニードルの貫入試験を実施した。結果

は表6－　17であるがバラツキの少な

い大きな貫入抵抗値を示している。

　　（4－5）採取試料による固結体の

　　　　　　圧縮強さ

　表6－18に採取試料の一軸圧縮強

さを示した。試料番号1～14はコア

ボーリングによって採取したもの，試

料番号15～21はGL－1．5m付近ま

で掘削して採取したものである。いず

れも30kgf／Cm2ド｛］度の圧縮強さを期

待できるといえる。

　　（4－6）固結体のボルトランド・

　　　　　　セメント混入量

　固結体のボルトランド・セメント混入

量を化学分析によって求めた。その結

果が表6－19である。表6－19（a）

は深さ方向の試料の分析値，表6－19

（b）は水平方向に採取したものの分

析値である。おおむね30～40％の混

人量が認められ，均一な分布を示して

いる。

　　（5）li？　，t現象の解析

表6－17 施工個所でのプロクター・
ニードル貫入試験結果

測定点
プロクター・ニ

[ドルの番号

プロクター・二

黹h g鞭積
荷　　重

ikgf）

貫入抵抗値

ikgf／・m2）

1 9 0，166 36．0 216．9

2 　　〃
D

〃 46．0 277．1

3 〃 〃 33．0 198．8

4 〃 〃 貫入不能 一

5 〃 〃 39．0 234．9

6 〃 〃 48．5 292．2

7 〃 〃 50．0 301．2

8 〃 〃 39．6 238．6

9 〃 〃 30．0 180．7

10 〃 〃 57．4 345．8

11 〃 〃 55．3 333．1

12 〃 〃 貫人不能 一

13 〃 〃 54．0 325．3

14 〃 〃 51．4 309．6

15
‘　　　〃

〃 56．0 3373

16 〃 〃 37．5 225．9

17 〃 〃 51．0 307．2

18 〃 〃 57．0 343．4

19 〃 〃 57．5 346．4

20 〃 〃 貫入不能 一

21 〃 〃 56．3 339．2

22 〃 〃 56．8 342．2

23 〃 〃 11．0 66．3

　　測定点の番号（平面配置）

1357911131517192123

固化範囲

　＿C．1、．

測定点間距

離＝5．Oc皿

（4）の測定・試験・観測結果より明らかなようにグラウト噴射方式の土質安定処理は極めて有効な
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表6－18　施工後の採取試料の圧縮試験結果

供試体
採取深度 f二質

供試体の大きさ 密　度 一軸圧縮 破　壊

ﾐずみ
変形係数

破壊型式
の番号 高　さ

i㎜）
噌講 （9／cm3） 臨。口 （％） （㎏f／・m2）

1 GL－3．Om 砂 726 4．27 1．71 32．1 0．73 7，300 割　　裂

2 GL－3．Om 〃 8．80 4．23 L63 43．3 0．37 14，400 〃

3 G1．－5．Om 〃 9．08 4．63 L64 60．0 0．66 20，000 〃

4 GL－5，0m 〃 8．83 4．68 L51 48．6 0．94 12，700 〃

5 GL－6，0m 〃 8．90 4．43 L63 52．0 0．47 16，800 せん断
6 GL－6，0m 〃 7．45 4．46 1．59 34．7 0．64 6，900 〃

7 GL－7．Om シルト 8．12 4．25 L63 40．0 1．09 7，100 割裂とせん断

GL－7．Om 〃 9．50 4．37 1．65 36．0 0．42 9，500

GL－7．Om 〃 9．05 4．61 1．70 37．1 0．75 7，100 割　　裂

10 GL－7．Om 〃 7．90 4．26 1．64 37．9
　　　　　：
O．70　　　　　． 7，600 せん断

ll GL－8．Om 〃 6．30 4．44 L55 35．8 0．64　・ 6，800 〃

12 GL－8．Om 〃 7．20 3．95 L60 38．0 1・18　1 3，500 割　　裂

13 GI．一＆Om 〃 9．45 4．68 1．50 47．8 　　　　　F
n．80 ll，400 せん断

14 GL－lLO【n 砂 8．82 4．73 L60 642 0．27 55，000

@　　　　1

割　　裂

15 GL－LOm 砂 20．00 9．90 1．81 34．8 0．80 6，800

16 GL－1．Om 〃 16．50 9．90 1．62 26．0 LO7 3，000 割　　裂

17 GL－LOm 〃 20．50 9．90 L79 31．8 0．50 8，800 〃

18 GL－0，5m 〃 20．60 9．90 1．75 18．1
一 一

ボンド・クラック

19 GL－0．5m 〃 20．60 9．90 1．59 7．0
一

　　　　｜－　　　1

崩　　壊

20 GL－1．Om 〃 20．00 9．90 1．83 32．7 一 割　　裂

21 GL－LOm 〃 20．00 9．90 1．86 29．0 　 一
〃

ものであるといえる。しかしケース

2で観測された浮上現象については

施工前にあらかじめ予測しておくこ

とが必要な場合もあろう。この観点

より観測結果をもとに浮」二力と浮上

量の解析を試みたものが以下である。

　　（5－1）浮上力について

　ケース2においてスラブの接着面

と固結体径が同じであったことから，

コンクリートスラブに作用した浮上

力がこの接着面の圧力によって生じ

たと考えると，最大浮ヒ力発生時

（測定値4tfとスラブ自重2tで

合計6tf）にはその圧力3kgf／cm2，

施工完了時1．5kgf／cm2と計算さ

れる。しかし現実には周辺地盤も浮

　　表6－19

（a）　深さ力’向

採取試料の化学分析結果

No． 深さ　（∋ 十の割合
ボルトラ　ン　ド

Zメントの割合 混合比
1 1．5－2．5 0，292 L8

2 2．5－3．5

0，647・0，391一一α348

．0，504
0．6

3 　　　　r－－
R．5－4．5

一．

@　0．540 0．5

4 4．5－5．5
一一一．一．

O，449 0．8

5 5．5－6．5 0，376 0，517 0．6

6
6．5－7．5 0，380 0，513 0．6

7 8．5－9．5 0，420 0，480 0．7

8 9．5－10．5
　　　．・．
O，323

・．ゴ

@　0．561 0．5

9 10．5－11．5 0，202 0，661 0．3

（b）　水平方向

No，
　　の

ы
ボルトランド
Zメントの割合

混合比 r

1 0，634 0，303 1．7 十　8cm

2 0，593 0，337 L5 十　6

3 0，606 0，326 1．5 十　4

4 0，733 0，221 2．8 申心
5 0，640 0，298 L8 一　2

6 0，629 0，307 1．7 一　4

7 0，657 0，284 1．9 一　8

8 0，618 0，316 1．6 一10
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上しているために図6－50のようなモデルを考えた。施工

時の発生内圧は式（6．2）で示される。

　　　P×A＝F十W
　　　一・＋÷Z3・・n2θ・・一△W

　　　　　　　　　　　・・白・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（　6．2　）

ここにP溌生内圧（kgf／，m2）

AF

Wθ

；施工断面積（Cm2）

；上載荷重（浮上力の測定値とスラブ

自重（㎏f））

；浮上土の質量（kg）

；土くさびの角度

漏出抵ト1圧P

　F＝Σq

図6－50　浮上現象の解析モデル

　　　　　　△W；スラブの体積に相当する上の質量（kg）

　　　　　　P；，tの搬（kg／C，。3）

　　　　　　Z；施［12R度（Cm）

　図6－46のケース2a（先行施一［）の結果をもとに試算すると，施工区域直径50　cm，士の密

度p＝0、6kg／cm3（水中密度）とし，Z－2mの時F＝2tf・Z－1．Omの時F二4．6tf，として

pを求めると各々以下となる。

　　　　　p2．o＝3．3～2．4　kgf／cm2（θ＝45°と仮定）

　　　　　pLo＝6．0～2．7　kgf／cln2（θ一55°と仮定）

　したがってケース2aを施工中に，本地盤内の地表付近に発生した施Il個所の内圧は6～3　kgf

／cm2程度であろうと推定される。しかし噴射された固結剤のロッドやスラブ周辺からの漏出によ

って．浮上現象は滅少する結果となっており，当然のことながら発生内圧はこの漏出抵抗圧以上に

はならない。またケース1，3での間隙水圧変化は1kgf／Cm2未満であり，浮上現象が生じてい

ないことにより，諸条件の一寸した差異によって浮上力や浮上現象は生じないということを物語っ

ているといえる。

　　　（5－2）浮．ヒ量・浮」二刀の推定

　浮上力についての考察を（5－1）で行ったが，現実の現象として現われる浮上量・浮上力をシミ

ュレートしているとはいえない面がある。これは対象地盤の間隙比，透水性，地下水位，固化剤の

注入量，固化剤の水分量，ゲルタイムなどの諸条件に複雑に支配されるため，固化剤の注入から地

盤の浮上に至るメカニズムの詳細について不明な点が多いからである。したがってこれらの諸条件

のすべてを個々にインプットした形で浮」二現象を解析することは現段階では不可能であり，単純化

された力学モデルによらざるを得ないといえる。このような観点からグラウト噴射方式施工時の単
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純な力学的釣り合いに着目し，有限要素法による解析を試みたものが以下である。

　体積Vの飽和土に△Vの固化剤を注入したとすると，周辺への浸透がなくかつ周辺の拘束がない

理想的な状態にわいては，その体積はV＋△Vとなる。

　連続体の力学を適用させるために，これを体積Vの物質に△Vの体積ひずみを生じさせるet力”

が作用したと考えると，このCt力”は仮想仕事の原理により式（6．3）として求められる。

　　　　　　｛R｝一∫。rB］T〔D］｛ε｝dV－…………（6．3）

　　　　ここにV；体積

　　　　　　　｛R｝簿価節点力ベクトル

　　　　　　　lB／；ひずみ・変位マトリックス

　　　　　　　「D］；応力・ひずみマトリックス

　　　　　　　　T　 ；転置マトリックス

　　　　　　　｛ε｝・ひずみベクトル

　この｛R｝を土中の体積Vの各要素に作用させ

れは，周辺地盤の拘束がある場合の体積のひずみ

△V，；α・△Vとそれに伴う地盤の変形状態が解

析されることになる。固化剤△Vの注人による実

際の体積増加△V’＝α・∧Vのαは実験的または

経験的に求めることが必要となる。

　解析に用いたモデルは図6－51に示すように深

さ12m，半径4．6mの軸対称モデルであり，要

素数280，節点数168である。境界条件は対称

軸t：で側万変位固定，外周で完全固定，底面で鉛

直変位固定とした。この地盤モデルにわいて対称

軸を中心に半径30cmの固結体が得られるもの

として深さll．4　mから60　cmつつ順次上方へ施

・工される状態を想定した。すなわちグラウト噴射

方式の固結体が60cm施工されるごとにα・△

Vの体積ひずみを生じさせるに等価な節点力を外

㊤
T

ミ

O．

m一

1⊥

56図

㎜・・珊

浮上現象のFEM解析の要素分割
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刀として作用させた。

　次に△V’＝α・△V中のαの設定が必要である。このαは式（6．4）の内容のものである。

　　　　　　　　　△u
　　　　　　αニ　　　 …・………・……・…………・…・…・’・……… i6．4）
　　　　　　　　　△V

　　　　ここに△u；地表の浮上体積

　　　　　　　△V；固化剤の注入量

　このαについては現段階では実験的に求めざるを得ないので，図6－5245）に示す6．5×2．3×

1．4mのコンクリート製土槽に20　m3の砂（粒eS　O．15～2。Omm，均等係19（　2．　4，比重2．66）を

人れて大型上槽実験を行った。模擬地盤は振動と水締めとによって間隙率約42％，乾燥密度1．55

t／m3，　N値で2～4の飽和砂地盤である。

　表6－20は種々の条件のもとで得られた

αの値である。図6－53はその1例（実験

番号2の場合）で水・セメント比150％のセ

メントミルクを31．27．注入した場合の地表

面の変形状態をX軸に浮」二量，Y軸に施［位

置からの距離，Z軸に施工時間を示している。

このことより土被り荷重がほとんど無視でき

　　　　　　　　　　　　　　　高11ポンフ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　操fi盤

　　四聯　　　　聾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　lll11結剤
、苗

　　コンクリ．一ト｝槽
　　“j」LJ　3　r

図6－52ヒ榔，おける施工実験要領45）

地表面形（t＝80s） d（△u）
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堰A　’＼ t

．＼
80

10 45

口

一40 O　l 20　　　　40　　　1

@　　　　　　　　　1
70 loo　　　　　　　　よ

実験条件

一 ρ＝60㎝
Soil ，砂

N 値；2～5（スウェーテン己

Nozzle ，P＝200㎏㈲

40㎝
ト択　． 回 転；21rpm

固　　結　　体 引揚げ速度 ；0．5㎝／sec

W　／　C ；　150

注　入 量；31．24

一

t（s）

ロノトセンター
よりの距離（cr）

ρ＝1．8願

図6－53　土槽実験による地表面変形状態
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20

　　10浮上量伽

0

一12

Soil

Nozzle

回　　　転

引揚げ速度

注　入　量

団　結　剤

計算値α＝1．0

計算値α＝0，39

実測値

　砂（G・LO～－7m）N値4～7
　シルト（G・L・－7～－11m）N値2以下

；P－－200kg£／N・ピ＝1．8　ntnt

　20rpm
　3．670n．／sec

　lloe／m

セメントミルク＋水ガラス

一’一一’一”一一一一一一一 Fニニニ丁ニニー．＿．．一＿一．一．＿．

　　　　　一8　　　　－7　　　　－6　　　　　－5　　　　－4　　　　－3　　　　－2

　　　　　　施　　工　　深　　度　　（m）

図6－54　測定実験施［二による地盤浮上量の予測と実測

20

18

，16

14　浮

12　上

10
　　量

　（m）

る状態で施工すると内部の体積変化は地表面に現われ，d（△u）とd（△V）はおおむね線形関

係にあるといえる。

　以」二の考察をふまえて，α＝0．39，α＝1．0との場合について計算した地盤の浮上量と実測値

を図6－54に示す。この図で計算値は中心から100cm以内の節点の変位の平均値，実測値はケ

ース2aの’P均値である。

　α二〇．39は表6－20のNo．　2の実験結果をもとにしたものであり，N値2～5の砂地盤にW／C

二150％のセメント・ミルクをllO〃m，深さ11．4mにわたって施工した場合を想定している。

施工深度が地表の場合と大きく異なっているが，比較的よい近似が見られ，通常の砂地盤ではα＝＝

0．3～0．5の値をとることによってその浮上量をあらかじめシミュレートできると考えられる。α

＝1．0は表6－20のNo．　9（α＝0．96）のように透水性の低い地盤について用いるべき値であろ

う。

　なお，この計算においては次の仮定を設けている。

　　　①深さ方向に地盤は一様である。

　　　②地表面近くの施工における固化剤の湧出，すなわちαの減少を考慮していない。

　　　③　地表面ではコンクリートスラブ質量以外の拘束力は考慮していない。

　図6－55はα＝0．39の場合の地表面に拘束のない場合の地盤の変形状態を示し，図中の数値は
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各節点の変位量（単位mm）であり，

変形のスケールを10倍に拡大して図

化している。

　図6－　56は同じくα＝・O．　39の場

合の浮上力を推定したものと実測値

を示したもので，計算値は半径100

cmの地表面の節点変化を拘束した

時の各節点での反力をコンクリート

スラブ面積について積分して得られ

たものであり，十分シミュレートし

得ることが明らかである。

　6．　3．3　地盤凍結による地盤凍上

　　　　　予測への試み46）’47）

　　（1）　凍上についての従来の研究

　液相固化の特異な形態に地盤凍結

の手法があることを前述した。しか

し凍結に伴って地盤が体積膨脹し，

結果として地表面が凍上する問題を

かかえている。水が凍結すると9％

の体積膨張が生じることはよく知ら

れているが，現実のヒのそれは，は

るかに9％の体積膨脹を越えること

が多い。図6－57はTsytovich

口
17　8

、5 3 4．6η7　＿@2　　　　　　1

13 7 4 3 1 1

6 4 2 1

4 4 4 3 2 1 1

2 2 1

2 2 2 1 1

2 2 1 1 1 1

1 1 1 L

1 1 1 1 1

1 1 1

1

1

一
一［一1

一1
一14 ←

　解析条件
bムく　｛よノし　　　　　　f．’豹　　　　　　　‘’nt

領域　　　・」60／　L140

　α・0．39
　b；・20㎏1㌧借

　〃・0．3

図6－55　施工に伴う地盤変形

48）が室内凍結試験によって求めた各種土（砂，粘土，シルト質土）の凍結時間と凍」二率を示した

ものである。曲線1は飽和砂の1東上曲線である（砂の場合片面から凍結させ，排水が自由という条

件では凍上は起らない）。この場合の凍結は全面から行われている。曲線2は粘土の場合の凍上曲

線で供試土の凍結面への水分移動による圧密に原因すると考えられる収縮が起り，その後凍上が発

生している。曲線3は吸排水のない場合o）シルト質土の凍上曲線，曲線4は同じ土の吸排水のある

場合の凍上曲線で初期に収縮が生じ，続いて凍上が発生している。特に曲線4の吸排水自由の場合

は時間に比例して大きな凍上が発生し，供試土が完全に凍結した後でも凍上が続いていることが明

らかである。

　寒冷地での道路や建物下の自然凍上についての研究の他に，人工地盤凍結による凍結工法の普及
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60

　5，0
浮

上
　4．0
力

（tf）3．e

2．0

計算値　O．39

実測値　（ケース2）

10

0

－12　　　　　11　　　　－10　　　　－9　　　　－8　　　　－7　　　　－6　　　　－b　　　　－4　　　　－3　　　　－2　　　　－1　　　　　0

　　　　　　　　　　　　　施　　1：　深　度　（m）

　　　　図6－56　測定実験施［による地盤浮上力の計算値と実測値

4．O

3．0

　浮

　上2．0

　力

1．0（tt）

O

や液化天然ガス（LNG）貯蔵庫の出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　28

現によって，観点を変えた凍結地盤の　　24

凍上を予測することが必要になって来こ20

　　　　　　　　　　　　　　　　　z’「－1．6
た。

　高志・生頼・山本（1977）49）は人き1’2

　　　　　　　　　　　　　　　　　11　06
「凍結凍上と自然凍上の相違を次のよミ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　04
うに述べている。　　　　　　　　　　o

　　　（1）　凍結中の拘束応力の相違　　　　　　　　　　　　　　時　　間　　　　　　　h「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　図6－57紅の凍上量（T，yt。vi。hの実験）48）
　　　　　自然凍」二にわける凍結中　　　　　　　（1）砂，（2）粘土，（3）シルト質ローム，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）流人水o）あるシルト質ローム
　　　　の拘東応力は活動層の最大

　　　　深度を4mとしてもせいぜい0．8　kgf／cm2程度であるが，人Il地盤凍結では15kgf／

　　　　cm2程度まではしはしば遭遇する。

　　　②　間隙水圧

　　　　　自然凍」二における凍結中の間隙水圧はこれもせいぜい0，3kgf／cm2程度であるが，人

　　　　工弛盤凍結では5kgf／cm2までは常識的に遭遇する。

　　　③　凍結速度

　　　　　自然凍上における凍結速度は0．3～2．5mm／h程度であるが，人工地盤凍結ではO．2～

　　　　50㎜／h程度の広綱にわたる凍結速度力硯われる。特にLNG貯蔵髄下タンクでは

　　　　0．04㎜／hというようなきわめてノ」・さな繍願における凍結膨脹挙動の知識が必要で

一二溺斗Ll・ ヨっ。．、ぴC

斗」午1ぴc
一　　　　　　　　　　，

」

1ヨヨ～、c氾，

．．一

、；、“昌±／，勿〃▲β
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あることがわかってきた。

そして高志らは凍結膨脹率を求めるために実験的に求めた式（6．5）を提案している。

　　　　　ξ一ξ。＋争（1＋、／亘　　　u）…・……・…………・ほ・）

　　　　　　　　　　　　e

　　　ここにξ　；凍結月彰脹率

　　　　　　　　　　　△V（凍結による体積増加量）
　　　　　　　　　ξ二
　　　　　　　　　　　　V　　（初期未凍土の体積）

　　　　　　σ。；有効応力（kgf／・m2）

　　　　　　u涙結願（㎜／h）にれは凍結前蜘三未紺中碓行する速度）

　　　　　　ξo（無次元），σo（kgf／cm2），　u。（mm／h）は土質によって固有な値で実験

　　　　　　定数

図6－58は凍結速度を一定（Ut3mm

／h）として有効応力を0．4～15　kgf／cm2

に変えて行った実験結果で，凍結膨脹率と吸

排水率と有効応力の関係を不している。この

場合式（6．5）とよく一致していることがわ

かる（図中の実線は計算値）。また吸排水率

負の部分は排水しながら凍結膨脹しているこ

とを示している。これらの事実より凍結速度

が一定ならば簡単に式（6．6）と表わせるこ

とになる。

　　　　　　　　　c　　　　ξ＝rξo＋一　一一・…　（6．6）

　　　　　　　　　σe

　　　　（ξ。，cは実験定数）

　図6－59はσe＝Ll2kgf／cm2，　2．12

kgf／cm2のもとでのξとUの関係を示され

ており，Uが小さくなるにつれてξが増加し

計算値とよい近似を示している。

51
試料：根岸固結シルト

　　凍辛ぱ1！U＝3．3mm／h

o凍結膨張率ξ

・吸排水率島

　　　　　　　有効応力at（kgf／c㎡）

　　　　　　　　　　●　　　・　　●　　　・
　　　　　　　　　　　　　　　　◆　　●　　　　　　●

図6－58　凍土の凍結膨脹率，吸排水
　　　　　　率と有効応力の関係49）

　以上より式（6。5）の妥当性が立証されている。また図6－58，

が吸排水を伴いながら凍結していることが明らかである。

6－59より土の凍結現象は土
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　　試料：七尾固結シルト

有効応力at：

1．12kgf／c㎡および2．12kgf／c㎡

巡

　　　　　　　　　　　9te　C　a，こ噸酬ノ

　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　15
　　　　　　　　凍結速度び　（mm／h）

　　　　　　　　　　　　　ら（q＝2．12kgE／c㎡〉

図6－59　凍土の凍結膨脹率，吸排水
　　　　　率と凍結速度の関係49）

　（2）簡易な凍上試験機の試作

　6．3．3（1）で述べた高志らの提案による凍結膨脹率

を求める試職置は図6＿605°）1，示す．装置の

ポイントは主冷却板に電子冷却モジュールが用いら

れ，主冷却板の温度をあらかじめ決めたプログラム

に従って経時調節できるようなプログラムコントロ

ーラーによって一定の凍結速度が得られるようにな

っていることである。しかしこの装置は一般に高価

でわが国にも数台しか存在しない現状を考え，より

簡易な装置でこの種の試験を行うことを模索し試作

した。

　図6－61は試作した試験装置を示す。供試体寸

法1埴径61m皿，高さ50～55㎜の円柱である。

冷却方法は冷媒にエチルアルコールを用い，

06
一
6図

　　12　聞式　　　料

　　13　ホーラス・ゾレート〔多イL板）

　　14　冷　却　板
　　15　凍1変1、”則定川ホテンシオメーター

　　1611JJゲ．．ジ
　　17　加川パll器
　　18　水分移動測定川オ動変ll器

　　1｛ フロート（｝’1（lt｝

　　21）外部水槽
　　21　フェレキシフル管
　　22　配　　　管

凍」二測定装置50）

載荷枠

　リコン

Nリース

　　ヒ

@　レ

@　ノ
@　ト

ｷ1乏卜

@　　　軟

Oリンク

層シ

」　　料
Cンジケーター

鵠1槽
アクリルモー戊レ1

　　．
．　　　．　　　　砲金板　　　　・　　　．・

@　　　　　　　　　　　　　　．@　　　　　　エチルアルコール　　　　　〉　　　　　　　ドライアイス

　　・

‘合　板

図6－61　試作した簡易凍上試験器

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ドライアイスによって供試体の下面より冷却する。試

験は20℃の恒温室内で行い，温度制御は冷却槽の温度計に従い手動でドライアイスを出し入れす

ることによって行った。凍結前線の進行の観察は断熱材として用いている軟質ウレタンフォームに
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設けたスリットを広げ透明アクリルモールドを通して測定した。凍結前線が明瞭に観察できない土

の試験には直径1㎜の透明チ・一ブにメチレンブルー水鰍を封人したインジケーターをモール

ド側壁にとりつけ，メチレンブルーの変色によって決定した。

　上載圧は載荷枠によっているが，これは3kgf／cm2まででそれ以上についてはエアシリンダー

方式を取っている。供試体からの吸排水量はビューレットによって計測した。載荷ピストンFにポ

ーラスストーンを通して間隙水の吸排水が自由なオープンシステム試験と，外部との吸排水を許さ

ないクローズドシステムの両試験が行えるようになっている。

　図6－62は豊浦標準砂の凍上試験の凍結深
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　凍3u
さと凍結中の吸排水量，その聞の温度変化を時　続L・o
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奮、〔）

問を横軸に示したものである。温度変化につい（mm）

て考えると，この種の簡易な方法でも±2℃程　鰍Lo

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　III！u
度の範囲で温度一定の保持は十分であることが　㎡．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、，㍉1

わかる。　　　　　　　　　　　　　　　　　lllL’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　哩．50
　試験にあたっては自然乾燥状態にある供試土cuCi）－fse

をスプーンで水中に注ぎ入れかるく突固めた状

態で，ヒ載圧を零の状態で行っている。この時

の固液割合は液相x＝0．38，

　L山w“uΨ、工宍＿◆

図6－62

　1．u“
凍　結　時　間　‘hr

標準砂での凍上試験結果

　　　　　　　　　　　　　固相y＝0．62である。図中の丸印は実測値を示しているが，排水量

の図中の点線は凍結部の問隙水の膨脹分を体積含水量の9％とした計算値である。結果的には凍結

膨脹は生じず，実測値と計算値に良い近似が見られた。この事実は間隙水の凍結膨脹分がすべて系

外に排出されたことを意味しており，更にこの種の簡易な装置でも十分凍上試験が可能であるとい

える。

　　　㈲　上の凍結膨脹におよぼす1i＆LEの影響

　6，3．3（2）で述べた簡易な装置でも十分凍ヒ試験が可能なことを確認してから，凍上現象に影響を

与える1要素である上載圧（有効応刀）についての検証を試みた。冷却速度を凍結部分の増加速度

で規定することとしたので，冷却温度は平均凍結速度が一定になるように上載圧に応じて変化させ

ている。凍結の初期と終期のデータを省き供試体巾央部の2cmの個所を選び整理している。

　供試土は粘性土を用い，液性限界のL5倍程度の含水量のスラリーを人れ，　O．14kgf／cm2の上

載圧で一次圧密が終了したと考えられる時点まで1フ圧密してから試験を開始した。　この場合x＝

0．58，y＝0．42である。

　図6－63は上載圧をパラメータとした膨脹量の経時変化である。上載圧が高くなると凍結の初

期において収縮が生じ，更に凍結が進むと膨脹率の増加はほぼ直線的になる。凍結の初期において

収縮が生じていることは，未凍結部の圧密によるものと考えられる。
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　図6－　64　上載圧，吸排水凍結膨脹率
　　　　　　　と経過時間の関係

　図6－64は吸排水量を膨脹量に換算してその経時変化を示している。上載圧が低い場合には凍

結側に吸水のみが生じ，凍結が進むにつれてほぼ直線的に増加している。上載圧が高い場合には排

水のみが生じている。上載圧が中位の場合には凍結の初期に排水が生じ，終期になって吸水となっ

て現れている。

　図6－65は凍結膨脹量より吸水による膨脹量を控除した膨脹量，すなわち土が本来間隙内に持

っていた水の凍結膨脹に起因する膨脹量の経時変化を示す。上載圧の変化には関係せず傾向として

はほぼ同様の増加を示している。定量的には試料の液相x二〇．46～0．56であるから，間隙水の凍

結による膨脹量は4．5％程度がf’測される。実測値は総じて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，1
1．5％程度なので予測値のほぼ3分の1程度ということにな

る。これは凍土内に末凍結水（または不凍結水）が存在し，

士が本来含んでいた水と凍結によって新たに吸収された水の

すべてが必ずしも凍結しないことを物語っている。

　図6－66は上載圧と凍結膨脹率との関係を示している。

高志らの図6－58は普通目盛の縦軸・横軸で整理されてい

るが，図6－66は凍結膨脹率を縦軸に普通目盛で，1二載圧

を横軸に対数目盛で表わしている。上載圧lkgf／cm2未満

の部分ではバラツキが大きくなっているか，ほぼ2直線ヒに

測定値はのっている。すなわち上載圧が5kgf／cm2以上で

膨脹率が比較的小さい部分と，．ヒ載圧が5kgf／cm2以ドで
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図6－－65　間隙水による膨脹量
　　　　　　の経時変化
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膨脹率が大きい部分とである。　上載圧5

kgf／cm2以上の部分は図6－64で示さ

れるように凍結時に吸水は見られず排水の

みを続けている。したがってこの領域を排

水膨脹領域と呼び，これに対し上載圧が5

kg　f／cm2以下の部分は何らかの吸水傾向

が認められるので，この領域を吸水膨脹領

域と呼ぶことにする。

　膨脹率が2本の直線で近似できるとすれ
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　図6－66　」二載圧と凍結膨脹率の関係

ば図6－67に模式的に示すことができ，膨脹率fは式（6．7）となる。

f

凍

k」1

膨

脹fcr

率

　　0　　　　　］・gr　PCT　　　　　］。g　p　　　　P
　　　　　　　　　　｝　杜　lt
　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　P－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（r
　図6－67上載jEと凍結膨脹率の関係模式図

　以上，試験結果の整理法を少し変えることによって」二載圧が土の凍結膨脹におよぼす影響を定性

的にも定量的にも把握でき，前述の簡易な凍」二試験機でもf分な精度でF測試験が可能であること

が明らかである。

f－f斗Fl。9（P・・）…（6．・7）
　　　cr　　　　　　　　　　　P

ここにf　；膨』長率

　　　f　；排水膨脹領域と吸水膨脹領域
　　　　cr

　　　　　　の境界での膨脹率

　　　F　；直線の傾き

　　　　　　（図中Fsは吸水膨脹領域での

　　　　　　傾き・Fpは排・xm「c領域での

　　　　　傾き）

　　　　　；上載圧

　　　　　；排水膨脹領域と吸水膨脹領域

　　　　　　の境界でのヒ載圧

　6．4　結　　　　　論

　本章は土質安定を土の固一液系の液相置換・固化という観点でとらえた研究成果を述べたもので

ある。第5章と同様にまず液相の置換・固化に伴う土の工学的性質の変化を把握し，次いで同一条

件下で行った液相置換型・固化型の土質安定処理の現地試験施工の比較・考察，液相固化型土質安

定処理に伴って発生する地盤変状の実測とその予測法の提案，更に液相固化型の特殊な形態である

人工地盤凍結の地盤凍上の簡易予測方法の提案を行った。得られた結果を個条書きすると以下とな
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る。

①各種土質安定処理のうち，液相置換型は浸透方式の注入工法，液相固化型は加水反応型式

　の注入工法・噴射かくはん注入工法・機械的深層混合工法・凍結工法が考えられる。

②グラウトによって液相を置換した処理土は未処理上に比較して，一般に圧縮強さ，変形係

　数が増加するが，粘着力の増加が著しく，せん断抵抗角はあまり増加しない。圧縮による変

　形性は上載荷重が小さい場合処理土の方が少ない圧縮沈下量を示すが，上載荷重が大きくな

　ると処理士・未処理土の差は認められなくなる。またグラウトの種類にもよるが処理土の透

　水性は低くなる。

③ポルトランド・セメントや石灰類によって固化した処理土は，その処理前の初期含水比に

　よってその工学的性質が左右されるが，一般に圧縮強さ・変形係数共に増加する。この強さ

　の発現はせん断抵抗角・粘着力の両者が増加することによっている。圧縮による変形性は見

　かけの圧密降伏応力の増加，体積圧縮係数の減少，圧密速度の増加となって現れる。透水

　性はこの種の士質安定処理が粘性土に行われることが多いので，処理土・未処理土の差は大

　きくないが，透水性減少の傾向が認められる。なお耐久性は経時的な強さの増加もあり，半

　永久的なものと考えられる。

④凍土の圧縮強さは土質・温度・含水比によって著しく異なる。砂質土では含水比の増加

　と共に圧縮強さも増加するが，ある一定の含水比を越えると減少する。粘性土ではこの傾向

　が少ない。温度は低くなるにつれて強さも増加する。変形係数も同様な傾向にある。強さの

　発現は粘着力成分の増加によるもので，せん断抵抗角は未処理土より低下する。圧縮による

　変形性は見かけの圧密降伏応力が増加するが，温度に著しく左右される。透水性も低下し事

　実上不透水と考えられるが，これも温度に左右される。

⑥　被圧水頭の大きい砂礫地盤で液相固化型の⑤グラウト・エァ噴射方式，⑥グラウト噴射方

　式，液相置換型の⑥二屯管ロンド注入方式，⑥二重管ダブルパッカー方式の現地施工試験を

　行い比較した。その結果，⑧は良好な処理効果を得たが，周辺地盤に変状を生ずる傾向が認

　められた。⑤は⑤と同様であったが処理範囲が小さい。⑥は被圧水頭が大きいため液相との

　置換が行われなかった。④は⑤より比較的よい置換が行われていたが，処理土の⊥学的性質

　は⑤・⑥より小さくなっていた。

⑥液相固化型のグラウト噴射方式の周辺地盤への影響実測試験を行ったところ，地表面の浮

　上・構造物下での浮上力発生が認められた。これを予測する目的で，固化剤の注入によって

　体積ひずみが生じ，この体積ひずみを生じさせる力を考え仮想仕事の原理を適用し有限要素

　法による解析を試みたところ，実測値をシミュレートすることが可能であった。

⑦地盤の人工凍結によっても地表面の変状を認めることもあるが，この予測に従来用いられ
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ている試験機より簡易な凍上試験機を試作した。その結果排水膨脹領域と吸水膨脹領域とが

認められ十分な精度で凍上予測のためのデータを得ることができた。
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7．結 論

　土質安定を行うにあたっては，対象とする土の特性を的確に把握，それに適合した方法・手段を

採用する必要がある。

　本論文は土質安定の選定・設計・施工に際し，土の状態を固一液系によって区分し従来の土の分

類と合せて利用する方法を提案し，更に現在の土質安定処理の原理的見直しと施工上の問題点解決

について適用例や現地試験工事を通じて実証的に示したものである。すなわち，他の工業材料に比

較して複雑な構成からなる土を固一液系として統一的にとらえ　土質安定を液相の調整として意義

づけ，士の状態に応じた施工上の対応を体系だて，その妥当性を室内実験・模型実験，現地におけ

る試験施工・適用例などで実証的に検討したものである。以下に本論文の各章ごとに得られた成果

を要約して示す。

　第1章では，まず本論文の研究背景ならびに研究目的を示した。ここにおいては現在の土の分類

法が土を素材として利用する目的に主眼を置いていることを指摘し，自然土ないしは地盤分類とい

う立場をとられていないことを明らかにした。土が三っの相の構成でなることからこの三相構成を

示す土の状態区分が考えられ，このことにょって土の液体状態から固体状態までの区分が可能なる

ことを示した。他方，土質安定とは現地に存在する状態の土に対する人為的な働きかけであるとの

観点から，tの状態区分結果は土質安定の選定・設計・施工に有機的に結びつくという考え方を論

及した。次いで本論文の表題に使用した術語の定義を示し，研究の性格・範囲についてあらかじめ

述べた。本章のしめくくりには本論文の構成を示し，各章の関連性，論旨の展開を示した。

　第2章では，現在利用されている種々の自然科学や工学分野の土の分類方法にっいてその方法と

目的に関し考察，次いでそれらの研究史icっいてふれ，土質力学的観点で吟味，更に日本統一土質

分類法制定の背景を論及した。以上の老察より明らかになった日本統一土質分類法の利用上の問題

点を整理すると，土の状態区分の必要性があることを指摘した。したがってその解決の1っとして

固一液系で土の状態を区分し，従来の土質分類法と併用すると土工上有効に利用できるとの立場を

明らかにした。次いで土の状態区分の諸丁法に論を及ぼし，現段階では，①面積座標表示，②コン

システンシー指数表示，③pF表示が有用となる可能性をもっていることを明らかにした。

　第3章では，第2章で結論された土の状態区分の必要性を論拠に具体的な土の状態区分やその表

示方法についての考察と提案を示した。まず土の構成三相体積率による表示について従来の研究を

総括し，筆者の提案になる面積座標系を利用した表示を具体的に示し，適用例でその有用性を論じ

た。pF表示にっいては固一液系の状態量としてレオロジーの観点から負のpFを定義することに

よって，液体状から固体状のものまで統一されたスケールで示し得，土の各コンシステンシー限界
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
値と対応されることを示した。次にコンシステンシー指数や液性指数ICよっても土の状態区分が可

能であることを論じ，土の力学的性質との相関性，また土質安定処理の適用地盤の分析をコンシス

テンシー指数で統合しえる例を示した。最後に3手法の表示で各種土の状態区分を有機的lc結びっ

ける試みを示し，各表示法の利用上の得失を明らかにした。

　ag　4章では，第3章で提案した各表示法を用いて土の状態区分をなし，その区分域の土とその工

学的性質の関連性ecっいて論じた。次いでその土の工学的性質は液相処理という人為的方法で変え

得ることを明らかにし，士質安定における土の液相処理の位置づけを論じた。この液相処理には具

体的ec・，①液相の増加防止，②液相の分離，③液相の置換，④液相の固化があることを論じ，土の

分類・状態区分と液相処理型式との相関表の提案を行った。

　第5章では，第4章であげた土の液相処理のうち液相分離にっいて論及した。まず液相分eegc伴

う土の工学的性質の変化を把握し，七は液相の分離に伴って一般には強さを増し，変形性が少なく

なり，透水性が低下することを示した。次に液相分離の適用例として，土の固一液系状態がスラリ

ー状のものと，自然含水比が液性限界付近にある地盤のものとの2例をあげ，具体的に検討した。

以ヒより七の分類と状態により適合した液相分離手法が異なって来ることが明らかとなった。

　第6章では，eg　4章で示した上の液相処理のうち液相の置換ならびに固化による土質安定を対象

とした。各々の土質安定上の意義を明らかにし，各土質安定処理のうちで注入処理は液相置換型，

深層かくはん混合処理や凍結処理は液相固化型になることを明らかにした。第5章と同じく液相の

置換・固化に伴う土の工学的性質変化を把握した後，注入処理・深層混合処理の現地での比較・検

討と，それに続いて深層混合処理や凍結処理の施工に伴って発生することの多い地盤変状の予測法

を提案し，実測によって確認した結果を示した。

　本論文で示した研究思想は，従来等閑視されていた土の状態区分の必要性の認識と科学的裏づけ

のないままに即物的に，あるいは即時的にアイテアの具現化のみに終始した土質安定の体系化・理

論化の必要性の認識である。その解決によって技芸であるとされている土質安定は始めて科学とし

て土質工学の1分野をになうことになるであろう。本論文はそのための1布石としての知見になる

ものと考えている。

　最後にヒ質安定とその処理地盤の最適性にっいての相関は数量化囲論やクラスター分析によって

も求められる可能性のあることを指摘し，今後の研究課題としたい。
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付 録

盛土地盤の浸水に伴う沈下とその解析について1）

一まさ土のような風化砂質土を対象として一

1．ま　え　が　き

　最近のひっぱくした用地不足から，丘陵・山岳地帯においては，起伏の大きな谷筋まで埋め立て

る大規模な盛土造成工事が行なわれている。　　　　　　　　　　’

　このような造成地盤が浸水を受けるとしばしば特異な沈下（以下，沈下と略称する）を生ずる。

なかでも，V字谷を埋め立てた盛土地盤は，本来の谷筋の地形・地質状態から，水の供給をきわめ

て受けやすい条件下にある。特に高盛土地盤で，埋設物が布設され家屋や構造物が構築されたのち

の浸水による沈下はその量が大きいことから与える被害も甚大で，社会問題になる場合も少なくない。

　このような沈下は，造成完了後の雨期に生じるのが通常である。低盛土地盤における沈下は比較

的短期で終了するが，高盛土地盤のそれは長期にわたる場合もある。ある高盛土地盤では，その沈

下が数年にも及んだ。これは，地盤下の破砕帯からの断続的な湧水がもとの谷筋にたまり，その水

面が昇降を繰り返しながら地表面下近くまでじょじょに上昇し，締固め不足の土の構造を変化させ

たことによるものと考えられる。

　このような土の構造の変化による沈下は，ソ連・東欧に広く分布するレス（loess）でもみられ，

一般にコラップス沈下（Collapse　Settlement）と呼ばれている。この現象は，レスの自然地盤

に水路・ダムなどの水工構造物を布設あるいは構築した場合にしばしば生じ2）・3）その解決策がレ

ス地盤の重要課題とされている4）。

　この種の沈トは水の供給による土粒子間の接触力の低下，土粒子群の相対的な移動，再配列によ

って生じた体積変化の結果であるといえよう。しかし，レスの研究ではおもに自然地盤の沈下を対

象としているのに対し，著者らがここで取り扱うのは人工的に造成された盛一L地盤の沈下であり，

両者には差異がある。つまり，前者はある意味で宿命的なものといえるが，後者は締固め不足，す

なわち設計・施工上の不備によるものと考えざるをえない。

　このような事情から，本論文では盛土地盤の材料としてよく利用されるまさ土のような火成岩系

風化砂質土を対象とし，締固め圧と造成完了後の土中の鉛直圧によってこの種の沈下は左右される

ものと考えた。ここで，締固め圧は土中の鉛直圧より大となる部分で先行圧を意味し，地盤をその

応力履歴によって正規圧密状態と過圧密状態に分けて考えることにした。

　研究の結果，締固め圧，盛土高さおよび含水比を設定しその条件に応じた室内試験を行えば，こ

の種の沈下量を算定することが可能となったので以下これらについて述べることにする。
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2．水の影響による土の構造変化

　ここで取り扱う風化砂質土は，母岩が風化作用

によって土壊化し，もとの位置にそのまま残留し

たものである。したがって，粘土鉱物を含み，細

粒砂から粗粒砂まで含んでいて粒度配合に富み，

また沖積砂に比べ粒子が角ばっているのが特徴で

ある。

　このような特性を有する土を盛土地盤の材料と

して利用した場合，締固め不足で土の構造が高位5）

であると浸水時，個々の粒子の移動が起こる。こ

の場合の土の構造を拡大すると図一1のように表

現されよう。便宜的に，土粒子間の接触力を接面

に対し，ifE［tt力Nと水平力Tに分け，二粒子間の

状態を図一2のように表わす。浸水前は図一2中

（a）のように，接面において上方からの垂［白：力と下

方からの反力，せん断力とせん断抵抗力がそれぞ

れ等しく，粒子は平衡状態にある。粒子間のせん

断抵抗力の要素として，メニスカスによる吸着力，

図一1　土粒子の力伝達図

（a）浸水前　　　（b）浸水時の土粒子移動

　　　図一2　二粒子の拡大図

粘着力および摩擦力などが考えられる。このような状態の土が，浸水を受けるとメニスカスを消失

し，粒子間の粘着力や摩擦力も同時に低下するので，図一2（b）のようにせん断抵抗力はせん断力よ

りも小さくなり，上粒子はすべりや転がりを生ずる。すなわち，高位の構造から低位の構造へと上

は変化し，体積の減少を伴うことになる。レスでは，この構造変化をtC　structual　C・llap．se”と

呼んでいる6）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　100

3．試料および実験方法

　試料の粒度および基本的性質をそ

れぞれ図一3および表一1に示す。

供試土は白然乾燥したのち，約500

gをビニール袋に入れ約1．5mの高

さから30回自然落下調整7）し，2．0

㎜以上の粒子を取り除いて実験に

供した。図一4に試験装置を示す。

80

三6°

ま

宇゜

20

0

0．05　　　0j　　　　O．2

図一3

　　安山岩系風化ヒ

せん緑岩風化ヒ

OS　　　1．ρ　　　2．O

粒径　《mm）

粒径加積曲線

5，0
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正規圧密状態で実験を行う場合，図

一5（a）のように供試土は段階的に載荷

され，所定の荷重に達してから給水・

排水を繰り返し行い，その最終的な

垂直変位を測定した。他方，過圧密状

態の実験は，図一5（b）のようにある荷

重（先行荷重）まで載荷したのち，所

定の荷重まで除荷し，のち給水・排水

を繰り返し，それによって生じる最終

的な垂直変位を測定した。また，実験

表一1　試料の基本的性質

試　料 花　商　岩
風化砂質土

せ　ん　緑　岩

風化砂質土
安　山　岩　系

風化砂質土

採取⇒煉情⇒川西椛屋川奈良県当綱

細粒分の
鉱　　物

ご学講

石英・長石・
雲母・カオリ
ナイト

9．8

2．65

2、98

24．7

ナトトリイイ
オラサカイイ石トハ長イ・

16．8

2．　67

6．17

33．9

カオリナイト・
ハロイサイト・
モソモリロナイ
ト

24．0

2．66

4．12

37．5

当初の誤差をなくすため，あらかじめ約0．03kgf／bm2の荷重を加え，除荷後実験を開始した。な

お，リング壁面の摩擦抵抗力を測定した結果，載荷重は試料の含水比の差にはほとんど無関係に約

15％減殺されることから，解析には15％減の荷重修止を行った。

一5薯
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図一4　試　験　装　置

給水

・w

n

荷重1eg　P 荷重㎏P

　　正規圧密状態

＼弍　給水
　　　　正規圧密状態
　
給水＼ゼ＼

二「Ω

（e）正規圧密土の試験　　　　　　　　（b）過圧密土の試験

　　図一5　給水時の説明

4．実験結果とその考察

　4．1　実　験　結　果

　浸水試験にさきだって，各試料の不飽和状

態における圧縮試験を行った。結果を図一

6～8に示す。各図からわかるようにρ～log

P線は正規圧密状態のもとで直線性を呈す。

そして，図一9に例示する繰返し圧縮曲線を

みると，先行荷重Peは降状荷重ρ夕に一致し，

1．4

Φ

自
　1．O

　O．6

　　　　　　Wo二108％

@　　　　　　　　　　　　　　Wo－18．6％
vo＝4．8％

@　　　　Wo＝14．3％

図一6

0．Ol　　　　O・1　　　　1．0　　　　10．O

　　　fr；iEfi［IEP　（kgf／c㎡）

花商岩風化土のe～logρ線

除荷によるeの変化は無視できるほど小さい。浸水試験に関する各種風化土の試験結果を以下に詳

述する。
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Φ

記蓑

2．0

1．0

　　　　　　O．Ol　　　O．1　　　　1・0　　　　10・O

　　　　　　　　　I，；i｝重n三P（kgf／c㎡）

　　　図一7　せん緑岩風化土のe～logρ線

　4．1．1　正規圧密土

　正規圧密状態ドにあるこの種の土の浸水に

伴う圧縮ひずみε。c。ub，（以ド，圧縮ひずみと

略称する）は，載荷重Pと初期含水比W。に

よってきまる。以下，実験結果を各種風化土

別に述べることにする。

　　（1）花詞岩風化土（まさ土）

　実験結果を図一10に示す。図はP

とεり剛bの関係を小しているが，

Pが人なるほどε，、s，ib、は小となり，

Pが約5．Okgf／c㎡以上になると

8。　，，。b、は生じない。この5．0㎏f／

c皿2のρにおける浸水前のρdは1．50

g／cm3であり，このρd以上になる

とεび割。）は生じないことになる。

　　（2）　せん緑岩風化土

　3っの異なったw。に関するP～8v

1°

i・

i1・

1・・

㍉。

Φ

吉垂

2．O

1．O

14

Φ

曇

　10
室

謹

　O，6

　Wo＝28．4°。

vb＝31．3％
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Wo＝25」％

@　　　Wo・17．0％
@　　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　　Wo・13．4％

　　　　O．Ol　　　　O．1　　　　1．0　　　　10．O
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図一8　安山岩系風化土のe～logρ線
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図一9　花岡岩風化土の繰返し圧縮曲線

・～組の荷中・（kgf／Od）

　　05　　　　1．O 50　　　，00

OWo＝

o“b＝100x

θua；16、5　x

図一10　花聞岩風化土の荷重と浸永による

　　　　圧縮ひずみ（正規圧密状態）

（。。b、の実験結果を図一11に示す。このうち，　w。二11．6％およびW。＝16．4％の実験では，花

嵩岩風化土の場合と同様，Pが大なほどε。　、。。b、は小となっている。そして，6．　O　kgf／b㎡以上の

Pではεv（、ub）を生じず，　P＝6．Okgf／c㎡における浸水前のρdは1．60　g／cnf3であった。したが

って，このPd以上であればε。（。ub）を生じないことになる。一方，　W。＝4．1％の低含水比における

実験では，図中の点線で示すように特異な結果を示した。
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　　（3）　安山岩系風化土

　3つの異なる砺に関するP一εv（，。b）

の実験結果を図一12に示す。w。＝

22．8％およびw。＝29．1％の実験結果

をみると，いずれもPが大になるほど

εvc。Ub）は小となる。そして，　w。＝22．8

％の場合には7．　0　kgl／cm2以上，また

w。二29．1％の場合は3．Okg£／rcm2以

上のρになるとεv｛。ub）は生じなくなる。

これに対し，この種の風化土としては

w。の低い14．6％の試験では，せん緑

岩風化土の場合と同様，図巾の点線の

ように特異な結果を示している。総じ

て，この種の土のεv（sub）はせん緑岩

風化士二の性状に類似している。

　4．L2過圧密土
　過圧密条件ドにおけるε。　CSUb）はW。

を一定とすると，浸水時の載荷重ρと

浸水前に受けた先行荷重P。に支配さ

れる。

三

…

己・。

ξ

皇15

る

ご、。

美

　25

　　　　　漫水時の荷重P（kgf／（㎡）

OO5　　 01　　　　　　　　　　05　　　 1．0　　　20 50　　　10、O

⊥9一

図一11　せん緑岩風化土の荷重と浸水による圧

　　　　縮ひずみ（tE規圧密状態）

　　　　　　浸水時の荷IF　P（kgf，’cdi）
　OO5　　　0．1　　　　　　　　　　　05　　　　1．0

0
5．0　　　100

図一12

　各種風化土（地山の自然含水比付近）について

P，P。およびε。　（。。b）の相互関係をまとめてみる

と図一13～15のように表される。図は縦軸に

ε．髄b），横軸に過圧密比P．／Pをとり，同じ大き

さのPをパラメーターとしてまとめたものである。

図からわかるように，浸水時の載荷重が同じ大き

さであっても，浸水前に受けたP．が大なるほどεv

tsub〕は小となる。

、ま一

安山岩系風化土の荷重と浸水による圧縮

ひずみ（正規圧密状態）

　　　　　　過圧密比　Po／P

　　1　　　　　　　　　　　5　　　　　　　　　　　　　　to

　O

5

10

15

図一13　花崩岩風化土の過圧密比と

　　　圧縮ひずみ
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三

三

〇1°
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毒
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毛

過圧密比％／P
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●p＝O．058kgf／crri

Φp＝O，116kgf／c㎡

OP＝0．577kgf／c㎡

Wo＝16％

図一14

せん緑岩風化

士の過圧密比

と圧縮ひずみ

過圧密比Porp

eP＝O．058　kgf／C㎡

Φp＝O．116kgf／c㎡

O　P＝O．577kgf／C㎡

　輪＝25％

図一15　安山岩系風化土の過圧

　　　　密比と圧縮ひすみ

　4．2　考　　　察

　対象とした3種の試料のなかで，花闘岩風化土のε。《s。b｝は，他の2種のそれに比べ，　w。の人

小にそれほど左右されず，その値も相対的に小さい。この理由は，試料の｝：要含有鉱物が粒子表面

のなめらかな石英・長石で，しかも粘土鉱物も活性の低い少量のカオリナイトのため，試料全体と

して粘性に乏しいことに由来するものと考えられる。このことは，浸水試験前のρdがW。の大小に

あまり影響されずしかもよく締め固まっていることからも理解できる。他方，せん緑岩風化土およ

び安山岩系風化土の両者のεV（。Ub，は，総じて類似の傾向を示し，ε。　（，．b，は大きく，それはW。の大

小に左右される。せん緑岩風化土は活性度の比較的高いイライト・ハロィサイトを，安山岩系風化

上はさらに活性度の高いモンモリロナイトをも含んでいる。したがって，これらσ）鉱物の粘性度か

含水程度に影響されることから，浸水前の供試土のρdはPが同じであってもω。の大小によって異

なる。この異なりが，Pが同じであってもεv，s。b｝に差異をもたらすゆえんであると考えられる。

　次に，図一16に例証するように，

いずれの試料土においても浸水前の荷

重が同じであれば，供試土の応力履歴

条件には無関係に，浸水後の間隙比

はほぼ同じ1直を示し，浸水後の状態を

図巾の点線で示すことができる。この

ことと，図一9に例示している除荷線

（ほとんどeの変化はない）を合わせ

て利用すれば，正規圧密土の浸水試験

14

12

O

Φ

学謹症

08

ll

li　ig－’’”：

一姑L

005　　　01　　　　　　　　　　　05　　　　10　　　　　　　　　　　50

　　　　　　　ts「1重P（kgf／O肩）

　図一16　花嵩岩風化土の試験結果例
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のみで過圧密土のε．倒bハを推定することが可能となる。なお，いずれの状態の試験においても，リ

ング内の供試土への給水が終了するとほぼ同時に，その体積減少もみられなくなることが確認され

た。

5．浸水に伴う圧縮ひずみ

　図一17～19は，各種風化土の自然含

水比程度の実験結果をまとめて示した

ものである。すなわち，P。とPを両対

数紙1：の両軸にとり，実験結果よりεv

（。Ub）を図中に点記し，　P。とPの条件に

よって決まるρdを図上に重ねて線記し

た（図中の［1三規圧密上のεV　C、。b）を生じ

ないρd。を限界乾燥密度と呼ぶことに

する）。ここにおいて，現場と室内試

験の両者の含水比が同…ならば，上述

のP。は締固め荷重gに，またPは土か

ぶり圧ρに対応するものである。した

3．0

2．0

ω

5α

’20

o．1

0、05

　　　　　　　　　先tl荷弔Po（kgf，c㎡｝

図一17　花固岩風化土の応力履歴と圧縮ひずみ

がってこの図は，P，　P。，ρaおよびεV（，。b、の相互関係を総合的に小したもので，後述する浸水によ

る盛土地盤の沈ド量の算定に用いられる。

5．O

（甲

50

泡O

0．1

限。倣一度ρ、、｝！イ7

　　　　　　　　先f】6∬1股　Pb（kgf／（涌）

図一18　せん緑岩風化土の応力履歴と圧縮ひずみ

5．0

“02

O

50

〔唱

O．2

O．1

。糀燥艘ρ、b／”’ G

ミー

ぎ
♂

　Q、　　（x

ρd：《9／‘㎡）

　　　　　　先tl荷ifil　Po（kgf／C㎡）

図一19　安山岩系風化土の応力履歴と

　　　　圧縮ひずみ
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6．地盤浸水による圧縮ひずみ性状

　地盤の応力履歴条件，すなわち締固め荷重qと土かぶり圧Pから浸水による地盤の圧縮ひずみεv

（，Ub）の性状を考えることにする。

　一様に造成された盛土地盤が浸水を受け，もとの地盤面から地表面まで地下水面がh昇するもの

と単純化すれば図一20に示す〔A〕～〔D〕の4つのタイプに分類される。

　（1）締固めが行われない場合（図一20〔A〕）

　単に盛り上げられた場合で，図中（a）に示す地盤内の各点における応力状態を（c）（d）図に点記し，

εv（sub）の性状を（b）図に示す。図からわかるように，　B点を境として下部においては，ρdが前述の

ρd。より大となるので8，C。．b｝を生じず，1二部ではρdがρd。より小となるのでεv（。。b）を生じること

になる。この場合のε。｛，Ub、は地表面に近いほど大で，沈ド量Sは極めて大きい。

　（2）締固め荷重が小さい場合（図一20〔B〕）

　図のようにC点（g－一一　p）を境にして，正規圧密領域と過圧密領域に分けられる。正規圧密領域

内でρd。となる点をBとすると，その点を境として1二部でε。〔。。b）を生じ，ド部ではρd＞　Pd。でεv

（。u、｝を生じない。過圧密領域においてはqが小さいので，この領域全体にわたりε。　c。ub）を生じることに

なる。・このようにqが小さい場合，両領域の境界面（図ではC点）で（b）図のようにε。c。。b｝は最大

となる。

　（3）締固め荷重が比較的大きい場合（図一20〔C〕）

　この場合も（a）図に小すようにC点を境としてiE規圧密と過圧密の両領域に分けられる。止規圧

密領域内でρd・となる点をBとすると，それより上部ではεv，、Ub，を生じ，ド部ではそれを生じない。

一方，過圧密領域内では，（c）図からわかるようにD点を境としてそれより上部ではE。c。。b）を生じず

下部ではそれを生じる。この場合，（b）図のように地表面付近ではεv《。Ub、を生じず，両領域の境界面

付近でε。t，。b，を生じるのが特徴である。地盤の沈下敏Sは，1二述の二者に比べ当然小さい。

　（4）締固め荷重が大きい場合（図一20〔D〕）

　（a＞図に示すようにB点を境として正規圧密領域と過圧密領域に分けられる。が，（b）図のように両

領域のρdはすべてにわたってρd。より大となるのでε．畑b）を生じない。

　以上のように分類されるが，とりわけ，構造物を直接支持しなければならない盛土地盤の設計・

施一〔に際しては，ε。c，。b｝を生じないよう盛土厚ならびに締固め荷重の設定が必要である。　4つの

タィブのうち，もっとも安定した状態は〔D〕である。また〔C〕において，盛土厚が小で，もとの地

盤がD点より上方になる場合にはε。　，s。b）を生じないことになる。　ともあれ，盛土地盤の築造に当

たっては，上述のことを踏まえて十分な検討を行うことが肝要である。
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図一20　盛土地盤の浸水による圧縮ひずみの性状
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7．解析方法
　盛土地盤の浸水による沈下量の解析は，前述の圧縮ひずみ図を利用し，次の手順で行う。

　（1）締固め荷重gを決める。

　②　e－logP線（室内試験）より，　qに対応するeからρdを求め・土の密度ρを算定する。

　（3）過圧密領域のρは一定とする（繰返し試験結果によるとρの値はほとんどかわらない）。

　（4）IE規圧密領域と過圧密領域の境界深さHUを算定する（Hp＝（1／ρ）。

　㈲　土かぶり圧は土の密度の累計とする。

　（6）地盤において，各1メートル層当たりのεv〔，Ub）を圧縮ひずみ図から求める。

　⑦　地盤の沈ド量Sは，各1メートル層当たりの変形量を合計したものである。

8．解　　析　　例

　地山の自然含水比程度（本研究に用いられた3種

の土の解析結果では，最大沈下量を示した）で造成

された地盤において，完成後浸水により地下水面が

地表面までヒ昇するものとした解析結果を図一21～

乾燥密度　　　　　　　浸水にtる圧縮ひずみ

　　　ρd‘9勺㎡）
1．0　　　　　1．4　　　　　1．S　O
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∨
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e．⑲b）〔％）

10　　　　　20

　　tf／㎡
q＝5tf／㎡

q＝8tf／㎡
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図一22　せん緑岩風化土地盤の解析例

　　乾燥密度　　　1・ξ水による［i縮ひξみ

　　ρd・9ξ㎡．　　ε・’・・b倒

1．0　　　　　1．4　　　　　1．eO　　　　　　10　　　　　20
0

5

三

e，1°

芭

15

　20

図一21

q＝otfノ㎡
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q＝10
tf／㎡ q・10tf／㎡

1
qヱ30
tf／㎡

q＝100tf／㎡

“b＝10％

花嵩岩風化土地盤の解析例

23に示す。結果からわかるように，gが5tf．／㎡

程度以下ではpa　－20の〔A〕および〔B〕，8～

50tf／n2程度で〔C〕そして50　tf／㎡程度以上

になると〔D〕のタイプになる。

　花嵐岩・せん緑岩土および安山岩系風化土

の種々な条件における地盤の沈下ぽsを表一2

に示す。Sは，花聞岩風化土く安山岩系風化

土くせん緑岩風化土であり，流動限界Wflは
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乾燥密度

ρd　（9／emJ）

tO 1．4
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浸水による圧縮ひすみ
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表一2　風化土地盤の浸水による沈下量

　　　　　　　　　　　　　　　単位：cm

風化土名

q；Otf／㎡

q＝5tf／㎡

q＝8tf／㎡

q＝10tf／㎡

qエ30tf／㎡

We＝25X

花　倍i　岩

風　化　土

岩土んイせ風

安山岩系
風　化　土

地盤厚
H（m）

5000　123

5000　123

5000　123

締固め荷重q（tf／㎡）

5 10 30

25112344
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33
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図一23　安山岩系風化土地盤の解析例

花岡岩風化七くせん緑岩風化土く安山岩系風化上である。ωflの観点からSを考えると，花嵩岩風

化土のようなWftの低い土は，他の二者に比べ，浸水前の同一一荷重条件におけるρdは大きく，

更に浸水を受けても土粒子が水にそれほど敏感でないので，Sは表一2のように比較的小さい値に

とどまるものと考えられる。しかし，L述のなかで，せん緑岩風化上と安山岩系風化土のSは，　Wft

の大小関係とは逆になっている。安山岩系風化土はせん緑岩風化土に比べWflは高く，しかも浸水

前の同一締固め荷重条件におけるρdがせん緑岩風化土のそれよりも小である。にもかかわらず，表

一2のとおり安山岩系風化土のSは小さい。これは，安山岩系風化土は粁性度が大なため，浸水を

受けてもせん緑岩風化．tほど粒子が水に敏感でないことによるものと考えられる。以上のことはつ

まり，｛t粘性度が低くもなし，亘くもなし”といった砂質土のSが，もっとも大となるものと考え

られる。

9．あとがき
　まさ土のような風化砂質土を利用して造成された地盤の浸水時における沈下性状は，地盤の応力

履歴に支配されるという観点から，種々な応力状態で3種の土を用いて実験を行ない検討の結果，

明らかになった点を以トにまとめる。

　（1）締回め不足で土の構造が高位にある地盤が浸水を受けると，個々の土粒子の移動が容易とな

り，結果として体積減少を生じる。
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　（2）正規圧密状態においてある載荷圧（限界乾燥密度ρd。）以上では，浸水を受けても土は圧縮

ひずみを生じない。過圧密状態（限界乾燥密度ρd・以下）では，浸水時の載荷圧が同じ大きさであ

っても，浸水前に受けた先行圧が大なほど圧縮ひずみは小となる。しかし，浸水時の載荷圧が同じ

であれば，正規圧密あるいは過圧密といった応力履歴条件には関係なく，浸水後の間隙比がほぼ同じ

値を示すので，正規圧密土の試験のみで過圧密土の圧縮ひすみを推定することができる。

　（3）先行圧と載荷圧を両対数紙上にとり，圧縮ひずみをパラメーターとすると，地盤の沈下量を

算定するための図表を作成することができる（図一17～19）。

　（4）　一様に造成された地盤が浸水を受け，地表面まで地ド水面が上昇するものと単純化すれば，

地盤の圧縮ひずみの性状は4つのタイプに分けられる（図一20）。そして締固められた地盤の圧縮

ひずみは，正規圧密領域と過圧密領域の境界面で最大となる。

　（5）浸水によって生ずる地盤の沈下量の大小はコンシステンシーにも関係があり，砂質土として

粘性度が高くもなし低くもなし，といった土がもっとも大となるものと推察される。

　（6）本解析結果にみられるような沈下性状を簡単な野外実験（十分な実験でないので本論文中に

は記載していない）からおよそ把握してはいるものの，今後十分な現場検証が必要であり，この意

味から施工状態が明確にされている多くの現場からの実測データが待たれるところである。

　本解析において重要なことは，現場における先行等価締固め荷重（tf／m2）の確認である。　これ

は施工時，現場で測定されるeを現場と同じ含水比における室内試験のe～log力線に対応させて

求めればよいと考える。

　　　　　　　　　　　　　　　　記　　号　　説　　明

　　P＝載荷重または土かぶり圧（kg正／c㎡，tfン’h2）

　　P。二先行荷重（㎏f／／c㎡）

　　九＝降伏荷重（㎏f／Cm2）

　　g＝締固め荷重（tf／㎡）

　　S＝沈下量（cm）

　　W。二初期含水比（％）

　Wft＝流動限界（％）

　　ρ＝ヰの密度（9／c㎡・t／㎡）

　　ρd＝土の乾燥密度（g／cm3）

　ρd。＝正規圧密土が浸水を受けても圧縮ひずみを生じない限界乾燥密度（g／cm3）

ε。C，ubハ＝浸水によって生じる圧縮ひずみ（％）
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